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会社の沿革 


〇電電公社 


© 

NTT 



1988年 


1989年 


1990年 


1991年 


1992年 


1993年 


1994年 


1995年 



1952年(昭和27年）8月 U 本電信電話公社発足 


1953牢(昭和28年）4月 
同際 M 信 M 話事業を国際電信 M 詁蟖へ移管 


1972年(昭和47年）5月 
琉球動 i 話公社の業務 ( I 1 納）を承継 


昭和 (30m 

1985年(昭和60年）4月日本電信電話(撕設立 


昭和6/年 


昭和62年 


7ガ データ通信事業を NTT データ通信㈱へ譲渡 


昭和63年 


平成兀年 


平成2年 


平成3年 


自動車電話 • 携帯電話 • 船舶電話 • 航空機公衆電話および 
線呼出に関する事業を NTT 移動通信網㈱へ譲渡 


平成4年 


12月電力および建築 • ビル管理業務を㈱ NTT フ ァシソ r r ーズへ移管 


平成5年 


平成6年 


平成7年 

































企業理念•社歌 


経営 • 組織 


> 




♦私たちは、世界的視野に立った技術 
開発をもとに、最高のサービスと信 
頼を提供しつづけ、豊かな生活•文 
化の創造に貢献します。 




♦ お客さまへのベストサービス 
の追求 

♦ 社会及び生活の基盤としての 
ネットワークの維持 • 発展 

♦ 地域社会との一体化 


♦ 個の尊重と活気あふれた 
企業文化の実現 


間断なき革新と発展 


お客さま第一、上司は二の次。 
現地に行こう、現物にさわろう。 


社内の評論家はいらない、 
ともかく行動。 

本質を考えよう、前例に頼らず。 


自己の向上は誰のためでもない、 
自分のため。 

夢なくして未来はない。 


NTT 社歌日々新しく 

作詞松本文郎 
補作詞岩谷時子 
作曲.編曲前田憲男 

風の音に耳をかたむけ 
問いかけるものに応えよう 
虹を架け虹を跳び進む自由こそ NTT 
かなえようあなたの希望 
日々新しく われらは生きて 
たしかな手ごたえ喜びあおう 
みんなの想いを支え力をつくす NTT 

人の声を結ぶ宇宙に 
かぎりない夢をあずけよう 
過去から未来へと翔ける興こそ NTT 
信じようかがやく光 
日々新しく われらは生きて 
ゆたかな社会を築いて行こう 
みんなの心をつなぎ幸せ祈る NTT 

空に響く愛の言葉 

山河を越えてとどけよう 

励ましとその文字を送るつとめこそ NTT 

高めよう暮らしの文化 

日々新しく われらは生きて 

無限に役立つ誇りを持とう 

みんなの地球をめぐり世界と共に NTT 








役員 


1 . 現役員 


(1996年〈平成8年〉6月27日現在） 





⑯代表取締役副社長 

林 豊 


⑱代表取締役会長 


逢)代表取締役社長 


澤田茂生 宮津純一郎 



⑯代表取締役副社長 ⑱代表取締役副社長 常務取締役 


井上秀一 


立川敬二 早田利雄 



⑱常務取締役 


⑯常務取締役 


(§) 常務取締役 




浅田和男 池田茂 


木塚修一 



⑱代表取締役副社長 


宮脇陞 



②常務取締役 


青木利晴 



( D 常務取締役 


鈴木正誠 











経営•組織 



® 常務取締役 



⑱常務取締役 


® 常務取締役 



④取締役 


松尾勇二 石原廣司 


峯嶋利之 和田紀夫 




( D 取締役 



⑥取締役 



⑱取締役 


田邊正通 


吉岡正紀 牧野詔一 


島田博文 



⑱取締役 

® 取締役 

: S ) 取締役 

(§) 取締役 



芝尾昌宏 

布谷龍司 

新井忠之 

髙嶋秀行 


9 





















②取締役 


( D 取締役 


( D 取締役 



⑧取締役 


田島齊 


涌井裕 三田清 伊澤達夫 



⑯取締役 


@取締役 


⑥取締役 


⑯取締役 


石川宏 宇田好文 髙島征二 三浦惺 



⑯取締役 ⑱取締役相談役 ⑱取締役相談役 


武内道雄 上野至大 瀨島龍三 児島仁 



® 取締役 
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経営 • 組織 



廣瀬惠 小島正行 山本正 塩田徳彦 


⑯常勤監査役 


⑱常勤監査役 


②常勤監査役 


( D 常勤監査役 
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2 .役員任期 


(1996年〈平成8年〉6月27日現在） 


会長 mm 取締役 
I 社長 取締役相談役 

副社長 監査役 

常務 I 1代表権付き 


1985 


86 


87 


88 


89 


90 


91 


92 


93 


真藤 恒 I 4.1 


-6.29 


gr 112.14 


山口開生 4.1 

児島 仁 4.1 


I 6.26 


76.29 


ェ6.28 


澤田茂生16.28 


I 6.26 


6,28 


宮津純一郎 6.26 


6.29 


6.26 


北原安定&.1 


コ6.29 


前田光治 4.1 


I 6.26 


] 6.29 


鴨光一郎策1 
村上 治 4.1 
飯田克己 4.1 
岩崎昇三 4.1 


[6.29 一 


J 6.28 


6.26 

6.26 

6.26 


I 6.29 


J 6.28 


I 6.29 


J 4.10 


I 6.29 


ェ 6.28 


J 6.26 


神林留雄 6.26 
桑原守二 6.26 


6.29 


I 6.28 


6.29 


I 6.27 _ | 6.26 


井上秀一 6.27 


立川敬二 6.26 


草加英資 4.1 


6.26 


I 6.29 


1 6.28 


寺島角夫 4.1 
岩下 健 4.1 


6.26 


6.26 


城水元次郎 4.1 

6.26 


藤田史郎 4.1 

6.26 


高橋節治 4.1 

6.26 


6.29 


6.29 


6.29 


岸田俊輔 6.26 


6.29 6.29 


局橋幸男 6.26 


6.29 


6.28 


J'lll 級 6.29 


6.26 


大橋宗夫 6.29 


94 


95 


96 


J 6.29 


6.29 


6.29 


6.29 


櫻井國臣 6.26 


6.28 


6.29 


石井康雄 6.26 


6.28 


6.26 


大星公二 6.29 
寺西 昇 6.29 


6.28 


6.26 


6.28 2； 6.27 


横田 剛 6.29 


6.26 


_ 6.29 


朝原雅邦 6.29 


6.26 


廣瀬 惠 6.28 


6.29 


6.29 


昭和60 


61 


62 


63 


塩田徳彦 6.27 

平成元 2 3 


6.29 




-6.27 


-6.27 


-6.27 


林 

血 

6.29 

6.26 

[7 





■rfc 

宮脇 

陞 

6.29 

6.26 

P 7 


# 


6.27 


27 


p 6.27 


西村 

守正 6.29 

6.27 


| 6.29 







貝淵俊二 6.29 

6.27 








石井 

孝 6.29 


6.26 

h 6.29 


^ 6.27 


| 6.27 
「6.27 


8 


12 





















































































経営 • 組織 


1985 86 87 88 89 


齋伯 

哲 4.1 

6.26 

松尾 

士郎 4.1 

f ： 6.26 

山本 

千治 4.1 

6.1 

本間 

雅雄 4.1 

6.29 

長谷川壽彦 4.1 

5.25 

阿部 

譲 4.1 

6.26 


吉田 

庄司6.26 6.29 


上原 

亨6.26 


90 91 

92 93 94 

95 96 

三原種昭 6.27 

6.29 6.27 


早田利雄 6.29 

6.29 

「6.27 

青木 

利晴 6.26 




「6.27 

浅田 

和男 6.26 

ms^mw 



「6.27 

池田 

茂 6.26 




「6.27 

木塚 

修一 * 6.26 

1 


鈴木正誠 6.29 

松尾勇二！ 6.29 


石原廣司 6.29 


f 6 


..27 




6.27 


崖:嶋利之 


6.27 


6.26 


6.28 


池澤英夫 6.26 6.29 


川井 淳 6.26 6.29 

外松源司 6.26 6.29 

吉田 實 6.26 6.29 

五嶋一彦 6.29 6.28 

n 6.29 
12.15 


戸田秀明 6.29 6.26 

岩附孝次 6.29 6.27 

前田行夫 6.29 6.26 

武内宏允 6.29 6.26 

髙橋 徹 6.29 6.26 

田中順三 j 6.28 11.30 

池田博昌 6.28 6.29 

佐田啓助 6.28 6.26 

小原卿章 6.28 6.26 

鍋田 衛 6.27 6.26 

井関雅夫 6.27 : 6.29 


千葉正人 6.27 6.29 

島崎恭一 6.26 - 6.29 

田崎公郎 6 . 26 ^ 6.29 

昭和60 61 62 63 平成元 2 3 4 5 6 7 8 


13 































































1985 


86 


87 


今里廣記 


II 


•1 

5.30 逝去 


大概文平 4.1 


瀬島龍三 | $.2石 
松尾恭一郎 4.1 
北野恒夫 4.1 
久保 等4.】 


88 


89 


6.29 


90 


91 

林 

風木 
川内 


92 


93 


94 


95 


96 


信幸6，_ 


6.29 


修 [ _ 


1 6.29 


武 6.26 


三輪佳生 6.26 


1 3.31 
_ 6.29 


不 II III 紀火 6,26 


鈴木重信 6.29 


I 6.29 


池上徹彦 .獅 


6.27 


田邊 

正通6,29 

吉岡 

正紀 6.2 分 

牧野 

詔 一ね 9 

島田 

博文 6 M 

芝尾 

昌宏 _ 


伊瀬 




章[反す ■ 6.27 
布谷||司 I 6鑛 


新井忠之 


髙嶋秀行6.雜 
田島 


齊ん29 
涌井 裕09: _ __ 

三田 清6,29_ _ 

6.27 

伊澤達夫 _ 

r -6.27 

石川 宏 _ 

r 6.27 

宇田好文穸 

「6.27 

髙島征二 _ 

r 6.21 

三 浦惺醉 

r 621 

武内道雄， 

r -6.27 

上野至大 _ 


I 8.9 逝去 


6.29 


6.29 


藤井健太郎6.29 


I 6.29 


小森正夫 6.29 


6.29 


西脇達也 6.26 


秋本勝彦 6.29 


1 6.27 
: 6.27 


昭和60 


61 


62 


63 


平成元 


小島正行6. 29 

山本正 

6 7 8 


£■ 6.27 

V 
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従業員 


経営 • 組織 



、区分 

従業員数（人） 

平均年齢（歳） 

平均勤続年数（年） 

年度\\ 


男子 

女子 


男子 

女子 


男子 

女子 

1985 

昭和60 

303,951 

236,937 

67,014 

38.3 

37.7 

40.3 

19.2 

18.7 

21.0 

86 

61 

297,596 

233,045 

64,551 

38.7 

38.1 

40.8 

19.5 

19.0 

21.4 

87 

62 

291,142 

228,501 

62,641 

39.1 

38.5 

41.3 

19.9 

19.4 

21.9 

88 

63 

276,650 

217,347 

59,303 

39.5 

38.9 

41.8 

20.2 

19.6 

22.3 

89 

平成元 

266,017 

210,809 

55,208 

39.8 

39.2 

42.0 

20.4 

19.9 

22.4 

90 

2 

257,627 

205,089 

52,538 

40.2 

39.7 42.4 

20.8 

20.3 

22.7 

91 J 

249,942 

200,410 

49,532 

40.7 

40.2 

42.7 

21.2 

20.8 

22.9 

92 

4 

232,198 

186,826 

45,372 

41.0 

40.6 

42.7 

21.3 

21.0 

22.4 

93 5 

215,629 

173,623 42,006 

41.6 

41.2 

43.0 

21.8 

21.6 

22.6 

94 

6 

194,721 

160,129 

34,592 

41.8 

41.7 42.4 

22.0 

22.0 

21.9 


[注] 1. 数値は各年度末現在のものです。 

2. 従業貝数には、休職者を含み、短時間制特別社員および出向社 M は含みません。 
3. 1992年（平成4年）度より60歳定年制を採用しています。 


I 女子 
男子 

一♦•一平 均年齢 

一■— 平均勤続年数 
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考 


秘 

査 


書 

室 


室 


総支社 


匕東九四中関北東信関東 

道北州国国西陸海越東京 



支 

社 



靈話局 


組 織 _ 

1.組織の変遷 

♦株式会社設立時 (1985 年〈昭和60年〉4月1日） 


監査役 



監査 

役室 


常務 会 


取締役会 

J 

L 

社 

長 


秘 

書： 

1 — 

技 

術 

企 

画 

本 

部 




経 

営 

企 

画 

本 

部 

課丨 

— 

国 
際 
調1 
達： 
室 


新 

規 

事 

業 

開 

発 

室 

1 -, 

業丨 

務 

開 

：発丨 

室 


文書課 jl 
広報部 J 
職員部 1 


厚生部1 


建 


国 


経 

築 

際 

理 

部 

部 

部 


研究開発本^}気通信研究所 
IZS モデルシステム推進本部一 


ソフトウェアセンタ(東京) 
海底線施設事務所 1 
遁信病院(閲ゼ •()!■',/) 

電気通信学園(中央•鈴鹿) 


海外事務所 



高度通信サービス事業本部準備室 
|企業通信システム事業部1 


デ I 夕通信本部 


技術 部 


営業部 


業務管理部 


計画 部 


施 設 部 


建 設 部 


保全 部 


資材—部 
マイク□無線部 


検査 部 


建設技術開発室 






























































































































































経営•組織 


ソ避公 
フ業共 
トシシ 
ウスス 
ェテテ 
アムム 
' » 、 

C 社金 
E 内融 
'シシ 
地スス 
域テテ 
ムム 


♦事業部制編成時 (1985 年〈昭和60年>11月29日) 





取締役会] 

社 長 


監査役 
___ 

監査役室 lj 



企業通信システム事業部 


高度通信サ—ビス事業本部— - f サ—ビス別事業部 T 3 支店.営業所一 

へ你 illIMli 線、 llliil 像 •vlilu ン 
广移動体 8iili 信 ) 

デ—夕通信事業本部^— H ユ—ザー別•地域別事業部 | 


_ 務部 
広報 I ® ! 
人事部 
労働部 
経理部 


建築部 


遅 

信 

病 

院 

m 

屯 

f 开 

:冥 

電 

気 

通 

信 

学 

園 

央 1 

鈴 
鹿丨 

1 

N 

S 

亏 

フ - 

ル 

シ 

ス 

テ 

ム 

推 

進 

本 

部 

研 

究 

開 

発 

本 

部 

T 1 

研 

究 

所 




経営企画本部 


，常 

務 

会 1 


| 





新 

規 

事 

業 

開 

発 

室 


業； 
務1 
開丨 
発丨 
室1 




電 

話 

帳 

事 

業 

部 

通： 

信 

機1 
器； 

事： 

業 

部 


支 f へ上画耘郅 


ネツトワーク事業本部 


ネツトワ—ク支社 


ネツトワークセンタ 


品 

資 

筑 

波 

技 

術 

開 

発 

セ 

ン 

夕 

中 

央 

ソ 

フ 

卜 

ウ 

T. 

7 

セ 

ン 

夕 

技 

質 

材 

術 

管 

調 

開 

理 

達 

発 

部 

部 

部 


地方ソフトウェアセンタ™ 


7 


電話企画本部 










































































































































































♦高度通信サービス （電報、パケット通信、画像通信、移動体通信） 事業本部再編成時 （ 1"1年 〈 平成 3 年 〉7 月 4 日 〉 


♦4 本部制編成時 (1993年〈平成5年 >7月19日） 


常務会 
および 
各種委員会 


¢1 


画 


室 


秘 


公 

総 

広 

宣 

人 

労 

経 i 

m \ 

i 

国 

技 

正 

市 







S 

際 

術 

場 

対 

務 

報 

伝 

事 

働 

理 

際 

務 

所 

を 

調 

達 

調 

査 

策 








含 

室1 

部 

£ 

部 

部 

部 

部 

部 

む 

室 

部 
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常務 会 
経営戦略および技術 
開発に関する委員会 




丨知的財産部 



1 

労 

経 

i 働 

理 

y 

k! 


国際1調—達室 I 

(海外' ii - 彷所を八，：：む) 

際 部一 


国 





1 


し 

1 

秘1 

考 

公 

正 

市 

場 

対 

策 

室 

-—:— . 

総 

広 


人 

m 

査 

務 

報 

伝 

事 

室 

室 


部 

Hi 

1 




取 

締 

役 

ム 



ム 



長 





1 



I 

社 



長 

1 


議疆1 | 


営業本部 


¢0業企画部 


整 


部 


電話帳事業推進部 


通信機器事業推進部 


情報案内営業部 


公衆電話営業部 


顧客システム部 


保全サービス部 



























































































































































































































経営•組織 


支_社 

〔地域通信事業本部〕 (11) 
東関信東北関中四九東；]匕 
京東越海陸西国国州北道 


9 




支 _社 

〔地域事業本部〕 (11) 

東関信東北関中四九東北 
京東越海陸西国国州北道 

〔県域支社〕 （11) 



取 

締役会 

ム 

長 


臣亡 

nn 

査 

役 

臣と 

xm. 

査 

役室 




電 



報 



事 

通 


業 

信 

事 


本 

業 

本 


部 

部 


|画像通信事業本部一 
_1_パケット通信事業本部 
I 電報事業本部 i 


m 蓮震呂業 支店 

. [7 T ] ケツト通霞業 支店 
m 報サ—ビスセンタ 

m 域情報謂 il l - 1情報棻内センター 

. 一地域公衆1事業 i . i 公衆電話営業支店一 
よ地域通攮鼙業部 Tffl 疆器営業支店 


店 


支 


物流 部 JI 


-フィ儿ドシステ金_センター 
■•ネッち士ソセンタ】 

彳■ 研究所等 i j 
I 地方支店一 
-地方支店- 


社 


地域通信機器事業部 1 ---- J 


ネツトワ—ク事業本部 


ネットワ—ク支社！_ 

(中央.関西) 


I 長距離通信事業本部 1 — J 


丄ネットワ—クセンタ i 





画像通信事業本部 















































































































































































































2 .現行組織 


(1 995年〈平成7年〉9月30日現在) 


取締役会 


ム 


長 


監査役会… 


監査役 


監査役室 


長 


社 


法人営業本部 


第 

第 

第 

第 

四 

ネ 

ツ 

卜 

フ 

1 

シ 

ス 

ム 

サ 

1 

企 

営 

営 

営 

営 

ク 

サ 

1 

画 

業 

業 

業 

業 

ビ 

ス 

推 

進 

部 

1 

ビ 

ス 

部 


部 

部 

部 

部 

部 


ra 金— < il ; il,J 


営業本部 


営 

保 

顧 

公 

情 

通 

信 

機 

器 

事 

業 

推 

進 

部 

電 

話 

帳 

事 

業 

推 

進 

部 

調 

営 

業 

全 

サ 

客 

シ 

衆 

電 

報 

案 


業 

統 

1 

ス 

話 

内 

整 

企 

括 

ビ 

ス 

ム 

営 

業 

営 

業 


画 

部 

部 

部 

部 

部 

部 

部 


不動産開発推進部 I 

I —^分野事業推進部一 


グル—プ事業推進本部 


国際調達室 


(海外事務所を含む) 


「国 


際 


部 


経 


理 


部 


労 




部 


丄官| 


伝 


部 


広 


報 


部 


総 


務 


部 


相互接続推進室 


考 


査 


室 


常務会および 
各種委員会 




書 


室 


企 


画 


室 


* 1 


rn 法務審査—部 
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経営 • 組織 


*2 *3 *4 


研 

究 

開 

発 

本 

部 


氺6 


ク 

セ 

ン 

夕 


ワ 



*丨•••バンコク、ジュネーブ、ジャカルタ、北京、香港の5事務所 

*2 …通信網、アクセス網、ネットワークサービスシステム、光ネットワークシステム、ワイ 
ヤレスシステムの5研究所 

*3 …悄報通俗、ヒューマンインタフェース、ソフトウェアの3研究所 

*4 … LSI 、 光エレクトロニクス、境界領域、コミュニケーション科学、店礎の5研究所 

*5 …中央、鈴鹿、火阪、松山、仙台の5センタ 

*6 …中央、信越、取海、北陸、閲西、中国、四国、九州、取北、北海道の10センタを含む 


資材調達部 I 


基礎技術総合研究所 

マルチメディアシステム総合研究所 

通! ii 嗎総合研^所 
ネットワ—ク開発部 
研 究開発 推進部， 
技術企画部 


マルチメディアビジネス開発部 
マルチメディアシステム部 
マルチメディアサ I ビス部 


マルチメディア推進本部 


画像通信事業本部 


画像通信営業支店 


バケツト通信事業本部 


丄パケット通信営業支店 


電—報—事—業本—部 


丄電報サ—ビスセンタ 


丄地域情報案内事業部} - i - ^情報案内センタ 


丄地域公衆電話事業部一一 .一 K ム衆電話営業支店 


:口機器営業支店 
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3 .拠点数の推移 


#位=拠点 


年^ 

晏分 

支店 
□ 日■■舌局] 

機械保守機能 

番号案内業務 

賴業務 

ピー 

ク時 

(1984) 1,700 

(1983) 1，400 

(1959) 570 

(1970) 510 

1985 

昭和60 

1，640 

1，320 

500 

190 

86 

61 

1，510 

1,290 

490 

90 

87 

62 

1，350 

1，230 

440 

70 

88 

63 

1,100 

900 

320 

60 

89 平成元 

440 

470 

310 

50 

90 

2 1 

260 

370 

310 

40 

91 

3 

230 

360 

280 

40 

92 

4 

230 

350 

270 1 

40 

93 

5 

190 

310 

210 

40 

94 

6 

160 

250 

180 

40 


[注] 1. 数俯は各守:度末現在のものです。 

2. ピーク時の （） 内は年度を表しています。 


拠点数 
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4. 事業所 


(1995年〈平成7年〉9月30日現在) 


本社など 

亍 163-19 (棚郵便番号)新宿区西新宿 3-19-2 
NTT 新宿本社ビル 

企画室 
秘書室 
考査室 

相互接続推進室 
総務部 
法務審査部 
広報部 


宣伝部 
人事部 
労働部 
経理部 
国際部 
国際調達室 

「〒 100-19( 専用郵便番号)千代田区内幸町卜卜6 "1 
NTTn 比汴ビル 

技術調査部 
知的財産部 
監査役室 

グループ事業推進本部 
新分野事業推進部 

「亍 108-19 ( 削 n 郵便#ゆ）港港 m 卜 9-1 
NTT 品川 TWINS ァネックス 
不動産開発推進部 

「〒 100-19( 専用郵便番号)千代田区内幸町卜卜61 
NTTP 比抒ビル 

営業本部 
営業統括部 
保全サービス部 


顧客システム部 

[〒104中央区築地 7-17 づ住友不動1築地ビル] 

公衆電話営業部 

情報案内営業部 

通信機器事業推進部 

[亍100千代田区内幸町卜 1-7 大和生命ビル;] 

電話帳事業推進部 

[干100千代田区内幸町 H-7 大和也命ビル] 

調整部 
営業企画部 
料金企画推進室 
法人営業本部 
営業部 

「〒 108-19( 専用郵便番号)港区港南卜 9-q 
NTT 品川 TWINS アネックス 
第二営業部 

「亍 108-19 (専用郵便番号)港区港南卜 9-1 一 
NTT 品川 TWINS アネックス 
第二 g 笔部 

[亍105港区芝浦卜 2-1 シーバンス N 館] 

第四営業部 

「亍 108-19 (堪用郵便番号）港区港南卜 9-1 ” 
NTT 品川 TWINS アネックス 
ネットワークサービス推進部 
「亍 100-19 (輿用郵便#号)千代田区内幸町卜 1-6 

NTT 日比谷ビル 
システムサービス部 
「亍 108-19 (庳用郵便番号）港区港南卜 9-1 — 
NTT 品川 TWINS アネックス 

企画部 

「亍 108-19( 専用郵便番号)港区港南卜 9-1 
NT 丁品川 TWINS アネックス 
サービス生産本部 
ネットワーク部 
設備企画部 
電波部 

「〒 100-1 9(専用郵便番号)千代田区内幸町 1-1-6 
NTT 日比谷ビル 

通信ソフトウェア本部 

[亍261千葉布美浜区中瀬卜6 NTT 網長ビル] 

情報システム本部 

[亍261了•葉市美浜区中瀬卜6 NTT 幕張ビル] 
マルチメディア推進本部 


マルチメディアサービス部 

[亍100 T* 代田 K 内幸町 2-2-3 日比谷国際ビル] 

マルチメディアシステム部 

[:〒261丁•葉市美浜区屮瀬 1-6 NTT 蘇張ビル] 

マルチメディアビジネス開発部 
研究開発本部 
技術企画部 
研究開発推進部 
ネットワーク開発部 

[亍261丁力浜 K 中漸 1*6 NTT 你張ビル] 

通信網総合研究所 
[〒 180武藏野 i|』 •緑町 3-9-11] 

通信網研究所 

[亍180武钹 !W*d/ 緑町 3-9-11] 

アクセス網研究所 
t〒 305つくば很花畑卜 7-1] 

ネットワークサービスシステム研究所 
[〒 180武蔵野市緑町 3-9-11] 

光ネットワークシステム研究所 
[〒238-03描•武卜235 6] 

ワイヤレスシステム研究所 
I:〒 238-03 横姒贺ル•武卜 2356] 

マルチメディアシステム総合研究所 
[T 238 -03 横须贺市武卜 2356] 

情報通信研究所 
[亍 238-03 桢领竹山•武卜235 6] 

ヒューマンインタフェース研究所 
[T238-03 横須贺市武卜 2356] 

ソフトウェア研究所 
1:〒180武蔵野織町 3-9-11] 

基礎技術総合研究所 
[亍243 -01 Iゾ木也保の 1 1!.松: f3-l] 

LSI 研究所 

[亍243 -01 嘴木市海の里蒞轲 3-1] 

光エレクト□ニクス研究所 
[ t 319-11 茨城 IVJ 讽郡) U 海 ノ/「I根 162] 

境界領域研究所 

[〒丨80武跋野山•綠町 3-9-1 I] 

コミュニケーション科学研究所 

[T6I9-02 M 都府相楽郡•光台2 HI(ATR ビル)] 

基礎研究所 

[j 243 -01 厚木市森の M 葙宮 3-1] 

資材調達部 

[T102 代I祖六 f 町 6-28 丸令浒町ビル] 

中央研修センタ 
[干182調布市人問町卜 44] 

鈴鹿研修センタ 
[〒510-02鈴鹿市由-了ィ盯6872] 

大阪研修センタ 

[亍534大阪市都岛区東野田町 4-15-82] 

松山研修センタ 

[〒790松山市南江戸町 1283-1] 

仙台研修センタ 

[〒982仙台市太I:手内2十1 ] 

関東遲信病院 

[干141品川区朿五反田 5-9-22] 

年金 • 医療保険センタ 
長距離通信事業本部 
〒104中央区築地 6- 1 9-20 ニチレイ1銀座ビル 

中央ネットワークセンタ 

〒1001代田区大 T* 町 2-3-4 NTT 大丰町ビル別館 

信越ネットワークセンタ 

〒380長野〗I浦石觉町1304 

東海ネットワークセンタ 

〒460名占段市中区新栄町 2- 10 

北陸ネットワークセンタ 

〒920金沢山‘西念町 77-2 

関西ネットワークセンタ 

〒530大阪市北区 t 島3小59 

NTT テレパーク 觉岛第ー ビル 

中国ネットワークセンタ 
亍730広岛市中区 APIf6-14 
四国ネットワークセンタ 
亍790松山市 •# 町 4-2 
九州ネットワークセンタ 
〒810福岡市中央区天神 2-5-35 


東北ネットワークセンタ 
〒983仙台市符城野区五輪卜 4-5 

北海道ネットワークセンタ 

〒〇60礼幌 m 中央区北1条西4 丁11 NTT 大通ぐ rri ビル 

東京支社 

〒 108-19 (専用郵便番号)港区港南卜 9-1 
NTT 品川 TWINS 

東京千代田支店 
〒100 丁-代田区•ッ橋卜 2-1 

東京中央支店 
〒104中央区銀座 3-15-3 

港支店 

亍105港 |x: 叫新梳 3-22-8 
東京南支店 

〒143火I日区大海北卜 18-8 NTT 火森ビル 
新宿支店 

〒169新宿区北新宿卜 5-1 
池袋支店 

亍170豊島 K 東池袋 3-2 卜8 
上野支店 

〒110台刺 x: l_Jf5-24-l 1 
東京東支店 
〒130!._区横網卜 9-2 
武蔵野支店 

亍180武 n 棚 ••dm 久保 3-24-16 

多摩中央支店 
T 190立川市錦町 4-1 卜5 

西東京支店 

亍229相模原布富士見卜卜25 
東京通信機器事業部 
t 108-19 (専用郵便番号)港区港南 1-9-1 
NTT 品川 TWINS 

東京公衆電話事業部 
亍 108-19 (與用郵便番号)港区港南卜 9-1 
NTT 品川 TWINS 
東京情報案内事業部 
〒105港区虎ノ門 3-8-8 
n 東支ネ土 

〒100千代田区大手町 2-3-1 
横浜支店 

〒231横浜市中区山下町198 
戸塚支店 

〒244横浜山‘戸塚区戸塚町114 
中山支店 

干226横浜市緑区中山町 533-1 
希望が丘支店 

亍241横浜市旭区東希樂が丘144 
横浜西支店 

亍220横浜市瓯区北幸卜 9-2 
川崎支店 

〒210川嵴市川崎区宮前町 8-6 
川崎北支店 

〒211川崎市中原区小杉町 3-247 
横須賀支店 

〒238横須賀市日の出町卜11 
藤沢支店 

亍251藤沢市朝 n 町卜6 

平塚支店 

亍254平塚市明石町 1-30 

厚木支店 

〒243厚木市存町 2-1-1 8 
小田原支店 

〒250小田原市栄町卜 14-28 
千葉支店 

〒260千葉市中央区富士見卜 12-16 
木更津支店 
亍292木更津市新田3_卜9 

跳子支店 

T288 姚子市中央町〗 4-5 

市川支店 

亍272市川市平田卜 14-23 
船橋支店 

〒273船橋市湊町 2-6-33 
茂原支店 

亍297茂职市八千代 3-13-1 
柏支店 

〒277柏市泉町 1-31 
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大宮支店 

〒330大宮市ド町 2-61 
川口支店 

亍332川 I I市本町卜 18-5 
浦和支店 

〒336浦和市卨砂 2-8-3 
草加支店 

亍340 C •:加巾热砂卜 7-36 
熊谷茭店 

〒360熊抒市よ)ムト13 
川越支店 
亍35()川越市仲町 8-3 
所沢支店 
T359 所沢市收木卜4 

久喜支店 

〒346久:^|/|好卜 10-29 
越谷支店 

〒343越谷市 iTi-: 却町 9-2 
水戸支店 

亍 3H) 水 j ••山人町 3-3-5 

土浦支店 

〒300 I:浦市川口 FI-22 
水海道支店 

〒303水誠市诹訪町 3244-2 
日立支店 

〒317 n 立市助川町 4-8-1 
石岡支店 

亍315 “_府屮4十7 
宇都宮支店 

亍321字都宮市朿衍郷 4-3-27 
小山 支店 

〒323小山心本郷町 3-5- 12 

局崎支店 

〒370高崎市商松町3 
前橋支店 

〒371前橋 i|r 本町卜 3-1 7 
太田支店 

T373 太田市ゼ本町 30-13 
山梨支店 

〒400甲獅 f 舰 -12-13 
関東通信機器事業部 
〒100 T- 代田区大手町 2-3-1 
関東公衆電話事業部 
〒100 T- 代 IIIK 人 T •町 2-3-1 

関東情報案内事業部 
〒100 T •代田区大 T •町 2-3-1 

信越支社 

亍 380-19 (専用郵便番号)長野市新田町 1137-5 
NTT 信越ビル 

長野支店 

〒380畏野市两後町 606-5 
松本支店 

〒390松本山•人丁:； 5-3-9 
上田支店 

亍386 I. 田市大 1M-HH6 

誕訪支店 

亍392報訪市謝訪 2H0-9 
飯田支店 

〒395飯田市中央通 02-6 
新潟支店 

〒951新潟市東堀通七番町1017 
新発田支店 

〒957新発田市中央町 3-3-2 
cd 的支 fc 

亍940 M 岡山•坂之上町3-2-2 

上越支店 
亍942 L 越||/1»4イく町 

フ、日町支店 

亍949 -66 新潟県南魚沼郡六 tl 町大字六日町 46-6 

信越通信機器事業部 
〒951新闳市川岸町卜37 
信越公衆電話事業部 
亍951新潟市川岸町卜37 

信越情報案内事業部 
亍380長野市西後町 606-5 


東海支社 

〒 460-19 (堪用郵便番号)名冲区大須 4-9-60 
NTTJIU 好ビル 

名古屋支店 

亍460名#厣||沖区•:の丸卜 9-1 
三河支店 

亍440は橋市札木町43 

静岡支店 

〒420刪雜盤町 2-6-8 

岐阜支店 

〒500岐ル|淋ヶ枝町 2-31 
三重支店 

〒514 il 沛丸之内 28-38 
東海通信機器事業部 

亍 460-19 (堪用郵便 f け)名古屋市中区大須 4-9-60 
NTT 來海ビル 

東海公衆電話事業部 

T460-19 (山:川郵便游け）名一占屋市中区火彡 m-9-60 
NTT 也泥ビル 

東海情報案内事業部 

r460-19 (保川邨便桥け)的 iVWiHiK 人拟 4-9-60 
NTTiji 海ビル 
北陸支社 

〒920金沢制 h 羽町 4-1 
金沢支店 

〒920金沢市大手町 15-40 
小松支店 

〒923小松山‘求広町46 
七尾支店 

f 926匕尾市神明町 1 1部13 
富山支店 

〒930常山市桜橋通り 4-32 

局岡支店 

〒933商岡屯木舟町 78-1 

福井支店 

〒910福汴市I I之出 2-12-5 
敦賀支店 

〒914敦賀市绯内 WI2-4-2 

北陸通信機器事業部 
〒921金沢 iff 埘 -43-1 

北陸公衆電話事業部 
亍920金沢市川羽町 4-1 

北陸情報案内事業部 

〒920金沢 i は火手町 4-1 

関西支社 

T 540-11 (春用郵使番号)大阪市中央区馬場町 3-15 
生野支店 

〒544大阪市生野区勝山南 2-2- 15 
東大阪支店 

亍577取大阪市永和卜 18-12 
八尾支店 

亍581八尾市光南町卜 1-25 
新町支店 

T550 大阪 dm 区新町 4-6-9 
大阪中央支店 

〒541人!ぬ|冲央 K \ mm - 5-\5 

大阪守口支店 
〒570守 r Ill/M 阪本通卜 9-6 

寝屋川支店 

¥572较屋川市高宵栄町1卜3 
日本橋支店 

亍556火阪山•浪速 KI 丨本橋 5-8-21 
堺支店 

亍590堺市櫛屋町朿 H- 10 

南大阪支店 
亍596岸和田市南町 17-1 
大阪北支店 

T530 人阪制匕区堂岛 3 士 7 
淀川支店 

亍532大阪市淀川区新北野卜 5-26 
豊中支店 

亍560 ©.中市北桜塚卜 4-1 
茨木支店 

〒567茨木市駅前 3-10- 13 
京都支店 

亍604京都市中京区烏丸2条ヒル場之町604 


京都南支店 

〒601 M 都 I |r 南 K 叫九条竹 H 彳町1 9- 1 

宇治支店 

〒611卞治市宇治妙楽 69-6 
北京都支店 

〒620福知山市卞灭 111 小字火丸21 7- 1 
神戸支店 

亍650神 P 市中央区前原1 
神戸西支店 

T653 神バ市長 IIIK 細|〖霄6-卜24 
明石支店 

亍673明石出樽 M 町 8-27 
姬路支店 
〒670姬 J 洛市本町68 

加古川支店 

〒675加古川⑽II押川町北/ f: 家1 67- 1 
洲本支店 

〒656洲本市本町 4-4-24 
豆_支]^5 

亍668 Mil/III K 町 9-2 

西宮支店 

〒662两符市麻所町 10-2 
尼崎支店 

〒660 W 崎市叫以州町 2-2-1 
y 良支 J 占 

〒630奈良市下:•条町4 
大和高田支店 

〒635大和高田市北片塩町1 2-30 
大津支店 

亍520大涞 i|/ 浜大律卜卜26 
彦根支店 

〒522僅极ポ立花町 5- 13 

和歌山支店 

〒640和歌山市•沿厂5 

田辺支店 

〒646 111 辺巿 h 屋敷町3卜1 
関西通信機器事業部 

T540-1 1 (専用郵便番け)大阪市中央区馬場町 3-15 
関西公衆電話事業部 

T540-11 (琢用郵便番号)大阪市中央区馬場町 3-15 
関西情報案内事業部 

T540-11 (専用郵便番号)大阪市中央区馬場町 3-15 
中国支社 

〒730広島市中区雄町 6-77 
J ム支 J 占 

亍730広島市中区袋町 6-1 1 
福山支店 

亍720福山市屯町卜32 
呉支店 

〒737 •中央 2-6-4 

三次支店 

亍728三次市 Klih •中 3-7-1 
鳥取支店 

〒680鳥取市溢所町 2-258 
米子支店 

亍683米/•山70盤町卜76 
松江支店 

亍690松江布束朝 F1 町102 

浜田支店 
〒697浜田市殿町2 

岡山支店 

〒700岡山市中山 F2-1-90 
倉敷支店 

〒710倉敷市老松町 3-3-1 
津山支店 

亍708津山市大手町 1-1 
山口支店 

亍753山口山.熊野町 4-5 
下関支店 

亍750下関市尙部町 20-22 
徳山支店 

T745 徳山市御幸通り卜1 

中国通信機器事業部 
〒730広島市中区国泰寺町1 -7-41 
中国公衆電話事業部 
亍730広島市中区基町 6-77 
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中国情報案内事業部 
〒730広島市中区基町 6-77 

四国支社 

〒790松山市-番町 4-3 

愛媛支店 

〒 790 松山市•番町 4-2 

香川支店 

〒760高松市観光通卜8 
徳島支店 

亍770徳岛市两大工町 2-5-1 
高知支店 

亍780高知市带屋町 2-5- 11 

四国通信機器事業部 
〒790松山市一番町 4-3 

四国公衆電話事業部 
〒790松山市一番町 4-3 

四国情報案内事業部 
〒790松山市一带町 4-3 

九州支社 

T 860-19 (専相郵便番号)熊本市桜町 3-1 
福岡支店 

亍812福岡市博多区博多駅東 3-2-28 
北九州支店 

亍802北九州市小倉北区古船場町 5- 12 
佐賀支店 

〒849佐賀市高木瀬町朿高木2 14-1 
長崎支店 

〒850 M 崎巿川岛町 14-7 
熊本支店 

〒862熊本帘九品寺卜 2- 11 
大分支店 

〒870大分市金池町卜 7-1 
宮崎支店 

〒880宵崎市広岛卜 5-3 
鹿児島支店 
亍892鹿児島市松原町 4-26 
沖縄支店 

X 900那覇市楚辺 1-14- 16 

九州通信機器事業部 

〒810福岡市中央区大宮 1-5-3 NTT 大宮ビル 

九州公衆電話事業部 

干812福岡山•卜I多 K 啮多駅取 3-2-28 多ビル 

九州情報案内事業部 
〒860-19 (専•用郵便番号）熊本市桜町 3-1 
東北支社 

〒984-19 (也川郵便 t 号）仙台市若林区五橋 3-2-1 
仙台支店 

〒980仙台市青葉区一番町 2-8-1 
福島支店 

〒960福島市山下町 5-10 
盛岡支店 

〒〇20盛岡市中央通卜 2-2 

青森支店 

〒〇30茂森市橋本2-卜6 
山形支店 

亍990山形市本町卜 7-54 

秋田支店 

〒〇10秋田市中通 4-4 

東北通信機器事業部 
亍980仙台市靑葉区中央 4-4- 19 
東北公衆電話事業部 

〒984-19 (輿用郵便 t 号）仙台市若林区五橋 3-2-1 
東北情報案内事業部 

亍 984-19 (取; H 郵便#号）仙台咁若林区五梳 3-2-1 

北海道支社 

〒〇 60-19 (専用郵便番号）札幌 r| 沖央区北1条四6 丁 I I 
NTT 北海道支社ビル 
小樽支店 

〒〇47小禅市稲秘 2-17-1 
室蘭支店 

〒〇50室蘭市東町 1-18-6 
岩見沢支店 

〒〇68岩見沢市6条西2 丁 H 

苫小牧支店 

〒〇53苫小牧市旭町 3-6- 13 


26 


函館支店 

〒〇40函館市東雲町 14-8 
旭川支店 

〒〇70旭川 T|/ 10条通10丁 IJ 

釧路支店 

〒〇 85 刺路|| び M 金 町 9-2 

帯広支店 

〒〇80带広 ili 两4南 5-1 

北見支店 

〒〇90北見市中央町 2- 18 
札幌支店 

〒〇60札幌市中央区火通西14丁目7 NTT 大通 14T 目ビル 
北海道通信機器事業部 

〒〇60札幌市中央区人讪剛4 J*LI7 NTT 火通14丁 1 1ビル 
北海道公衆電話事業部 

T060-19 (専用郵便番号)札幌市中央区北1条西6丁目 
NTT 北海道支社ビル 
北海道情報茱内事業部 

〒〇60ネ L 幌市中央区北1条两4丁目7 NTT > cM 4 丁目ビル 

電報事業本部 

〒100千代田区大手町 2-3-5 NTT 大手町ビル 

東京電報サービスセンタ 

〒100千代田区大手 ran-3-5 NTT 人手町ビル 

横浜電報サービスセンタ 

〒23丨横浜市中区山ド町198 

千葉電報サービスセンタ 

〒260千葉市 t 央区富士見 1-12-16 

埼玉電報サービスセンタ 

〒336液和市常盤 5-8- 17 

茨城電報サービスセンタ 

〒310水戸市大町 3-3-5 

栃木電報サービスセンタ 

〒320宇都宮市本町 12-5 

群馬電報サービスセンタ 

〒370高崎市高松町3 NTT 高崎支席内 

山梨電報サービスセンタ 

〒 409-38 山梨県中巨摩郡昭和町®条道川39 19-1 

跳子無線電報サービスセンタ 

亍288铫子市小畑新町7756 

信越電報サービスセンタ 

亍380長野市 H 後町606_5 NTT 後町ビル 

新潟電報サービスセンタ 

〒950新潟市東万代町 2-1 NTT 明石通ビル 

東海電報サービスセンタ 

〒461名古屋市東区代官町4卜28 NTT 代官町ビル 

静岡電報サービスセンタ 

〒420静岡市水落町 2-26 NTT 水落ビル 

岐阜電報サービスセンタ 

〒502岐阜市学圃町 3-45 NTT 長良ビル 

三重電報サービスセンタ 

亍514津市丸之内 28-38 NTT 诹丸之内ビル 

北陸電報サービスセンタ 

〒920金沢市人乎町 4-1NTT 白麻路ビル 

富山電報サービスセンタ 

〒930富山市桜橋通り 4-32 

福井電報サービスセンタ 

〒910福井巿豊島 2-6-1 1 NTT0 島ビル 

関西電報サービスセンタ 

〒530大阪市北区中之島 5-3-81NTT 中之島ビル 

京都電報サービスセンタ 

亍604京都市中京区烏丸三条ヒル場之町604 NTT 京都ビル 

神戸電報サービスセンタ 

亍650神戸市中央区相也町卜 3-2 NTT 神戸ビル 

中国電報 サービス センタ 

〒733広鳥市西区商エセンター 2-6-1 

島根電報サービスセンタ 

〒690松江市東朝 H 町102 

岡山電報サービスセンタ 

干700岡山市中山下 2-1-90 NTT 岡山ビル 

山口電報サービスセンタ 

〒750下関市 t 田中町 2-9-1 9 

四国電報サービスセンタ 

〒790松山市 一# 町 4-2 

香川電報サービスセンタ 

〒760高松市観光通卜8 


徳島電報サービスセンタ 
亍770徳鳥市西大工町 2-5-1 
高知電報サービスセンタ 
亍780高知市带屋町 2-5-1 1 

九州電報サービスセンタ 

x 810福岡市中央区天神 2-5-35 NTT 天神ビル 

佐賀電報サービスセンタ 

〒840 佐 mi 沖の小路 5-5 NTT 中の小路ビル 

長崎電報サービスセンタ 

亍850長崎市万才町 2- 12 NTT 万オビル 

熊本電報サービスセンタ 

〒862熊本市九品寺卜 2-1 1 NTT 東ビル 

大分電報サービスセンタ 

〒870大分布長浜3- 15-10 NTT 畏浜第-ビル 

宮崎電報サービスセンタ 

亍880荷崎市広鳥卜 5-3 NTT 宮崎支店ビル 

鹿凴島電報サービスセンタ 

〒892鹿灿 : iiU 松；以町 4-26 NTT 鹿妃岛支估ビル 

沖縄電報サービスセンタ 

〒902那_市寄宮卜 3-37 NTT 那顧営菜所ビル 

長崎無線電報サービスセンタ 

亍854 諫早 i|Ul の 出町 14-1 

g-l 匕胃幸 g * H •ー ピ、 X 寸フ、ノ 〇 

亍980仙台市靑粢区中央 4-4- 19 NTT 中電ビル 

福島電報サービスセンタ 

〒960福島市大町 9-20 NTT 人町ビル 

岩手電報サービスセンタ 

〒〇20盛岡市中央通卜2 : ：2 NTT 盛岡支;,V 第2ビル 

害森雷報 ++—— ビ又セ、ノ々 

〒〇30 “保山•橋4く 2-1-6 NTT 榀イくビル 

山形電報サービスセンタ 

亍990山形 T | 体町卜 7-54 NTT 本町ビル 

秋田電報サービスセンタ 

x 010秋田市中通 4-4 NTT 中通ビル 

北海道電報サービスセンタ 

〒〇03札幌市白石区本通6 丁目南 6-20 NTT 白石ビル 

パケット通信事業本部 
〒 100-19 (専用郵便番号）千代田区内幸町卜 1-6 
NTTU 比谷ビル 

首都圏営業部 

〒100 了-代田区大手町 2-3-5 NTT 大手町ビル 

信越パケット通信営業支店 

亍 380 M 野市七瀬中町 16 い 1 アーバンネッ ト七瀬ビル 

東海パケット通信営業支店 

亍461名-占屋市朿区代官町4卜28 NTT 代官町ビル 

北陸パケット通信営業支店 

〒920金沢市出羽町 4-1 

関西パケット通信営業支店 

〒530大阪市北区中之島5-3-8】 

中国パケット通信営業支店 
〒730広島市中区袋町 6-11 

四国パケット通信営業支店 
〒790松山市-術4,2 

九州パケット通信営業支店 
〒810福岡市中央区天神 2-5-35 

東北パケット通信営業支店 
亍980仙台市靑葉区中央 4-4- 19 
北海道パケット通信営業支店 
〒〇60札幌市中央区北1 条西4 丁 目 
画像通信事業本部 

〒 100-19 (専用郵便番号)千代田区内幸町 1-2-1 
日上地内幸町ビル 

首都圏画像通信営業支店 
亍100 千代田区人手町 2-3-5 NTT 火手町ビル 

関西画像通信営業支店 

T 540-11 大阪市中央区馬場町 3-15 
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株式•資金調達 


1 . 政府保有株式の売却 


♦ 株式売却数の推移 


\ 

区分 


発行済株式総数 

年度 

\ 

売出株数 

売却済 
株数 

国債整理基 
3 E 特別: z^5T 

産業投資 
特別: ZSst 

合計 

1985 

昭和60 

— 

— 

1,040 

520 

1,560 

86 

61 

195 

195 

845 



87 

62 

195 

390 

650 



88 

63 

150 

540 

500 



89 

平成元 






90 

2 

— 





91 3 

一 





92 

4 






93 

5 






94 

6 

一 






国侦整理基金特別会計所城の NTT 株式は、売却可能な株式です。 

落裳投资特別会計所城の NTT 株式は、 1 1本通信馄話株式会社法第4条に 
より政府に侃イ f が在務付けられた株式です。 


♦株式売却の概要 


\年度 

1986 

1987 


[第1回] 

[第2回] 

区分 

昭和 61 

62 

売却方法 

一般競争人札 

証券会社による「売出しの取扱い」 

証券会社による「引受」および「陳出しの取扱い」 

売却価格 

落札価格带=101万7,000円〜240万円 
加重平均落札価格=119万7,000円 

119万7,000円(左記の加重平均落札価格) 

255万円 （1987 年〈昭和62年〉11月9日東証終 
値の264万円から3.5%割りリ1いた価格） 

売却株数 

20万株 

165万株* 1 

195万株 

売出（申込)期間 

1986年(昭和61年)10月1日〜10月7日 

1986年(昭和61年)11月17日〜11月26日* 2 

1987年(昭和62年)11月10日〜11月12日 

勧誘期間 

1986年(昭和61年）9月1日〜9月30口 

1986举涵和61年)10月17日〜11月16 口 

1987年（昭和62屯）10月9日〜11月9日 

売却条件 

① 日本馄信電話株式会社法第4条第1項に 
より外国人などの人札を禁止 

② 100株単位、1人(社)最高2万株 

1日本電信電話株式会社法第4条第1項に 
より外国人などへの売却を禁止 

D 抽選により1人(社)1株(申込者数1，059万人) 

m 本電信電話株式会社法第4条第1項に 
より外国人などへの売却を禁止 
②購入希望者が多い場合は、できる限り小口優先 

取扱証券会社 
(契約内容） 

一 

226社（売出しの取扱い） 

元引受証券会社 21社 

ド引受証券会社100社 
委託販売会社 125社” 

備 考 

* 1——このほか、10万株を」-.埸初値形成のための値付け株として、1987勺 •:( 昭和62年）2 JJ 1011に市場で売 
却。したがって、1986か:（昭和61平）度の売却侏数は合計で195万侏となる 
* 2 ——1986年(昭和61年)12月23日に抽選で割当者を確定し、当選者の代金払込期間を1987年(昭和62年）1 
月 5 R 〜丨 月19日とした 

なお、3万株強の失権があったため補欠抽選•割当を実施し、1987年(昭和62年:）1月24日〜1月27日に売却 

* 3——元引受会社および下引受会社は「引受」方式に 
より、委託販売会社は「売出しの取扱い」方式 
により販売 


\ 年度 

1988 
[第3回] 

1989 

1990 

区分\ 

昭和63 

平成元 

2 

売却方法 

証券会社による m 受」および「売出しの取扱い」 

売却見送り 

「1989年•(、ド成1311、 I 98 H : (、ド成元平)度'] 

L 売却見送り決定(大蔵省） 」 

売却見送り 

_ 1990屯(平成2 ¥) 9月101:1、1990十:( 、ド 成2年)度] 
兜却見送り決定。12月17日、米先却500万株のう 
ち、250万株を毎年度50万株程度計_売却、残り 
_250万株の売却は3分凍結すると発表(大蔵省） 」 

売却価格 

190万円 (1988 年〈昭和63年〉10月19 E 1 東証終 
値の197万円から3.5%割りリ|いた価格） 

売却株数 

150万株 

売出(申込)期間 
勧誘期間 

1988年(昭和63年)10月20日〜10月21日 

1988年(昭和63年）10月1日〜101]19日 

売却条件 

① 日本電信電話株式会社法第4条第1項に 
より外国人などへの売却を禁止 

取扱証券会社 
(契約内稃） 

元引受証券会社31社〜 

F 引受証#会社107社 
委託販売会社 115社* 5 

備 考 

*4 —元弓1受会社に外資系証券会社7社が初めて参 
加 

* 5 元リ I 受会社およひ1受会社は「引受」方式に 
より、委託販売会社は「売川しの取扱い」方式 
により販売 




、、、、年度 
区分\\ 

1991 
平成3 

1992 

マ 

1993 

5 

1994 

6 

売却方法 

売却見送り 

「 1992年(平成4年)2门27日、1991年(平成3年)度1 

L 売却見送り決定(大蔵省） 」 

売却見送り 

「 1992年•(平成4%:) 8月25日、1992平 ( f •成4年-)度、 

L 1993年(平成5年)度売却見送り決定(人藏省） 」 

売却見送り 

「 1995年(平成7年）3月3日、1994年(平成6年)度1 

L 売却見送り決定(大蔵省） 」 


[注] 1. 1987年(昭和62年）2月9日、東京•大阪.名古屋の各証券取引所にて一部上場し ました （2 月9日は売買成立せず、2月10日に1株160万円の初値がつく）。 
2. P 1 本電信锟話株式会社法の改正に伴い、1992年(平成4年）8 W 1 U より 議決権の20%未満の範叫内で外酣 i 人な どの所 打が 町能と なりました。 
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財務•業績 


2.株主構成の推移 


♦所有翻忧兄 


単位=人 


年度 

区分 

政府および 
地方公共団体 

金融機関 

証券会社 

その他の法人 

外国法人など 

うち個人 

個人その他 

合計 

1985 

昭和 60 

1 







1 

86 

61 

2 

429 

88 

7,150 



681,194 

688,863 

8フ 

62 

3 

856 

166 

21,912 



1,186,875 

1.209,812 

88 

63 

3 

942 

194 

28,568 



1,515,491 

1.545.198 

89 

平成元 

3 

923 

193 

28,625 



1，619,497 

1，649,241 

90 

2 


877 

190 

27,270 



1，640,847 

1,669,187 

91 

3 

3 

865 

195 

26,106 



1，661，895 

1，689,064 

92 

4 飞 

6 

778 

202 

24,462 

555 

95 

1,674,863 

1，700,866 

93 

5 

6 

755 

211 

22,775 

775 

116 

1,643,580 

1，668，102 

94 

6 

5 

761 

204 

21,239 

878 

125 

1,610,225 

1.633,312 


取位=株 


1 ^ 

々分 

政府および 
地方公共団体 

金融機関 

証券会社 

その他の法人 

外国法人など 

うち個人 

個人その他 

ム = 4 - 
口 51 

1985 

昭和 60 

15,600,000 







15.600,000 

86 

61 

14.281,799 

257,474 

13,455 

168,407 



878,865 

15,600,000 

87 

62 

12,095,028 

873,234 

154,032 

595,804 



1，881，902 

15,600,000 

88 

63 

10,525，168 

1,319,022 

126,637 

895,505 



2,733,668 

15,600,000 

89 

平成元 

10.335,633 

1，187,007 

75,219 

888,078 



3,114,063 

15,600,000 

90 

1 

10.286,335 

1,148,830 

89,853 

859,844 



3,215，138 

15,600,000 

91 3 

10.262,329 

1,115,304 

100,541 

773,844 



3,347,982 

15,600,000 

92 

4 

10,247,603 

1，002,349 

85,586 

693,065 

112,547 

638 

3,458,850 

15,600,000 

93 

5 

10,238,397 

1,023,333 

130,823 

621，884 

214,880 

884 

3,370,683 

15.600.000 

94 6 

10,232,528 

1,092,408 

66,800 

586.447 

309,109 

1,690 

3,312,708 

15.600,000 


[注] 1. 数値は各年度末现在のものです。 

2. 「その他の法人」のなかには、証券保管振荇機構名義の株式が含まれています。 

3. 日本雷信電話株式会社法の改正に伴い、1992年(平成4年) 8月1 II より議決権の20%未満の範阳内で外国法人などの所有が可能となりました。 


♦所^®籠 


靴*人 



区分 

1,000 

5oomit 

}oomj± 

5〇株以上 

1 〇繼上 

5繼上 

um± 

ム ミ 4* 

口 盯 

1985 

昭和 60 

1 







1 

86 

61 

59 

48 

625 

524 

3,875 

7，180 

676,552 

688,863 

87 

62 

175 

127 

1,419 

1,377 

15,450 

29,092 

1，162，172 

1，209,812 

88 

63 

241 

218 

2,020 

2,070 

25,166 

52,408 

1,463,075 

1,545,198 

89 

平成元 

228 

223 

2,036 

2,249 

30,203 

63,475 

1,550,827 

K 649.241 

90 

フ 

218 

224 

1,910 

2,148 

31.488 

67,402 

1，565,797 

1,669,187 

91 3 

208 

205 

1,879 

2,139 

34,083 

72,689 

1，577,861 

1,689,064 

92 

4 

219 

195 

1，813 

2，103 

36,149 

77,016 

1,583,371 

1，700,866 

93 

5 

244 

198 

1,756 

1,943 

34,677 

75,286 

1,553,998 

1，668，102 

94 6 

238 1 

198 

1，674 

1，844 

33,915 

74,495 

1,520.948 

1.633,312 


単位：株 


1 年度 

区分 

1, 〇〇〇株以上 

5〇〇株以上 

1〇〇亂壯 

5o^m± 


5mi± 

um± 

合計 

1 1985 

昭和 60 

15,600,000 







15,600,000 

86 

61 

14,559,235 

31,187 

100,402 

34,533 

63,034 

42,852 

768,757 

15,600,000 

87 

62 

13.245,954 

83,303 

256,239 

89,125 

252,887 

173,605 

1,498,887 

15,600,000 

88 

63 

12,201,956 

143,548 

381，230 

133,722 

409,141 

312,777 

2,017,626 

15,600.000 

89 

平成元 

11，883,082 

148,156 

383,990 

145,411 

482,971 

379,243 

2,177，147 

15,600,000 

90 

フ 

11，840,229 

149,966 

356,024 

138,617 

499,416 

403,488 

2,212,260 

15,600,000 

91 3 

11，755,671 

135,839 

349,110 

138,095 

537,230 

435,671 

2,248,384 

15,600,000 

92 

4 

11,702,458 

128,478 

335,573 

135,525 

565,346 

461.452 

2,271,168 

15,600,000 

93 5 

11,787,686 

131,958 

332,046 

124,775 

544,024 

451,374 

2,228，137 

15,600,000 

94 

6 

11，866,698 

133,499 

318,034 

119,297 

529,460 

446,770 

2,186,242 

15,600,000 


[?]•]1. 数値は各年度末现作のものです。 

2. 「1.000侏以卜.」のなかには、証券保竹振#機構名義の侏式が含まれています。 
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3 .大株主の変遷 


①-1986年(昭和61年）3月31日現在 

氏名または名称 

所有 

持株膀 

(%) 

1 

大蔵大臣 

15,600,000 

100.00 

…2 . 




3 

4 




5 

6 




7 




8 




9 

10 




合計 

15,600,000 

100.00 


1® - 1989年(平成元年）3月31日現在 

氏名または名称 

所有株式数 

持株膀 

(%) 

1 

大蔵大臣 

10,525,162 

67.47 

… 2 

5菱信託銀行株式会社 

111，478 

0.71 

3 

柬洋信託銀行株式会社 

90,386 

0.58 

4 

住友信託銀行賦会社 

87,831 

0.56 

" 5 "} 

FI 本牛.命保険相/〔会社 

80,494 

0.52 

6 

i •生命保険相互会社 

79.535 

0.51 

7 

fi 汰化命侃険相/1:会社 

72,238 

0.46 

8 

安田信託銀行株式会社 

68.333 

0.44 

9 

NTT 社 貝 持株 会 

57,119 

0.37 

10 

中央信託銀行株式会社 

51,034 

0.33 

ム=4- 

口 51 

11,223,610 

71.95 


②-1987年(昭和62年）3月31日現在 ' 

氏名または名称 

所有ネ織5 

持株膳 

(%) 

1 

大蔵大臣 

14,281，798 

91.55 

2 

住友生命保険相互会社 

26,266 

0.17 

3 

住友信託銀行株式会社 

22,331 

0.14 

4 

東洋信託銀行株式会社 

22,308 

0.14 

5 I 

中央信託銀行株式会社 

21，291 

0.14 

6 

安田信託銀行株式会社 

17,296 

0.11 

7 

三菱信託銀行株式会社 

15,674 

0.10 

8 

安田信託銀行株式会社 
(鐵織課税口) 

15,669 

0.10 

9 

三井信託銀行株式会社 

15,496 

0.10 

10 

NTT 社員持株会 

12,811 

0.08 

合計 

14,450,940 

92.63 


|⑤ - 1990年(平成2年）3月31日現在 

氏名または名称 

所有株碰 

持株 
(%) 

1 

大蔵大臣 

10,335,627 

66.25 

2 

日水 t 命 ft 撇相:む:別 1: 

84.481 

0.54 

3 

三菱信託銀行株式会社 

83,537 

0.54 

4 

NTT 社員持株会 

79,948 

0.51 

5 

第一生命保険相互会社 

79.535 

0.51 

6 

農林中央金庫 

75.000 

0.48 

….7 

東洋信託銀行株式会社 

73,632 

0.47 

8 

住友生命保険相互会社 

72.234 

0.46 

9 

住友信託銀行株式会社 

56.953 

0.37 

10 

日本証券決済株式会社 

47,358 

0.30 

合計 

10,988,305 

70.44 


③ 

——1988年(昭和63年）3月31日現在 

■ 

© ——1991年(平成3年）3月31日現在 


氏名または名称 

所有株纖 

持株臉 

(%) 

1 

大蔵大臣 

12,095,022 

77.53 

2 

三菱信託銀行株式会社 

88.200 

0.57 

3 

n 本証券決済株式会社 

73,065 

0.47 

4 

住友信託銀行株式会社 

63,784 

0.41 

. 5 … 

安田信託銀行株式会社 

57,661 

0.37 

6 

東洋信託銀行株式会社 

55,324 

0.35 

7 

住友生命保険相互会 R 

52,291 

0.34 

8 

中央信託銀行株式会社 

44,873 

0.29 

9 

H 本生命保険相//.会社 

44,712 

0.29 

10 

三井信託銀行株式会社 

40,297 

0.26 

合計 

12,615,229 

80.87 


氏名または名称 

所有株通 

持株膀 

(%) 

1 

大蔵大臣 

10,286,281 

65.94 

… 2 

三菱信託銀行株式会社 

120.455 

0.77 

] 

NTT 社員持株会 

104,020 

0.67 

4 

II 本屮命保険相互会社 

83,657 

0.54 

5 

第一生命保険相互会社 

79,535 

0.51 

6 

住友生命保険相互会社 

73,734 

0.47 

7 

日本証券決済株式会社 

70,134 

0.45 

8 

獄銀行 tt 式会社 

63,818 

0.41 

9 

農林中央金卟 

55,285 

0.35 

10 

東洋信託銀行株式会社 

54,474 

0.35 

合計 

10,991，393 

70.46 
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財務 • 業績 


⑦ - 1992年 (平成 4 年） 3月31日現在 ' 

氏名または名称 

所有株織 

持株脾 

(%) 

1 

大蔵大臣 

10,262,291 

65.78 

2 

NTT 社員持株会 

128,321 

0.82 

3 

三菱 信託銀行株式会社 

108,875 

0.70 

4 

日本 生詻保 ■互 福 

83,529 

0.54 

5 

第一生命保険相互会社 

79,535 

0.51 

6 

住友生命保険相互会社 

73,733 

0.47 

7 

住友信託銀行株式会社 

64,524 

0.41 

8 

農林中央金庫 

57,848 

0.37 

9 

東洋信託銀行株式会社 

52,460 

0.34 

10 

三 井信託銀行株式会社 

46,0531 

0.30 

ム =4- 

口 6 T 

10,957，169 

70.24 


1 @—1995年 (平成 7 年) 3月31日現在 

氏名または名称 

所有株趙 

持株 
(%) 

1 

大蔵大臣 

10,232,334 

65.59 

2 

NTT 社員持株会 

152,715 

0.98 

3 

三菱信託銀行株式会社 

88,241 

0.57 

4 

日本生命保険相互会社 

83,512 

0.54 

5 

第一生命保険相互会社 

74,546 

0.48 

6 

住友生命保険相互会社 

67,294 

0.43 

7 

住友信託銀行株式会社 

59.929 

0.38 


中央信託銀行株式会社 

50,436 

0.32 

9 

三井信託銀行株式会社 

47,008 

0.30 

10 \ 

東洋信託銀行株式会社 

45,651 

0.29 

口 Pi 

10,901 .666 

69.88 


| ® - 1993年 (平成 5 年） 3月31日現在 

氏名または名称 

所有 

持株 ■ 
(%) 

1 

大蔵大臣 

10,247,275 

65.69 

2 

NTT 社員持株会 

155,057 

0.99 

3 

7菱信託銀行株式会社 

92,262 

0.59 

4 

日本生命保険相互会社 

83,444 

0.53 

5 

第一生命保険相互会社 

74,584 

0.48 

6 

住友生命保険相互会社 

72,233 

0.46 

7 

住友信託銀行株式会社 

53,729 

0.34 

8 

農林中央金庫 

48,022 

0.3 1 

9 

三 井信託銀行株式会社 

42,384 

0.27 

10 

東洋信託銀行株式会社 

36.803 

0.24 

ム 斗 

口 BT 

10,905,793 

69.91 


1® - 1994年 (平成 6 年） 3月31日現在 

氏名または名称 

所有 

持株膀 

(%) 

1 

大蔵大臣 

10,238,031 

65.63 

2 

NTT 社員持株会 

152.222 

0.98 

3 

日本生命保険相互会社 

83,437 

0.53 

4 

三菱信託銀行株式会社 

79.708 

0.51 

5 

第一生命保険相互会社 

74,546 

0.48 

…61 

住友生命保険相互会社 

72,232 

0.46 

7 

化友仍託銀行採式会社 

53.845 

0.35 

8 

三井信託銀行株式会社 

47,064 

0.30 

9 

安田信託銀行株式会社 

36,371 

0.23 


東洋信託銀行株式会社 

35,785 

0.23 

合計 

10,873,241 

69.70 
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4 .資金調達の推移 


取位=億円 


年度 

区分 

国内債 


外債 


借 


合計 

5ち_ 
スポット 


構成比 

(%) 


構獻匕 

(%) 


構成比 

(%) 

1985 

昭和60 

2,900 

52.0 

1，074 

19.3 

1,600 

28.7 

5,574 

1,000 

86 

61 

3,350 

47.3 

2,298 

32.5 

1,427 

20.2 

7,075 

312 

87 

62 

2,000 

25.4 

1,265 

16.1 

4,599 

58.5 

7,864 

200 

88 

63 

1,800 

18.0 

1，969 

19.7 

6,223 

62.3 

9,992 

2,220 

89 

平成元 

300 

9.0 

1,085 

32.4 

1，960 

58.6 

3,346 

256 

90 

2 

2,000 

52.6 

620 

16.3 

1，184 

31.1 

3,804 

91 

3 

1,500 

36.9 

892 

22.0 

1,667 

41.1 

4,059 

840 

92 

4 

2,200 

45.9 

1,362 

28.4 

1,229 

25.6 

4,792 

93 

5 

700 

21.3 

168 

5.1 

2,424 

73.6 

3,292 

り4 

6 

2,800 

36.2 

698 

9.0 

4,246 

54.8 

7,745 

1,178 


計 

19,550 

33.9 

11,436 

19.9 

26,562 

46.2 

57,549 

6,009 


資金調達 
































業績嫌設備投資 

1.売上高•経常利益の推移 


財務 • 業績 


単位=汀万円 


年 

度 

売上高 

営業利益 

経常利益 

当期利益 

1985 

昭和60 

5,091，409 

684,339 

316,129 

140,629 

86 

61 

5,353,581 

722,780 

357,956 

148,056 

87 

62 

5,662,001 

820,653 

496,736 

243,236 

88 

63 

5,652,688 

704,705 

425,901 

230,601 

89 

平成元 

5,769,239 

665,499 

484,728 

259,128 

90 

2 

5,958,429 

578,936 

414,326 

224,326 

91 

3 

6,056,049 

528,208 

352,850 

187,357 

92 

4 

5,892,250 

391,313 

248,862 

162,592 

93 

5 

5,809,073 

230,236 

109,488 

41,422 

94 

6 

5,875,682 

244,312 

142,628 

60,083 


売上高 • 経常利益 




























2 .事業部別収支の推移 


年度 

区分 

地域 











mm 

東京 

関東 

信越 

東海 

北陸 

関西 

中国 

四国 

九州 

東北 

北海道 


総収益 

8,478 

9,948 

1,600 

5,297 

1,060 

8,534 

2,903 

1.453 

4,984 

3,227 

2.224 

49,712 


ろち取弓 1 収入 

296 

311 

114 

205 

55 

318 

138 

81 

235 

232 

118 

2，109 

1992 平成4 

総費用 

7,748 

9,183 

1,875 

5,371 

1,342 

8,449 

3,448 

1，798 

5,740 

3,836 

2,674 

51,470 

ろち取引費用 

376 

257 

48 

175 

43 

307 

120 

64 

226 

118 

87 

1,825 


経常利益 

730 

764 

▲275 

▲73 

▲281 

84 

▲545 

▲345 

▲755 

▲609 

▲450 

▲ 1.757 


(%) 

91 

92 

117 

101 

127 

99 

I 19 

124 

115 

119 

120 

104 


総収益 

8,566 

10,351 

1,635 

5,410 

1，088 

8,721 

2,994 

1，488 

5,170 

3,289 

2,261 

50,977 


うち取引默 

309 

305 

105 

200 

55 

331 

125 

74 

241 

209 

118 

2,077 

QO r 

総費用 

7,785 

9,667 

1,960 

5,537 

1，371 

8,702 

3,516 

1,889 

5,988 

4,011 

2,777 

53,208 

yj J 

3ち取引費用 

383 

265 

48 

178 

39 

275 

in 

65 

210 

121 

8フ 

1.793 


経常利益 

781 

684 

▲324 

▲ 127 

▲282 

18 

▲522 

▲401 

▲818 

▲722 

▲515 

▲2,230 


(%) 

91 

93 

120 

102 

126 

100 

117 

127 

116 

122 

123 

104 


総収益 

8,855 

10,531 

1,695 

5,668 

1,139 

9，101 

3,043 

1,529 

5,378 

3,451 

2,313 

52,708 


5ち取引収入 

401 

426 

105 

237 

60 

396 

138 

81 

269 

210 

122 

2,450 


総費用 

7,777 

9,714 

1，981 

5,600 

1,381 

8,770 

3,523 

1，960 

6,080 

4,084 

2,745 

53,621 

0 

ラち取引費用 

313 

264 

42 

156 

35 

247 

109 

63 

184 

107 

74 

1.600 


経常利益 

1，078 

817 

▲286 

67 

▲242 

331 

▲480 

▲431 

▲702 

▲633 

▲431 

▲912 


(%) 

88 

92 

117 

99 

121 

96 

116 

128 

113 

118 

119 

102 


[注] 1. 事業部別収支は、「日本電信電話株式会社法附則第2条に基づき講ずる措置(1990年〈平成2年>3月)」に基づき、1992年(平成4年)度から算定しています。 

2. 移動体通信事業については、 NTT 移動通信網 ㈱ へ営業譲渡したため、1992市（平成4年:）7月1日付で当社の営業を廃止しました。 

3 . 収支率=総費用+総収益 x 1 〇〇 


[参考]事業部別財産目録 


年度 

区分 

地域 

mm 

東京 

関東 

信越 

東海 

北陸 

関西 

中国 

四国 

九州 

東北 

北海道 

1992 平成4 

資産 

16,329 

17,048 

3,208 

8,855 

2，141 

15,813 

5,968 

3,023 

9,984 

7，189 

4,981 

94,544 

負債 

11，649 

9,617 

1，602 

5,245 

1，132 

10,129 

3,025 

1,513 

4,609 

3,324 

2,180 

54,029 

93 3 

資産 

16,051 

17,244 

3,267 

8,925 

2，173 

15,715 

6，108 

3.160 

10,116 

7,272 

4,911 

94,946 

負債 

11,407 

9,857 

1，661 

5,316 

1,164 

10,038 

3,165 

1，649 

4,741 

3,406 

2,109 

54,518 

94 6 

資産 

15,825 

17,389 

3,322 

8,909 

2,136 

15,660 

6,029 

3,170 

10,117 

7,317 

4,847 

94,726 

負債 

11,196 

10,020 

1，716 

5,299 

1,127 

9,984 

3,086 

1,660 

4,742 

3,451 

2,046 

54,333 



160 


180 

190 

1992 93 94 

東京 I 



92 93 94 92 93 94 92 93 94 92 93 94 


関東 I 信越」 東海 I 北陸 j 


92 93 94 

関 mj 



92 93 94 92 93 94 

夕 国 I 四国 j 


92 93 94 

九州 I 


34 


























































































財務•業績 


単位 》 低円 


mm 

電報 

パケット 

画像 

移削本 

全社計 

11，317 

769 

620 

150 

1,038 

63,610 

1,910 

3 

6 

— 

0 

4,030 

6,770 

938 

587 

283 

1，072 

61，121 

1,586 

65 

286 

89 

176 

4,030 

4,547 

▲ 168 

33 

▲ 133 

▲33 

2,488 

60 

122 

95 

188 

103 

96 

10,098 

803 

644 

165 


62,690 

1，787 

3 

6 

一 


3,875 

6,504 

1,000 

605 

275 


61,595 

1,656 

64 

282 

76 


3,875 

3,594 

▲ 197 

39 

▲110 


1,094 

64 

125 

94 

167 


98 

9,151 

900 

663 

231 


63,656 

1,615 

1 

5 

— 


4,074 

6,623 

1,042 

604 

337 


62,230 

1,992 

68 

325 

86 


4,074 

2,527 

▲ 142 

59 

▲ 105 


1，426 

72 

116 

91 

146 


98 


業務範囲 


地 

域=県内の電話•専用. ISDN など 

長距離=県間の電話 • 専用 • ISDN など 

電 

報=電報 

パケッ h = DDX 、 ISDN - P 、 加入電信 

画 

像 = F 網、ビデオテックス、 TV 会議 

移動体=自動車電話、ポケットベル、船舶電話 


単位：億円 


msm 

電報 

パケツト 

画像 

移謝本 

全社計 

12,088 

648 

617 

337 

一 

108,236 

9,606 

586 

525 

288 

— 

65,036 

11，483 

674 

560 

367 


108,031 

9,279 

612 

470 

318 

65,199 

10,947 

700 

543 

394 


107,312 

8,888 

639 

454 

345 

64,661 


HH 





92 93 94 92 93 94 92 93 94 

東北 I 北海道 I 地域計 I 



92 93 94 


長距離 













92 93 94 年度 


令社計 


35 





































































































3 .サービス別収益の推移 


区分 

' — — ~~~ 一 

年度 

1985 

昭和60 

1986 

61 

1987 

62 

1988 

63 

1989 

、ド成元 

1990 

……. 2 —. 

電気通信事業営業収益 

電話 サービス 

電話使用料 

1,196,590 

1,197,725 

1，204,075 

1,229,402 

1，268，137 

1，299,222 



通話料 

2,745，120 

2,871,975 

3,009,441 

3,010,912 

2,963,959 

2,937,433 



自動車曜舌料 

23,276 

34,002 

43,568 

67,969 

97,585 

119,955 



携帯電話料 

— 

— 

9,463 

16,083 

23,270 

56,227 



船舶電話料 

10,890 

11，003 

11,456 

11,569 

10,950 

11,459 



公衆電話料 

164,847 

167,803 

179,248 

186,530 

204,374 

206,301 



その他 

92,996 

86,384 

96,512 

102,897 

158,920 

210,987 



小計 

4,233,722 

4,368,894 

4,553,766 

4,625,365 

4,727，197 

4,841,587 


加入電信 サービス 

14,517 

9,673 

6,710 

5,349 

4,486 

4,004 


電報 サービス 

38,030 

39,467 

43,133 

48,042 

54,474 

58,266 


専用サービス 

一般 専用 サービス 

200,236 

204,266 

204,223 

232,527 

247,609 

253,265 



その他 

51,171 

70,901 

91,181 

113,986 

124,426 

136,517 



小計 

251,408 

275,167 

295,405 

346,513 

372,036 

389,782 


データ通信 

公衆システムサービス 

17,441 

17,961 

17,769 

4,944 




サービス 

各種システムサービス 

135,716 

144,276 

156,574 

39,299 





その他 

125 

149 

1，764 

116 





小計 

153,282 

162,387 

176,108 

44,361 




ディジタルデータ 

回線交換 サービス 

1,739 

2,406 

3,246 

4,613 

5,192 

4,672 


伝送 サービス 

パケット雜サービス 

8,605 

13,402 

19，120 

28,678 

34,963 

39,226 



小計 

10,345 

15,808 

22,367 

33,292 

40,156 

43,898 


無線呼出 サービス 

70,250 

80,934 

93,302 

94,471 

90,167 

88,640 


その他の サービス 

159,748 

137,824 

154,967 

170,105 

193,750 

229,202 


合計 

4,931，308 

5,090，157 

5,345,762 

5,367,503 

5,482,269 

5,655,383 

附帯事業営業収益合計 

160,101 

263,424 

316,239 

285,185 

286,969 

303,045 

営業収益合計 

5,091,409 

5,353,581 

5,662,001 

5,652,688 

5,769,239 

5,958,429 


[注]丨.「携帯馄話料」は、1986牢（昭和61年)度まで rm 話サービス.その他」に含んで記載しています。 

2. 電話 サービス 契約約款の改正 （1991 年〈平成3年〉3月1日、「自動車 m 話」の一部を「携带霞話」に変更)に伴い、1990年（平成2年)度以降、爲出方法を変更しています。 

3. データ 通信 サービスについては、 NTT データ 通信 ㈱ へ営業譲渡したため、1988年 （昭和 63年り7 月 1日付で、当社の営業を廃止しました。 

4. 自動車電話.携帯祗話•船舶锟話.航空機公衆*也話および無線呼出サービスについては、 NTT 移動通倍網 ㈱ へ営業譲渡したため、1992年（平成4年）7月1日付で当社の営業を 
廃止しました。 


サービス別収益[構成比] 







































財務•業績 


4.設備投資額の推移 


垠位=百万円 


1991 

3 

1992 

4 

1993 

5 

1994 

6 

1,353,494 

2,825,175 

85,395 

132,640 

12,401 

210,103 

228,985 

1,404,380 
2,705,694 
20,175 
46,438 
3,050 
209,258 
257,429 

1，444,530 
2,601,689 

218,823 

265,309 

1，505,806 
2.528,870 

248,364 

256,522 

4,848，197 

4,646,427 

4,530,353 

4,539,564 

3,584 

2,956 

2,539 

2,220 

67,023 

75,199 

78,447 

88,338 

262,482 

138.958 

267,291 

188,638 

265,857 

205,910 

262,980 

211,836 

401,441 

455,930 

471，767 

474,816 





4.330 

4,033 

3,326 

2,644 

43,327 

44,285 

42,297 

40,111 

47,657 

48,318 

45,624 

42,756 

101,965 

27,886 



276,043 

317,167 

366,757 

424,923 

5,745,913 

5,573,887 

5,495,490 

5,572,619 

310,135 

318,363 

313,582 

303,063 

6,056,049 

5,892,250 

5,809,073 

5,875,682 


墘位=百万円 


年 

度 

設備投資額 

1985 

昭和60 

1，580,578 

86 

61 

1,613,224 

87 

62 

1,796,716 

88 

63 

1，712,820 

89 

平成元 

1，735,580 

90 

2 

1，825，121 

91 3 

1，886,839 

92 

4 

1,883,312 

93 

5 

1，891，650 

94 

6 

1，851，778 


設備投資額 



設備投資頷 
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財務諸表 

1 . 貸借対照表 



'、へ 

期別 

第1期 

第 2 期 

第 3 期 

第4期 

第 5 期 

第6期 

区分 

1986 年(昭和 61 年) 

3 月 31 口現在 

1987 年(昭和 62 年) 

3 月 311 删 i 

1988 年(昭和 63 年） 

3 月 31 日現在 

1989 牢(平成元年） 

3 月 31 日現在 

1990 年(平成 2 年） 

3 月 31 日現在 

1991 年(平成 3 年） 

3 月 31 日現在 

mmm 


1 

9,998，138 

9,883,797 

9,880,822 

9,570,066 

9,580,507 

9,667,525 



驗 


9,963,765 

9,832,628 

9,811，654 

9,447,618 

9,414,419 

9,469,978 




窄 

-mmmm 

9.672.046 

9,526,017 

9,517,259 

9,136,318 

9,085，120 

9,115,926 





機■備 


2,490,254 

2.561.333 

2,671，108 

2,629,508 

2.792.673 





空中顯蓆 

\ ill メ Uliliu 饿 WnSc 爾 J 

81,872 

80,083 

78.846 

78,752 

85,378 





編 ■ 

3,084,1 17 

396,563 

280，180 

178.768 

134,943 

116.770 





市内纖 s 備 

(馄気通 倍 線路設備） 

1，500,819 

1.427,579 

1,349,684 

1.373 .139 

1,305 .805 





市外腿設備 

1 » 11 OAf\ 

403,191 

364,287 

322,617 

163.855 

162,683 





土織痛 


1，770,813 

1，832,223 

1,837,158 

1.836,618 

1,863.990 





建物 

1.512,901 

1，591，352 

1,636,661 

1,569.268 

1,604,783 

1.622,094 





構 _ 

108,221 

102,964 

100.551 

リ LS 36 

86,450 

83.076 





機械およ游置 

22,921 

23,594 

20,423 

22,074 

25,844 

28.556 





輛および船舶 

15,018 

12,845 

9,810 

7,859 

6,541 

5.475 





m § i ^ よび備品 

109,732 

111,334 

224.288 

232,035 

235,275 

226.450 





土地 

464,344 

471,287 

471.888 

452,077 

450,206 

450,280 





■讎定 

542,840 

569,123 

507.946 

322,982 

459,200 

372.689 




娜 

291,719 

306,611 

294,395 

311，300 

329,298 

354.052 



IS 

墳など 

34,372 

51,168 

69,168 

122,447 

166,087 

197,547 




隨有讎正券 

5,006 

7,522 

12,487 

43.080 

62,029 

77,580 




出資金 

1,287 

1，477 

1，577 

1,777 

1，877 

1.877 




漏 

11，891 

23,616 

33,785 

55,123 

72,790 

77,303 





935 

936 

1.408 

2.028 

2,008 

2,437 




その(也の投資など 

15,251 

17,615 

19,908 

20,436 

27.381 

38.349 


^rnm 


873，157 

943,589 

1.010,125 

1，019，163 

1，443,981 

1,246.204 



驗およひ搬 

204.256 

223,614 

326,891 

301.384 

481，535 

391.904 



受取手形 

— 

— 

140 

57 

14(、 

M 



嫌陰 

320,371 

377,858 

444,661 

491，069 

595,742 

642.318 




2.250 

2,638 

7,914 

11.670 

10,016 

10,533 



貯驗 

98.627 

58,651 

46,280 

42,238 

45，104 

49,280 



前 jte 

25,299 

20,374 

27，132 

24,739 

21 .489 

15.810 



miMm 

977 

1,799 

2,218 

3.219 

3.751 

4,016 




19,314 

23,442 

23,306 

26.554 

31，320 

35.797 



mmm 

193,662 

226,624 

114,496 

108,359 

249,378 

86.070 




10,415 

12,296 

21,532 

14,606 

12,392 

16,749 



貸倒弓 i 当金 

▲2.018 

▲3,711 

▲4,448 

A 4,736 

▲6,895 

▲6,337 


mmm 

55,208 

45,874 

36,741 

28，102 

21，037 

15,248 


土腿ラ鈴 

55,208 

45,874 

36,741 

28.102 

21,037 

15,248 

mm 

10,926,503 

10,873,260 

10,927,689 

10,617,332 

11，045,526 

10,928,978 

nmcm 



5,977,666 

5,875,212 

5.693,937 

5,348,024 

5，117,098 

5,131，459 



社債 

4,159,702 

3,910,877 

3,302,351 

2,877，194 

2,533,768 

2,456,292 




60,777 

134,297 

525,588 

604,984 

714.798 

769,266 



関臟懈用責務 

2 

6 


19 

5,856 

4.495 



画浩引当金 

1，658，153 

1,730,630 

1,782,234 

1，800,106 

1，807,571 

1，867,025 



業廳モ臓引当金 

83,360 

68,757 

53,619 

36,745 

21,262 

9.375 



そ の債 

15,670 

30,642 

30,143 

28,973 

33,840 

25,004 


yrnm.ii 

1 

1，482，132 

1，500,484 

1,571,130 

1，454,289 

1，932,499 

1.671,093 



1年以内に期限 S 睐0固定負債 

566,345 

535,553 

547,996 

429,051 

448,287 

353.107 



難卜金 

164,248 

238,060 

193,419 

156.661 

308,786 

240.711 



画昔緣 

30,000 

33,400 

33,400 

68.970 

77,650 

45.173 



未_ 

144.131 

109,073 

115,336 

127,216 

221,700 

238.130 



未払法^兑など 

174.742 

123,292 

149，172 

70.744 

127,977 

73,737 



未払事業税など 

45.81リ 

32.191 

40,924 

23.498 

37,908 

24,882 



^rnm 

214,530 

216,919 

204,950 

202,627 

202,871 

200,049 



前^^ 

53,237 

117,505 

189,032 

261，792 

364,459 

312.616 



預り金 

24,131 

27,854 

26,786 

23,859 

19,317 

22,528 



Mm 

5,082 

4,611 

3,409 

7,317 

2,690 

1.914 



m^imm 

6,228 

12,756 

19,878 

36，116 

47,631 

67.800 



業驢モ補償引当金 

— 

—— 

— 

— 

'…一 

— 



そ似也の獼負債 

53,635 

49,263 

46,823 

46,433 

133,219 

90.443 

負齡計 

7,459,798 

7,375,696 

7,265,067 

6,802,314 

7,049,598 

6,802,553 

資:^ 15 

資本金 

7 X 0.000 

780.000 

780.000 

780,000 

780.000 

780.000 


mmm 

2.546 .()7h 

2,546,076 

2,546,076 

2,546,076 

2,546,076 

2,546,076 


繼 

一 

11,700 

19,500 

27,300 

35,100 

44,460 


そ®(獅臟 

140,629 

159,788 

317,046 

461.642 

634,751 

755,889 



■臢繊酴 

— 



- 

— 

— 




— 

— 

30,000 

188,000 

332,000 

488,000 



当期未^嗞 

140,629 

159,788 

287,046 

273,642 

302,751 

267,889 



L うち当辦嗌— 

140,629 

148,056 

243,236 

230,601 

259,128 

224,326 

資本合計 

3,466,705 

3,497,564 

3,662,622 

3,815,018 

3,995,927 

4,126,425 

負債-資本合計 

10,926,503 

10,873,260 

10,927,689 

10,617,332 

11,045,526 

10,928,978 
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財務•業績 


単位=百万円 


第 7 期 

第 8 期 

第 9 期 

第10期 

1992 年(平成 4 年） 

1993 年(平成 5 年） 

1994 年(平成 6 年） 

1995 年(平成 7 屯） 

3 月 31 日現在 

3 月 31 FI 現在 

3 JJ 31 日現在 

3 月 31 日現在 

9.705,684 

9,535,254 

9.606,110 

9,629,452 

9,480,937 

9,279,476 

9,351，854 

9,357,043 

9,115,835 

8.884,248 

8,934.408 

8,909,710 

2.835,378 

2,463，180 

2,369,674 

2,268,272 

93,102 

74,407 

74,873 

74,023 

94,027 

76,643 

55,241 

50,292 

1，264,408 

1. 256,335 

1,307,458 

1，328,470 

162,298 

147,506 

141.539 

140,544 

1,898,299 

1,941，639 

1,972.134 

1，974,959 

1.599.166 

1,616,625 

1,656,242 

1,682,408 

79，194 

77,329 

78,556 

78,586 

32,501 

32.015 

33.664 

30，112 

4,854 

4,490 

4.056 

3,769 

241,472 

291,870 

319.319 

408,910 

442,636 

443.157 

443.440 

443,436 

368,495 

459,045 

478,206 

425,925 

365,101 

395,228 

417,446 

447,333 

224.747 

255,777 

254,255 

272,408 

62,562 

59,527 

61,370 

85,741 

1,877 

1，877 

1.877 

1.877 

106.528 

144,350 

149,009 

137,690 

2.740 

2,535 

2,689 

3,566 

51,038 

47,487 

39,308 

43,532 

1,214.932 

L 282.667 

U 94,939 

1，101，673 

405,756 

441,232 

443，115 

301,933 

474 

1.079 

39り 

596 

583.252 

579,012 

522,912 

549,699 

12.010 

13,364 

15,323 

10,710 

41.145 

36,647 

39.093 

32,910 

10,693 

9,727 

7,765 

9,745 

4,633 

4,734 

4,764 

5,590 

29,218 

44,393 

51，707 

67,608 

109,608 

125,776 

87,860 

98,906 

24,412 

32,869 

27,349 

30,430 

▲6,274 

▲6，171 

▲5.292 

A 6,459 

10,292 

5,720 

2,093 

161 

10,292 

5,720 

2,093 

161 

10,930,908 

10,823,642 

10,803，142 

10,731，286 

5.110.445 

4,937,235 

4,871,502 

4,986,058 

2,457,876 

2.488,326 

2,375,487 

2,348,875 

677,706 

475,050 

428,669 

611,789 

3.399 

2,036 

976 

291 

1.950,064 

1，950,651 

2,046,024 

2,004,728 

21.399 

21,170 

20,344 

20,373 

1,584.907 

1,566,463 

1，648,456 

1,480,063 

325.406 

369,282 

446,579 

468,854 

221.828 

314,993 

317,261 

239,946 

93,591 

39,639 

38,297 

30,000 

178,300 

230，177 

266,390 

226，125 

71,034 

6,326 

6,809 

11,163 

21.113 

4,624 

4,888 

5,498 

199.015 

193,197 

184,958 

167，122 

287,904 

237,385 

164,220 

84,889 

22.948 

16,772 

17,547 

20,750 

2,077 

1.556 

1.735 

552 

68,400 

87,288 

151，148 

164,224 

1.901 

— 


— 

91,383 

65,218 

48.621 

60,936 

6.695,353 

6.503,698 

6.519,959 

6,466,121 

780.000 

780,000 

780,000 

780,000 

2.546.076 

2,546,076 

2,546,076 

2,546,076 

52.260 

60,081 

67,900 

75,711 

857.219 

933,786 

889,207 

863,378 


12.658 

18,622 

23,026 

626.000 

715,000 

786,000 

786,000 

231,219 

206，128 

84,584 

54,351 

187,357 

162,592 

41,422 

60,083 

4,235,555 

4,319,943 

4,283，183 

4,265，165 

10,930,908 

10,823,642 

10,803，142 

10,731，286 


1. 附帶小龙にかかる阆定饩座については、少頟なため 「 VEiUlHr ? 巩業岡定资苑」に食めて 
表示しています。 

2. 消费税については、仮受消赀税訃上額から仮払消费税計上額を控除した残額を「その他 
の流勋总偾」に含めて表示しています。 

3. 「業務委託補愤引当金」については、1992年(平成4年)12月に期限が到米したため、金 
額邓切り崩しました。 
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2 .損益計算書 • 利益処分計算書 


-- - 


. 

k 期別 

第1期 

第2期 

第3期 

第4期 

第5期 

第6期 





1985印(昭和60ザ)度 

1986平(昭和61伯度 

1987年⑽和62平)度 

1988年 ( IIK 和63平)度 

1989平(平成元^)ぼ 

1990年(平成2年)度 

RT 

分 



1985.4.1 

1986.4.1 

1987.4 .1 

1988.4.1 

1989.4.1 

1990.4.1 





〜1986.3 .31 

〜1987.3 .31 

〜1988.3 .31 

〜1989.3 .31 

〜1990.3 .31 

〜1991.3 .31 

1 

1 


711,971 

711,214 

813,008 

710,997 

675,818 

581,733 

I 

I 


n 

mm 

4,931 .308 

5，()90，157 

5,345,762 

5,367,503 

5,482,269 

5,655,383 


I 



晒刮从 

4,233,722 

4,368,894 

4,553,766 

4.625,365 

4,727 .197 

4.841,587 

の 

部 

の 

部 



電1言(テレックス ） ii 又人 

14,517 

9,673 

6,71() 

5.349 

4,486 

4.004 



_歡 
専用 1 RA 

38.030 

39,467 

43，133 

48,042 

54,474 

58,266 





251.408 

275,167 

295,405 

346,513 

372,036 

389,782 





データ週畐歡 

153.282 

162,387 

176,108 

44,361 






テータ伝送収入 

10.345 

15,臟 

22,367 

33.292 

40,156 

43,898 





無線呼出歡 

70,250 

80,934 

93,302 

94.471 

90,167 

88,640 





^tcDimwK 

159,748 

137,824 

154,967 

170，105 

193,750 

229,202 




■費月 

4,219,336 

4,378,943 

4,532,753 

4,656.506 

4,806,451 

5,073,650 





賴費 
管理費 

2,081 .800 

2，130,305 

2,213,837 

2,370,580 

2,457,094 

2,736,614 





395.563 

498,743 

497,035 

500,297 

495,850 

485,724 





却費 
細費 

1.464,075 
145,627 

1，415,294 
156,285 

1.385 J 51 
241,422 

1，398,658 
192.566 

1,410,899 

1，430，147 





1 ZO 

zu / ? VjO 





通信1遍麵 

— 

— 

—— 


一 





十嫌 

租ネ訟課 

132,268 

178,314 

195,305 

194,402 

213,477 

213,207 



Pi 

iW 

差 


▲27,63 丨 

160.101 

11,565 

263,424 

7,645 

316,239 

▲6,291 

285.185 

▲10,318 

286,969 

▲2,796 

303.045 




n 

漢 to 

187,733 

251,858 

308,594 

291，477 

297,288 

305,842 



mm 

684,339 

722,780 

820,653 

704,705 

665,499 

578,936 


I 

•'呂藥 


42,653 

44,833 

54,998 

52,983 

78，188 

76.024 


::4 



受取利息および割引料 

12.115 

14,120 

16,343 

11,590 

22,239 

33,751 


ン- ■ 



有価証翔息 

— 

8 

15 

22 

15 

15 


：；：： 

0 



受取 i 挡金 

479 

533 

615 

873 

787 

1.946 


部 



為 

雑 1 RA 

12,593 

4,839 

4,091 

4,336 

13,854 

2.924 





17,464 

25,331 

33,932 

36，160 

41，292 

37,386 



'呂 

至.: 

nmm 

410,863 

409,657 

378,916 

331，786 

258,959 

240,635 





麵リ息および割引料 

4.796 

7,628 

17,940 

31,613 

39,218 

47，109 





.社 _ 唐、 

351,959 

324,032 

276,533 

223.460 

192,790 

171，115 





社償去 p 

11.159 

9,334 

9,133 

S . 639 

7,065 

5.789 





有臟翻 _ 

- 

- 

— 

8,669 

2,391 





社債纖員 

— 

一 

57,287 

48.281 

一 







42,947 

68,662 

18,022 

19,790 

11，217 

14.229 


経鞒帳 

316，129 

357,956 

496,736 

425,901 

484,728 

414,326 

S 

特別臌 




— 



2,999 

1 




関係会社關平讎員 

一 

— 

— 

— 

— 

2,999 





社ネ 

特別 

. — ....... 

— 

— 

— 

—— 

— ' 

i 




— 

— 

— 

—— 

一- 

— 




災害特■跌 




一 

— 

— 


税引前当辦溢 

316,129 

357,956 

496,736 

425,901 

484,728 

411.326 


獻税および腦兑 

175,500 

209,900 

253,500 

195,300 

225,600 

187,000 


当辦嗌 

140,629 

148,056 

243,236 

230,601 

259.128 

224,326 


刖期麵瞄 


54,632 

86,710 

85,940 

86,523 

86,463 


中間配当額 


39,0()() 

39,000 

39,000 

39,000 

39,000 


中間配当に伴う和嗌準備金積立額 


3,900 

3,900 

3,900 

3,900 

3,900 


当其 ■§^Qi ^ネ瞄 

140,629 

159,788 

287,046 

273,642 

302,751 

267,889 

S 


当期未^利益 

140.629 

159,788 

287,046 

273,642 

302,751 

267.889 



特議却準齢 額 

- 

一 

一 

— 


□ 計 

140.629 

159,788 

287,046 

273,642 

302,751 

267,889 


利 


85,997 

73,078 

201,106 

187，119 

216,288 

181,128 



mmm 

7,800 

3,900 

3,900 

3,900 

5,460 

3,900 






78,000 

39,000 

39,000 

39,000 

54,600 

39,000 



輕金 

(1 株につき5,000円) 

(1 株につき2,500円) 

(1 株につき2,500円〉 

(1 株につき2,500円) 

「1侏につき3,5001リ*] 

(1 株につき2,500円） 










拽脈当2,500円 

L 記念配当 1,000 円」 




役 

与金 

197 

178 

206 

219 

228 

228 




5- 

5 麵粉 

21 

21 

23 

29 

31 

30 



特■却準備^ 


一 

一 

— 

一 

一 ik ' 



別途積立金 


30,000 

158,000 

144,000 

156,000 

138,000 


次期繰®磁 

54,632 

86,710 

85,940 

86,523 

86,463 

86,761 
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財務 • 業績 


単位万円 


第 7 期 

第8期 

第 9 期 

第10期 

1991 年(平成 3 年)度 

1992 年-(平成 4 平)度 

1993 年(平成 5 年)度 

1994 年(平成6平)度 

1991.4.1 

1992.4.1 

1993.4.1 

1994.41 

〜 1992.3 .31 

〜 1993.3 .31 

〜1994.3 .31 

〜1995.3 .31 

522,644 

384,497 

222，116 

234,603 

5,745,913 

5,573,887 

5,495,490 

5,572,619 

4,848,197 

4,646,427 

4,530,353 

4,539,564 

3,584 

2,956 

2,539 

2,220 

67,023 

75，199 

78,447 

88,338 

401,441 

455,930 

471.767 

474,816 

47,657 

48,318 

45,624 I 42,756 

101,965 

27,886 



276,043 

317，167 

366,757 

424,923 

5,223,268 

5,189,389 

5,273,373 

5,338,016 

2,853,242 

2,947,715 

2,968,730 

3,018,736 

469,967 

357,743 

370,288 

356,895 

1，492,282 

1,463,917 

1.468,020 

1，506,496 

189,578 

215,220 

269,569 

258,540 

— 

307 

368 

362 

218,197 

204,484 

196,395 

196,984 

5,564 

6,816 

8，119 

9,709 

310,135 

318.363 

313,582 

303,063 

304,571 

311，547 

305,463 

293,354 

528,208 

391，313」 

230,236 

244,312 

71，468 

65,783 

72,497 

82,545 

19,563 

10,803 

11.706 

4,086 

15 

15 

15 

15 

3,691 

3,476 

3,077 

4,684 

6，137 

2,708 

2,504 

2,588 

42,060 

48,780 

55，193 

71,171 

246,826 

208,234 

193,245 

184,229 

51，147 

36,407 

30,893 

32,894 

159,895 

149,939 

146,347 

139,510 

4,956 

4.572 

3.627 

1，932 

20,861 

2,699 

217 

1,937 

9,965 

14,615 

12,160 

7,955 

352,850 

248,862 

109,488 

142,628 

1，992 

1,670 

18,966 

49,944 

1，992 


— 

— 


1,670 

18,966 

33,707 

16,237 

350,857 

247,192 

90,522 

92,683 

163,500 

84,600 

49，100 

32,600 

187,357 

162.592 

41，422 

60,083 

86,761 

86,435 

86,062 

37，167 

39,000 

39,000 

39,000 

39,000 

3,900 

3,900 

3.900 

3,900 

231，219 

206,128 

84,584 

54,351 

231，219 

206,128 

84,584 

54,351 

— 

1，808 

2,918 

3,964 

231,219 

207,936 

87,503 

58,316 

144,784 

121,873 

50,335 

58,313 

3,921 

3,919 

3,911 

3,918 

39,000 

39,000 

39,000 

39,000 

<1侏につき2.5001 M ) 

<1株につき2,500円) 

《1侏につき2,500円) 

(1 株につき2,500円) 

205 

182 

102 

175 

27 

24 

12 

20 

12,658 

7,772 

7,322 

15,220 

89,000 

71，000 

— 

— 

86,435 

86,062 

37，167 

2 


「通信設備使川料」とは、他の第1種 m 気通信事業者に対してその設備を 
使爪する対価として支払う费用です。 

「特別償却哗備金」の取崩および積立は、 m 税特別措置法に基づくものです。 
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[参考] 

♦連結財務諸表①[国内] 


連鶴借対照表 


単位=百万円 





期別 

第 4 期 

第 5 期 

第 6 期 

第 7 期 

第 8 期 

第 9 期 

第 10 期 


— 

.. . ' 

1989 年怦成元年) 

1990 年评成 2 梢 

1991 年评成 3 年) 

1992 年评成 4 年) 

1993 年评成 5 年) 

1994 年怦成 6 年) 

1995 年#成 7 年) 

区分 




3 月 31 日現在 

3 月 31 日現在 

3 月 31 日現在 

3 月 31 □現在 

3 月 31 日現在 

3 月 31 口現在 

3 月 31 日现在 


固 


9,808,432 

9,858,189 

10,000,569 

O 70H 

10,085,071 

〇 OA 1 〇 /1 〇 

10,316,912 

10,720，187 

11,232,399 

1 〇 QS0 ^107 



年 

口 ^^ 回 AtMJ 生 

mmmm 

y , ovU , o 91 

9,324,002 

9,691，325 

9,296，110 

V, /VU,0 /D 

9,364,707 

ワ，〇 4 丨 ,v4v 

9,392,668 

IU,UJ /,U/D 

9,512,573 

1 J 1 

9,863,975 

10,329,719 





機■傭 
空中腸備 

2,705,000 

2,680,618 

2,852,060 

2,923,759 

2,784,503 

2,720,672 

2,693,992 





78,846 
199,223 
1.350,464 

78,752 

85,378 
152,571 
1，306 ,818 

93，102 

107 OQ< 

104.518 
109.001 
1，269，178 

121,553 
279,078 
1,321，922 

140.604 
195 9^9 





SffB^koX 備 
市内！;廳贺痛 

10j,U4j 
1,374,021 

lz l,yoj 

1,265,731 

1.344 .665 





市外腿遍 

322,617 

163,855 

162,683 

162,298 

147,703 

141.750 

140,876 





土織蓆 

1，837,158 

1,836,618 

1,863 .990 

1.8 98.299 

1,941,714 

1，972,231 

1. 975,069 





建物 

1,645,024 

1,677,212 

1,694 ,772 

1.670 .910 

1，705 ,301 

1，766,080 

2,092,407 





構 _ 

93,030 

87,664 

84.731 

80,675 

79,788 

82,609 

91.692 





機肺よ膊置 

2リ.丨2リ 

32.217 

36,275 

40,568 

40,394 

42,150 

55.882 





觀よ涵白… 

7.860 

6,541 

5,477 

4. N 55 

4,493 

4,082 

3,790 





m よび痛品 

236,583 

239,311 

231,471 

246,641 

310,804 

342 ‘()29 

446.817 





土地 

469，190 

467,319 

467,393 

461,658 

4()4_2 リ 2 

472,939 

509,724 





顯涵定 

349,873 

486,932 

42 1，080 

416，182 

550,878 

596,874 

638,956 




me^mm 

366,889 

395,214 

425,967 

449,280 

524,501 

567,366 

620,778 



投資など 

117,540 

166,863 

209,893 

243，121 

279,837 

288,844 

281,901 





m^mm 

88,451 

127,616 

149,858 

166,214 

192,568 

195.657 

177,631 





出難 

1，813 

1,877 

1.877 

2,086 

2,086 

2,086 

2.254 





mmihm 

2,028 

2,008 

2,437 

2,747 

2.591 

3.169 

10.896 





懷刪饋など 

25,246 

35,361 

55,719 

72,073 

82,590 

87,932 

91.118 



m 

1 

1,117,392 

1，542,217 

1,370，121 

1，369,213 

1,532,893 

1.502 .407 

1，515,015 




m^ufm 

345,459 

527,900 

438,295 

455,217 

544,733 

578，176 

459,231 




__…. 

57 

146 

61 

' 669 

1,327 

718 

1.036 





537.948 

654,977 

7()9.532 

653,548 

675,198 

635,886 

699,895 




未 1 RA ^ 

27,868 

10.988 

12,458 

13,198 

40.149 

34,999 

26,633 




'ffMS 

44.4リ3 

47.802 

51，873 

44,485 

44,704 

96,971 

130,282 




mM 

25,862 

23,538 

20,898 

13,463 

11,793 

11,910 

13,786 




mm 

3.22 S 

3,886 

4,167 

6，131 

6,232 

7,932 

9.704 




mmm 

108,863 

249,378 

86,070 

109,608 

143,033 

91,063 

125,393 




^mcDymm 

28.512 

36,691 

53.322 

79.432 

72,537 

52,309 

68,698 




貸■当金 

▲4,901 

▲7,091 

A 6,559 

▲6,540 

▲ 6,816 

▲7,561 

▲19,646 


麵 

m 

i 

28，102 

21,037 

15,248 

10,292 

5,720 

2,093 

161 



1 

社麟遊 

28,102 

21，037 

15,248 

10,292 

5.720 

2,093 

161 


10,953,927 

11，421，443 

11，385,939 

11，464,576 

11,855,526 

12,224,688 

12,747,576 

mm 


i 

5,623,840 

5,397,482 

5,467,023 

5,462,962 

5,727,179 

5,757,219 

6,384,143 




社債 

2,877，194 

2,533,768 

2,456,292 

2,472,876 

2,523,326 

2,430,487 

2,453,856 




麵昔 

842,984 

952.80) 

1,057,080 

961,640 

U 48,414 

1，136,650 

1.638 .793 




画合与引缝 

1，835,810 

1.847,814 

1，912,585 

2,001,518 

2,013,546 

2，126,951 

2.099. S ： 7 




« ^モ補償引当金 

36,745 

21，262 

9,375 

— 

— 

— 

— 





31,105 

41,827 

31，689 

26,927 

41，892 

63，129 

191,666 


ym 

m 

1 

1，522,705 

2,021，051 

1，773,880 

1，743,949 

1，782,477 

2,143,622 

2,035，129 




1年綱こ期陋獅酿 
負債 

429,051 

448,287 

353,107 

392,344 

411,282 

707,834 

699,435 




mm 

192.181 

355.604 

300,534 

283,894 

427,900 

426,913 

369,320 




濯昔；^ 

6 S .970 

^ 7.650 

65.043 

103.461 

51，879 

85.869 

144.064 




未 _ 

146,578 

259,522 

289，169 

223,819 

308,751 

407,652 

354,921 




未払法人■ど 

90.479 

129. K 49 

82,038 

75.501 

16.378 

26.276 

35,299 




未払事業税など 

28.658 

38,881 

27.700 

22,755 

8,111 

10.840 

13,393 




未 

207.736 

208,261 

206,705 

206,646 

206,016 

201，889 

203,950 




前疑 

272.441 

315,824 

321，512 

303,443 

245,586 

168,848 

96.005 




預り金 

32,782 

29.583 

34,527 

35,566 

36.729 

48,842 

45,715 




前受_ 

7.320 

2,690 

2，1()() 

2.112 

1.604 

1，77() 

_52 




業麵モ臓引当金 

— 

— 

一 

1 ， リ 01 

— 

— 

— 




^(DiWymm 

46,504 

134,896 

91，441 

92,501 

マ 8:237 

56,883 

72,271 




— 

— 


— 

2,921 

6,656 

負 *^ it 

7,146,546 

7,418,534 

7,240,904 

7,206,912 

7,509,657 

7,903,762 

8,425,929 

資本®^ 

資猶 

咨 -?kS 斟 ^^ 

780,000 

1 Q. A ^ C\1 

780,000 

〇 ca /1 r\n/i 

780,000 

780,000 

780,000 

n C/i/C n7A 

780,000 

780,000 


繼準備金 

2,546,07¢) 

27,300 

Z,D40,U /〇 

35，100 

Z,3^fO,U /O 

44,460 

/〇 

52,260 

Z,Z)40,U /O 

60,081 

/〇 

67,900 

ム J 呼 / U 

75.711 


例也齡 

454,004 

641，733 

774,498 

879,328 

959,711 

926,949 

919,859 

資本論 

3,807,380 

4,002,909 

4,145,034 

4,257,664 

4,345,868 

4,320,925 

4,321，646 

負債.資本靜 

10,953,927 

11，421，443 

11，385,939 

11，464,576 

11,855 ,526 

12,224,688 

12,747,576 
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財務 • 業績 


Kit 算書.運織 J 絲計算書 


単位=百万円 


: 

: 


— 

期、別 

第4期 

第5期 

第6期 

第7期 

第8期 

第9期 

第 10 期 

198 妳(昭和 63 年)度 

1989彳 r :( T •成ノ C ザ)改 

199(仲: ( f 成2柄度 
1990.4.1 

〜1991.3 .31 

1991苹(平成3中)度 

199抑•(平成4年)度 

1993脱 f 成神)度 

199抑: ( f 成6洎度 

1988.4.1 

〜1989.3 .31 

1989.4.1 

〜 1990.3.31 

1991.4.1 

〜 1992.3 .31 

1992.4.1 

〜1993.3 .31 

1993.4.1 

〜1994.3 .31 

1994.41 

〜1995.3 .31 

経 

| 


1 


725,841 

693,054 

609,728 

545,514 

430,793 

295,734 

358,640 

1 

I 



mmm 

5,489,039 

5,631，689 

5,818,890 

5,928,611 

6,011,548 

6,148,254 

6,420,237 


- 

f 


mm 

4,763，198 

4,938,634 

5,209,161 

5,383,097 

5,580,754 

5,852,519 

6,061,597 

% 

% 

) 

7 


7,431 

12,658 

13,562 

22,904 

26,070 

26,737 

35,739 





mm 

352,858 

390,669 

432,677 

469,763 

492,417 

504,115 

617,009 





mm 

345,426 

378,011 

419，115 

446.858 

466,347 

477,377 

581,269 




営》猫 

733,272 

705,713 

623,291 

568,418 

456,863 

322,472 

394,380 


1 


mnm 

49,174 

76,784 

74,594 

68,794 

72,442 

65,734 

65,926 


f 



受取利息および割引料 

12.348 

24,004 

35,410 

20.951 

12,916 

13,454 

5,904 


I 



有讎券利息 

22 

15 

15 

15 

15 

151 

46 



: 

) 


受取档金 

873 

787 

946 

2.205 

2,791 

2.551 

942 



3 


mm 

4.336 

13,854 

2,924 

6.137 

2.70 S 

2,504 

2,588 





wmm 

13.172 

18.030 

22,213 

23,385 

26,529 

31，169 

31,784 






18.420 

20,092 

13,084 

16,099 

27,481 

15,903 

24,659 




営 

mmm 

344,382 

271，950 

258，157 

270,490 

264,072 

248,311 

261,721 





支払植および割引料 

41,114 

51，874 

63,913 

71，925 

73,386 

78,518 

94，131 





社■鳴 

223,460 

192,790 

171,115 

160,484 

151.378 

148,713 

143.961 





社觀ラ餘償却 

8.639 

7.065 

5,789 

4.956 

4,572 

3.627 

1.932 





有讎藐平讎 

— 

8,669 

2.391 

20.861 

2.699 

217 

1.938 





ttWSi 

48.281 


— 

— 

— 

— 






mMi 

22,885 

11,550 

14,947 

12,262 

32,035 

17.234 

19.757 


経測 

s 

438,064 

510,547 

439,728 

366,721 

265,233 

139,895 

198,585 

鐘 

■厳 

— 

— 

2,999 

1,992 

1，670 

21，083 

50,883 

1 




土翻平顚 

— 

— 

2,999 

1，992 

— 

2,117 

— 





関脇 : hOTi 

—— 

— 

一 

— 

1.670 

— 

— 

© 





— 

— 

— 

— 

— 

18,966 

33,707 

DP 




災害 糊歐 

……. — ……. 

. 二 . 

— 

— 

— 

...— …… 

17，176 


■など iwiii 当麵嗌 

438,064 

510,547 

436,728 

364,729 

263,563 

118,812 

147,701 


默觀よび锻兑 

215,100 

236,800 

200,700 

173,800 

96,015 

69,727 

68,386 



— 

—— 

—— 

—— 

—— 

▲815 

3,036 


当麵嗞 

222,964 

273,747 

236,028 

190,929 

167,548 

49,899 

76,278 

m 


317,046 

454,004 

641,733 

774,498 

879,328 

959.711 

926,949 

$ 


— 

—— 

—— 

— 

一 

3,425 

2.746 



I 殲吉贫1徵卩などに伴う乗除截勤嗝 

—— 

— 

一 

— 

—— 

3.425 

2,746 

算 


86,006 

86,019 

103,263 

86,099 

87,164 

86.087 

86,115 




7,800 

7,800 

9,360 

7,800 

7,821 

7,819 

7,811 



酉挂金 

78.000 

78,00() 

93,600 

78,000 

78,000 

78.000 

78,000 



与金 

206 

219 

303 

299 

278 

268 

304 





| ち騷微 

23 

29 

38 

44 

38 

36 

31 



適絵などに伴う 妙高 

— 

—— 

— 

— 

1,065 

— 

— 


当期^嗌 

222,964 

273,747 

236,028 

190,929 

167,548 

49,899 

76,278 



454,004 

641,733 

774,498 

879,328 

959.711 

926,949 

919,859 


連結状況 1. 第4期から NTT データ通信(株)と連結し、連結財務諸表を作成しました。 

2. 第8期から NTT 移#通信網㈱と新たに連結し、計2社を速結の範囲に含めました。 

3. 第9期から NTT 北海道移動通信網(株)、 NTT 東北移動通信網(株)、 NTT 谋海移動通信 
網 ㈱ 、 NTT 北陸移動通信網 ㈱ 、 NTT 関西移動通信網 ㈱ 、 NTT 中国移動通信網 ㈱ 、 
NTTI 51 国移動通信網(株)、 NTT 九州移動通信網(株)の8社と新たに連結し、計10社 
を速結の範囲に含めました。 

4. 第10期に ㈱ NTT 北海道 エステート、 NTT 都市開発(株)、 NTT 東海不動産(株 )、 NTT 
関西建物 ㈱、㈱ NTT クレ ド 、 NTT 九州 不動産 ㈱ 、 ㈱ NTT ファシリティーズ、（株 ) NTT 
テレコムエンジニア リ ング 北海道、（株 ) NTT テレコムエンジニアリング 東北、 
(株) NTT テレコムエンジニアリング 信越、 （株) NTT テレコムエンジニアリング関東、 
(株 ) NTT テレコムエンジニア リ ング 東京、（株 ) NTT テレコムエンジニア リ ング 東海、 
(株) NTT テレコムエンジニアリング北陸、 ㈱ NTT テレコムエンジニアリング関西、 
(株) NTT テレコムエンジニアリング中同、 ㈱ NTT テレコムエンジニアリング四国、 

(株) NTT テレコムエンジニアリング九州、 ㈱ NTT ドゥ、 ㈱ NTT テレカの20社と新た 
に連結し、計30社を連結の範囲に含めました。 
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♦連結財務諸表②[海外] 


避雄借対照表 


区分 


期別 

FY 1986 

FY 1987 

FY 1988 

FY 1989 

FY 1990 

FY 1991 

1986年(昭和61年） 

3月31日現在 

1987年(昭和62年) 

3月31日現在 

1988年(昭和63羽 

3月31日臟 

1989钜(平成元年） 

3月31日現在 

1990年(平成2年） 

3月31日現在 

1991年(平成3年） 

3月31日現在 

mmm 

有形 [ 


10，156,968 

9,961，092 

9,940,441 

9,775,823 

9,730,877 

9,786,093 



mmmmm 

7,848,553 

8,044,787 

8,078,191 

8,410,579 

8,684,652 

9,241，401 




8,824,400 

9,073,555 

9,366，140 

9,573,989 

9,767,894 

10,005 .849 



建物および構_ 

2,785,737 

2,937,524 

3,060,606 

3.141，399 

3.241,978 

3,334.590 



m : ma よび備品 

411,188 

452,669 

728.336 

802,469 

892,644 

924,907 



± 地 

464,344 

471,288 

471,889 

469，191 

467,319 

467,394 



題誦足 

632,761 

615,663 

547,894 

385,689 

5 I 6. S 84 

446,012 



MS 却累計額 

▲ 10,810,015 

▲ 11，634,394 

▲ 12,312,615 

▲ 13,007,493 

▲ 13.840.494 

▲ 14,634,060 



322,420 

418,646 

435,018 

538,866 

1，206,864 

1,348,469 




14,234 

24,340 

31,211 

44,440 

55,704 

66,027 



有讎赫よびそ似也 

6,293 

9,001 

14,065 

44,947 

73,346 

91.694 



膨^^およびそ似也 ® mm 

298,229 

330,144 

331，073 

378,332 

507,063 

644,542 



鋼） 

3,664 

55,161 

58,669 

7047 

570,751 

546,206 



889,249 

997,796 

1，080,466 

1,244,968 

1,689,108 

1.519,013 



礙餘および短職権 

397,918 

450,240 

441,388 

454,322 

777,279 

524.366 



受取手形および■陰 

339,151 

400,612 

467,144 

538,005 

655，123 

709.595 



貸倒引当金 

▲ 2.018 

▲ 3.71 I 

▲ 4.448 

▲ 4.901 

▲ 7.089 

▲ 6.560 




39,323 

37,044 

40,036 

48,318 

55,257 

79.538 



謝/^およひそ 

N 6.572 

92,752 

109,965 

177,996 

169,426 

179,172 




28,303 

20,859 

26,381 

31,228 

39,112 

32,902 

mmm 

11,368,637 

11，377,534 

11，455,925 

11，559,657 

12,626,849 

12,653,575 

mm 


6,301，795 

6,214,595 

6,028，152 

5,946,615 

5,852,949 

5,995,213 



m\nxm 

4,164,976 

4,008,735 

3,785,812 

3,668,824 

3,487,222 

3,519,896 



リース負債 

377.625 

377,621 

378,831 

377.389 

372.01 1 

369,360 



齡引当金 

1.658.153 

1.730 .631 

1,782,235 

1.835 .8 10 

1，933,638 

2,079 .840 




101.041 

97,608 

81，274 

64.592 

60,078 

26,117 


mmm 

1,555,078 

1，575,512 

1，651，159 

1，650,816 

2,160,098 

1,917,151 




30,000 

33,400 

33,400 

68,970 

97,650 

55,043 



1 年以内に期陋_固趙債 

559.785 

530,596 

542,586 

425.247 

445,931 

343,929 



mm 

288.164 

339,974 

309,231 

325,196 

555,916 

526,508 



MiM^- 

214.919 

219,041 

226,883 

289.641 

344,442 

355,565 



未払權 

95,924 

85,087 

72,358 

63,283 

60.123 

64,854 



未仏法 A 税など 

218.942 

153,734 

188,218 

117,079 

166,560 

107,703 




— 

— 

— 

. 一 

88,985 

44.613 



前雖 

53.237 

117.517 

189,032 

271,390 

315.731 

321,421 



そ0(也の〉^®債 

94,107 

96,169 

89,451 

90,010 

84,760 

97,515 

nmmf 

7,856,873 

7,790，107 

7,679,311 

7,597,431 

8,013,047 

7,912,364 


— 

— 

—— 

一 

—— 

— 

総負債 

7,856,873 

7,790,107 

7,679,311 

7,597,431 

8,013,047 

7,912.364 

資本 © a ? 

資錄 

780,000 

780,000 

780,000 

780,000 

780,000 

780’000 


資禪酴 

2,546,076 

2,546,076 

2,546,076 

2,546,076 

2,546,076 

2,546,076 


縱準備金 

_ 

11，700 

19,500 

27,300 

35,100 

44,460 



— 

— 

— 

— 

— 

— — 



185,688 

249,651 

431，038 

608,850 

1，252,626 

1，370,675 

資本簡 

3,511，764 

3,587,427 

3,776,614 

3,962,226 

4,613,802 

4,741.211 

負債-資本輸 

11，368,637 

11，377,534 

11，455,925 

11，559,657 

12,626,849 

12,653,575 


[注]!.電電公社時代に発行した米ドル述偖券が流通しており、電電公社よりすべての権利義務を継承した当社が継続開示義務を負うことになり米国 SEC へ年次報; 1 ;售を提出していま 


した。 

2. FY 1989( 昭和63年度)、民営化後第丨回ヤンキー偵発行により前述の馄雷公社時代の偾券とあわせて、継続開示義務を負うことになり米国 SEC へ年次報告書を提出していまし 
た。 

3. 1994年(平成6年)秋にニューヨークならびにロンドン証券取引所に株式(ニューヨークでは ADR ) を上場することになり、 FY 1994( 平成5年度)連結財務諸表により米国 SEC に 
届出書、ロンドン証券取引所に上場目論見書を提出しました0なお、これ以降は継続問示が必要となりました。 

4. 速結 HI 務諸丧が_内-海外で興なりますが、速結財務諸表规则が施行される以前に米刚 f 場で株式 I •.場を行っていた会社が対象となったグランドファザー条项(速結时務諸表 
规则附则笫2項)が適叫されなかったためであります。 

5. FY 1994( 平成5年度)において FASB 基，畨第106号「法人所得税の会計処理」を適川したことにより FY 1992( 平成3年度)に遡って财務諸-衣を修正しました。 
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琳位=百万円 


FY 1992 

FY 1993 

FY 1994 

FY 1995 

1992 年(平成 4 年） 

1993 年(平成 5 年） 

1994 年(平成6年） 

1995 牢(平成 7 年） 

3 月 31 日現在 

3 月 3 U 1 現在 

3 月 31 日現在 

3 月 31 日現在 

9,804,468 

9,938,607 

10,737,495 

10,857,314 

9,764,476 

9,927,988 

10,334 .115 

10,413,418 

10,273,723 

10,562，157 

10,899,278 

11，205,896 

3,360,933 

3,488，190 

3,981.309 

4，104,709 

1，000,656 

1,138,899 

1.309,237 

1,549,326 

461,659 

480,880 

532.7 SO 

539,915 

440,749 

573,762 

665,862 

リリ•リ丨 S 

▲ 15,497,728 

▲ 16,23 3,269 

▲ 16,985,086 

▲ 17, 655,868 

1，545,090 

1,597,561 

1，658，102 

1，901，339 

94,009 

116,864 

83,945 

79,013 

98,097 

97,446 

102.944 

175.506 

800,039 

838,624 

リ23.5り7 

1,1 18.326 

552,945 

544,627 

547,616 

528,494 

1，529,264 

1，687,805 

1，681，080 

1，639,308 

564,826 

678.535 

691，591 

582,447 

654,218 

676.526 

636.071 

700,932 

▲ 6,540 

▲ 6.814 

▲ 7,562 

▲ 16,495 

100,326 

90.478 

105.149 

128,527 

172.984 

220,649 

227.792 

213,648 

43,450 

29,031 

28,039 

30,249 

12,878,822 

13,223,973 

14,076,677 

14,397,961 

6，102,323 

6,323,533 

6,699,402 

7,175,053 

3,413,661 

3,556,650 

3,564,194 

3,904,032 

365,857 

373,436 

392.727 

429,518 

2,281，508 

2,259,189 

2,395,487 

2,485,592 

— 

0 

— 

989 

41,297 

134,258 

346,994 

354,922 

1， 887，101 

1，935,765 

2,403,438 

2,215,843 

103,461 

51，879 

127,584 

147,265 

378,725 

398,796 

733. S24 

669,104 

486,333 

685,224 

765,782 

669,036 

315,574 

354.415 

364.220 

361,146 

62,510 

61.253 

59,872 

60,236 

96,113 

22,372 

36.393 

45,999 

48,209 

25.275 

17.315 

25,68 1 

302,787 

244.828 

173.776 

95,926 

93,389 

91，723 

124,672 

141，450 

7,989,424 

8,259,298 

9，102,840 

9,390,896 

— 

一 

3,766 

6,628 

7,989,424 

8,259,298 

9，106,606 

9,397,524 

780,000 

780,000 

780,000 

780,000 

2,546,076 

2,546,076 

2,546,076 

2,546,076 

52,2601 

60,081 

67,900 

77,689 

—— 

— 

— 

22,923 

1，511，062 

1，578,518 

1，576,095 

1，573,749 

4,889,398 

4,964,675 

4,970,071 

5,000,437 

12,878,822 

13,223,973 

14,076,677 

14,397,961 




































当漏隘 


185,688 


192,663 


267,187 


263,612 


227,907 


221,009 


福の■、または働口 
棚卸«の減少または増加 


難}#の働 [] または減^ 
涵肖函の_または■ゝ 
師健の游 
涵麵などの_ 

_引当^] 口 


1，469,094 
^ 31，967 

93,098 
‘ 90,408 

‘ 21,795 

‘ 10,624 


▲ 



31,180 
218,942 
▲ 24,406 

31，856 


1，419,619 
44,052 
100,065 
61，461 
2,279 
28,023 

64,280 
65,208 
72,478 
113,896 


1，390,886 
、 9.030 

157,479 
‘ 60.532 

‘ 2.992 

2.215 

71,515 

34,484 

51.004 

103,057 


1，458,736 
‘17.325 
161.375 
^ 70.861 

‘ 3,6 ()7 

24，132 


82,358 

71.139 

53.575 

44.474 


1，470，106 

▲ 5.819 
144,474 

▲ 117，118 

▲ 6,939 
105,175 

88,985 

44.341 

49,481 

97,828 

55,811 


1,497,677 

30,755 

124,086 

▲ 54,472 

▲ 24,281 

▲ 29,704 

▲ 44.372 

5.613 

▲ 5 N . S ^ 

65,025 

6.456 


1，850,658 


1，822,582 


1，999,873 


1,925,240 


2,154,232 


1，738.935 



U , 332,219 
46,382 

^ 91，859 


A 1,343,055 
44,818 

▲ 125,566 


565,629 

22.9 S 4 

‘123,202 


U , 472,012 
43.363 

‘168,317 


▲ 1.400,744 
17,219 

▲ 183.046 


U ， 619,278 

17^65 

^ 186,856 


219,700 

31,967 


262,300 

44.052 


318,300 

9,030 


273,600 

17,325 


302，108 

5,819 


258.605 

30,755 


185,688 


192.663 


267，187 


263,612 


227,907 


221.009 


185,688 


192.663 


267，187 


263,612 


227,907 


221，009 


757,747 


804,489 


914,506 


815,407 


799,968 


709,859 


mm 


5,091，409 


5,353,582 


5,662,001 


5,841,897 


6,022,358 


6,251,567 


電信歡 
専用歡 
データ删 ■ 


4,233,722 

52.547 

251,408 

153,282 

142,423 

258,027 


4,368,895 

49，141 

275，168 

162,388 

222,701 

275,289 


4,553,766 
49,844 
295,405 
176,109 
248,846 
338,031 


4,622,668 
53,393 
334,347 
186.045 
258,957 
386,487 


4,723,353 
5 S .%1 
356,755 
175.455 
284.013 
423,821 


4,837,435 

d 

376,588 

186,770 

323,680 

464,823 


4,333.662 


4,549,093 


4,747,495 


5,026,490 


5,222,390 


5,541，708 


人件費 

減鴯却費およ 


1，748,804 
1,469,694 
1，115,764 


1,837,353 
1，419,619 
1,292.121 


1，877,527 
1,390,886 
1，479,082 


2,030,231 
1.458 .736 
1，537,523 


2,089,539 
2.008 .33 7 
1.124.514 


2,179,202 
2,076,342 
1，286，164 


投資活動により流出した現預金 


377,696 


‘1，423,803 


U , 665,847 


U . 596,966 


U , 566,571 


788,869 


醋フ 


当鹂 01151 
酉挡金 

短期借 M の増加または滴^ 


427,474 
▲ 628,434 

… . 877 


647,239 

879,201 

2.505 

117,000 


734,929 

▲ 998.375 

▲ 78.000 
▲ 1.432 


736,726 

▲ 1,007,521 

▲ 78.000 
33,455 


258,646 

466.817 

78.000 

21，467 


3‘S4.‘S4h 

▲ 一 

▲ 93.600 

▲ 36,868 


金融活動により得られた(流出した)現預金 


▲ 201，837 


▲ 346,457 


342,878 


315,340 


▲ 264,704 


▲ 202,979 


口 - 


271，125 


52,322 


8.852 


12,934 


322.957 


▲ 252,913 


126,793 


397,918 


450,240 


441，388 


454,322 


777,279 


397,918 


450,240 


441，388 


454,322 


777,279 


524,366 


年間机翰ム額 


392.962 


371,992 


337，125 


302,370 


277.802 


268.097 


年間支払法人税など 


758 


327,508 


283,816 


344,736 


252,627 


317,462 


キヤビタルリース年間働口額_ 


17,365 


1,055 


2,755 


754 


1，916 


1，526 


46 


1 株当たり当 砑嗌 


11,903 


12,350 


17.127 


16,898 


14,609 


14，167 


1 株当たり配当金 . 


5,000 


5.000 


5.000 


5,000 


5.000 


5.000 


資本金 


780,000 


780.000 


780,000 


780,000 


780.000 


780,000 


2,546,076 


2,546.076 


2,546,076 


2,546,076 


2,546,076 


2,546,076 


S 2 S 


11，700 


11,700 

7,800 


19,500 

7.800 


27,300 

7,800 


35，100 

9,360 


繼準備金期末残 


11，700 


19,500 


27,300 


35，100 


44,460 




185,688 


249,651 


431，038 


,110.519 


1,252,626 


そ ( Df 娜 


▲ 78,000 

▲ 7.8()() 


39,000 

:ぐ)()(> 


39,000 

3,966 


39,000 

3,900 


54,600 

5.460 




酉挡金 
繼準備^ 


39,000 

3,900 


39,000 

3/)()() 


39,000 

3,900 


39,000 

3,900 


39,000 

3.900 


弾織 


当画嗌 


185,688 


192,663 


267，187 


263,612 


227,907 


221.009 


そ也の準驗赚残高 


185,688 


249,651 


431，038 


608,850 


1，252,626 


1，370,675 


騰資本 ^ it 


3,511，764 


3,587,427 


3,776,614 


3,962,226 


4,613,802 


4,741.21 1 


384.326 


393,578 


338,049 


295,520 


275,772 


199,490 


部 


支払利息、社臓ラ旁 
社讎行費 

受敢_ 


登償却および 


380,721 

12,115 

15,720 


363,223 

14，12リ 
44,484 


327,919 

16,359 

26,489 


298,653 

12.371 

9,238 


277,052 

24.0い) 
22.739 


269,085 

▲ 35,426 

▲ 34,169 


税弓前 f 嗌 


373,421 


410,911 


576,457 


519,887 


524.196 


510,369 


Jiffiit 算書 


粉計算書 


■•計算書 


期別 


区分 


FY1986 


1985年(昭和60年)度 
1985.4.1 

〜1986.3 .31 


FY1987 


1986年:(昭和61的度 
1986.4.1 

〜1987.3 .31 


FY1988 


1987年(昭和62年)度 
I 卯 7.4.1 

〜1988.3 .31 


FY1989 


1988年(昭和63年)度 
1988.4.1 

〜1989.3 .31 


FY1990 


1989年(平成元年)度 
1989.4.1 

〜1990.3 .31 


FY1991 


1990年(平成2年)度 
1990.41 

〜 1991.3.31 


キャッシュフ □1 計算奎日 


嗌 



iii 


営笔_の部 

Iii 
























































































単位：百万円 


FY 1992 

FY 1993 

FY 1994 

FY 1995 

1991年(平成3年)度 

1992年(平成4年)度 

1993年(平成5年)度 

1994年(平成6牢)度 

1991.4.1 

1992.4.1 

1993.4.1 

1994 .4.1 

〜 1992.3.31 

〜1993.3 .31 

〜1994.3 .31 

〜1995.3 .31 

645,087 

510,055 

390,083 

390,234 

6,398,375 

6,503,963 

6,686,976 

7,043,822 

4,843,845 

4,852.150 

4,879,929 

5,039,474 

70,609 

78,157 

86,987 

90,559 

389,278 

398,805 

400,710 

400.103 

204,863 

210,707 

237,457 

259.520 

333,501 

321,094 

368,966 

401，957 

556,279 

643,050 

778.987 

852,209 

5,753,288 

5,993,908 

6,296,893 

6,653,588 

2,207,873 

2,255,881 

2,340,760 

2,328,917 

2,171,159 

2,268,366 

2,315,517 

2,624，199 

1，374,256 

1,469,661 

1,640,616 

1,700,472 

213,487 

206,816 

215,462 

219,929 

266,394 

256,538 

274,247 

277,544 

▲ 20,966 

▲ 14.323 

▲ 13,102 

▲ 5.967 

▲ 31，941 

▲ 35,399 

▲ 45,683 

▲ 51,648 

431,600 

303.239 

174,621 

170,305 

222,700 

125,021 

94,801 

89,155 

▲ 17,287 

24.941 

▲ 2,822 

▲ 6,726 

226，187 

153,277 

82,642 

87,876 

— 

—— 

754 

▲ 2,433 

226,187 

153,277 

83,396 

85,443 

14,499 

9,825 

5,346 

5,477 

5,000 

5.000 

5,000 

5,000 


780,000 

780,000 

780,000 

780,000 

2,546,076 

2,546.076 

2,546,076 

2,546,076 

44,460 

52.260 

60,081 

67,900 

7,800 

7,821 

7,819 

9,789 

52,260 

60,081 

67,900 

77,689 

—— 

— 

— 

22,923 

1，370,675 

1,511,062 

1，578,518 

1，576,095 

▲ 39,000 

▲ 39.000 

▲ 39.000 

▲ 39,000 

▲ 3,900 

▲ 3,921 

▲ 3,919 

▲ 5,889 

▲ 39,000 

▲ 39.000 

▲ 39,000 

▲ 39,000 

▲ 3,900 

▲ 3.900 

▲ 3.900 

▲ 3,900 

226,187 

153,277 

83,396 

85,443 

1， 511，062 n 

1，578,518 

1. 576,095 

1，573,749 

4,889,398 

4,964,675 

4,970,071 

5,000,437 





226，187 

153,277 

83,396 

85,443 

1,568,770 

1.600,480 

1，717,745 

1，832,063 

▲ 17,287 

24.941 

▲ 2.822 

▲ 6,726 

140.053 

130 .0 S 5 

235,949 

303,984 

55.377 

▲ 22.034 

67,972 

▲ 55.02 S 

▲ 2 ().- ? SS 

9,848 

11.987 

▲ 23.378 

▲ 49.459 

49.898 

54.352 

▲ 61,453 

3,596 

▲ 22,934 

▲ N .492 

8,366 

▲1 S .(、34 

▲ 57.959 

▲ 75,700 

▲ 77.850 

▲ 11.590 

▲ 73.741 

6,425 

9,606 

リ0，138 

17.504 

148.735 

▲ 27 別 1 

▲ 16,723 

2,942 

▲ 52.179 

29731 

1，949,640 

1，818,907 

2，187,368 

2,016,027 

▲1，685,330 

▲1, 669,040 

▲2,049,804 

▲2,090，175 

52,684 

05.606 

2,893 

14,513 

▲ 199，130 

▲ 222,629 

▲ 201,631 

▲ 248,197 

▲1，831，776 

▲1，826,063 

▲2,248,542 

▲2,323,859 

289,091 

565,920 

801,108 

1 ，〇 66,896 

▲ 322. W 1 

▲ 403.625 

▲ 694,198 

▲ 761，754 

▲ 7 S .000 

▲ 78.000 

▲ 78,000 

▲ 78,000 

34,406 

36,570 

45,320 

▲ 28,454 

▲ 77,404 

120,865 

74,230 

198,688 

40,460 

113,709 

13,056 

▲ 109，144 

524,366 

564,826 

678,535 

691,591 

564,826 

678,535 

691,591 

582,447 

262,574 

252.082 

271,078 

274,479 

234,637 

198,762 

89,405 

78，188 

585 

3,416 

32,468 

66,382 


























































3. 主要財務比率の推移 


単位=% 



区分 

対前期比伸び率 

収益性 

年度\ 

売上高 

営業利益 

経常利益 

当期利益 

総資産 

株主資本 
当期利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

1985 

昭和60 

— 

一 

一 

—— 

—— 

4.1 

2.9 

6.2 

86 

61 

5.1 

5.6 

13.2 

5.3 

▲ 0.5 

4.3 

3.3 

6.7 

87 

62 

5.8 

13.5 

38.8 

64.3 

0.5 

6.8 

4.6 

8.8 

88 

63 

▲ 0.2 

▲14.1 

▲14.3 

▲ 5.2 

▲ 2.8 

6.2 

4.0 

7.5 

89 

平成元 

2.1 

▲ 5.6 

13.8 

12.4 

4.0 

6.6 

4.5 

8.4 

90 

2 

3.3 

▲ 13.0 

▲ 14.5 

▲ 13.4 

▲1.1 

5.5 

3.8 

7.0 

91 

3 

1.6 

▲ 8.8 

▲ 14.8 

▲ 16.5 

0.0 

4.5 

3.2 

5.8 

92 

4 

▲ 2.7 

▲25.9 

▲29.5 

▲ 13.2 

▲1.0 

3.8 

2.3 

4.2 

93 

5 

▲1.4 

▲41.2 

▲56.0 

▲74.5 

▲ 0.2 

1.0 

1.0 

1.9 

94 

6 

1.1 

6.1 

30.3 

45.1 

▲ 0.7 

1.4 

1.3 

2.4 


\ 

区分 

安定往 

その他 

年度 

流動比率 

固定比率 

有甲仔負債 
増減率 

株缝本 
比率 

配当性向 

株接本 
配当率 

1985 

昭和60 

58.9 

288.4 

▲ 41 

31.7 

55.5 

2.2 

86 

61 

62.9 

282.6 

▲ 4.2 

32.2 

52.7 

2.2 

87 

62 

64.3 

269.8 

▲ 4.4 

33.5 

32.1 

2.1 

88 

63 

70.1 

250.9 

▲ 9.7 

35.9 

33.8 

2.0 

89 

平成元 

74.7 

239.8 

▲ 5.2 

36.2 

36.1 

2.3 

90 

2 

74.6 

234.3 

▲ 4.0 

37.8 

34.8 

1.9 

91 

3 

76.7 

229.1 

▲1.9 

38.7 

41.6 

1.8 

92 

4 

81.9 

220.7 

▲ 5.1 

39.9 

48.0 

1.8 

93 

5\ 

72.5 

224.3 

▲ 2.5 

39.6 

188.3 

1.8 

94 

6 

74.4 

225.8 

5.2 

39.7 

129.8 

1.8 


主要財務比率[対前期比伸び率] - 売上高 

% -^1 - 営業利益 

~ 経常利益 
♦ . 当期利益 
— 総資産 



48 


























































研究•開発 

研究開発体制 50 

1. 研究開発コンセプ 1- . —— 50 

2. 研究開発体制の変遷 57 

3. 現行研究開発体制 52 

4. 研究開発費•要員数の推移 53 

5. 研究開発施設 _■■■■■■■■■■— 54 

研究開発のあゆみ 56 

研究成果 • 発表 60 

1. 研究成果 .——— 60 

2. 対外活動 . . 63 

3•定期発行誌 . 64 












研究開発体制 _ 

1.研究開発コンセプト 


♦研究開発コンセプト 



♦研究開発から事業運営へのフロー 


お客さま 


ご 要望、 ニーズ 把握 .ズ 製品、 サービス 



NTT 


50 





















研究 • 開発 


基礎技術総合研究所 


研ィヒ研ソ 
究ンュ究フ 
所夕丨所卜 
フマ ウ 

エン X 

I ア 

ス 


通信網総合研究所 


マ JI /5 1 メディアシステム 
総合研究所 


1985年 
[昭和 60] 


1986年 
[昭和 61] 


1987年 
[昭和 62] 


1988年 
[昭和 63] 


1989年 
[平成元] 


1990句三 
[平成 2] 


1991年 

[平成3 ] 


1992年 
[平成 4] 


1993年 
[平成5 ] 


1994年 
[平成 6] 


1995年 
[平成7 ] 


2.研究開発体制の変遷 


コミュニケ，シヨン 

科学研究所 


境界領域研究所 


光エレクトロ 
ニクス研究所 


情報通信研究所 


ワイヤレス 
システム研究所 

光ネットワーク 
システム研究所 
ネツトワ—ク 
サ—ビスシステム 
研究所 

アクセス網研究所 


通信網研究所 


コミュニケ— シヨン科学研究所 
境界領域研究所 


情報通信網研究所 


フイ—ルドシステム研究開発センタ 


基礎研究所 


LS — 研究所 


サービス生^本部 
ュ—ザシステム部 


ネツトワ—ク開発部 


研究開発推進部 


基礎研究所 


ソフトウェア 
生産技術研究所 

厚木電気通信 
研究所 

茨城電気通信 
研究所 

横須賀電気通信 
研究所 

武蔵野電気遇信 
研究所 


厚木電気通信研究所 
茨城電気通信研究所 
ソフト ウェア 生産技術研究所 
電子機構技術研究所 
基礎研究所 
複合通信研究所 
情報通信処理研究所 
通信網第二研究所 
通信網第 I 研究所 


電子応用研究所 

光エレクト□ニクス研究所 

LSI 研究所 

ソフトウェア研究所 

ヒユ I マンインタフェ I ス研究所 

情報通信処理研究所 

無線システム研究所 

伝送システム研究所 

交換システム研究所 

通信網総合研究所 

ネツトワ—クシステム開発センタ 

技術情報センタ 


ソフトウェア開発センタ 


通信ソフトウヱア本部 
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技術企画部 


研究開発本部 


研究開発技術本部 


研究開発本部 








3 .現行研究開発体制 


(1 995年〈平成7年〉9月30日現在) 


研究開発本部 


基礎技術総合研究所 


マルチメディアシステム総合研究所 




通信網総合研究所 


基礎研究所 


I 


コミュニケ—シヨン科学研究所 


境界領域研究所 
光エレクトロニクス研究所 
LS — 研究所 

ソフトウェア研究所 

ヒユ—マンインタフエ—ス研究所 

情報通信研究所 


' m 子.悄報通信分野を中心とした世界的な新知見.新概念の創出など 

情報科学の基礎研究など 

情報通俗分野で必要となる革新的装置およびその基盤となる部品材料技術の提供.実用化など 
馄子.怡報通信の光化に向けた光集積冋路、光部品技術の提供.実用化など 
•電子.悄报通信の要素機能をカスタムし5丨に集稂化する技術の提供.実用化など 

ソフトウェアの本質の探究、開発の効率化.体系化.研究実用化など 

利用者が，：； n 然にかつ効率的に利用する手段の経済的提供およびシステムの研究灾 llj 化など 

データべース、プロトコル処理、 A I を基盤技術としたサービス、オペレーシヨンの研究突用化など 


ネツトワ—ク開発部 


ワイヤレスシステム研究所 通信網を構成する無線伝送系の卨度化.経済化を提供する機能•システムの研究^用化など 
光ネッ トワー クシステム研究所 通信網を構成する苻線仅送系の高度化.経済化を提供する機能.システムの研究^用化など 
ネッ トワー^サ— ビスシステム研究所通信網を-.^度化.経済化するための交換機能•システムの研究実用化など 
アクセス網研究所 光ァクセス設備佛築を中心とした研究開発、その建設保守技術の開発、事業所等への技術支援など 
通信網研究所 M 信網拖本構想の策定、通信網の変革にかかわるシステム化の研究実用化など 


ネツトワーク系、アクセス系システムの実用化開発など 


総務経理部 


研究開発推進部 


技術企画部 


研究開発の運常方針の策定、技術情報符理.技術広報など 


企社研究開発戦略の策定、研究開発に関する社外対応など 

























研究 • 開発 


4.研究開発費•要員数の推移 


年度 

区分 

研究開発費 
(億円) 


要員数（人） 

対売上高比 
(%) 

開獅門 

研究部門 

1985 

昭和60 

1,400 

2.8 

—— 

3,500 

86 

61 

1,600 

2.9 

一 

3,400 

87 

62 

1，800 

3.2 

3,000 

2,800 

88 

63 

2,200 

3.8 

3,400 

2,800 

89 

平成元 

2,400 

4.1 

4,300 

3,000 

90 2 

2,600 

4.4 

5，100 

3,100 

91 

3 

2,800 

4.6 

5,500 

3,100 

92 

4 

2,800 

4.7 

5,400 

3,100 

93 

5 

2,900 

5.0 

5,400 

3，100 

94 

6 

2,900 

4.9 

5,400 

3,100 


1. 1987年(昭和62年)度以降は、 R & D 体制見直し後の数値です。 
2. 「要員数」は各年度末現在の数値です。 



研究 陶発踐 


_数 
[研究部門 ] 

[開発部⑺ 
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5 .研究開発施設 


(1995 年 CT •成7年〉9月30 F 1 现在) 



◎所在地一神奈川県横須賀市武 1-2356 


♦光ネット ワークシステム 研究所 
♦ワイヤレスシステム 研究所 
■情報通信研究所 

■ヒューマンインタフェース研究所 


◎設立一1972年(昭和47年）11月 


横須賀研究開発センタ 



武蔵野研究開発センタ 


◎設立一1950年(昭和25年）12月_ 
◎所在地 一 東 京都武蔵野市緑町 3-9-1 1 

♦通信網研究所 

♦ネットワークサービスシステム研究所 
■ソフトウエア研究所 

•境界領域研究所 
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研究 • 開発 


♦一 通信網総合研究所 

■—マルチメディアシステム 総合研究所 
春一基礎技術総合研究所 





NTT 幕張ビル 


◎設立一1993年(平成5年） 7月 

◎所在地一千葉県千葉市美浜区中瀬 1-6 

ネットワーク開発部 
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石开究開発のあゆみ 


年度 

1985 

1986 

区分 

////mo 

mu 61 

R&D の背景 


INS モデルシステムの試験サービスを終了 


1 通■技術 

• 移動通信用回路制御(チャネルに MSSC を導入）を 

• 超大科馈光伝送方式 （1.6 G ) 現場試験に成功 


(通信網、アクセス網、ネットワークサービ 

開発 

♦交換ソフトウヱア仕様合成および検証理論を確立 


スシステム、光ネットワークシステム、ワ 

♦大容 m 移動通信方式適川送信馄力制御技術を開発 

• GaAs MM 1 C の 26 GHz 带低雑音増幅器を実現 


イヤレスシステム） 

• 256 QAM マイクロ波方式第一次現場試験開始 

♦光ファイパケーブル用高強度外被を開発 



拳光波通信 FSK による 270 km 光伝送实験に成功 

•1. 5// m 带海底光伝送方式海洋実験に成功 



參マルチビーム衛屋搭載機器を開発 

•新しレ、分散シフト光ファイバを開発 



• 衛星通信 TDMA 装問川ビタビ復号器 LSI を開発 

• 256 QAM マイクロ波方式現場試験に成功 



♦ 256 QAM マイクロ 波方式 m 干涉補 m •装敗を m 発 

•交換ソフトウヱア用総合生産システム ( INSTEP ) 



♦衛 M 通信用 LSI 化 TDMA 装趵を開発 

の基本機能を完成 



•超小型光線路コネクタを開発 

♦自動車電話可搬形無線局方式を開発 


1 


♦ 2 次元画像信号方式用 2 x 2 交換通話路を実現 


マルチメディア技術 

參データフロー型計算機を完成 

♦データフロー型計算機試作を完成 


(情報通信、ヒューマンインタフェース、 

• 磁気テープ自動操作形大容 M 記憶装股を開発 

• DIPS 小型通信制御処现装厥を完成 


ソフトウエア） 

•マルチターゲット Ada コンパイラ完成 

• 世界最高レベル性能の情報処理装置 DIPS -11 E モ 



• Ada CAI システムを開発 

デル 45 E 試作機を完成 

111_ 


參カード硬货併用小型公衆馄話機を開発 

♦モジュール管理システム Adam を開発 

_ 


_超低ビット音声符号化法を開発 


H 


•高速暗号アルゴリズム FEAL を開発 



基礎技術 

• 超高速1 kbit メモリ LSI ( SST 技術)を開発 

• 知能処理用高機能ワークステーション ( TAO / ELIS ) 


( LSI 、 光エレクトロニクス、境界領域、 

•マイグレーシヨン.エンハンスト•エピキタシ （ MEE ) 

を開発 


コミュニケーション科学、基礎） 

法を発明 

• 通信用シール鉛蒂 m 池を開発 



• 超高速度2次イオン質贵分析装置 ( FAB - SIMS ) 

❿ A 5 判モノクロ LCD を開発 



を完成 

• 高精度薄膜組成分析技術を確立 



• 萵感度ブラズマ X 線源を用いた澥光プロセスを開 

• 超高速 GaAs HBT を試作 



発 （ MOS トランジスタ試作） 

• 1.5" m 帶進行波 レー ザ増幅器を実現 



• 長波長带 MQW 光変調器を試作 

•1.5// m 帯進行波型光増幅器を実現 



♦ VAD 全合成#ー モー ド光ファイバ母材高速製造 

瘳 130 mm 径光ディスク装置を開発 



技術を開発 

•新しい MBE の成長技術 （ MEE ) を開発 



• 多電極 DFB レー ザを試作 

鲁メンテナンスフリー鉛蓄電池を開発 

i 


春単ー モー ド光淖波路の低損失 化を 実現 

籲 ULSI メモリ誤り訂正、低電圧等価回路技術を開 




• 速続母音認識の聴覚モデルを構築 
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1987 

昭和62 

1988 

昭和63 

1989 

平成元 



21世紀のサービスビジョン ( VI & P ) 発表 

• 4 Gbit / s -200 km 光波通信伝送実験および8波多重 

春自動車電話用携帯アンテナを開発 

籲技術試験衛星 ( ETS - VI ) 搭載通信機器の製作を完 

伝送実験に成功 

• 無追尾アンテナを用いた陸上移動体衛星通信の実 

了 

籲超高速信号処理システム （ NOVI 1) の動作機能を 

験に成功 

•光ファイパを用いた 1.8 Gbit / s -250 km 無中継網構 

確認 

• 4 Gbit / s -200 km CP - FSK 室内伝送実験に成功 

成法を開発 

•バーチャルバス概念に基づく ATM ネットワーク 

參通信衛星 CS - 3との移動体衛星通信実験に成功 

• 高速パケット中継網構成法を開発 

構成を提案 

籲空間分割スイツチ LSI を開発 

參交換機故障探索エキスパートシステムを試作 

• 超高速光波形サンプリング技術を確立 

•デイジタル網における客観品过評価法を確立 

籲 ISDN 網品贸基準を確立 

• 256 QAM マイクロ波方式設計技術を開発 

籲光ファイバ増幅器による新しい光伝送方式の実现 

• 620 Mbit / s 回線交換プロトタイプの通話路を開発 

拳寧マイクロ波ディジタル移動音声伝送実験に成功 

に成功 

•超高速空間分割スイツチモジュールを開発 

參通信装置の標準低架キャビネットを開発 

•ユニプレーナ型 MMIC による 26 GHz 帯超小型送 

• ATM 交換機の本体系基本動作を確認 

• 移動体衛星通信実験に成功 

• ETS - \1搭載用 Ka 带全 MMIC 化受信機を実現 
籲ディジタル伝送路設計•評価システムを開発 
參 I インタフェース LSI を開発 

受信回路を完成 

籲市内 • 加入者網構成法と通信網設計評価支援シス 
テムを開発 

春ディジタル通信網の信頼性設計マニュアルを完成 
♦光ファイバアンプを用いた2,200 km 長距離コヒー 
レント伝送に成功 
參600 Mbit / s 画像交換装蹬を開発 

_日本文訂正支援システムを開発 

• 64 kbit / s 映像符号化装置を開発 

❿ヒューマンインタフェース設計ガイドラインを完 

參 DIPS - B 30 S を完成 

參汎用高速画像生成装置 AG 1 C を完成 

成 

• 8 kbit / s 高能率音声符号化装置を開発 

# B 本文訂正候補杣出システムを 

春自然な音声を合成する方式を実現 

• 384 kbit / s 映像符号化装置の試作機を完成 

• ソフトウェア開発管理システムを完成 

• 手書き伝票入力装置 ( ARTIS ) を開発 

参 CG 計算機 SIGIMT を開発 

• HDTV 伝送方式 （ 1 00 Mbit/s HDTV 符号化装置） 

• VISION 各地道路管理システムを開発 

•マルチメディア.データベース管理システム 

を実現 

♦小型位置送信装置の技術を提供し、人工衛星によ 

( DEIMS -5 ) を開発 

♦ DIPS - V 30 E を完成 

• 多元セル特徴を用いた濃淡画像認識を開発 
參ソフトウヱア構成管理システム SEEDS - U を開発 

• DB 簡易検索プログラム （ VGU 1 DE ) を開発 

春 暗号認証方式と FEAL 技術を完成 

る白鳥の渡りルート追跡に協力 

♦ 0.2 が mLSl 超微細加工技術を開発 

• 超高速光パルスの波形測定技術を開発 

♦透明性フッ素化ポリイミドの合成に成功 

• 超弾道輸送トランジスタ （ BCT ) を開発 

♦狹スぺクトラム線幅多電極 DFB レーザを開発 

籲 27 ps / ゲート超高速 nMOSIC 試作に成功 

♦電子 OHP を開発 

⑩ AS 1 C 設計高位論理合成システム （ PARTHENON ) 

參 極微細 GaAs トランジスタで11 Gbit / s の世界最高 

籲 電子 OHP 通信会議装置を開発 

を開発 

速の光伝送用 1 C を試作 

參 高温超伝導材料膜形成および高均一化に成功 

籲自 由手書きオンライン文字認識の実現 

♦光を用いた結晶成長のその場観察法を確立[フォ 

• 高速書换形光磁気ディスク装置を開発 

♦新しい動作モード（速度変調モード）のトランジス 

トアブソーブション （ SPA ) 法] 

• SC 形光コネクタのシリーズ化を完了 

夕を初めて実現 

♦ 超高速動作 GaAs HBT 集積回路を実現 

• 神経細胞の成長方向制御に成功 

參 自動化 MDF の基盤技術を開発 

♦光ディスク （130 mm 径書換)情報蓄積システムを 

• 半導体レーザによる振幅スクイズド光の発生を観測 

• 縦型超格子の成長と鼠子細線形新トランジスタへ 

開発 

• 超高速バイポーラ SST -1 B を開発 

の応用 

• 小型超伝導リングによる SOR 光発生装置 ( Super - 
Alis ) を世界初始動 
• SOR 露光20波レーザアレイを開発 

♦光 FDM 用合分波器を開発 

♦カラー液晶デイスプレイ用高性能薄膜トランジス 

夕を開発 

♦光学接着剤を開発 

• 超小型光ファイバアンプの試作と標準波長光の増 
幅に成功 

• 自然放出を制御した半導体レーザを開発 
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年度 


区分 


1990 

平成2 


1991 

'ms 


R & D の背景 


VI & P 総合実験の開始 



通信網技術 

(通信網、アクセス網、ネットワークサービ 
スシステム、光ネットワークシステム、ワ 
イヤレスシステム） 



籲 ATM リンクシステムを開発 
春1990年度版通信網基本構想を策定 

• ATM ネットワークシミユレータを開発 

• ATM ( B - ISDN ) 実験システムを開始 

• 2.5 Gbit/s コヒーレント 光中継伝送現場試験を開始 
(呉〜松山〜大分間） 

• 2.5 Gbit / s -2,200 km コヒーレント光中継伝送および 
364 km コヒーレント無中継伝送室内試験に成功 

•150 cc 超小型携帯電話機を試作 
籲通信装置用標準実装システム （ Hi - PAS ) を開発 
參100チャネル光周波数多重伝送室内実験に成功 
修光アンプによる AM / FM-FDM TV アナログ信号 
の1万6,000分岐に成功 


_架線移動ロボット（高所架線保守点検用）を開発 
參ソリトンパルスの1万 km 伝送室内周回実験に成功 
• 光加入者システムプロトタイプ所内総合実験を開 
始 

春 B - ISDN 用品質測定用標準装置を開発 
♦インサービス符号誤り品質監視システムを開発 
籲 2.4 Gbit/s コヒーレント伝送実験（神戸〜広島〜松 
山間）に成功 

•液晶ディスプレイを用いたホログラム型光スイツ 
チの実験に成功 

籲ディジタル移動通信方式用基地局系装置を試作 
•10 Gbit / s -1,260 km 光伝送実験に成功 
•光加入者システムの実験を開始 
• 光垛波路型 マルチ 周波数 チ ャネ ルセ クタを開発 


マルチメディア技術 

(情報通信、ヒューマンインタフエース、 
ソフトウエア） 


，インテリジェントメールを 間発 
| ISDN 対応カラー励画像コーデック（国際標準、 
ボード化)を開発 

► 知的 CAI 開発支援システム （ CAIRNEY ) を開発 


♦ 15インチ立体映像表示装置を開発 
♦高品質カラーファクシミリ （ INS ネット 64) を開発 
癱電子印鑑 ( ESIGN ) を開発 
• 暗号の実用的安全性評価法を確立 
•パーソナルマルチメデイア通信 会議 システム （PM 
TC ) を開発 

• 画像識別ドメインシエル基本技術を開発 

• 統合化 SoftDA システムを開発 

•マルチドメインネットワーク管理システムを開発 


基礎技術 

( LSI 、 光 エレクトロニクス、 境界領域、 
コミュニケーション科学、基礎） 


籲電子会議システムを開発 
• 新構造弾道輸送トランジスタを開発 
• 平面状シリコン高分子の合成に成功 
•銅ポリイミド配線板によるマルチチップモジユー 
ルを開発 

參放射光を用いた複合的表面界面解析技術を確立 
• 高速大容像光記憶 システム （光 MSS ) を開発 
♦面形光トランジスタを開発 
• 荷電粒子放射化分析技術を確立 


♦ネットワーク形文書ファイリングシステムを開発 
• シリコン基盤上に生成した InP 系レーザの実用化 
にめど 

馨フラ スコの中でシリコンの量子箱構造を形成 
♦ポイント磁気記憶方式による磁気ビットの記録 • 
再生 • 消去動作を確認 
♦格円暗号を考案 

• 最小線幅 0.2" m 超 LSI 開発用 SOR リソグラフィシ 
ステムを開発 

• ゲート長 0.1" mCMOS を試作 
參光非線形高分子材料を開発 
• 移動目標探索アルゴリズムを考案 
•1 伝アルゴリズムによるスケジユーリング問題の 
新解法を考案 
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1992 

1993 

1994 

平成4 

平成5 

平成6 


vi & p 総合実験の第 n フェーズスタート 


• 通信装置の妨害波試験評価対策技術を確立 

•実用的なマトリクス光モジュールを開発 

籲ディジタル無線通信用超高速変復調 LSI を開発 

拳装置間光切替装置（光 IMC ) の実験に成功 

• 超高速誤り訂正用 VLSI を開発 

參通信処理インタフヱースプログラムを開発 

籲光処理を用いた超高速タイミング抽出に成功 

参通信装置のイミュニティ試験評価 • 対策技術を確 

•160 Gbit / s の超高速大容量 ATM スイッチを開発 

♦ 4.5. 6 G ディジタルマイクロ波方式送受信装置 

立 

•10 Gbit / s 直列入出力型 ATM スイッチを開発 

用 MM 1 C モジュールを開発 

鲁 STR 基本技術を開発 

拳光周波数ルーチング型時分割ハイウェイスイッチ 

♦ 超高精細ディジタル伝送技術を確立 

籲ダイナミックルーチング網管理法を開発 

を開発 

• 光波ネットワークにおける100波光 FDM 多段等化 

♦ ATM リンクシステムネットワーク機能の実験を 

• ATM - LAN を開発 

中継実験に成功 

開始 

参 ATM コネクシヨンレスモジュールを開発 

• 20 Gbit / s - l ,020 km 光ソリトン伝送実験に成功 

• トランスポートネットワークのオブジェクト指向 

•プライベートネットワーク設計支援システム網設 

• 多心光ファイバ個別軸調心機構を実現 

OpS プロトタイプを完成 

計プログラムを開発 

• 2.5 Gbit / s - l 万 km 光中継伝送室内実験に成功 

參光配線による ATM スイッチの超高速実験に成功 

• PHS 用低消費電カベースバンド統合 LSI を開発 

♦ 宅内機器の雷サージ試験技術を確立 

•100 Gbit / s 光多重伝送実験に成功 

春 80 Gbit / s -500 km 超高速光ソリトン伝送実験に成功 

• 高速•広带域通信 ( ATM ) 実験システムの試験開始 

參通信装置用シールドキャビネットを開発 

• 3次元 MMIC による Ka 、 K 带丨チップ送受信機 

• 2次元半導体を用いた光スイッチの-基本動作を確 

籲バス切替網設計ツールを開発 

を実現 

認 

• 光加入者伝送システムの試験を開始 
籲設備グランドデサイン総合情報システムを開発 

• 音声ディジタル信号装置の品質測定を大幅に効率 
化する合成信号を開発 

• 通信衛星用大型アンテナの無重力展開実験に成功 
• 加入者網 SE 支援システム（プロトタイプ）を開発 

春学習型 ATM セル廃集•率推定方式を考案 

癱通信装置用標準実装システム （ Hi - PAS ) シールド 

実装部品類を開発 

• 多重アクセスが可能な映像情報サーバを試作 

籲 PSI-CELP 音声符号化方式が移動通信用 RCR 標準 

•小型， 尚 性能エコーキャンセラを開発 

• 携帯形情報蓄積通信端末を開発 

に採用 

♦圧縮度を選べる高品質な音楽_音声)： E 縮技術を開発 

籲小型 • 多機能のテレビ電話装置を開発 

• INS ネット対応のチームワークステーシヨンを開 

•デ-タベース流通基本システム （ DB - STREAM ) を開発 

• 最良優先法を応用した探索アルゴリズムを開発 

発 

• 馄視水族館プロトタイプを実現 

• 機密保持機能を搭載した映像符号化装置を開発 

• 本人確認用の高速高精度な指紋認識手法を実現 

•インターネット用デイレクトリシステムを実用化 

鲁映像情報サーバを開発 

籲物体の輪郭を超高速に抽出する光処理方式を開発 

• 誤認の少なし、話者認識技術を開発 
♦ニューラルネットワークを応用した文書連想検索 

システムを開発 

癱統合 CASE 環境を開発 

• 協調作業支援環境システム （ COGENT ) を開発 
•インターネットプロトコルによる超高速コンピュ 

一夕間通信を実現 

• 確率モデルを用いた新しい日本語解析方法を開発 
• 本格的なホログラフィ立体映画システムを実現 
• ビデオ•オン.デマンド （ VOD ) を開発 

♦仮想空間参加型サービス方式（インタスペース）を 

開発 

♦索引作成支援システム 「 SAKUIN 君」を開発 

• 走査型電子表面顕微鏡を開発 

• 3 Gbit 級光インタコネクシヨンモジュールを実現 

參新結晶材料でホログラフィ映画を実現 

春光パターンのままファイ バ 内の直接伝送に成功 

♦光コネクタ端面の高性能研磨装置を開発 

• デサイン処理や汚れに強い新しい文字認識手法を 

參炭素基を含む新しい酸化物超伝導体を発見 

書次々世代のサブ • クオーターミクロン LSI の実現 

開発 

• 広带域で波長調整可能なレーザを開発 

に見通し 

•10 nm 級シリコン1子細線を実現 

參スペースシャトル“エンデバー”による宇宙での 

•携帯形ブロンプタを開発 

參新構造のフォトダイオードを開発 

結晶育成実験に成功 

• 模擬徐冷法による スヶジ ューリング問題の新解法を考案 

• 超高精細大画面表示装置を開発 

拳自然放出制御ダイオードを実現 

• 移動体自動追跡システムを実現 

♦ 3次曲線に基づく公開鍵暗号を考案 

• 常識人工知能を使った知的 DB 処理を実現 

♦迅速 • 簡便 • 高精度な光学部品の群速度分散測定 

_シリコンの極微細構造で単電子トランジスタを試 

參聴覚反応における大脳の右左半球差を確認 

器を開発 

作 

• 量子効果を利用した新原理のトランジスタを開発 

春新しい幾何学錯視現象“重カレンズ錯視”を発見 

♦最適探索幅を自動計算するニューラルネット学習 

籲最適べルト量子化設計のための淘汰型競合学習法 

• 3次元物体認識パラメトリック固有空間法を考案 

法を考案 

を考案 

參小荆 • 高精度で安価な液面レベル計を開発 

• シリコン原子のラセン階段を実現 

•燃料電池システムのフィールドテストを開始 

• IV で動作するアナログ•デイジタル変換 LSI を開発 

• 高速処理を実現する新しいニューロチップ構成技 

• 超微細粒子を密閉するナノカブセルを発見 

♦光のままでの直接波長変換を 10 Gbit / s で実現 

術を開発 

• 超高感度分子検出技術を開発 

• プログラマブル PLC 光周波数フイルタを開発 
• これまでの常識を覆すより小さな磁石を発見 

• 日本語意味辞書を開発 

•1.3 " m 带光ファイバ増幅器を開発 
• ヵーボン微小電極による神経伝達物質の高感度検 
出に成功 


• シール鉛蓄電池用劣化判定装置を開発 

• 意味解析型日英機械翻訳実験システムを実現 
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研究成果.発表 

1 . 研究成果 


♦特許 • 実用新案出願および技術^彰仲缴の^多 


単位：件 



区分 

特許-翻新案 

国内表章ミ 

海外表彰 

年度 


出願 

名職 

名称数受賞数 

1985 

昭和60 

2,800 

23 

37 

2 

2 

86 

61 

3,300 

28 

40 

2 

3 

87 

62 

3,500 

18 

26 

2 

2 

88 

63 

3,500 

16 

29 

1 1 

89 

平成元 

3,200 

16 

30 

2 

3 

90 

2 

3,700 

25 

36 

3 

3 

91 3 

3,600 

25 

42 

10 

10 

92 

4 

4,000 

30 

44 

4 

4 

93 

5 

3,300 

27 

48 

5 

5 

94 

6 

2,900 

29 

46 

4 

4 


[注] 1. 国内表彰は、関係学会•関係協会•諸団体などからの表彰です。 


2. 海外衣杉は、海外学会• ㈤ 際会議などからの衣杉です。 
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♦主な技術表彰 


受賞年月 件名 

賴者名 

仁科記念賞[仁科記念!扼 ]] 

★基礎物理学の分野では最も権威のある賞 

1992(平成4 ).12 |光子数スクイーズ状態の形成と内然放射の制御 |山本赛久 

全 W 発明丧彰職窃会] 

★功績顕著な発明者と実施者を表彰 

1985(昭和 60). 6 

光ファイパの接続法 

内田直也 
平井正孝 
福田幸夫 

1987(昭和 62). 6 

二次元逐次符号化ノ/式 

山田豊通 
結城皖曠 

1990(平成 2). 6 

超高速シリコンバイポーラ集積间路技術 SST の発明 

洒井徹志 
小林山治 
山内览紀 

1991(平成3 ). 6 

複介正弦波による音声合成ノ/忒の発明 

嵯峨山茂樹 
板倉文忠 

1992(平成 4). 6 

LSI バタン形成用レジスト材料の発明 

今村三郎 
佐藤弘次 
菅原駿荇 

1993(平成 5). 6 

多段敁/•化姻岛精度 AD • DA 変換技術 ( MASH ) の発明 

内村国治 
岩田 穆 
小林 勉 

研究功結者表彰脚学技®庁] 

★科学技術に閲し、優れた研究成果をあげた研堯者を表彰 

1985(昭和 60). 4 

音•声の客観的品質評価法の研究 

筧 一彦 

1986(昭和 61). 4 

ソフトウエアの設計法及び品質評価法の確立 

花 I II 収悦 

1987(昭和 62). 4 

光ファイバケーブル設計理論と評仙 i 方法の確立 

内田直也 

1988(昭和 63). 4 

ディジタル F M 移動無線伝送の研究 

平出賢吉 

1989(平成元). 4 

動的特徴による昔声認識の研究 

古井貞熙 

1991(平成 3). 4 

超高速シリコンバイポーラ集積 Ini 路の研究 

酒井徹志 

1992(平成 4). 4 

マイグレーシヨン.エンハンスト.エピタキシネ支術の研究 

堀越佳治 

1993(平成 5). 4 

高速データ暗号アルゴリズム ( FEAL ) の研究 

宮口 r * 卜:司 

1994(平成 6). 4 

ASIC 設計高位論理合成システムの研究 

中村行宏 

科学技術功労者表彰脚学技術庁] 

★科学技術に関し、発明 • 技術育成 • 普及啓発などの功績が顕著な者を表彰 

1985(昭和 60). 4 

W 内衛星 M 信方式における準ミリ波带通信方式の開発 

更田博昭 

1986(昭和 61). 4 

デイジタル統合通信システムの開発育成 

五嶋一彦 

1990(平成 2). 4 

人規模データ通 M システムの開発背成 

戸田 巌 

1991(平成 3). 4 

負何分散型人矜量パケット交換機の開発 

石野福彌 

1992(平成 4). 4 

湿度制御密閉 M 大容量磁気ディスク装置の開発 

金で礼」 

1993(平成 5). 4 

ISDN システムの実用化 

江川哲明 

1994 (f 成6) 4 

新インタフェースを適) | j した fc 送システムの開発 

河西宏之 

大河内記念技術赏河 F * giei 金1 

★生産工学、生産技術の研究により得られた優れた発明または考案に基づく産業上の顕著な業績に与えられる賞 

1986(昭和 61). 3 

磁気バブルメモリの開発と製品化 

都築信賴 
山本 夫 

1987(昭和 62). 3 

織直磁界印加單結晶引 L け技術の開発 

干川圭吾 
平田 洋 
香田拡樹 
火坂次郎 

1988(昭和 63). 3 

電子サイクロトロン共鳴プラズマによる薄膜加工装置の開発 

松尾誠太郎 
木内 

1992(平成 4). 3 

新しレ、動作記述言語による論理 LSI の知的合成システム 

屮村行宏 
小栗 清 
野村 亮 
名古屋釤 
雪下充輝 
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類年月 

件名 

賴者名 

IEEE 各赏 [ IEEE ] 
★IEEE などが主 

隱する主要な H 際会議において M •も優れた論文に与えられる貧 

1985( 昭和 60). 5 

[Paper of the Yeai •賞] 

Multilevel Decision Method for Bandlimited Digital FM with Limiter 
Discrimination Detection 

廣野正彦 

三木俊雄 
室田和昭 

1986( 昭和 61). 1 

[IEEE Fellow ] 

光通信用半導体レーザの研究開発 

池上澈彦 

1987( 昭和 62). 1 

[IEEE Fellow ] 

For contributions to advanced optical fiber transmission including long 
wavelength and coherent optical systems , as well as the characterization of 
optical devices and fibers . 

材 t 達也 

1987( 昭和 62). 2 

[Best Paper Award ] 

A Design and Packaging Technique for a High-Gain Gigahertz-Band 
Single-Chip Amplifier 

赤沢幸雄 
石原 昇 
脇本 力 
小中信典 

1989( 平成元). 5 

[ASSP 論文賞 (Senior Award )] 

Speaker-Independent Isolated Word Recognition Using Dynamic Feature 
of Speech Spectrum 

古井貞熙 

Inverse Filtering of Room Acoustics 

三好正人 
金田 豊 

1990( 平成 2). 9 

[ICCTOO 最優秀論文賞] 

Parallel-Processing Computer Systems Employing Reconfigurable 
Board - to-Board Free-Space Optical Interconnections * Cosine -1 and -2 

松本隆男 
坂野寿和 
野口一博 
澤邊知子 

1991( 平成 3). 5 

[40 th ECTC Best Paper Award ] 

Multichip 1.8- Gb/s High-speed Space-division switching Module Using 
Copper-Polyimide Multilayer Substrate 

山中痕明 
菊地史郎 
昆 太一 
大崎孝明 

1991( 平成 3). 5 

[SP society Senior Award ] 

Phoneme Recognition Using Time-Delay Neural Networks ( TDNN ) 

鹿野清宏 

1991( 平成 3). 5 

[Best Paper of the Year 賞] 

Peifonnance Evaluation of Various Decision Schemes for Frequency 
Demodulation of Narrow Band Digital FM Signals in Land Mobile Radio 

安達文幸 
火野公士 

1991( 平成 3). 6 

[Microwave Prize ] 

Very Small Ultra - Wide-Band MMIC Magic T and Applications to 
Combiners and Dividers 

徳満恒雄 
相川正義 

1993( 平成 5). 5 

[Andrew R . Chi Prize Paper Award ] 

A Laser - Diode-Based Picosecond Elecfrooptic Prober for High-Speed 

LSrs 

品川 満 
永麥忠夫 

1993( 平成 5 ).10 

[ ICCOT 3 最優秀論文赏] 

A Three-Dimensional Mesh Multiprocessor System Using Board-to 

Board Free-Space Optical Interconnects *. Cosine -3 

坂野寿和 
松本隆男 
野口一博 

1993 (平成 5 ).12 

[Young Engineer Award ] 

800 MHz 带市街地伝搬損構造のモデル 

何坪信一 

カールツァイス研究賞[力—ルツァイス財団（ドイッ) .]. 

★量子 エレ ク トロニ クスの分野における優れた基礎研究に与えられる賞 

1992( 平成 4). 2 

量子工学の研究 

山本喜久 
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2.対外活動 

TrFMffTTT ITITTfr-' Mini 晒 III 1111111 BOTimiTrmTOHi—HI 


NTT 国際シンポジウム 

♦図際調達に関する H 米合意に基づく NTT の鉴幹技術の研究間■こ閲 
するセミナーとして1983年(昭和58年)から開催しています。 

第 4 回 

[開催日]1985年(昭和60年）5月20日〜5月21口 

[テーマ]高度情報社会の実現をめざして 

[参力啫数] 980名 

第 5 回 

[開催日]1986年(昭和61年) 5月7日〜5月8日 

[テーマ]高速 • 広帯域通信技術 
[参力啫数] 540名 

第 6 回 

[開催日]1987年(昭和62年) 6月2日〜6月3日 

[テーマ] 通信システムを変革するパターン認識.信号処理技術 
[参力睹数] 410名 

第 7 回 

[開催日]1988年(昭和63年 >10月3日〜10月4日 

[テーマ] ISDN における通信網の高度化に向けて 
[参力啫560名 

第 8 回 

[開催日]1989年(平成元年)】0月20日 

[テーマ] システムにおける A 1 技術の応川 
[参力睹数] 340名 

第 9 回 

[開催日]1990年(平成2年）11月1日〜11月2日 
[テーマ]新1!):代光伝送技術 
[参力啫数] 440名 

第 10 回 

[開催日]1991年(平成3年)10月251:1 

[テーマ] ISDN 通信端末機器とヒューマンインタフヱース技術 
[参力] 490名 

第 11 回 

[開催日]1992年(平成4年)11月4日〜11月5 FI 
[テーマ]ネットワークアーキテクチャ 
[参加^] 510名 

第 12 回 

[開催日] 1993年(平成5年)10月28日 
[テーマ]光加入者ネットワークとサービス 
[参 力 ■] 610名 

第 13 回 

[開催日] 1994年(平成6年）11月2日 
[テーマ] パーソナル通信の展開と技術展望 
[参 力啫 630名 

第 14 回 

[開催日]1995年(平成7年)10月24日 
[テーマ j 高速コンピュータネットワーク技術 
mmrn 6〇〇名 


pit イエンスフ オー ラム 

令*礎研究分野における研究の振興を図り、科学の発展に貢献することを 
目的として、1990年(平成2年)から開催しています。講演者には、ノーべ 
ル賞クラスの外国人および国内の著名な学者.研究者を招いています 3 

「第 1 回 

[開催日] 199 C 郎(平成2年） 4 JJ 12 日 

[テーマ]宇宙との対話：ボイジャー成功の秘密を探る 
[講演者 ] Norman R . Haynes 

(カリフォルニアエ科大学ジェツト推進研究所） 

G . Leonard Tyler 

(スタンフォード人学教授） 

[参加者数1300名 

第 2 回 

[開催日]1991平(、ド•成3年） 4 JJ 10 H 

[テーマ]生命の起源、海：マリンバイオテクノロジーの可能性を求めて 
[講演者 ] Andrew A . Benson 

(カリフォルニア大学スクリブス海洋研究所名#教授） 

Harlyn O.Halvorson 
(海洋生物 今 t 研究所長) 

[参加者数] 370名 

第 3 回 

[開催日]1992年(平成4年) 4月17日 

[テーマ] フラクタルの丈:と応川 

[講演者 ] Benoit B . Mandelbrot 

(IBM フェロー、ェール大学教授） 

[参力啫数] 605名 

第 4 回 

[開催日]1993年(平成5年）4月9日 

[テーマ]進化論：ダーウィン以後 
[講演者 ] RobertTrivers 

(カリフォルニア大学教授） 

太田朋子 

(国立遗伝学研究所教授) 

[参加者数] 393名 

第 5 回 

1開催日]1994年(平成6年）5月18日 

[テーマ]地球とは何か？ 

[講演者 ] Frank Press 

(ワシントンカーネギ研究所シニアフェロー、全米科学アカデミー前会長） 

上田誠也 

(東海人学教授、テキサス A&M 大学教授） 

[参加巻剛435名 

第 6 回 

[開催日]1995年(平成7年）4月11日 

[テーマ] ヒトゲノム解析の最先端 
[講演者 ] Eric Lander 

(マサチューセツツエ科大学教授） 

Piotr Slommski 

(フランス科学研究丨 r 分子造伝学センター教授） 

松原謙一 

(火阪大学細胞生体工学センター長） 

[参加截^] 450名 



NTT 国際シンポジウム 



♦ NTT の技術開発関速組織の幹部が技術開発のあり方、今後の進め方 
について 所信を述べる とともに 、討論.情報交換する ことに より、 
技術開発活動の円滑化に反映させることを目的として、1964牢（昭 
和39年)から開催しています。 


1 /^ 硫^ 暇綱 JimBHIBMBBMHBBBB 

♦研究成果を広く -般に紹介するため、 NTT コレクシヨンなどの NTT 
i : . 催の股示会や通信関係のビジネスシヨー、および全国各地で開催 
される支社.支店主催のイベントや展示会へ出展協力を実施してい 
ます。 
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3 .定期発行誌 



NTT 技術ジャーナル 


☆1989年(平成元年）4月創刊 

(； JfU 「 NTT 施設」、陥 W 刊「通研月報」を統合) 
☆月刊 
☆和文 


◎目 

的一社内 • グループ 会社相互の技術情報の流通 

◎対 

象一社員、電気通信事業従事者、官公庁、大学など 

◎内 

容一事業活動、技術動向、新サービス、新商品の紹介、技術問発、および研究開発成果の紹介 

◎執筆者一研究開発部門、事業部門の技術者 

◎編集方針一読みやすい解説記事 



NTT R&D 



☆1989 年(平成元平）4月創刊 

(月刊「研究奥】 u 化報む」を衣 #; u 

☆月刊 

☆和文 



◎目 

的 一 NTT 技術ポテンシヤルの PR 

◎対 

象一電気通信研究科、技術荞、官公庁、大学など 

◎内 

容一技術論文形式による重要技術成果の紹介 

◎執筆者一研究開発部門の技術者 

◎編集方針一特集中心の論文構成 



◎目 

的一 NTT 技術の英文 PR 

◎対 

象一外国政府機関、ユーザ、大学など 

◎内 

容一研究開発、技術開発成果の紹介 

◎執筆者一研究開発部門、事業部門の技術者 

◎編集方針一海外向け記事を中心に構成 - 
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[注] 1. 一は 本パートで紹介するサービスです,. 

?この闻は 4；パートを編 m するうえで、便立 • 1-.作成したものです 
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サービス • 料金 


電気通信サービスメニ 


(1995平〈平成7屯>1 l ) j 3011 細 •:） 


maiMWBWHfitiMMMWH— BB 


NTT の電気通信サービス 


丨 卜—キ—案内機能 

丨ノ—リンギング通信 

I テレド—ム 

丨テレゴング 

I メンバ—ズネツト 

I 支店代行電話サ—ビス 

_ ダイヤルイン 

I #ダイヤル 

I ダイヤル Q 2 

I n レクト n — ル 


伝言ダイヤル 


アレホ I ダイ 
アレチヨイス 
アレワイズ•ワイド 
アレワイズ 
アレジヨ I ズ 


でんわ会議 
二重番号 

迷惑！® G ことわりサ—ビス 

トリオホン 
転送でんわ 
— フリ—ダイヤル 


でんわばん 
話中時転送サ—ビス 
キヤツチホン n 
キャッチホン 
プッシュ回線 
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信号監視通信サ—ビス 


信号監視通信サービス 

オフト—ク通信サ—ビス 1 - オフト—ク 通信 

ビデオテツクス通信サ—ビス T キャプテン 

テレビ蠢サ—ビス ー 

ファクシミリ通信網サ—ビス I F ネツト 

I ,ク？ビス . 


空港無線 TE 話サービス 

























サービス • 広報 


2.電話サービス 


♦加入電話 


加入電話契約数 


取位=千回線 


年度 

区分 

加入電話 




普及率 

(%) 

一般加入電話 


ビル 

電話 

合計 

事務用 

住宅用 

小計 

1985 

昭和60 

13,709 

31，152 

44,861 

439 

45,300 

37.4 

86 

61 

14,250 

32,075 

46,325 

447 

46,772 

38.4 

87 

62 

14,837 

33，139 

47,977 

442 

48,419 

39.6 

88 

63 

15,542 

34,362 

49,904 

433 

50,337 

41.1 

89 

m 元 

16,355 

35,637 

51,992 

415 

52,408 

42.5 

90 

フ 

17,079 

37,005 

54,084 

396 

54,480 

43.8 

91 3 

17,618 

38,217 

55,835 

372 

56,208 

45.2 

92 4 

17,945 

39,304 

57,250 

350 

57,600 

46.0 

93 5 

18,164 

40,295 

58,459 

317 

58,776 

46.9 

94 

6 

18,411 

41,172 

59,583 

286 

59,869 

47.7 


[注] 1. 数値は各牢度末現在のものです。 

2. 普及率は人 I I に対する比率を表しています。 



67 











































加入電話利用状況 

通信回数の推移 


単位=百万间 


年 

度 

通信回数 

1989 

平成元 

71,839 

90 

2 

72,613 

91 

3 

73,271 

92 

4 

72,756 

93 

5 

74,238 

94 

6 

77,278 


通信回数 


通信回数 

百万回 
70,000 


60,000 


50,000 



40,000 


30,000 


20,000 



1989 90 91 


2 
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距離別利用状況 [1994 年〈平成6年〉度] 


»総合(事務用+住宅用) 


、\区分 
距離\\ 

収入 
(百万円） 

通信回数 
(百万回） 

通信量 
(万時間） 

平均通信量 
(秒） 

区域内 

761,433 

52,852 

222,646 

152 

隣接区域内 

298，112 

12,008 

64,390 

193 

〜 20 km 

10,994 

411 

2,470 

217 

〜 30 km 

125,529 

2,759 

15,742 

205 

〜 ， 60 km 

192,267 

3,450 

20，138 

210 

〜 1 00 km 

122,768 

1,656 

9,309 

202 

〜 1 60 km 

127,644 

1,125 

6,477 

207 

1 60 km 〜 

481,589 

3,018 

19,789 

236 

合計 

2，120,335 

77,278 

360,961 

168 


距離別通信回数 



% 




事務用 


\区分 

収入 
(百万円） 

通信回数 
(百万回） 

通信量 
(万時間） 

平均通信量 
(秒） 

区域内 

373,500 

30,904 

86,235 

100 

隣接区域内 

138,593 

8,022 

25,791 

116 

〜 20 km 

4,846 

276 

930 

121 

〜 30 km 

56,787 

1，932 

6,567 

122 

〜 60 km 

76,595 

2,214 

7,241 

118 

〜 1 00 km 

53,141 

1，078 

3,566 

119 

〜 1 60 km 

57,551 

745 

2,497 

121 

1 60 km 〜 

208,851 

1,879 

7,288 

140 

ム = 4 - 

□ 61 

969,864 

47,049 

140,115 

107 


住宅用 


\区分 
距離\\ 

収入 
(百万円） 

通信回数 
(百万回） 

通信量 
(万時間） 

平均通信量 
(秒） 

区域内 

387,932 

21,949 

136,411 

224 

隣接区域内 

159,519 

3,986 

38,599 

349 

〜 20 km 

6，148 

135 

1,540 

411 

〜 30 km 

68,743 

827 

9,175 

400 

〜 60 km 

115,672 

1，236 

12,896 

376 

〜1 00 km 

69,628 

578 

5,744 

358 

〜1 60 km 

70,092 

380 

3,980 

377 

1 60 km 〜 

272,738 

1,138 

12,501 

395 

合計 

1,150,471 

30,229 

220,846 

263 




















































時間帯別通信量 [1994 年〈平成6船度] 


時台 

〇 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

事務用 

1，277 

605 

328 

243 

155 

161 

368 1 

1，379 

5,840 

14,000 

13,296 

11，287 

住宅用 

6,138 

2,457 

1,044 

563 

285 

292 

1，018 

3,890 

8,661 

12,419 

10,601 

8,435 

ム = 4 - 

口 5 T 

7,415 

3,062 

1，372 

806 

440 

453 

1，386 

5,269 

14,501 

26,419 

23,897 

19,721 


万時間 

30,000 


時問带別通信量 



1994年 （ f : 成6年)度 


通信蜃別通信回数 U 994 年〈平成 6 年〉度] 


通信量 

〜30秒 

〜6〇秒 

〜9〇秒 

〜120秒 

事務用 

15,311 

11,608 

6,075 

3,659 

住宅用 

9,034 

5,276 

3,130 

2,081 

合計 

24,345 

16,884 

9,205 

5,740 
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単位=万時間 


12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

6,380 

10,860 

10,047 

10，192 

11,265 

10,745 

7,954 

6,218 

5,752 

5,146 

3,968 

2,650 

7,112 

8,243 

7,629 

8,041 

9,029 

10,438 

12,731 

16,944 

24,323 

25,643 

20,944 

13,966 

13,492 

19,103 

17,676 

18,233 

20,293 

21,183 

20,685 

23，163 

30,075 

30,789 

24,912 

16,616 




単位=百万回 


〜 150 秒 

〜180秒 

〜 21 〇秒 

〜 24 〇秒 

〜 270 秒 

〜 3 〇〇秒 

〜 330 秒 

〜 360 秒 

〜 420 秒 

〜480秒 

〜 540 秒 

〜 6 〇〇秒 

〜 6 〇〇秒 

2,411 

1,662 

1,195 

883 

675 

525 

419 

337 

505 

352 

256 

192 

985 

1,477 

1,099 

849 

679 

560 

472 

404 

350 

579 

460 

376 

315 

3,088 

3.888 

2,760 

2,044 

1，562 

1.235 

997 

823 

688 

1,083 

813 

632 

506 

4.073 


I 住宅用 
事務用 





































































♦ネットワークサービス 


プッシュ回線(ブッシ斗ホン接続機能) 


開始年月 1969年（昭和44年）5月 

概 要 押しボタン式電話機などから PB 信号により発信できるサービスで 

す。発信のためのダイヤル操作が高速につながるほか、短縮ダイ 
ヤル、伝言ダイヤル、#ダイヤル、転送でんわ、メッセージイン 
などダイヤル回線では利用できないネットワークサービスが利 JfJ 
できます。 

追 力 Q ♦短縮ダイヤルあらかじめ NTT の記憶装置へ登録した短縮番号 

サービス （「*」+ 2ケタ）をダイヤルするだけで発信できるサービスです0 
20 力 所ま での 登録が で きます。 

契約数 T-M 線 

24,093 

21,657 

19.243 

16,713 


11.684 



1985 H6 87 88 H9 90 91 92 93 94 

¥度末 


キャッチホン（通話中着信機能) 


開始年月 1970年(昭和45年）11月 

概 要 通話している電話を保留したまま、ほかの方からかかってきた 

電話に出ることができるサービスです。フックボタンなどの操 
作を繰り返すことで、後からかかってきた電話ともとの電話と 
を交互に切り替えて、通話することができます。 

割 弓I 春キャッチホン•セット割引キャッチホンとプッシュ回線、 
サービス 転送でんわ、クレジット通話のいずれかをセットでご利用い 
ただくと、月々の基本料から50円を割引するサービスです0 
契約数 T-M 線 

15,818 

13.908 

11.698 


9.357 



1985 86 87 8S 89 90 91 92 93 94 

年度未 


キヤツチホン n (転送録音機能付通信中着信機能) 


開始年月 1995年(平成7年）7月 

概 要 キャッチホン機能に加え、通話中にかかってきた電話に音声メッ 

セージ蓄積装置 （VSE) が代わって応答し、メッセージを録音する 
とともに、そのメッセージを通知するサービスです。電話機から 
の操作により、音声蓄積装置 (VSE) にアクセスし、後からかかっ 
てきた方のメッセージを聞くことができます。 


話中時転送サービス（転送機能付通信中着信機能) 


開始年月 1995年（平成7年) 7月 

概 要 キャッチホン機能に加え、通話中にかかってきた電話をあらか 
じめ登録した番号へ転送するサービスです。 


でんわばん(不在案内機能) 


開始年月 1977年（昭和52年）1月 

概 要 10稀類のメッセージの中から一つを登録し、不在時などにその 

メッセージを案内するサービスです。電話機からの操作により、 
案内の開始 • 停止やメッセージの変更ができます。 

契約数 千_ 



1985 86 87 88 89 90 91 92 93 94 

m 末 


フリーダイヤル（地域指定着信課金機能) 


開始年月 1985年（昭和60年）12月 

概 要 フリーダイヤル専用の番号 （0120+6 ケタ）をつけ、この番号に 

かかる電話の通話料を受ける方の負担でつなげるサービスで 

す。発信地域を指定することもできます。 

追 力卩 籲全国共通番号サービス全国共通のフリーダイヤル番号にか 

サービス かってきた電話を、発信した地域によって、あらかじめ指定 

したそれぞれ別の受付先へつなげるサービスです。 

•広域代表サービスフリーダイヤルで通話中にかかってきた 
馄話を、あらかじめ指定した同じフリーダイヤル番号をもつ 
別の受付先へつなげるサービスです。 

籲広域代表サービス(異なるフリーダイヤル番号間）フリーダ 
イヤルで通話中にかかってきた電話を、あらかじめ指定した 
他のフリーダイヤル番号の受付先へつなげるサービスです。 

•受付先変更サービスフリーダイヤル番号でかかってきた電 
話を、あらかじめ指定した他のフリーダイヤル番号の受付 
先へつなげるサービスです。 

籲時間外着信案内サービス受付を終了、または一時中断す 
るときに、受付時間外であることを案内するサービスです。 

•分配サービスフリーダイヤル番号にかかってきた電話を、 
あらかじめ設定した比率で自泐的に複数の受付先に分配して 
つなげるサービスです。 

籲通富*設定サービスフリーダイヤルにより受け付ける通話 
の総コール数、または総通話度数の限度数をあらかじめ指 
定することで、それ以降の通話に対し、受付を終了したこと 
を案内するサービスです。 

• 回;!泉数変更サービス契約した回線数の範囲内でリアルタイ 
ムに受付回線数を変更できるサービスです。 

•迷惑疆話おことわりサービスフリーダイヤルによる迷惑電 
話を受けた直後に、電話機からの登録操作により、以降同じ電 
話番号からかかってきた電話には、メッセージで応答し、着 
信しないようにするサービスです。 

割 引 ♦フリーダイヤル割引サービス毎月、定額料をお支払いいた 

サービス だくと、月々のフリーダイヤル通話料(市内 • 市外通話料)を 
割引するサービスです。 

參フリーダイヤル•スーパー割引サービス毎月、定額料をお 

支払いいただくと、同じ名義の月々のフリーダイヤル通話料 
(市外通話料)を合計し、その額に応じて割引するサービスです。 

契約数 T-l.^ 
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転送でんね(自動着信転送機能) 


開始年月 1982年（昭和57年）2月 

概 要 不在時などに、かかってきた電話をあらかじめ登録した電話番 
号へ転送するサービスです。電話機からの操作により、サービ 
スの開始.停止や転送先の変更ができます。 

契約数 T - Iu | 線 


521 



¥度末 


トリオホン（簡易会議電話機能) 


開始年月 1985年（昭和60年）4月 

概 要 通話している電話を保留したまま、他の方を呼び出して、3者 

問で通話ができるサービスです。フックボタンなどの操作で利 
用できます。 



中:度末 


_電話33ことわり サービス 


開始年月 1994年（平成6年）8月 

概 要 迷惑電話を受けた直後に、電話機からの登録操作により、以降 

同じ電話番号からかかってきた電話には、電話を受けない旨の 
メッセージで応答し、着信しないようにするサービスです。登 
録の解除もできます。 



開始年月 1985年（昭和60年) 9月 

概 要 使用している電話番号(主電話番号)に別の電話番号(副速:話番 

号）をつけ、主電話番号にかかってきた電話には、不在などの 
メッ セージで 応答し、副電話番号にかかってきた電話だけを 
つなげるサービスです。電話機からの操作により、サービス 
の開始 • 停止ができます。 


でんね会議（電話会議機能) 


開始年月 1985年（昭和60年）12月 

概 要 多くの地点 (30 地点まで)を同時につなげ、音声などによる会議 

を行うことができるサービスです。契約した方（ホスト）があら 
かじめ日時、参加者（メンバー）の電話番号などを電話機から登 
録することにより、指定した日時に NTT の電話会議装置からホ 
スト. メンバーを呼び出します。 

契約数 N 線 



r •度未 


伝言ダイヤル（伝 g •ダィャル通話) 


開始年月 1986年（昭和61年）11月 

概 要 あらかじめ家族や友人同士などで決めた連絡番号と暗証番号を 

利用し、 サービス 提供地域内のどこからでも NTT の音声蓄積装 
M ( VSE ) へ メッセージの 録音.再生ができる サービス です。プ 
ッシユ 回線からの操作により、丨連絡番号あたり30秒までの メ 
ッセージが 10件まで録音できます。あらかじめ NTT へ 契約する 
必贤がありません。 


メッセージイン（音声蓄積機能) 


開始年月 1991年（平成3年）7月 

概 要 あらかじめグループ内で決めた契約番号と暗証番号を利用し、 

全国どこからでも NTT の音声蓄積装置 ( VSE ) へメッセージの録 
音•再生.消去ができるサービスです。ブッシユ回線からの操 
作により、1契約者ボックスあたり3分までのメッセージを30 
件まで録音でき、また、30 R 問まで保存できます。 


ク レジツ ト 通話 サービス（クレジット通話機能) 


開始年月 1卯1年（昭和56牢 ） 7月 

概 要 全国どこからでも、キャッシュレスで電話がかけられるサービ 

スです。通話料は、あらかじめ契約した電話番号の月々の電話 
料金と一緒にお支払いいただきます。 

タイプ ① NTT カード C による利用 

② NTT 力ード C • プラスによる利用 

③ プッシュ回線からのダイヤル操作による利用 

④ コミュニケータ扱いによる利用 

追 力 D 春複数クレジットサービス10個までの暗証#兮が侦えるサー 

サービス ビスです。 

•通話先限定サービス20力所までの通話先が限定できるサー 
ビスです。 

契約数 T - mi 線 





1985 86 87 88 S9 90 91 92 93 94 

卑度末 










































コレクトコーノレ（料金-尊信払電話) 


開始年月 1980年（昭和55牢 ） 8月 

概 要 NTT のコミュニケータを通じ、通話料を受ける方の負担で つな 
げるサービスです。通話料のほか、丨通話あたり90円の料金着 
信払通話取扱料を加算し、月々の電話料金と-緒にお支払いい 
ただきます。 


ダイヤ JI / Q 2 (情報料■収代行サービス) 


開始年月 1989年（平成元年）7月 

概 要情報提供者が#組（有料情報サービス）を提供し、 NTT が情報 
提供者に代わって情報料を冋収するサービスです。ダイヤル Q 2 
専用の番号 「0990- x - xxxxx 」 で利川できます。（•部地域で 
は、「0990」の前に「189」をダイヤルする必要があります。） 

契約数 千 M 線 



1989 90 91 92 93 94 


#ダイヤル（着信短縮ダイヤル機能) 


開始年月 1989年(平成/月 

概 要 沲話をかける方がプッシュ|叫線から#ダイヤル浒ゆ（「#」+ 4ヶ 

夕）をダイヤルするだけで、契約した方があらかじめ指定した 
受付先（フリーダイヤルを含む)へつなげるサービスです。 
タイプ a 全国利用型サービス発信できる地域を全国とするサービス 

です0 

②ブロツク内利用型サービス発信できる地域を伞网10ブロック 
の、ずれかとする サービス です。 


162 

121 125 ^ 141 127 ,| 9 

ijJxu 

1989 90 91 92 93 94 

年度末 


ダイヤルイン(番号情報送出機能) 


開始年月 1985牢（昭和60年）11月 

概要 PBX などでの内線交換に必贤な侨け悄報をネットワーク測から送 

m することで、交換台を経由せず u 1 〔接内線につなげるサービスで 

す。夜間時などに機能を停止させる夜間閉塞機能、および PBX 故 

障時に機能を停止させる PBX 故障時の切替機能が追加できます。 



開始年月 1975年（昭和50年）3 J-J 

概 要 指定した地域の雷話番号をつけ、この番号にかかる電話をほか 

の地域にある受付先へつなげるサービスです。 

契約数 


Ini 線 

9〇 98 2 , 193 1454147 ； 2,394 2.256 2.263 2.243 2,431 2 ' 46 ° 

UXLLLLLU 

1985 86 87 88 S9 90 91 92 93 94 


1985 S6 87 

88 S9 90 

91 

92 

93 94 

年度末 



メンバーズネッ 



開始年月 1994竿（平成6年）2月 

概 要一般の電話を利用して、企業内で内線のやりとりなどができるサ 
—ビスです。内線 ff 号で金11の支诉などへの通話ができるオンネ 
ット通話、メンバーズネットグループ以外の電話へも内線 ff 弓-で 
発信できるサークルネット通話、および-般の電話への発翁信が 
できるオフネット通詁が利用できます 3 また、： ill 加サービスの登 
録内稃の照会や変更ができる カスタ マ コント ロール機能があります。 

追力 Q 春ダイヤルパス受話器を I •.げるだけで、特定の Vtt ® にっなげる 

サービス サービスです。 

•ダイヤルパス# 「#」をダイヤルするだけで、特定の電話にっ 
なげるサービスです。 

•篇言スクリーニングオフネットオンネット通話個別にパスワ 
ードを設定し、その番号を知っている方の馄話だけをっなげる 
サービスです。 

変更サービス月 II や曜 II • 時問などをあらかじめ登録す 
ることで、同じ内線#号のまま受付先を変页できるサービスです： 
參パーソナル ID 接続サービス内線 f り•を惝人でもち、侈勁光で 
番号を發録すると、_：接尚分あての電話を受けることができる 
サービスです。 

♦発着信サービスクラス回線ごとにサービスクラスを設定し、 
オフネット通話の発着信などが規制できるサービスです。 

(1996 年1月） 

♦オンネット篇言音画哉別オンネット箱信の際、通常と異なる着 
信音で呼び出しするサービスです。受話器を取る前に、社外 
社内のどちらからの電話かが識別できます。（19%年 • 1月） 
♦ユーザナンパ多重登録1回線で複数の内線番号が利用できる 
サービスです。オンネット個別着信機能を利用すると、ダイヤ 
ルインとの併用によって、個々の内線番号への個別着信もでき 
ます。 （1996 年1月） 

その他の籲通話料の月極割引彳關、定額料をお太払いいただくと、）1々の 

サービス 市外通話料をグループごとに合計し、その額に応じて割リ I する 

サービスです。 


テレゴング（呼数集計機能) 


開始年月 1993年（平成5年）丨1月 

概 要 マスメディア などを通じて、テレゴング#用の番号 （0180 + 6 

ケタ)を設問などの選択肢に対応させて PR し、祝聴者や読 t が 
かけたそれぞれの挢号の電話の数を通知するサービスです。祝 
聴行や読行がかけた诋詁の•部をあらかじめ指定した也話につ 
なげるカットスルー機能も利用することができます。 

タイプ （ 1>放送メディアタイプ放送メディアによって PR し、リアルタ 

イム （ 5秒ごと）に集計状況が把握できるタイプです c M 火6 
#号が利用できます。 

② J 舌字メディアタイプ活字メディアタイプによって PR し、1 
時問ごとに集計状況が把握できるタィプです。最大100番号 
が利用できます。 


テレドーム（複数同時接続機能) 


開始年月 1993年（平成5年）11月 

概 要 テレドーム専用の番号 （0180 + 99 + 4 ケタ）をつけ、丨本の電話 
回線でこの電話 ff 号にかかってくる多くの電話を同時につな 
ぎ、情報提供を行うことができるサービスです。 
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卜ーキー案内觀 


開始年月1972年(昭和47年)11月 

概 要 1 N 線にっき、50冋線相、 1 彳分まで着信でき、多くの M 線数を設 

骰することなく、情報提供を行うことができるサービスです。 


♦料金明細内訳書 


声^ 内訳 書 （料金 明細内訳書の送付) 


開始年月 1986平（昭和61年) 3月 

概 要“いつ、どこへ、どれだけ”通話したかを記録し、通話料の問い 
合わせに応じるサービスです。希错するガへは、料金明細内訳 
f を通話料の計算期間にあわせ、1力月分をとりまとめて送付 
します。料金明細内訳は、個人に関する情報であるため、その 
扱いについては卜分配！しています。 


令通話料の月極割引サービス 


テレジ ヨー ズ （夜間 • 休13 通話割引サービス) 


開始年月 1992年（、ド成4年) 4月 

概 要 海月、定額通話料をお支払いいただくと、割引対象時問带(平 

口は夜10時から翌朝8時まで、土曜.丨丨曜 • 祝日は1丨丨中）の 

月々の市内 • 市外のダイヤル通話料を割引するサービスです。 

サービス ①テレジョーズ2000 )]々 1.750 円の定額通詁料で、2,000 P 3 

プラン 分まで通話ができ、2,000ド】分を超え3,000円分までは、利)】]額 

に対して15%割引します。 

② テレジョーズ3000 J ] 々2,600円の定額通詁料で、3,000円分 
まで通話ができ、3,000円分を超え5,000円分までは、利用額に 
対して15%割引します。 

③ テレジョーズ5000月々4.300円の定額通話料で、5.0001 J J 
分まで通話ができ、5,000円分を超え8,000円分までは、利 llifi 
に対して15%割引します： 

④ テレジョーズ8000 U 々6,850 N の定額通,;;？；料で、8,0001 'J 
分まで通話ができ、8,0001リを超える分はすべて、利爪額に対 
して15%割リ I します。 


テレワイズ （市外通話割引サービス） 


開始年月 1993¥ (、ド成5屯）11 JJ 

概 要 制、定額通話料をお支払いいただくと、通話した時間带*_ 
II にかかわらず、バ々の山•外のダイヤル通詁料を割リ I するサー 
ビスです。 

サービス ①テレワイズ10 )]々55() m の定窗 uiu 1 ； •料で、 iii •外のダイヤル 

プラン M 新料を10%割リ I します。 

②テレワイズ15パ々1.5501リの定額通話料で、山•外のダイヤ 
ル通話料を15%割引します。 


テレワイズ • ワイド （複数回線割ラ 1 i サービス) 


開始年月 1994苹 （ f •成6¥)7月 

概 要 饰) I 、定額通話料をお支払いいただくと、通話した時問带•曜 
日にかかわらず、々の市外のダイヤル通話料を割引グループ 
(1 事業所)で合計し、まとめて割引するサービスです。 

サービス ①テレワイズ•ワイド1〇 ) 1 々4,5001リの定額迎詁杆で、山•外 

ブラン のダイヤル通話料を10%割リ|します。 

② テレワイズ•ワイド15月々13,000円の定額通話科で、市外 
のダイヤル通話料を15%割リ I します。 

③ テレワイズ • ワイド20 )1 々45.000円の定額通話料で、山•外 
のダイヤル通話料を20%割01します。 


テレチヨイス（市外局番選択割引サービス) 


開始年月 1 995 ^ ( f 成7年）3月 

概 要 梅月、定額通話料をお支払いいただくと、通話した時間帯•曙 
门にかかわらず、指定した市外局番への月々のダイヤル通話料 
を割リ I するサービスです。 

サービス ①テレチョイス10パ々1001リの定額通話料で、2つの山•外 W 
プラン t への ダイヤル通話料を10%割51します c 

②テレチョイス 15 )\ 々200 Pj の定額通話料で、5つの iU 外 W 

番へのダイヤル通話料を15%割 ， j I します。 


テレホーダイ（電話番号選択定額サービス) 


開始年月 1995苹（平成7 ¥)8 月 

概 要 定額通,活料をお支払いいただくと、深夜（夜 11H をから划 

朝8時まで）に限り、衍定した電話番迂への通話料が定額とな 
るサービスです0 

サービス ①テレホーダイ1800月々1，800円の定額通話料で、区域内通 
プラン 話エリアの2つの馏話番^;-へのダイヤル通話料が定額になります。 

②テレホーダイ3600月々3,600円の定額通話料で、隣接 IX 域 
I 人 J 通話エリアの2つの電話番号へのダイヤル通話料が定額に 
なります。 
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♦公衆電話 


店頭公衆也話 
街頭公衆屯話 


卓上形 
ボックス形 


[注]数侦はいずれも各年度末現在のものです。 


— 1-- カード化丰 

♦ デイジタル化率 


年 

度 

カード公衆電話 
(個） 

カード化率 
(%) 

1985 

昭和 60 

61,301 

6.7 

86 

61 

148,698 

17.9 

87 

62 

290,443 

35.0 

88 

63 

407,611 

49.3 

89 

平成元 

530,031 

63.9 

90 

2 

641，379 

77.1 

91 

3 

694,807 

83.7 

92 

4 

743,371 

90.0 

93 

5 

775,361 

94.5 

94 

6 

800,745 

100.0 


個 

1，000,000 


公衆電話 


750,000 


500,000 


250,000 


0 


1985 86 



年 

度 

ディジタル公衆電話 
(個） 

ディジタル化率 
(%) 

1985 

昭和 60 



86 

61 



87 

62 



88 

63 



89 

平成元 

359 

0.04 

90 

2 

910 

0.11 

91 

3 

2,807 

0.34 

92 

4 

8,630 

1.04 

93 

5 

22,110 

2.70 

94 

6 

35,469 

4.43 


% 

100 
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施纖 


単位=個 


\ 

区分 

公衆電話 











\ 


街頭公衆信 

覆話 

店頭公衆電話 


\ 



ボックス形 

卓上形 


100円 

赤電話 

10円 

赤電話 

年度 \ 



力ード 

公衆電話 

黄電話 

主—三芊 

冃电 6 古 

カード 
公衆電話: 

黄電話 

主苹三不 

冃电 5 d 


1985 

昭和 60 

909,570 

556,269 

53,505 

115,687 

9,447 

7,796 

262,533 

107,301 

353,301 

62,552 

290,749 

86 

61 

834，107 

555,134 

108,506 

71,716 

2,452 

40,192 

255,140 

77,128 

278,973 

60,435 

218,538 

87 

62 

828,200 

596,783 

143,762 

37,737 

825 

146,681 

210,357 

57,421 

231,417 

51,277 

180,140 

88 

63 

827,167 

636,447 

158,348 

19,370 

408 

249,263 

169,629 

39,429 

190,720 

41,405 

149,315 

89 

平成元 

828,977 

679,441 

168，149 

9,489 

240 

361,882 

113,480 

26,201 

149,536 

28,295 

121,241 

90 2 

832,010 

725,616 

172,870 

4，177 

38 

468,509 

63,334 

16,688 

106,394 

16,088 

90,306 

91 

3 

830,199 

748,097 

174,161 

2,178 

9 

520,646 

40,050 

11,053 

82,102 

10,487 

71,615 

92 

4 

826,277 

769,232 

174,479 

926 

2 

568,892 

19,051 

5,882 

57,045 

5,493 

51,552 

93 

5 

820,131 

784,963 

173,608 

295 

0 

601,753 

6,948 

2,359 

35,168 

2,522 

32,646 

94 

6 

800,772 

800,748 

172,415 

0 

0 

628,330 

2 | 

1 

24 

1 23 


脉の状況 


カード化の状況 
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テレホンカード販売状況 


準位=万枚 


年 

度 

テレホンカード 

販売金額 


—般力ード 

デザインカード 

500円券： 

1,〇〇〇円券 

丨3,〇〇0円券 

5,〇〇〇円券 

(億円) 

1985 

昭和60 

6,036 

3,712 

2,324 

4,477 : 

1,448 

76 

35 

414 

86 

61 

14,866 

8,607 

6,259 

11,470 

3,200 

133 

63 

969 

87 

62 

22,827 

15,331 

7,496 

18,247 : 

4,311 

181 

88 

1,443 

88 

63 

25,658 

18,753 

6,905 

19,213 

6,043 

276 

126 

1,712 

89 

平成元 

29,992 

22,452 

7,540 

21，776 

7,595 

441 

180 

2,075 

90 

2 

34,495 

26,524 

7,971 

24,222 

9,391 

616 

266 

2,466 

91 

3 

38,709 

30,448 

8,261 

26,086 

11,992 

399 

232 

2,741 

92 

4 

39,281 

31,779 

7,502 

25,189 

14,092 



2,666 

93 

5 

38,143 

31,410 

6,733 

24,048 

14,095 



2,612 

94 

6 

40,209 

34,092 

6，117 

24,545 

15,664 



2,793 


[注] 1. 1985年(昭和60年 -)1(^1 日から通話度数を1，000円券は100度数から105度数へ、3,000円券は300度数から320度数へ5,000円券は500度数から540 
度数へ、それぞれ増やしました。 

2. 高額テレホンカード(3,000円券. 5,000円券)については、1992年(平成4年)1月4日に販売を停止しました0 


テレホンカード 


万枚 

40,000 



デサインカード 
一般カード 


77 


































3 •電報 サービス 


電報利用槪 


佩=1■•通 


\ 

区分 

電報 







一般電報 

慶弔電報 



年度 





慶祝 

弔慰 

1985 

1111 mo 

40.656 

5,273 

35,383 

18,127 

17,256 

86 

61 

40,050 

4,334 

35,716 

18,537 

17，179 

87 

62 

41,038 

3,827 

37,211 

19,249 

17,962 

88 

63 

41，471 

3,660 

37,811 

18,635 

19,176 

89 

、ド成元 

43,376 

3,669 

39,707 

19,858 

19,849 

90 

2 

44,490 

3,695 

40,795 

20,299 

20,496 

91 

3 

46,960 

4,065 

42,895 

21,315 

21,580 

92 

4 

46,726 

3,969 

42,757 

20,255 

22,502 

93 

5 

44,997 

3,595 

41,402 

19,788 

21,614 

94 

6 

43,288 

3，125 

40,163 

18,219 

21,944 


刪刪直電報利用棚 


堆位=1■•通 


\ 

区分 

付加価値電報 













\ 



慶祝用 








弔慰用 




年度 



対慶弔 f 匕 
(%) 


メ □デイ 
電報 

おし花 
電報 

刺しゆう 
電報 

ホ □ 
グラム 
電報 

うるし 

電報 

その他 
(地域限定) 


おし花 
電報 

刺しゆう 
電報 

その他 
(地域限定） 

1985 


631 

1.8 

631 

631 











86 

61 

2,922 

8.2 

2,458 

1，577 

881 






464 

464 



87 

62 

7,367 

19.8 

4,957 

2,064 

2,815 

78 





2,410 

2,410 



88 

63 

12,302 

32.5 

7,390 

2,665 

4,367 

358 





4,912 

4,912 



89 

、ド成 k 

16,278 

41.0 

9,623 

3,277 

5,373 

880 


93 



6,655 

6,655 



90 

2 

19,016 

46.6 

11,313 

3,682 

6,022 

1,470 


139 



7,703 

7,158 

545 


91 

3 

22,812 

53.2 

13,086 

3,591 

6,886 

2,409 


181 

13 

6 

9,726 

8,195 

1,527 

4 

92 

4 

26,835 

62.8 

14,133 

3,119 

8,065 

2,574 


149 

170 

56 

12,702 

9,811 

2,881 

10 

93 

5 

27,875 

67.3 

14,507 

2,765 

8,637 

2,691 


148 

231 

35 

13,368 

10,189 

3，173 

6 

94 

6 

29,187 

72.7 

14,011 

2,451 

8,262 

2,875 


34 

289 

100 

15，176 

10,968 

4,206 

3 


[注]衣中の*は、付加俪侦祗報数の鏖书電報総数に占める比率です C 


電 


報 


T-M 

45,000 


30.000 


15.000 



1985 86 87 



I 慶书電報 
-般電報 
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サービス*広報 


4.高度通信 サービス 


♦総合ディジタ_討ービス 

概 要1本の回線で音声、ファクシミリ、データ、画像などさまざ 
まな情報を同時に、高速•高品質に伝送するディジタル公衆網 
サービスです。 国際標準に準拠した ユーザ •網イ ンタフヱース 
(I インタフェース） により提供し、国際的には ISDN (Integrated 
Services Digital Network :サービス総介デイジタル網）と呼ば 
れています。 


INS ネツト64 ( 第1種総合デイジタル通信サービス) 


開始年月1988年(昭和63年）4月 

概 要 丨本の回線で、 64 kbit / s の情報チャネル （ B チャネル ） 2本 
と 16 kbit / s の信号チャネル （ D チャネル ） 1本が利川できる 
ディジタルネットワークサービスです。丨本の回線で同時 
に2回線分の通信ができます。通話モードと高速-高品質 
に通信できるディジタル通信モード （64 kbit / s ) があります。 
追 力卩•フレックスホンサービスド記の4つの憷能を糾み合わ 
サービス せて利用できます。 

[コールウェイティング機能]祗話サ ー ビスのキャッチ 
ホンと同様のサービスです0また、他の フレック スホン 
機能と併用の際は、コールウェイティングの状態から通 
信中転送機能、3者•通話機能の利叫もできます。 

[通信中転送機能]现在行ってぃる通話を第3者に転送で 
きる サービス です。他の フレックスホン 機能と併用の際 
は、3者通話の状態から通話中転送に移行して利用でき 
ます。 

[3 者通話機能]電話サービスのトリオホンと同様のサ 
ービスです。他のフレックスホン機能と併用の際は，3 
者通話の状態から通信中転送に移行して利用できます。 
[着信転送機能] Vii 話サービスの転送でんわと問様のサ 
ービスです。 

•グループセキュリティサービスあらかじめグループを 
形成し、グループ外への発信.着信を规糾するサービス 
です。通信のセキュリティが確保できます。 
•フリーダイヤルサービス電話サービスの フリー ダイヤ 
ル機能がディジタル通信モード （ 64 kbit / s ) でも利用できる 
サービスです。 

參ダイヤルインサービス 
翁#ダイヤルサービス 
參でんわばんサービス 
♦クレジット通信サービス 
參ダイヤル Q 2 サービス 
參メッセージイン サービス 
•テレドームサービス 
籲迷惑電話おことわりサービス など 

契 約 千_ 

回線数 


337 





INS ネツト1500 (第2種総合デイジタル通信サービス) 


開始年月1989年•(平成元年）6月 

概 要 1本の N 線で 64 kbit / s の‘ IVi 報チャネル （ B チャネル）23本と 
64 kbit / s の信号チャネル （ D チャネル ） 1本が利川できるデイ 

ジタルネ ッ トワークサービスです0 D チヤネルをほかの IN 

S ネット64、または INS ネット1500 (23 B + D ) と共用すれ 
ば、 64 kbit / s の B チャネルが24本利用できます。 

追 力 D INS ネット64と同様の追加サービスが利用できます。 

サービス 

契 約 M 線 

回線数 


117 


1989 


560 



4.645 


3.IW 


1.751 





79 



















♦専用 サービス 

概 要特定区間を直通で結び、専有して通信が利用できるサービスで 
す。専用サービスは回線が固定され ているので、 常に安定した 
高品質のサービスを提供します。 


一«妥専用サービス 


開始年月1906年（明治39年）7月 

概 要アナログ周波数帯域で区分した带域品目と符号伝送速度で 
区分した符号品目があります。 

タイプ①帯域品目電話•ファクシミリ•データ通信など自由に 
使用できる自由利用と、音声伝送や音楽放送などに用途 
を定めた目的利用があります。 

②符号品目データ通信に使用できる2,400 bit/s . 4,800 
bit/s • 9,600 bit/s と主に遠方蓝視や遠隔制御に利用される 
50 bit / s があります。 

追 力卩♦分岐サービス1本の専用回線の中途に分岐回線を設置 

サービス し、専用回線を効率的 • 経済的に利用できるサービスで 
す0 

割 弓 I ♦高額利用割引月額（基本額）200万円を超える利用の場合 

サービス に、2 %から4 %割引します。 

契約数 Ti - l ^ 



高速ディジタサービス 


開始年月1984斧:(昭和59年）11月 

概 要音声からデータ、映像まであらゆる情報を伝送できる高 

速•大容量のディジタル専用サービスです。高速ファクシ 
ミリ通信.コンピュータ問通信•テレビ会議 • LAN 間接 

続などで利用されています。 

タイプ①ハイ.スーパーディジタル TTC 標準の I インタフエー 
スにより通信ができるサービスです。64 kbit / s から 
6 Mbit / s までの12品目があります。付加サービスとして 
回線を効率的、経済的に利用できる多重アクセスサービ 
ス、および故障時に端末回線を自動的に予備回線へ切り 
替える回線自動切替サービスが利用できます。 

② スーパーディジタル NTT 仕様の Y インタフヱースによ 
り通信ができるサービスです。64比阶から6!\41^/5まで 
の7品目があります。また、付加サービスとして分岐サ 
—ビスが利用できます。 

③ 超高速専用サービス 50 Mbit / s 、 または1 50 Mbit / s の超高 
速ディジタル伝送ができるサービスです。複数ビルでの 
大容量 PBX 問接続. LAN 間接続.スーパーコンピュー 
夕の遠隔利用などプライペートな B - ISDN の構築に適 
しています。 

割 引籲高額利用割引月額（基本額）200万円を超える利用の場 

サービス 合に、2%から7 %割引します。 

♦長期継続利用割引3年問の継続利用で使用料を5%、6 
年間で11%割引します^ 

契約数 M 線 


30.913 



年度* 


80 



































サービス •広報 


映像伝送サービス 


テレビジョン放送中継サービス 


開始年月1970年(昭和45年）2月 

概 要一般のテレビ放送と同様の動画（カラーまたは白黒）を伝送 

するサービスです。 

タイプ①第1種映像伝送サービスカラーまたは白黒の映像伝送 
(60 Hz から 4 MHz まで）をするサービスです。交通監视 • 
実況中継などに利用されています。 

② 第2種映像伝送サービスカラー映像 （60 Hz から4 MHz 
まで）と映像に付随する音響 (50 Hz から lOKHz まで)およ 
び制御信号 (0.3 KHz から 3.4 KHz ) を | nj 時に伝送するサー 
ビスです。_像応答システム （ V R S ) に利川されていま 
す。 

③ 第3種映像伝送サービスカラー映像 (60 Hz から 4 MHz ま 
で）と映像に付随する音響 （40 Hz から 15 KHz まで）を 
150 Mbit / s の符号により伝送する高品質の伝送サービスで 
す。放送や広告の素材伝送などに利用されています。 

④ 多チヤンネル映像伝送サービス複数チャネルのカラー 
映像と映像に付随する音響を同時に伝送 （ 7 0 M H z から 
450 MHz ) するサービスです。狼中監视や複数映像の一括 
fc 送などに段適です0 

⑤ HDTV 映像伝送サービス HDTV (ハイビジヨン）のカラ 
一映像 (60 Hz から 30 MHz ) と映像に付随する音響 (20 Hz か 
ら 20 KHz ) を6001 Vlbit / s または 2.4 Gbit / s の符号により伝送 
するサービスです。ハイビジヨンの番組素材の伝送など 
に利用できます。 

契約数 M 線 



i 星通信サービス 


開始年月1984年(昭和59华 ） 11月 

概 要通信衛星を利用して高速ディジタル伝送、および映像伝送 
を行うサービスです。広域性 • 同報性 • 耐災害性など衛迢 
通信の特徴を生かした利用ができます。 

タイプ①衛星ディジタル通信サービス ( SDCS ) 用途に制限がない 
高速.火容量のディジタル伝送ができるサービスです。 
64 kbit / s から丨 .5 Mbit / s まで5つの速度クラスがあります。 
②衛星ビデオ通信サービス ( SVCS ) 60 Hz から4 MHz まで 
のカラー映像 （50 Hz から lOKHz までの音声を含む）、ま 
たは 60 Hz から8 MHz までの高精細のカラー映像 (40 Hz か 
ら 20 KHz までの音声を含む）を伝送できるサービスです。 

契約数 M 線 



開始年月1954年(昭和29年-) 4月 

概 要マイクロ回線のネットワークにより、テレビ番糾を全国各 
地のテレビ放送局に伝送するサービスです。地方で起きた 
.件や事故のニユースなどの伝送に利用されています。な 
お、このサービスの利用は放送事業者に限られています。 

契約数 M 線 



m ミ 


無線専用サービス 


開始年月1943年（昭和18年）4月 

概 要船舶 • 航空機 • 由動屯などの移動体と事務所などとを結ぶ 
専川サービスです。移動体に設置された無線端末は X T 丁 
の無線-施地局、および連絡線(導用線）を経山して、半務所な 
どの端末と通信できます。新間社などに利用されています。 

契約数 M 線 


536 



轉表 • 


81 














































♦パケット麵 サービス 

概 要データを一定の長さに分割し、通信相手先などの情報を書き込 
んだヘッダをつけて、データを小包(パケット）として伝送する 
方法を用いたネットワークサービスです。端末から送られるパ 
ケットは、いったん交換機に蓄積され、あて先ごとに伝送しま 
す。伝送過程でデータの誤り検出や再送制御などをネットワー 
クで行うため、高品質の伝送ができます。通信したデータ量 
(パケット数）に応じて料金が定められています。また、月額 
パケット通信料が10万円を超える場合、10万円を超える分を 
10%割引します。 



DDX-TP (第2稀パケット交換サービス) 


開始年月1985年(昭和60年）4月 

概 要電話(加入電話および公衆電話）からパケット通信ができる 
サービスです。電話の手軽さとパケット通信の高品質さに、 
経済性を兼ね備えています。 

タイプ① DDX-TP （網丨 D 方式）通信手順や通信速度をあ 
らかじめ登録し、利用する回線を固定してパケット通信 
ができるサービスです。 

② DDX-TP "パスワード"（パスワード方式）あらかじめ登 
録したパスワードにより、任意の電話からパケット通信が 
できるサービスです。通信のつど、通信手順を入力するの 
で、異なるセンタへのアクセスができます。 

契約数 


INS-P (ins ネツトバケツト通信モード) 


開始年月1990年(平成2年）6月 

概 要 INS ネットの D チャネル （ 1 6 kbit / s または 64 kbit / s ) 、または 
B チャネル （64 kbit / s ) の利用により、高速に、経済的にパケ 
ット通信ができるサービスです。 

契約数 f\m 


123 



年度末 


♦フ レー ムリ レーサー ビス 


スーパーリレー FR 


開始年月1994年(平成6年）11月 

概 要光ファイバ化などにより伝送品質が向上したことを前提に 
従来のパケット交換プロトコルを簡略化し、高速、柔軟、 
かつ経済的なデータ伝送を実現するサービスです 。 LAN 
間通信や画像通信の普及などによるデータ量の飛躍的な増 
大に効率的に対応できる2品目 （128 kbit / s 、1.5 Mbit / s ) があ 
ります。また、1本の回線上に複数の論理チャネルを設定 
することにより、複数の相手との同時通信ができるフレー 
ム多重化機能があります。通信したデータ量に応じて料金 
が定められています。 


♦セルリレーサービス 


スーパーリレー CR 


開始年月1995年(平成7年）9月 

概 要パヶット交換方式.フレームリレー交換方式を大幅に簡略 
化した ATM 交換方式を採用することによりネットワークの 
効率化を図り、6 Mbit/s データ伝送を実現するサービスです。 
1本の回線上に複数の論理チャネルを設定することで、複 
数の相手と同時に通信ができるセル多重化機能があります C 
通信したデータ量に応じて料金が定められています。 












































サービス • 広報 


♦ファクシミリ通信網 サービス 


♦ ビデオテックス通信サービス 


F ネッ 

卜（第1 

種ファクシミ 

レリ通信網サービス） 



開始年月 
概 要 


追 加 
サービス 


割 引 
サービス 

契約数 


1981年（昭和56年）9月 

ファクシミリの原稿をいったんネットワーク内に蓄積し、 

送信するサービスです。ネットワークに蒂稂後、回線が開 

放されるので効率的な利用ができます。遠近格差の少ない 
通信料金体系となっています。 

•一斉同報サービス F ネット短縮ダイヤルを利用して、 
1万力所まで1度の操作で一斉に送信できるサービスで 
す0 

翁ファクス情報案内サービス（ファクシミリ案内）特別な 

機器やソフトを用意する必要がなく、容易に独自のファ 
クス情報局が開設できるサービスです。 

♦ファクシミリボックスサービス送信中、ほかから F ネ 
ットを通じて送られてきた原稿をいったんファクシミリ 
ボックスに蓄積するサービスです。 

♦着信課金サービス（エンド•エンド着信課金）通信料を 
受信側で負担する、 F ネットのフリーダイヤルサービス 
です。 

• センタ.エンド形通信サービスファクシミリをコンビ 
ュータの入出力端末として利用できるサービスです。フ 
ァクシミリからのマークシートによる情報をセンタへ送 
信したり、センタから原稿を配信できます。センタ•ェ 
ンド着信課金サービスを利用して、通信料をセンタで負 
担することもできます。 

♦月極割引サービス毎月、一定額をお支払いいただくと、 
時問诹•曜日にかかわらず、月々の F ネット通信料を割 
引するサービスです。 


I9S5 S6 


88 89 90 9! 92 93 94 

年度本 


キャプテン 


開始年月1984年（昭和59年）1丨月 

概 要ビデオテックス通信網を利用し、情報センタなどの文字. 

図形を送受信するサービスです 0 各種業務のオンラインデ 
一夕通信としての利用もできます。全国一律の遠近格差の 
な V 、通信料金体系となっています。 • 

タイプ①第1種ビデオテックス通信網サービス情報を利用する 
方が加入電話を利用して、ビデオテックス通信ができる 
サービスです。情報センタへアクセスし、情報検索ゃビ 
ジネス通信ができます。 

② 第2種ビデオテックス通信網サービス情報を提供する 

方が専用回線を利用して、ビデオテックス通信ができる 
サービスです。自センタから直接情報の提供ができま 
す。 

③ キャプテンシステムサービス自センタをもたない情報 
提供者 （ IP ) が NTT のキャプテン情報センタを利用して情 
報の提供ができるサービスです。 


契約数 


166 T. 



年度末 
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♦オフトーク 通信 サービス 



♦信号監視通信サービス 


信号驗腦信サービス 


開始年月1993年(平成5年）7月 

概 要加入電話回線を利用して送出される端末からの信号 (7.8 KHZ ) 
を NTT ビル内の信号監視装置により常時監祝し、信号の変 
化があつた場合、即時に指定された電話番号へ通知するサ 
ービスです。警備監視 システムに 利用されています。 


[参考] 

♦移動通信 サービス 


携帯電話•自動車 
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サービス •広報 


2 級局（旧4級局) 


50, 〇〇〇以上 


2,050 

180 

70 


1,350 

180 

70 


2,050 

180 

60 


1,350 

180 

60 


2,350 

180 

60 


(旧2級局) 



1,450 

180 

70 


950 

180 

70 


1,450 

180 

60 


950 

180 

60 


( N 11級局） 8〇〇未満 


1，150 

180 

70 


750 

180 

70 


1,150 

180 

60 


750 

180 

60 


1級局（旧3級局) 


8,〇〇〇以上 


1,750 

180 

70 


1,150 

180 

70 


1，750 

180 

60 


1,150 

180 

60 


2,100 

180 

60 


1,450 

180 

60 


2,300 

180 

60 


1,450 

180 

60 


3級局（旧5級局) 


400, 〇〇〇以上 


2,350 

180 

70 


1,550 

180 

70 


2,350 

180 

60 


1,550 

180 

60 


2,600 

180 

60 


1,750 

180 

60 


2,600 

180 

60 


1,750 

180 

60 


級局 加入者数 事務用住宅用事務用住宅用事務用住宅用事務用住宅用 


区分 


改定年月 


1985年(昭和60年) 


4月 


1990年(平成2苹) 


12月 


1995年(平成7年） 


2月 


10月 


5.料金の変遷 


♦加入電話 


単位=円 


[注] 1. 基本料は1985年（昭和60年）4月より、回線使用料(上段)、機器使用料（中段)および配線使用料(下段)に分けられました。 

2. 1995年（平成7年) 2月改正時、旧2級局 (800 以118,000未満)および旧1級局 （800 未满)については、料金を据え置きました。 


3_利•[回線使用料] 

(单位=円） 


-2,600 


________ 2 , 350 .一 __ 2,350 、 辱 

2,050 2,050 


- 2,450 


1,750 1.750 

1，450 V 1，450 

1,150 1,150 


-2,350 
一2,300 


3級局（旧5級局） 

2級局（旧4級局） 

1級局（旧3級局） 

(旧2級局） 
事務用 (旧1級局) 



2，100 


1985.4 


90.12 


95.2 95.10 


-1.750 


1,550 


1，550 


1，350 


1.350 






1,600 


1，150 


1，150 


-1，450 


!級局（旧5級局）' 

2級局（旧4級局） 

1級局（旧3級局） 

(旧2級局〉 
住宅用 (101級局） 


950 950 

750 750 



1985.4 


90.12 


95.2 95.10 


85 


wm. 


基本料の推移（月額) 


0 8 6 


〇 〇 〇 
5 8 6 
41 
2， 


〇 〇 〇 
0 8 6 
6 1 









































































ダイヤ Jl / ii 話料の推移（次の秒数までごとに1〇円) 


単位=秒 


改定年月 

時間帯 

区域内 

隣接 
区域内 

区域外 

遠近 

格差 

〜 20km 

〜 30km 

〜 40 km 

〜 60 km 

〜 80km 

〜 100 km 

〜 160 km 

〜 320km 

320km 超え 

(民営化時） 

平日 

昼間 

180 

80 

80 

38 

30 

21 

15.5 

13.5 

10.5 

7 

4.5 

1 ： 40 

夜間 

21 

21 

18.5 

12.5 

7.5 

1 : 24 

深夜 

8.5 

1 ： 22 

日曜 

祝日 

昼間 

180 

80 

80 

38 

30 

21 

21 

21 

18.5 

12.5 

7.5 

1 ： 24 

夜間 

深夜 

8.5 

1 •• 22 

1986.7 
[昭和 61 . 7 ] 

平日 

昼間 

180 

80 

80 

38 

30 

21 

15.5 

13.5 

10.5 

7 

4.5 

1 ： 40 

夜間 

21 

21 

18.5 

12.5 

7.5 

1 ： 24 

深夜 

8.5 

1 : 22 

土曜 

日曜 

祝日 

昼間 

180 

80 

80 

38 

30 

21 

21 

21 

18.5 

12.5 

7.5 

1 ： 24 

夜間 

深夜 

8.5 

1 ： 22 

1988.2 
[昭和 63 . 2 ] 

平日 

昼間 

180 

80 

80 

38 

30 

21 

15.5 

13.5 

10.5 

7 

5 

1 ： 36 

夜間 

21 

21 

18.5 

12.5 

8.5 

1 ： 22 

深夜 

9 

1 : 20 

土曜 

日曜 

祝日 

昼間 

180 

80 

80 

38 

30 

21 

21 

21 

18.5 

12.5 

8.5 

1 : 22 

夜間 

深夜 

9 

1 ： 20 

1989.2 
[平成元. 2 ] 

平日 

昼間 

180 

90 

90 

38 

30 

21 

15.5 

13.5 

10.5 

7 

5.5 

1 ： 33 

夜間 

21 

21 

18.5 

12.5 

9.5 

1:19 

深夜 

10 

1 ： 18 

土曜 

日曜 

祝日 

昼間 

180 

90 

90 

38 

30 

21 

21 

21 

18.5 

12.5 

9.5 

I :19 

夜間 

深夜 

10 

1:18 

1990.3 
[平成 2 . 3 ] 

平日 

昼間 

180 

90 

90 

38 

30 

21 

15.5 

13.5 

10.5 

7 

6.5 

1 : 28 

夜間 

21 

21 

18.5 

12.5 

10.5 

1 : 18 

深夜 

240 

120 

120 

50 

40 

28 

22.5 

22.5 

20 

13 

12 

1:15 

土曜 

日曜 

祝日 

昼間 

180 

90 

90 

38 

30 

21 

21 

21 

18.5 

12.5 

10.5 

1:18 

夜間 

深夜 

240 

120 

120 

50 

40 

28 

22.5 

22.5 

20 

13 

12 

1:15 

1991.3 
[平成 3 . 3 ] 

平日 

昼間 

180 

90 

90 

45 

30 

21 

15.5 

13.5 

10.5 

7.5 

1 : 24 

夜間 

21 

21 

18.5 

13 

1：14 

華 H 

240 

120 

120 

60 

40 

28 

22.5 

22.5 

20 

14 

1 ： 13 

土曜 

日曜 

祝日 

昼間 

180 

90 

90 

45 

30 

21 

21 

21 

18.5 

13 

1 ： 14 

夜間 

ii 

240 

120 

120 

60 

40 

28 

22.5 

22.5 

20 

14 

1:13 

1992.6 
[平成 4 . 6 ] 

平日 

昼間 

180 

90 

90 

45 

30 

21 

15.5 

13.5 

10.5 

9 

1 ： 20 

夜間 

21 

21 

18.5 

15.5 

1:12 

翳 

240 

120 

120 

60 

40 

28 

22.5 

22.5 

20 

17 

1:11 

土曜 

日曜 

祝日 

昼間 

180 

90 

90 

45 

30 

21 

21 

21 

18.5 

15.5 

1:12 

夜間 

羣霸 

240 

120 

120 

60 

40 

28 

22.5 

22.5 

20 

17 

1：11 

1993.10 
[平成 5 . 10 ] 

平日 

昼間 

180 

90 

90 

45 

36 

22.5 

13 

10 

1：18 

夜間 

30 

22.5 

18 

1:10 

翬 

240 

120 

120 

60 

60 

45 

30 

22.5 

1:8 

土曜 

日曜 

祝日 

昼間 

180 

90 

90 

45 

36 

30 

22.5 

18 

1:10 

夜間 

輩裏 

240 

120 

120 

60 

60 

45 

30 

22.5 

1:8 


[注] 1. 1988年(昭和63华 ）2 月改定時、離岛と通話需要などの而で煅も緊密な間係を冇する近隣 MA1 力所とのダイヤル通話料を隣接通話料金と同水準としました。 
沖糾 i 県については、特例として九州本土缎南端の MA に位睽するものとみなして、企:_との通話地域問距離を算定することとしました。また、沖縄県内の 
MA 相互間の通話は隣接通話料金と同水準としました。 

2. 1989 年（平成元年） 2 IT 改定時、同•都道県内にある離岛問の通話を隣接通話料金と同水準としました。 
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サービス • 広報 


夜間および深夜 • 早朝割引の時間帯の変遷 

0 6 8 19 21 23 24塒) 


民営化時〜 

深夜 

夜間 

昼 

問 

夜間 

深夜 


1990. 3〜 

深夜 

夜間 

昼 

間 

夜 

闓、 _ 

— 

[平成 2] 








1991.3 〜 

深夜 • 早朝 


昼 

間 

夜 

間 

!—深夜.早朝 


[¥ 成 3] 



ダイヤル通話料 

(単位=円) 


-100 


平日昼間3分当たり 




u J 

6〇 ^ . | ' .'レノ 50 


■ffilM—— — 

ど ^ 10 〆 // / m 

R7}r!7(- 


民営化時 1986.7 88.2 89.2 90.3 91.3 92.6 93.10 


レ r 2( ? 30 

'区域区域内 
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♦専用 サービス 


一般専用サービス[靜伝超の専用料(回線使用料)の推移(月顧) 


単位=円 


改定年月 

(民営化時） 

1987.8 

1989.5 

1990.3 

1991.3 

1995.9 

回線距離 


昭和 62,8 

平成元. 5 

平成 2.3 

平成 3.3 

平成 7.9 

Okm 

7,000 

7,000 

7,000 

7,000 

7,000 

7,000 

〇 km 〜 

10 km 

10,000 

10,000 

10,000 

10,000 

10,000 

10,000 

1 Okm 〜 

20 km 

23,000 

23,000 

22,000 

22,000 

22,000 

22,000 

20 km 〜 

30 km 

50.000 

50,000 

48,000 

47,000 

45,000 

45,000 

30 km 〜 

40 km 





62,000 

62,000 

40 km 〜 

50 km 

75.000 

75,000 

72,000 

70,000 

70,000 

66,000 

50 km 〜 

60 km 





70,000 

60 km 〜 

70km 





105,000 

87,000 

/Okm 〜 

80 km 





105,000 

80 km 〜 

90 km 

130,000 

120,000 

115,000 

112,000 


107,000 

90 km 〜 

100 km 





112,000 

109,000 

1 00 km 〜 

120 km 






112,000 

1 20 km 〜 

140 km 






115,000 

140 km 〜 

160 km 






118,000 

1 60 km 〜 

180 km 

210,000 

180,000 

165,000 

160,000 

153,000 

121,000 

1 80 km 〜 

200 km 

124,000 

2001cm 〜 

220km 






126,000 

220 km 〜 

240 km 






128,000 

240 km 〜 

360 km 

290,000 

245,000 

220,000 

210,000 

201，000 

20 km ごとに 

36〇 km 〜 

500 km 

350,000 

295,000 

260,000 

245,000 

230,000 

1,侧 T 加算 

5〇〇 km 〜 

750 km 

400,000 

350,000 

310,000 

295,000 

280,000 

2 

750 km 〜1 ,000 km 

390,000 

345,000 

325,000 

310,000 


1,〇〇〇 km 〜 

1,500 km 

450,000 

440,000 

390,000 

370,000 

350,000 


1,5〇〇 km 〜 

2,000 km 

500,000 

490,000 

440,000 

415,000 

395,000 

S 

2,〇〇〇 km 〜 

2,500 km 

550.000 

540,000 

485.000 

460,000 

435,000 


2,500 km^ 

3,000 km 

600,000 

600,000 

540,000 

510,000 

480,000 

S 

3,〇〇 0 km 〜 

600,000 

570,000 

540,000 




専用サービス[音声伝送] 

(単位=千円) 


20 km ごとに 
1.4001り加兑 


: ) C _ 


km 

I jP^3 3 6cS 0 ' 

ふ o 500 

- 1.500 
〜 1 ,000 
〜750 
500 


95.9 
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サービス •広報 


高速ディジタル伝送サービス [6 4 kbit / s ] の専用料（回線使用料）の推移（月額) 


中-位=円 


\\改定年月 
回線距離\\ 

(民営化時) 

1987.8 

昭和 62.8 

1989.5 

平成元.5 

1990.3 

平成2 .3 

1991.3 

平成3 .3 

1994.2 

平成6 .2 

1995.9 

平成7 .9 

〇 km 〜 1 5 km 

83.000 

83,000 

79,000 

61,000 

42,000 

42,000 

42,000 

15 km 〜 30 km 

200,000 

200,000 

190,000 

145,000 

100,000 

100,000 

100,000 

30 km 〜 40 km 

390,000 

390,000 

375,000 

285,000 

170,000 

158,000 

129,000 

40 km 〜 50 km 
50 km 〜 60 km 

195,000 

170,000 

180,000 

132,000 

134,000 

60 km 〜 70 km 
70 km 〜 80 km 

500.000 

465,000 

445,000 

335,000 

215,000 

190,000 

200.000 

136,000 

138,000 

80 km 〜 90 km 

230,000 

205,000 

139,000 

90 bn 〜 100 km 

210,000 

140,000 

1 〇〇 km 〜 120 km 

215.000 

142,000 

120 km 〜 140 km 

650,000 

590.000 

535,000 

400,000 

260,000 

218,000 

145,000 

140 km 〜 160 km 

220,000 

147,000 

160 km 〜 180 km 

225,000 

148,000 

18 〇 km 〜 200 km 

235,000 

150,000 

2 〇〇 km 〜 220 km 

152,000 

220 km 〜 240 km 

154,000 

240 km 〜 360 km 

830,000 

740,000 

665,000 

490,000 

320,000 

290,000 

20 km ごとに 
1，700円加算 

360 km 〜 500 km 

1,100,000 

915,000 

805,000 

590,000 

385,000 

345,000 

5 〇〇 km 〜 750 km 

1，500,000 

1，100,000 

970,000 

710,000 

465,000 

420,000 

! 

750 km 〜 1,000 km 

1,250,000 

1，100,000 

800,000 

525,000 

475,000 

1,000 km -1,250 km 

1，700,000 

1，450,000 

1，300,000 

950,000 

620,000 

520,000 

1,250 km -1,500 km 

560,000 

1,500 km 〜 2,000 km 

1,650,000 

1,500,000 

1,050,000 

680,000 

610,000 

2,000 km -2,500 km 

1，800,000 

1，750,000 

1，570,000 

1，150,000 

750,000 

675,000 

2,5 〇〇 km 〜3,000 km 

1，900,000 

1，900,000 

1,700,000 

1,250,000 

815,000 

735,000 

3, 〇〇〇 km 〜 

1,900,000 

1,400,000 

910,000 

820,000 



高速デイジタル伝送サービス [64 kbit / s ] 

(中.位=千円) 


民営化時 


1987.8 89.5 90.3 91.3 


20 km ごとに 
1，700円加ね 


94.2 95.9 
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[参考] 

♦携帯電話 • 自動車電話 


ダイヤル通言甜の推移 （次の秒数までごとに10円) 


改定年月 

方式 

時間有 

佳区分 

160 km 内 

160 km 超 

(民営化時） 

アナログ 

平日 

昼間 

6.5 

4.5 

夜問 

12.0 

7.5 

深夜 

8.5 

日曙 
祝日 

昼間 

12.0 

7.5 

夜問 

深夜 

8.5 

1986.7 

卿61.7] 

平日 

昼間 

6.5 

4.5 

夜間 

12.0 

7.5 

深夜 

8.5 

土曜 

日曜 

祝日 

昼間 

12.0 

7.5 

夜問 

深夜 

8.5 

1990.3 

[¥成2.3] 

平日 

昼間 

6.5 

4.5 

夜間 

12.0 

8.5 

深夜 

13.0 

9.0 

土曜 

日曜 

祝日 

昼間 

12.0 

8.5 

夜間 

深夜 

13.0 

9.0 

1991.3 
[平成 3.3] 

平日 

昼問 

6.5 

4.5 

夜間 

12.0 

8.5 

深夜 

早朝 

13.0 

9.0 

土曜 

日曜 

祝日 

昼間 

12.0 

8.5 

夜間 

深夜 

早朝 

13.0 

9.0 

1991.9 

[¥成3.9] 

平日 

昼間 

7.0 

5.5 

夜間 

13.0 

10.0 

深夜 

早朝 

14.0 

11.0 

土曜 

日曜 

祝日 

昼問 

13.0 

10.0 

夜間 

深夜 

早朝 

14.0 

11.0 

1994.12 
[平成 6.12] 

平日 

昼問 

7.0 

5.5 

夜問 

13.0 

10.0 

深夜 

早朝 

18.0 

14.0 

土曜 

日曜 

祝日 

S 問 

13.0 

10.0 

夜問 

深夜 

早朝 

18.0 

14.0 


単位=秒 


改定年月 

方式 

\時間帯 

距離区分\ 

昼間 

土曜 

日曜 

祝日 

夜間 

深夜 

早朝 

1995.4 
[平成 7.4] 

-般の m 話に着信する埸合 

ディジタル 800 MHz 

常業区域内 

9.0 

17.0 

17.0 

23.0 

営業区域外 
隣接県 

9.0 

17.0 

17.0 

23.0 

160 km 内 

8.0 

15.0 

15.0 

20.5 

1 60 km 超 

6.5 

12.0 

12.0 

16.5 

1.5 GHz 

営業 
区域内 

県内 

12.0 

22.5 

22.5 

31.0 

県外 

9.0 

17.0 

17.0 

23.0 

営業区域外 
隣接県 

9.0 

17.0 

17.0 

23.0 

160 km 内 

8.0 

15.0 

15.0 

20.5 

1 60 km 超 

6.5 

12.0 

12.0 

16.5 

アナログ 

営業区域内 

8.0 

15.0 

15.0 

20.5 

営業区域外 
隣接県 

8.0 

15.0 

15.0 

20.5 

160 km 内 

7.0 

13.0 

13.0 

18.0 

1 60 km 超 

6.0 

11.0 

11.0 

15.5 

③ NTT DoCoMo グループの携帯電話 • 自動車電話に 3 

皆信する場合 

ディジタル 800 MHz 

全国均一 

9.0 

17.0 

17.0 

23.0 

1.5 GHz 

12.0 

22.5 

22.5 

31.0 

アナログ 

8.0 

15.0 

15.0 

20.5 

③他の移動通信事業者の携帯電話 • 自動車電話に着信する場合 

全方式 

1601011内 

7.0 

13.0 

13.0 

18.0 

1 60 km 超 

6.0 

11.0 

11.0 

15.5 

1995.6 
[平成7 .6] 

他の移動通信事業者の携帯電話 • 自動車電話に着信する場合の区分を廃止 (NTT 
DoCoMo グループの 携帯電話 • 自動車電話に着信する場合と同一料金に） 

1995.11 
[平成 7.11] 

1:一般の電話に着信する場合 

ディジタル800 MHz 

営業区域内 

9.0 

17.0 

17.0 

23.0 

常業区域外 
隣接県 

9.0 

17.0 

17.0 

23.0 

160 km 内 

8.0 

15.0 

15.0 

20.5 

160 km 超 

6.5 

12.0 

12.0 

16.5 

1.5 GHz 

営業 
区域内 

県内 

14.0 

26.0 

26.0 

36.0 

県外 

9.0 

17.0 

17.0 

23.0 

営業区域外 
隣接県 

9.0 

17.0 

17.0 

23.0 

160 km 内 

8.0 

15.0 

15.0 

20.5 

1 60 km 超 

6.5 

12.0 

12.0 

16.5 

アナログ 

営茱区域内 

8.0 

15.0 

15.0 

20.5 

営業区域外 
隣接県 

8.0 

15.0 

15.0 

20.5 

160 km 内 

7.0 

13.0 

13.0 

18.0 

160 km 超 

6.0 

11.0 

11.0 

15.5 

T NTT DoCoMo グループおよび他の移動 通信事業 者の 携帯電話•自 1動 
車電話に着信す る 場合 

デイジタル 800 MHz 

全国均一 

9.0 

17.0 

17.0 

23.0 

1.5 GHz 

14.0 

26.0 

26.0 

36.0 

アナログ 

8.0 

15.0 

15.0 

20.5 


[注] 1. 拂带 m 話-自動审 m 話サービスについては、1卯2申(平成4苹 )7 月1日付で NTT 移動通信網(株) 
へ常米:を受渡しました。 

2. 1994苹(平成6 ¥)12 月以降の数値は、 NTT 移動通信網(株)の料金改定を掲載しています。 
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サービス • 広報 


夜間および深夜 • 早朝割引の時間帯の変遷 


19 21 23 24(時) 


民営化時〜 

深夜 

夜間 

昼 

問 

夜間 

深夜 


1990.3 〜 

深夜 

夜間 

昼 

問 

夜 

間 一 

—深夜 

[平成 2] 








1991.3〜 

[平成 3] 

深夜•早朝 


昼 

問 

夜 

間 - 

一深夜 • 早朝 


携帯電話 • 自動車電話 [ダイヤル通話料] 

( 単位 "* 円 ) 
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基本料の推移 （ブラン A に相当するもの、月額) 


取位-円 



自動車電話 


ショルダー 
ホ ン 


携帯電話 


mova 


ディジタル 


800 MHz 


カー ホン 


ショルダー 
ホ ン • 
携帯電話 


mova 


1.5 GHz 


mova 


1985.4 
[昭和 60. 4] 


28,000 

( 2 , 000 ) 


1985.7 
[昭和 60. 7 ] 


1985.9 
[昭和 60. 9 ] 


1987.4 
[昭和 62. 4] 


18,000 

( 2 , 000 ) 




26,000 


22,600 


23,000 


1989.3 
[平成元. 3 ] 


15,000 

( 2 , 000 ) 


1991.3 
[平成 3.3] 


1991.4 
[平成 3.4] 


1992.10 
[平成 4.10] 


1993.3 
[平成5 . 3 ] 


13.000 

( 2 , 000 ) 


1 


19,600 


19,000 


14,500 


14,000 


17,000 


16,000 


M 


17,000 


15,000 


16,000 


1994.4 
[平成 6.4] 


9,500 

(3,000) 


9,500 

(3,000) 


9,500 

(3,500) 


9,500 

(5,000) 


8,800 

(4,500) 


8,800 

(4,500) 


8,800 

(4,500) 


1994.10 
[平成 6.10] 


W 




W 




議: 


M 


■ 


8,300 

(4,500) 


7,400 

(3,700) 


i 


1994.12 
[平成 6.12] 


8,400 

(3,00()) 


8,400 

(3,000) 


8,400 

(3,500) 


8,400 

(5,000) 


7,800 

(4,500) 


7,800 

(4,500) 


7,800 

(4,500) 


1995.3 
[平成7 . 3 ] 


1995.6 
[平成 7.6] 




1 




8,400 
(4,700) 

rgi 




$ 


7,800 

(4,200) 




6,900 

(3,700) 


1995.11 
[平成 7.11] 


7,400 

(3,000) 


7,400 

(3,000) 


7,400 

(3,500) 


7,400 

(4,700) 


6,800 

(4,500) 


6,800 

(4,500) 


6,800 

(4,200) 


5,800 

(3,700) 


[注] 1. 数侦は回線使用料、 （） 内は端末機器のレンタル使用料（別褐）です0 

2. 携带馄話 • 自動柬爾話 サービスについては、 1992年(平成4彻7月11:1付で NTT 移動通信網㈱へ営菜を謝度し ました。 
3,1992年(平成4年:) 10)j 以降の数倘 は、 NTT DoCoMo グループ 9社の料金改定を褐帜 しています。 

4. 1994尔(平成6年) 4月から端末機器のお買い上げ制度を導人しました。 
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サービス •広報 


♦ポケットべル 


基本料の推移（基本区域タイプ、月額) 


中.位=|リ 


\区分 
腿年月\ 

呼び出し専用 

数字表示 


定型文表示 

自由文表示 


力ード 


力ード 

(民営化時） 

2,900 






1987.4 
[昭和 62. 4] 


3,200 

1988.12 
[昭和 63.12] 

2,500 

2,500 

2,900 

3,300 

1990.3 
[平成 2.3] 

2,200 

2,200 

2,600 

2,700 

2,900 

1991.2 
[平成 3. 2：/ 


W 


置 

—■.一 

1 

4,600 

1991.3 
[平成 3.3] 

2,000 



1992.6 
[平成 4.6] 

W 

I 

2,600 

1992.10 
[平成 4. W ] 

2,500 

霱 

1994.9 
[平成 6. 9] 


2,500 

1995. 1 
[平成 7.1] 

2,400 

2,400 

1995.3 
[平成 7. 3] 

1,800 
( 400) 

1,800 
( 400) 

1,800 
( 500) 

1，800 
( 500) 

1，800 
( 500) 

1,800 
( 700) 


[注]丨.数侦は1111線使川料、 （） 内は端来機器のレンタル使川料(別揭)です。 

2.無線呼出サービスに ついては、 1992年(平成4年）7月 I 日付で、 NTT 移動通信網(株へ営菜を譲渡しました。 
3. 1992年评成4平)10月以降の数値は、 NTTDoCoMo グループ9社の料金改定を揭砹しています。 

4. 1995年(平成7年)3月から端末機器のお H い上げ制度を淖人しました。 
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♦料金改定一覧 


1985年度 

1986年度 
1987年度 

1988年度 

1989年度 


1990年度 


1991年度 
1992年度 

1993年度 

1994年度 


電話サービス 

基本料 

ダイヤル通話料 

4 ■「本電話機の自由化」に伴い、拔本料を1"1線使川料 • 機器使川 
料 • 配線使用料に分離 



1 

7•土曜日割引制度を新設 


2 •遠距離 (320 km 超え)通話料を値下げ 

2■離岛通話料を改善 

3 •フリーダイヤルの付加機能使用料を値下げ(5,000円月-3,000 
円/月） 

2 •近距離(隣接区域内〜 20 km ) • 遠距離 (320 km 超え)通話料を値下げ 

2■離島通話料を改善 



3 •プッシユ回線の付加機能使用料を値下げ (450 円月—390円 
月） 

3 •キャッチホンの付加機能使用料を値 F げ (350 円月—300円 
月） 

3 •転送でんわの付加機能使用料を値下げ(2,400円月叫,500円 
月） 

3 •クレジツト通話サービスの付加機能使用料を値下げ (150 円/月 
—100円月） 

3籲遠距離 (320 km 超え)通話料を値下げ 

3•深夜割引を全距離段階に拡大 



5◊キャッチホン.セット割リ1のサービス開始 

12•加人電話の配線使用料を値ドげ (70 円月 —60 円月） 

6◊フリーダイヤル•割リ1サービスを開始 

3 ■距離区分を変更 ( 】 60 km を超える区分を一律化） 

3籲近距離 (20 〜 30 km ) • 遠距離 (160 km 超え)通話料を値下げ 

3籲深夜割引時間帯を拡大(午後11時〜午前8時、深夜.早朝割引に 
名称を変更） 



4 ◊テレジョーズ(夜問.休口通話割引)のサービス開始 

6 •遠距離 (160 km 超え)通話料を値下げ 




10■距離区分を変更(距離段階を10から8へ） 

10•市外 (30 km 超え ) 通話料を値下げ 

11◊テレワイズ(市外通話割引)のサービス開始 

2◊メンバーズネット.月極割引のサービス開始 


1995年度 


2 ■級局区分を変更(区分数を5から3へ） 

2#加入電話の回線使用料を値上げ 

7 ◊テレワイズ.ワイド(複数回線割弓1 ) のサービス開始 

3 ◊テレチヨイス(市外 W 香選択割 51) のサービス開始 


10#1 . 2級局の事務用加入電話の回線使用料を値!：げ 

11•フリーダイヤルの付加機能使用料を値下げ(3,000円月—1,000 
I'J 月） 

8 ◊テレホーダイ1800(電話番号選択定額)のサービス開始 

10◊テレホーダイ3600 ( m 話番号選択定額)のサービス追加 

11◊フリーダイヤル.スーパー割引サービスを開始 
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サービス.広報 


_制度変更 

•料金改定 

◊割…サービス 

参考として、割引 サービスを 

--掲載しています: 

専用サービス その他 



I 

- J 


2•ファクシミリ通信網サービスの通信料に夜問割引制度を新設 

8 ■距離区分を追加 (SD は11から13へ、‘般は14から15へ) 

8 •中距離.遠距離 K 問 (60 〜2,500 km) を値下げ (SD、 -般とも） 

2•ビデオテックス通信サービスの通信料に夜問、土曜.日曜.祝 

IJ 割引制度を新設 


7•バケット交換サービスの通信料に夜問、 m 曜.祝 n 割リ1制度を 
新設 

10■第2槐ビデオテックス通信網サービスの基本料(回線使用料)を基 

本額と加算額に分離 

10•第2種ビデオテックス通信網サービスの基本料(回線使用料)を値 
下げ 

5 ■距離区分を追加 (SD は13から14へ、-般は15から16へ） 

5 •全区問を値下げ (SD、 -般 〈10km 以内を除く〉とも） 

3 •全区間を値下げ (SD、 -般 〈10km 以内を除く〉とも） 


7 _rDSU のぉ容さま設置」を淖人(一般） 

7 _回線終端装置専用料を値下げ(一般) 

3 ■距離区分を追加 (SD は14から16へ、•般は16から18へ) 

3 •令区問を倘ドげ (SD、 •般 〈20km 以内を除く〉とも） 

3 ◊長期継続利用割引を新設 (SD、 3年間継続の利用で5 %割引) 

6 ■第丨稀パケッ1、交換サービスの基本料を回線使用料、 DSU 機器 
使川料、配線設備使川料に分離 

6 •第1種パケット交換サービス (48kbit/s) の基本料を値下げ 

6 ■パケット交換サービスの跗離 K 分を変史(区分数を3から2へ） 

6參パケット交換サービスの遠距離 (500km 超え)通信料を値ドげ 

6 •パケット交換サービスの通信料に高額利用割弓1を新設 (10 万円を 
超える分を10%割引) 

12•番另•案内の費用負担を適正化 (30 円絮内) 


100高額利用割引を新設 (SD、 500万円を超える利用で3〜7 %割引) 

6加入電話のダイヤル通話料改定時、公衆電話のダイヤル通話料 
を裾え置き、加入電話と別体系に 


10•信サ監视通信サービスの開始に伴い、•般#川サービス (50bit/s) 
を値 L げ 

10#テレビジヨン放送中継サービスを侦上げ 

2 ■距離区分を追加 (SD は16から24へ) 

2 •中距離.遠距離 K 間 (30km 超え)を値下げ (SD) 

2 ◊長期継続利用割リ1を拡大 (SD、 6年冏継続の利) |j で11%割 31) 

10•公衆锟話料金を改定 (160km 以内を値ヒげ、 160km 超えを値下げ) 



4 •公衆電話の区域内通話料を値 h げ(昼問 • 夜間、90秒10円 — 1分 
lOl'J) 

2籲番号案内の多数利川について割増料金制を導入 （ 1案内月を超 
える分を60闪案内に} 

9 ■距離区分を追加 (SD、 •般とも中距離を細分化、 240km を超えて 
20km ごとに一定額を加算) 

9 • •部値 t げを含む料金体系を見直 USD) 

9 籲中距離 • 逮距離区間 (40 km 超え)を値ドげ(•般 ) 

9◊高親利用割引を拡大 (SD は200万円を超える利用で2〜7 %割 
31、 ▲般は200万円を超える利用で2〜4 %割…） 

4◊ファクシミリ通信網サービスで通信料の月極割引サービスを開 
始 

10•番号案内の深夜 • 1 神】利用について割増料金制を導入 (60 円案 
内） 


[注」氓川サービスのうち、 「 sd 」 は“速ディジタル伝送サービス、「•般」は•般少川 


昭和60轉 

職 r) バ m 
昭和62年度 

昭和63年度 

平成ぶ I •:度 


平成2年度 


、ド成3《1.:度 
、ド成4 々:•度 

m 5ギ度 

、ド成6ポ度 

t : 成7 倾 


卄ービスを指します 
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通信機器 


、、、、分類 
年度~\ 

単体電話機 

ホームテレホン 

ビジネスホン 

PBX/TDM/LAN など 

1985 昭利 160 

籲 ハウデイ.スピーカーホン 
•ハウ デイ.グラツィア 

⑩レ ポンス I n/in 
馨 ファッションプレート 
• リニア 

•トレンド ライン 
❿コ ンテンプラ 

攀 ハウデイ.コードレスホン I 

參 ハウディ■ホームテレホン 

•ハウ ディ.ホームテレホン S 


• EINS230 

• Ml -TDM 

• M2-TDM 

86 61 

❿ ハウデイ.メモリー（スリムタイ 
プ） 

參 ハウデイ.ドアール 
•ハウ デイ • レデイ 
參 ハウデイ•ウインデイ 

籲 ハウデイ • レポンス A/B/E 
馨 ハウデイ.コードレスホン 11 

參 ハウディ.ホームテレホン 
スーパー D 

•ビジネス ホン EKX(V2) 

• TDM-M 3000 シリーズ 

• EP11 

• HP31 

87 62 

#クローバーホン me 
❿ クローバーホン you 
•ハウ デイ•セレクト 
泰 ハウデイ • アート A/B 

•ハウ ディ_ステーション 106 
參 ハウディ.コードレスホン 

CX104 

•ハウ ディ•セーフティ 

• ビジネスホン a 

• EP22 

• HHX 

• TM- 3000 シリーズ 

88 63 

参 ハウデイ.コードレスホンパッセ 
•ハウ デイ • トーク 
•ハウ デイ • レポンス PRO 

•ハウ ディ.ホームテレホン SX 
參 ハウディ•ホームテレホン DX 

• ID カード 
•ビシ ネスホン VS-S 
參 ビジネスホン HD 

• EP12 

• EP32 

• P-CS 

• BM-3000 

• BX-3000 

89 平成元 

籲 ハウデイ. コー ドレスホンパッセ 

S/E/S-100/R-100 

•ハウ デイ.クローバーホン S 
•ハウ デイ.セレクト S 
•ハウ デイ.メモール 10 

•ハウ デイ.サナ IC-1000 

•ハウ デイ.レポンス 1M- 2000 

• NTT • カークプラス 

• NTT • キュート A10 

# ハウディ.コードレスホン 

CX104S 

參 ハウディ • ステーション P 

•ビジネス ホン( X ハイブリ 

7ド、 

• EP13 

• EP23 

• B し 3000 

90 2 

翁 ハウデイ.コードレスホンパッセ 

E-100/F-100/S-200/R>200 

攀 ハウデイ.コードレスホンハンズ 
フリータイプ 

籲 ハウデイ.コードレスホームテレ 

ホン CP-S10/R10/D10 

•ハウ デイ • レポンス 1M- 2100 
•ハウ デイ • レポンス CA-4000 

•ハウ ディ • セーフティ！] 

•ハウ ディ.ホームテレホン 

SX-II 

•ハウ デイ • ステーション F 
參 ハウディ.コードレスホーム 
テレホン CX-S10/EU) 

參 ハウディ.ホームテレホン 

DX-0 

• ビジネスホン an 
參ビ シネスホン all ハイブ 

リッ K 

• ビジネスホン VS-M 
• id カード n 
• ビジネスホン HD 11 

• EP14 

• TDM-M 300 0X シリーズ 
畴 M- 5000 /5000i 

• BC-3000 

91 3 

參 ハウデイ.コードレスホン CP- 

S20/R20 

參 ハウデイ.クローバーホン sn 
❿ ハウデイ•セレクト sn 
•ハウデイ•セレクト sn 受話 音撤 
調節機能付電話機 

_ ハウデイ • レポンス lM-22()0 
# ハウデイ.コードレスホンパッセ 

R-300 

參 ハウディ.コードレスホーム 

テレ ホ ン CX-RS20/RE20/S20 

•ハウ ディ，セーフティ IIB 夕 

ィプ ( 消防検定品) 

參 レカムビジネスホン VS- 

n 

參 ED マーケティングシス 
テム TS-200 


92 4 

0 ハウデイ.コードレスホンパッセ 

S-300/R-400 

癱 コードレス p てれほん 
# ハウデイ.コードレスホン CP- 

S30/R30/D30 

•ハウ デイ.クローバーホン SOI 
_ ハウディ•セレクト SU1 
♦ハウ デイ.メモール lOE 
•ハウ デイ • レポンス 1M- 2300/ 
3300 

參 ハウディ.コードレスホーム 

テレホン CX-RS20/RS20 ポ 
ケットセット 

•ハウ ディ.コードレスホーム 

テレホン CX-R30/R30 ポケッ 
トセット 

• ビジネスホン 0CEX/EXH 

• EP24 

參 BM3000X 

• BP- 3000 

93 5 

參 NTT • コードレスホン K10 
擧 ハウデイ.コードレスホン CP-R40 
_P てれほんII 
•P てれほん E 

參 レカム • ホームテレホン VX 
參 ハウディ.コードレスホーム 

テレホン CX-R40/R40M 

參 ビジネスホン aHX 

• EP15 

參 MTDM-BN1 

• EP33 

• TDM-M 5000 シリーズ 

94 6 

參 ハウデイ.コードレスホンパッセ 

S-500/R-500 

籲 ハウデイ.コードレスホン CP- 

S40/D40 

• NTT .ディジタルコードレスホ 
ン DC-R2000 

⑩ ハウデイ.レポンス 1M-2400/ 3400 

參 NTT • セーフティ VJ 

• NTT .ディジタルコードレス 

ホン DC-R 2000 

• NTT ホームコミュニケーショ 
ンシステムエクセルステージ 

• ビジネスホン otEX-S 

• ビジネスホン HDU1 
•ディジタル システムコ 
ードレス 

• EP25 

• BP-3000X 
•高機能音声 メール 装•散 

• FAX メール 装骰 
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サービス•広報 


FAX 

ISDN 機器 

画像通信機器 

その他 

•電話 ファクス 300 OF 


• TV 接続型キャプテン.アダプタ 

籲 コムエクセル 
參 スケッチホン 
•ス ケッチボード 
• コムワードテレックス 

• NTT FAX-20/21 

• NTT FAX-220T/300T/330P/ 
SOOT 

參 NTT FAX-31 OOF 

# ミニファクス 


參 パソコン対応キャプテン.アダプ 
夕 

t キャップメイト 
•キャップ メイト M 

•ネット メイ b 2000/2200 
•ネット メイト 2000 M/ 2200 M 
•ネット メイト 2000 TM 

•ハウ デイメール 
• コムワード n 

• NTT FAX-240T/250T/350T/ 

530TMn/540T 

• NTT FAX- 320 OF 


•キャップ メイト V6 
•キャップ メイト V10 
•キャップ メイト V14 

參 ネットメイト L-20 

• YI アダプタ 

•ハウ デイターミナル S 

拳 音声会議 システム AC-I 

• NTT FAX-20S/20R/21S 

• NTT FAX-D 4100 

• NTT FAX-390T/400/610P/ 6301 

參 ハウデイコピネス F 

•コイ ン FAX/ マルチ FAX20 

•ネット メイト D64 

• INS メ イト D-l 
# スコープポート D64 
♦音声 会議 システム AC-ID 

•キャップ メイト V15 

• ビジュアルメイト VM-8 

春 音声会議 システム AC-n 

•ハウ デイメール AD 

• MiTeTe-R/T/S/U 

參 NTT FAX-22/22R/23/40 

• NTT FAX- 160/260/401/603/ 
640M 

• NTT FAX-D 4200 
參 NTT FAX-TKI 

參 ネットメイト D64(V2) 

• INS メイト D-1(V2) 

♦ INS メイト D-2 


• TL-100 

• MiTeTe-C 

• NTT FAX-24/41/43 

• NTT FAX-270/406/604P/605 

• NTT FAX THE RUNNER 

• NTT FAX-D 4300 /D 600 0/ 

D 6100 

•デイ ジタルでんわ S-1000/T-1000 

參 HC- 7000 春 C- 1000 

• FD トランスファー 

參 一斉同報装置 HC- 1 /HC-1000 

• INS メイト D-3 

參 バケットリンクシリーズ 

參 ネットメイト D64-S 
•スコープ ポート D64( カラー） 


•テ レアシスト 1000/1100 
• コース内通信システム GCS 
• LED メッセージ同報システムサイ 

ンコール 

春 音声会議 システム AC-DI 

• NTT FAX T-10/T-20/T-30/T- 
40/T-50/T-60 

• NTT FAX-1 80 n /1 90/412/4 16P/ 
606/650M 

• NTT FAX-D 6200 /D 6300 

• INS メイト B-1 

參 FD トランスファー EX 
•テ レフォトグラフ 2000 
參 FD トランスファー n 

• SB-1 

參 ネットメイト D64-SII 

• INS メイト D-1S 

籲フヱ イスメイト FM-C300/C500A/ 
C500B/C700 

# フェイスメイト FM- 3100/3200/ 
5000 

• フェイスメイト FM-MC30/ 
MC10/MC20/DEC 

D ビジュアルメイト VM-10 

•テ レアシスト 800/1200/2000/3000 

♦緊急 通信システム SR10 
• FAX 同報/情報案内 システム DJ- 
100 

參 ED マーケテイングシステム TS- 
200 

• NTT FAX T-31 /T-41 /T-51/T- 
61 

• NTT FAX L-50/L-70 

• NTT FAX T-200/T-310/P-500/ 
T-510/L-700 

• MITEDAS (NTT FAX T-01V) 

• NTT FAX-D 5000 

• LX-30 

• スキユワトーク C-1 
•スキ ユワトーク HC-1 

• INS メイト D-1F 

•テ レフォトグラフ 1000 

• INS メイト E し 1 

• INS メイト X-1 

鲁 FD トランスファー CB-1 

@ ビジュアルメイト VM-64 

•テ レアシスト 5000/5100/2100/ 

1-10 

• 音声応答装置 MX- 1 

• NTT FAX T-ll/T-21 

• NTT FAX し 60 

• NTT FAX T-21OCL/L-710 
參 NTT FAX J-300 

參フ ァインカラートランスファー 

• INS メイト RX-1/RX-2 

• INS メイト SJ-1 ♦PICSEND-R 

參 FD トランスファー S 

•フェイス メイト FM-C100/C200/ 
C100L 

•フェイス メイト FM-1 000/2200/ 
320 0R 

春 公衆回線監視アダプタ 

參 NTT FAX T-12/T-22CL/T- 
32/L-40/T-52 

參 NTT FAX T-201 /T-211CL/T- 
212/T-213 

參 NTT FAX J-200/J-700 

# スコープポート D64JX 
籲 スキユワトーク c-n 
•スキ ユワトーク C- 2000 

• INS メイト V-1/V-2 

• I-DSU64 

• INS メイト PL-1/PL-2 

參 フェイスメイト FM-GW100 
# フェイスメイト FM-MS 

•サービス ホン Affl 
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広報•宣伝 _ 

1•テレビコマーシャルの変遷 


1 


商品名 


タイトル 


八ウディシリーズ 

坂本能-編 


CF カツト 


_議参 



NTT 


[ 代理店 ] 

電通 


[制作] 

T.Y.O 


[ タレント ] 
坂本龍一 


通話利用促進 

あなたをもっと 
知りたくて 
電話編 


謂關 



[ 代理店 ] 

電通 


[ 制作 ] 

マザース 


[ タレント ] 
薬師丸ひろ子 


通話利用促進 

カエルコール 

新宿地下街編 



[ 代理店 ] 

[ 制作 ] 

[ タレント ] 

博報 堂 

TBS 映画社 

山田豊、 寺 田慶子 


タウンページ 

ラグビー編 


%, 


m 







[ 代理店 ] 

[ 制作 ] 

I [ タレント ] 

NTT アド 

オフイスヘンミ 

1 加山雄三 


% 


キャプテン 


どこかが違う海編 


m 



[ 代理店 ] 

[ 制作 ] 

[ タレント ] 

第一企画 

葵プロモーション 

仙道敦子 


八ウディフェア 

のぞいて見てね 
電話局編 






Mm 

Mm ^ 

mm 




[代理店] 
第一企画 


[ 制作 ] 

テレコムジャパン 


[ タレント ] 
沢口靖子 


19006〔昭和61〕 


19005 is 
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サービス • 広報 


八ウディ•コードレスホン 
_ ハッセ 

パツセでよかった編 




[ 代理店 ] 
第一企画 


[ 制作 ] 

テレコムジャパン 


[ タレント ] 
小泉かおる 


携帯電話 


植物園編 



[ 代理店 ] 

[ 制作 ] 

[ タレント ] 

NTT ァ K 

朿映 CM 

藤谷美紀 
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年 商ロロ S 

タイトル 


CF カツト 


おし花電報 


卒業編 







參'へ 





[ 代理店 ] 
博報堂 


[ 制作 ] 

TBS 映画社 


声 


[ タレント ] 

田中美佐户 



フリーダイヤル 

猫編 




[ 代理店 ] 

電通 


[ 制作 ] 

葵プロモーション 


娜 


グループ広告 

魚と話す日。 



[ 代理店 ] 

[ 制作 ] 

[ タレント ] 

NTT アド 

モーニング 

ハリウッド.タッカー 





トレスホン 



|9007 〔昭和 62 〕 


190000 〔昭和 S 


1 9©9在〔昭和 61:| 


















































[代理店] 

[制作] 

[タレント] 

東急エージェンシー 

葵プロモーション 

中井貴一 


_ 


ホ見 

龜 



1 mi 


公 


umpmm 



[代理店] 

[制作] 

[タレント] 

第一企画 

TCJ 

沢口靖子 


圈瞧 



©i 


_ 


• 、 7 W y { 


たくさんのこ利用に 

ありがとうの儀下げです 


[代理店] 

[制作] 

[タレント] 

電通 

二番工房 

薬師丸ひろ子 


k§n 


楽 * »★# ChiU MomkoOwn 谬 ， •« 




中十1〒本：！ 

お申込みは 116 へ 

# 

丄 , 刊 •♦ レ、 mwJwwn. 

ブ〜％1耖”ふれ •“ qnra a 
-鐮 cwk 使 拿 r * 


[ 代理店 ] 

電通 


[ 制作 ] 

プロシード 


[ タレント ] 

ちびまる子 ( TARAKO ) 


WU 



[代理店] 
博報堂 


[制作] 

プロシード 


[タレント] 
中井貴一 



[ 制作 ] 

ザ • ないん 


[ タレント ] 

田中邦衛、薬師丸ひろ子、高島政宏、藤谷美紀、緒形直人 


CF カツト 


I 


商品名 


タイトル 


八□ーダイヤル^ 

中井接待編 


ハウデイフェア 

ホーム テレホン編 


通話利用促進 

パジャマ•コ^ー ル 


キャッチホン 
セツト割引 

歌うちびまる子編 


4 D 化キャンペーン 

風船編地方版 


100年目の電話生活 

第1話「引越し」 
116番 


100 



,990 〔平成2〕 


19009〔平成元：！ 


[ 代理店 ] 

博報堂 




































__.AT T の朽 HI な月 ♦« JR 屮サーヒス、 

ラレ 5 /ヨース 

唇 

±S-«aflWB. 7BBM0K 〜 8tt8H の達这が 
■大約 15%0FF 


テレジョーズ 

回数券 • 牧瀬里穂編 


0NTT i 

▼ jUiia-3 1 

if ^1 


mova 

(携帯電話） 


ムーバ全国ネット編 


[代理店] 
博報堂 


[制作] 

東洋シネマ 


[ タレント ] 
牧瀬里穂 


[代理店] 
NTT アド 


[制作] 

葵 プロモーション、 金森広告事務所 


©1 

f ^ ^ ^ ? 


タウンページ 

ウォーリーがいっぱい編 


mm 




[ 代理店 ] 

[ 制作 ] 

[ タレント ] 

NTT アド 

キヤラバン 

ウォーリー （堀内賢雄） 
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ドキドキワクワク編 


植木等編 


91NTT サンクスフェア 


会いたい編 


G4 フアクス 

NTTFAX-D 4300 


I 


商品名 


タイトル 


デイスブレイカードポケベル 


CF カツト 




[ 代理店 ] 

博報堂 


[制作] 

テレコムジャパン CM 


[ タレント ] 

高嶋政宏 


■編編 


こ•相如よお気 ft に通信アドバ 


[代理店] 
博報堂 


[制作] 

ザ-ないん 


[タレント] 
植木等 




サービス • 広報 







—992【平成4 


•99, 〔平成31 




















































CF カツト 


[ 代理店 ] 
NTT アド 


燃先ろ務部 「 

mim 


0 m 論 

' 文 ♦ ; 

ーン 

Wmi 



[ 代理店 ] 
博報堂 


[ 制作 ] 

ザ • ないん 


[ タレント ] 
小林稳侍 



[ 代理店 ] 
NTT アド 


[ 制作 ] 

ニッ テンアルテイ 


[ タレント ] 

傭英 


_ 


[ 代理店 ] 

博報堂 


[ 制作 ] 

T.Y.0 


[ タレント ] 

小椋佳 



商 ロロ-^ 

タイトル 


社会貢献 PR 

ハクガン編 


NTTFAXL -50、60、70 

燃えろ総務部編 


^ SNTT サンクスフェア冬 

紗英のサンクスフェア 


_テレワイズ 

わたしはテレワイズ 
自宅編 


漢字電報 

階段編 


企業 PR 

itm 



年度 


1992 1 £ 


f 993〔平成5 


f 994〔平成 6} 


02 


[ 代理店 ] 

電通 


[ 制作 ] 
太陽企闻 


[ タレント ] 
緒形拳 








































サービス•広報 


年 _商品名 


度 タイトル 


CF カツト 


グループ広告 

情報の旅人編 





[代理店] 
NTT アド 


[制作] 

モーニング 


[タレント] 

片岡孝夫 


テレチヨイス 

SMAP 登場編 





電話の先へ。 

© 

NTT 


[代理店] 

博報堂 


[制作] 

マザース 


[タレント] 

SMAP 


[参考]ポスターの変遷 


© 


& 



[通話利用促進] 

パジャマ.コール 
. 1989年(平成元年）度 


NTT0 


ifinj ■取 


[通話利用促進] 

カエルコール 

1985年(昭和60年)度 



樣 


r 


電話生活 

[100年目の電話生活] 

引越し編 

1990年(平成2年)度 


： % «V •一 

〜 ISITH 

r91NTT サンクスフェア] 

ドキドキワクワク編 

1991年(平成3年)度 






魚と話す日。 


ハクガン 編 


情報の旅人編 


1987年(昭和62屯)度 


1992年(平成4ギ)度 


1994年(平成6年)度 
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— 

W 111 11 


市外局番で選ぷ I 

新しい • 

期引サービス、 

始まる。 


,994〔平成6〕 












































2 .イベント • 文化活動 


♦コミュニケーション 活動 


1986年(昭和61年）6月に、毎月19日を「トークの日」として、“人 

と人、人と街、人と文化、人と未来をテーマに、コミュニケーショ 
ンとは何かを考え、互いの絆を深め合う”活動を始めました。“トー 
ク”を中心としてコミュニテイ空間を創造する 「 NTT トーク&トー 
クシアター」の開催、コミュニケーションに関するエッセーを募集 
し、 「 NTT ふれあいトーク大賞」を選考するなどの活動を行ってい 
ます。 


NTT トーク&トークシアター 
NTT 卜ークフエスタ 

1986年(昭和61年）7月から1994 
年(平成6年）9月までは 「 NTT 卜 
-ク&トークシアター」、1994年 
(平成6年）10月からは 「 NTT トー 

クフエスタ」として、毎月19日に 
開催しています。 



NTT 卜ーク&トークシアタ ー 



NTT 卜ークフエスタ 


NTT ふれあいトーク大賞 

1994年(平成6年）までに9回開 
催し、約7万7,000編の応募があ 
りました。また、優秀作品を紹介 
した 「 NTT ふれあいトーク大賞 
100選」を毎回発行しています。 




NTT ふれあいトーク大賞1〇〇選 


♦展示活動 

企業イメージの向上および NTT の技術力.商品力の紹介を通じ、 
ビジネスチャンスの拡大を目的として各種展示会の開催.出展をし 
ています。 NTT が企画する総合展示会 「 NTT コレクション」をはじ 
め、「コミュニケーション TOKYO 」 「テレコム(世界電気通信展示会)」 
など、国内•国外の数々の展示会へ出展しています。 


NTT コレクション 

NTT グループの もつ、最新の 
mi -商品 • サービスを 集大成し 

た 「 NTT コレクション」は、1987 
年(昭和62年)以降、毎年開催して 
います。 



NTT コレクション 



NTT コレクション 
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サービス •広報 


NTT トライアス□ンサーキツト ( NTC ) 


NTT N 響コンサート 


NTT トライアス□ン 
サーキット (NTC) 

1990年（平成2年)度から特別 
協賛し、大会を運営するボランテ 
ィァや競技へも社員が参加してい 
ます。北海道から九州まで全国 
9大会を転戦します。 



NTT トライアス□ンサーキツト （ NTC ) 


♦ICC 活動 


NTT は新しいタイプの文化施設 「 NTT イ ン ター コミ ュ ニケーシヨン センター 
( ICC )」 を1997年(平成9年）4月に開設いたします。 ICC は、技術の発展をき 
つ かけとして生まれる新しいコミュニケー シヨ ンをテーマとする施設で、ネッ 
トワークやコンピュータを用いた芸術作品の展示をはじめとするさまざまな活 
動を展開します。また、オーブンにさきがけ実験的なギャラリーの開催や出版 
などのプレ活動を行っています。 


ICC プレイベント 
ICC ギャラリー 

NTT メセナの顔 「 NTT インタ 
ーコミュニケーションセンター」 

は、1997年(平成9年)度 i こ開館の 
予定です。 



ICC プレイベント 


ICC ギヤラリー 
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♦芸術 • 文化 • スポーツ振興 

「NTT N 響コンサート」 「 NTT トライアスロンサーキツト ( NTC )」 
は、芸術•文化•スポーツを振興し、地域密着型イベントとしても 
定着しています。また、1990年(平成2年)には、電話100年記念事 
業として 「THE BIG JOINT TOUR 」 「ベルリン国立歌劇場」「地球 
フォーラム」などを開催しました。 


NTT N 響コンサート 

1985年(昭和60年）4月に始ま 
り、全国78都市で延べ106回開催 
し、約14万人の来場者がありまし 
た （1995 年〈平成7年〉3月現在)。 





















3 .主な定期発行誌 


COMMUNICATION^ 





NTT (U) 


NTT|\/|onitor 


1 ..•.. 二 .... m 

鼠 ，I 

aj 

■ 二 " 

IfeiP 

11 



COMMUNICATION 


from NTT 




I ◎創 刊一1991年(平成3年）4月 


◎発行形態一隔週刊 


1◎内 容一事業活動、新商品 • 新サービス情報、研究成果など NTT グ 

ループのト ピックスを紹介 



NTT Monitor 


| ◎創 刊一 1991 年(平成3年）9月 


◎発行形態一月刊 


i ◎内容一事業活動、新商品•新サービス情報、研究成果、メセナ活 
動など幅広く海夕^へ紹介 


郷秋 


NTT is … 


1993冬 


f 

屬 

Pw 



；◎創 刊一1991年(平成3年）3月 


◎発行形態 一 季刊 


:◎内 容一株主に対して、トップからの 
メッセージ、事業の動き.成 
果などを紹介 



◎創 刊一1986年(昭和61年）6月 

◎発行形態一隔月刊 一_ 

◎内 容一文化的素材を中心に、教養と知識を深めるきっかけとなる 
ような話-題を紹介 
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サービス •広報 



八 □ー インフオ メー シヨン 


◎削 

刊一 1991 年(平成 3 年 ) 8 月 

◎発行形態一随時 

◎内 

袢一請求 與 送付の際に冏封 
し、お客さまに対して、 
サービスや料金 体系の 
お知らせなど、 ベーシ 
ッ クな悄報を中心に紹 
介 



N T T ぷ 5 ざ 


MMml 




NTT ぶらざ 


■■■■■■■Hi 


◎創 l : iJ ド)85イド(昭和6〇勺•:)』 ) J ( jjpyrviii ^^ j を衣枰え）_ 

◎ 発行形態一月 pi 

◎内 料 一 経常ノ/針や新阀品 • 新サービスの紹介、地域の話題などを 
社内に PR 



NTT BUSINESS 


◎創 刊一1986年(昭和61屯）3 IJUI NrNrm 務」 を衣持え) 

◎発行形態一月刊 _ 

◎内 容一贵業活動、営業活動を中心に新商品 • 新 サービスの 紹介、 
支店の取り組みなど、お客さまと接する部分を幅広く、詳 
細に紹介 
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4 .広報活動 


♦広聴活動 


NTT では、お客さまの声を積極的にお聴きし、サービスの改善や事業運営に反映させるため、「オレンジ活動」とい 
う広聴活動を展開しています0お客さま専用のホットラインの受付である「お客様相談センター」、地域の有識者にご 
意見をお聴きする「お客様懇話会」、一般公募の女性を対象とした「レディースモニター」、さらに、窓口.116などに寄 
せられたお客さまの声は、迅速にサービス.経営に反映させるため、支店から本社までの全事業所に設置された「オレ 
ンジ委員会」で蕃議.検討されています。 


「オレンジ活動」 

「オレンジ活動」のシンボルマ 
ーク“テレ太君”を作成し、社員 
の「オレンジ マ インド」 釀成に取 
り組んでいます。 


© 


テ Ut 君 



お客様相談センター 


「お客様相談センター」受付件数の推移 


千件 
300 


250 


200 


150 



1986 87 88 89 90 9192 93 94年度 


[注11993年(平成5年）12月に「オレンジセンター」から「お客様相談セン 
ター」に名称を変更しました。 


♦パブリシテイ活動 


♦ NTT-TV ニュース 


新商品 • 新サービスや研究成果などを 「News Release 」 
を通じて、積極的に発表しています。 「 NTT レポート」 
「 NTT トピックス」では、商品.サービスや技術にスポ 
ットをあて、その背景や動向をお伝えし、広く話題の 
提供をしています。また、これらはインターネットで 
も紹介しています。 


社員への情報提供など社内広報活動のひとつである 
のが 「 NTT - TV ニュース」です0毎週放送し、常に新鮮な 
話題をいち早く社内へ広めています。平成5年度から 
は生放送も行い、これまでの放送は721回を数えます 
(平成7年3月現在)。なお、過去5回、日経連社内報セ 
ンタから「推薦ビデオ社内報 • 優秀賞」を受賞していま 
す0 
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設備 • システ厶 


. 通信設備 


年度 


区分 


1985 

昭和60 


1986 

昭和6! 


伝達システム 

(伝送 • 無線） 


參 26G 带ディジタル加入者無線方式 
(26SS-D 1方式対向形） 


ケーブル • 管路 

(線路 • 土木） 


春光ファイバケーブル多心一括融着接続機 
♦難燃化ケーブル 
參改良ケーブルけん引装置 

(ケーブルプーリングコントローラ） 

籲非開削技術 (D301、D60K D1200-M2 ) 

籲シールド式とう道からの管路分岐技術 
春管路補修技術（ライニング補修） 

籲 P 4号海底ケーブル1設装置 

•G 1型光ファイバケーブル多心一括融着接続機 

•広域災害用応急光ファイバケーブル 


_中継光ファイバケープル布設設計システム 
參自動制御形光ファイバケーブルけん引機 
•スタンダード クロージャ 
_地下配線用小幅溝用掘削機械 
♦管路補修技術(パイプスブレッダ） 

♦地下配線フリーアクセス方式 
♦ケーブル切替技術 (CATS システム） 

聲平衡対心線後続技術 (PAT コネクタ） 


局内など 


ノード 


籲遠隔制御交換装置 
♦通信処理用関門交換機 
籲大稃景共通線信号交換機 
_D70 形自動交換機 
♦D51A 形パケット交換機 


籲 D60 形自動交換機 


M 号非常用可搬形ディジタル変換装置 (KS1) 
>大容量共通線信号中継交換機 (V-STP) 


中継伝送 

(伝送 • 無線） 


.非常用光伝送装既 


衛星通信 


通信網 


INS 通信網基本計画策定 
電話網品質基準改定 


電力 


參スイッチング式小容量整流装置 


>海底光ケーブル中継伝送方式給電装置 


建築 


•インテリジヱントビル用複合床配線システム（イ 
ン ナーコ ンセント） 

參 NTT-BAS(L) 大規模インテリジェントビル用ビル 
デイングオートメーションシステム 


その他 
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設備 • 保全 


1987 

昭和 62 

1988 

昭和 63 

1989 

平成元 

♦ 2 線時分割伝送方式 
• ディジタル回線終端装置 （144 K DSU ) 

參メタリックディジタル加入者線多重伝送方式 
(144 K I - CT / RT ) 

♦災害対策用加入者無線ソフトウェア 
♦光加入者線方式 CT/RT (ステ ップ1 ) 

♦ディジタル回線終端装置 （1.5 M DSU ) 

♦加入者無線伝送装 E (ディジタル加入者無線方式 

I インタフヱース収容） 

籲遠隔多重装置 （1.5 M I - CT / RT ) 


•中継用 SM 型テープスロット光ファイパケーブル 

♦中継系光ファイバケーブル布設設計システム 

(ライトデザイナ） 

籲ポールマイティ（簡易建柱機） 

書地中推進工法 ( ACE モール）モデル351 

♦ SM 型光ファイバケーブルー括融着接続装置 

♦ケーブル防護カバー、防食支線アンカ 

♦ 1.5" m 带光ファイバケーブル 

籲咼耐食鋼より線 

•フリーアクセス地下配線方式 ( SUD - 2 ) 

翁メタリツクケーブル心線切替装置 ( CATS - E ) 

♦ SM 型高密度多心加入者光ファイバケーブル 

• SM 型加入者光ファイバケーブル用 MT コネクタ 

春配線管路非開削布設システム （ ACE モール.ミニ） 

•光ファイバ ID テスタ 

♦海底ケーブル修理 • 調査用ロボット 

♦新複合柱 ( AOUC 鋼管柱） 

籲地下線路工事支援作菜車(サボートライナー） 

• SM 型光ファイバ WB(Water Blocking ) ケーブル 

籲線路用携帯型記録装置 ( HART ) 


♦ MDF 用新端子板類 

♦通信処理用関門交換機 ( TGS ) 

♦網サービス制御装置 ( NSP ) 

暑 DMS -10 形自動交換機 
♦ 2 号非常用可搬形ディジタル交換装置 (KS 2) 
_ D 51 B 形パケット交換機 

♦ I インタフェース加入者系モジュール （ ISM ) 

•オフトークシステム（局内装置） 

♦高速系交換モジュール ( HIM ) 

籲網サービス制御統括装置 ( NSSP ) 

♦ DDM 1000 方式 

參 1.6 Gbit / s 超大容量光中継伝送方式 


籲新同期ハイアラーキ伝送方式 
「新同期端局装置モジュール A 、 B , C 1 

L FTM -600 M /150 M , XCM-U TCM - L 」 
♦256 QAM 変調を用いた4 • 5 - 6 G -400 M 方式 
(大容量ディジタル無線方式） 


鲁衛星中継網方式 ( DYANET ) 

♦放送 TV 中継用衛星通信方式 ( Ku バンド） 

•実用通信衛星 ( CS -3) システム用ソフト 




壽 D 70 形自動交換機加入者回路用電源 

♦分散給電方式 

♦中容量シール鉛蓄電池 

•実用通信衛星 ( CS - 3 ) 用 TWT 電源装置 

籲経済化 D 70 形自動交換機 ISM 用電源 

籲遠隔制御交換装置 ( RCS )、 光加入者線多重伝送 

( RT ) 用電源装置 

参通信機械室二重床システム籲熱制御壁体 
♦ NTT - BAS ( M ) 中規模インテリジェントビル用ビ 
ルデイングオートメーシヨンシステム 
♦ NTT 建築群管理システム ( FRECS ) 

鲁通信機械室用空調システム (MASS III - M ) 

♦ NTT 照明制御システム 

秦ケーブル貫通口防火措置工法 

翁マイクロウェーブ伝搬保護領域侵入 g 動監視方法 

♦通信機械室用空調システム （ MACS - S 、 MACS - L ) 

♦建物劣化診断 • 整備提案システム 

♦通信機械室用システム天井構法 
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年度 


区分 



伝達システム 

(伝送 • 無線） 


1990 
平成2 


參中容量 CT/RT 


1991 
平成3 


ケーブル • 管路 

(線路 • 土木） 


I 遠隔切分け機能付加人者保安器 
I 金属管路内超薄膜ライニング技術 
•残置ケーブル撤去技術 


•シングルスロッ ト型中継光 ケーブル（〜 300 A 、） 

籲スカイパル(昇降装置搭載 SO 工事車） 

♦ PMF (製紙スラッジ）スーパーシールドエ法 
♦ダックスクロージャ（防水技術の改良） 

參工事速絡用光通話技術(中継ケープル支障移転ェ 
事など） 


局内など 


♦端子板コネクタ 

籲自動 MDF 装置類 (2,000 端子小規模無人局内用） 


'ード 


齡パケット処理モジュール （ PHM ) 
IDMS -100 形自動交換機 
.改良 D 60 形自動交換機 


♦高速パケット中継交換機 ( HPS ) 


中継伝送 

(伝送 • 無線） 


iFS -1.8 G 光海底中継伝送方式 
IFTM -2.4 G 新同期光中継伝送方式 
M - 5 _ 6 G -300 M 新同期ディジタル無線方式 


衛星通信 


春 ISDN 中継系 • 加入者系統合衛星通信方式 (DYA 
NET - II ) 

參干渉波調査のためのモニタ用導波管 


通信網 


♦光線路切替 • 試験システム （ FITAS ) の高密度化 


電力 


I 改良分散給電方式 


建築 


• NTT - BAS ( S ) 小規模インテリジェントビル用ビル 

ルデイングオートメーシヨンシステム 
•パソコン用建築 CAD システム （ CADET ) オフイ 
ス環境評価法 


書電磁雑音簡易測定器 
•吹き付けアスペスト乾式除去システム 
參マイクロ鉄塔用制振装置 
♦ケーブルホール仮遮蔽工法 
♦ NTT-SCA 丁 (気流切替多孔吹出空調方式） 


その他 
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設備 • 保全 


1992 

平成4 

1993 

平成5 

1994 

平成6 

♦小型 RT - BOX (光加入者線多重伝送装置： 800加入 

規模） 

♦大規模加入者系半固定パス接続装置(大規模 LX 

M ) 

參大容量 CT/RT 

♦改良 RT-BOX 

泰小容量 CT/RT 

♦光ファイバケーブル切替接続システム （ 光 CATS シ 

ステム） 

翁 硬土質管推進技術（エースモール DC 1 5) 

♦接地抵抗予測計 

♦高機能マンホール（地ド RT - BOX ) 

礙心線対照システム 

參小型 CATS システム（架空） 

♦光ファィバケーブル心線全自動融箱接続機 

籲 100心海底光ファイバケーブルを開発 
♦ポータブルの高感度へリウムガス検出器 

♦非開削工法(エースモール 10 系)多条数引き込み技術 

♦非開削中口径管路方式 

♦非開削工法(ェースモール10系)前方探知技術 

♦光宅内配線物品(関 H 光パイロット実験で使甩) 
♦高出カパルス試験器 

•アクセスモールを開発 

籲 ビル用集合保安器 
♦コネクタ付 PEC ケーブル 

摩メタル心線接続装置 

•誘導対策物品 

争 極小需要自動 MDF (400 加人規模） 


♦改良自動 MDF (自動 MDF 400 0) 


♦改良 D 70 形自動交換機 

♦改良 1 SMU インタフェース加入者系モジュール） 

♦改良網サービス制御装置 ( NSP ) 

•ATM ノードシステム（関西 BBCC 実験） 

♦フレームリレー交換機 （ FHM ) 

• ATM ノー ドシステム（フレームリレーネットワーク） 

籲 ATM ノードシステム（高速広带域バックボーン 
ネットワーク S - NET ) 


♦モジュール AX (52 M クロスコネクトモジュール） 

參小容量モジュール B (1.5 M クロスコネクト） 

• ATM リンクシステム（高速広带域バックボーン 

ネットワーク S - NET ) 

擊 離島統合衛1通信方式 ( DYANET - C ) 


♦災害対策州ポータブル衛 I 地球局 
♦ Ka / Ku 带共用アンテナ装置 

♦ダイナミック-ルーチング ( STR 適応迂回技術） 

籲 システム試験用疑似故障発生装置 



籲 小型 RT - BOX 用電源装置 

•コージェネレーションシステム （CGS =熱電併給シ 

ステム） 

.長寿命形小容量シール鉛蓄電池 
♦薄形 120 W 出カパッケージ電源 

魯 200 Ah シール鉛蓄電池劣化判定装置 

籲 衛星通信基地局 TWT 電源 
籲高 効率 300 W 出カパッケージ電源 

♦燃料電池廃熱利用空調システム 

•二重床制振装置 ( NTT 猫張ビルへ導入） 

籲 耐火天井構法 

•ブレーカ付コンセントユニット 

•パソコン用 CAFM システム ( CADET - F ) 

♦立体骨組動的弾朔性解析プログラム ( DIAS ) 

♦火災早期検知システム 

♦新接地系の樽入（高岡支店） 


♦雖着雪 • 難着氷材料 
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2 •ディジタル化の推移 


♦ディジタル化の状況 


\ 

区分 

加入者1 

I 交換機 

市外電話 



端子数 

端子率 

回線率 

年度\ 

(万端子) 

(%) 

(%) 

1985 

昭和60 

79 

3 

22 

86 

61 

169 

6 

27 

87 

62 

400 

15 

50 

88 

63 

530 

25 

58 

89 

平成元 

567 

33 

65 

90 

2 

707 

39 

75 

91 3 

704 

49 

85 

92 

4 

767 

60 

90 

93 

5 

806 

72 

94 

94 

6 

580 

84 

98 


[注] 1. 「加入#線交換機端 f •率」「市外也話 m 線率」の数侦は各苹度末现在のものです。 

2. 「加入者線交換機端子数」は、1988年(昭和63年)度までは f エベース、1989%:(平成 vii 年)度からは完工べースのものです 

3. 「加人名-線交換機端 P 率」は、企交換機の端子数に対するディジタル交換機の端了-数比率です 

4. 「市外拖話 | n | 線串」は、ディジタル伝送路に収袢される市夕!•電話回線の比率です c 


デイジタル化 



加入者線交換機端チ数 

市外電話回線率 
加入者線交換機端子率 


mi- 

900 


800 


700 


600 


500 


- 400 


300 


200 


100 


0 


1985 86 87 88 89 90 91 92 93 94 年度 
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設備參保全 


3.社内情報システム 


♦顧客 • 料金系システム 


1983 年度 
[昭和 58 年度] 

加入者情報ファイルシスァ厶 [SIFS = Subscriber Information Filing System ] 

★お客さま情報をデータベース化し、 SULTSt 連動することで故障対応業務を支援するシステム 

1984 年度 
[昭和 59 年度] 

r 新顧客サービスシスァ厶 

★お客さま情報の検索.維持、 サービスオーダの 動発行.広域受注な どの 処观を行う システム 

1986 年度 
[昭和 61 年度] 

料金業務総合シス7■ム 

★料金計算 ■ 請求書発行，料金収納消込.滞納管理までを.貫して行うシステム 

電話帳編集シスァム [DUET = Telephone Directory Updating and Editing System ] 

★新顧客サービスシステムおよび CUSTOM から電話帳褐載情報を引き継ぎ、本文情報の維持.電話帳の編集を行うシステム 

1988 年度 

[昭和 63 年度] 

電子番号案内シスァム [ANGEL = Advanced Number Guide System bv Electronic Computer ] 

★ DUET および CUSTOM から電話帳掲视情報をリ I き継ぎ、問い合わせ内容から锟話番号を検索するシステム 

1989 年度 

[平成元年度] 

ノ（ケツト顧客サービスシステム [PCSS = Packet Customer Service System ] 

★バケツト交換サービスにかかわるお容さま情報の維持.サービスオーダの登録.料金支払い状況の符现を行うシステム 

1991 年度 

[平成 3 年度] 

} (ケツト交換網管理システム [DNAS = Digital Data Network Administration System] 

★バケツト交換網の回線開通. M 線故障などの業務を支援するシステム 

1992 年度 
[平成 4 年度] 

専用線サービスオ ー ダ処理システム [SONIA == Service Order Navigation and Integration Administrator ] 

★専用サービスの申し込み受付から開通までの.述のオーダ処理をオンライン.リアルタイムで行うとともに、進捗管理を行うシステム 

専用線回線原簿データベースシステム [DIANA = Database Integrator and Administrator for Leased Line ] 

★琢用線回線原簿をデータベース化し、お客さま情報.設計情報.試験情報などが投入.検索できるシステム 

専用線顧客情報サービスシステム [ L 1 NCS 二 Leased Circuit Customer Information Control System ] 

★迤用サービスにかかわる料金計筇.請求書発行.料金収納消込.滞納管理までを-貫して行うシステム 

バケツト交換網サービス支援システム [PEGASUS = Packet Extra High Grade Service Supporting System ] 

★DNCS • DNSS • DNTS • DNAS • PCSS などから構成し、バケツト交換サービスの網管理.網制御.網監視.網試験および 常 業支援業務 

をトータルで管理するシステム 

バケツト料金処理システム [PATRICIA 二 Packet Reliable Charge Information Accounting System ] 

★バケツト交換サービスにかかわる料金処理.讪信料内訳処理などを行うシステム 

新電報そ通システム [ TXAS-II = Telegram Exchange Automated System II ] 

★受け付けた電報のあて先.受取人.メツセージを漢字に変換して全国の配達所へ転送するシステム 

1993 年度 
[平成 5 年度] 

ISDN サービス総合運営システム [ITOS 二 ISDN Service Total Operation System ] 

★ INS ネツトのお客さま情報.設備情報.保守情報のデータベースを一元化し、受注からサービス運常までの各業務部門でのデータをフロ 
ースルー化したシステム 

1994年度 

[平成 6 年度] 

顧客サービス統合システム [CUSTOM = Customer Service Total System] 

★新顧客サービスシステム.料金業務総合システム.加入者情報ファイルシステム.線路設備符理システム•加人#収容管理システム 
( SATAS ) を統合、データベースを一元化し、受付から工事までの業務を行うシステム 


♦監視 • 保守系システム 


ノード系 

1985 年度 
[昭和 60 年度] 

電子交換機監視試験制御システム [STTF 二 Supervisory and Test Transfer Frame ] 

★ D 70、 D 60、 DIO 交換機と接続し、監視情報の収集•編集、制御情報などの転送、および交換機の監視•制御を行うシステム 

1987 年度 
[昭和 62 年度] 

監視試験モジユール [STM = Supervisory and Testing Module ] 

★アナログ • ISDN 加入者系交換機 （ D 70 _ ISM . HIM - PHM など)を収容し、交換機の監視.試験.制御、 ISDN のお客さま回線試験などを 
行うシステム 

1988 年度 
[昭和 63 年度] 

データ通信網監視システム [DNSS = Digital Data Network Supervising System ] 

★全国のデータ通信網監视、通信トラヒツク管理、および回線 ff 号や交換機の収容位置管理による自動選定作業を行うシステム 

1 ■年度 
[平成 2 年度] 

交換機保守支援システム [EOS = ESS Operations System ] 

★ STTF や STM を経由して送られてくる各種交換機の情報を蓄積処理し、オペレーション業務を自動化、効率化したシステム 

共通 線 信号網 オペ レーシヨンシステム [CSNS = Common Channel Signalling Network Operation System ] 

★共通線信号網全体の一元的な監視 • 制御を行うシステム 

1992 年度 
[平成 4 年度] 

パケツト交換網制御システム [DNCS = Digital Data Network Control System ] 

★バケツ ト交換機を遠隔制御し、保全作業.定期試験.網の r •事 作業.故障時の早期復 旧 などのサポートを行うシステム 

リンク系 

1987 年度 

[昭和 62 年度] 

伝送路網運用保守システム [COSMICS 二 Centralized Operation Support and Management Information Control System ] 

★長距離伝送路網に設蹬された f 云送無線設備の保守茱務を•元的に支援するシステム 

1988 年度 
[昭和 63 年度] 

高速ディジタル用同期端局制御システム [ HD-STECS = High Digital - Synchronous Terminal Equipment Control System ] 

★高速デイジタル伝送サービス四線の遠隔試験を行うシステム 

地域伝送路網運用保守システム [CAROLINE 二 Centralized Maintenance Administration and Operation Svstem for Local Integrated 

Transmission Network ] 

★地域伝送路網に設蹬された伝送無線設備の保守業務を•允的に支援するシステム 
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リンク系 

1989年度 
[平成元年度] 

新同期端局制御システム [ NNI-STECS = Network Node Interface - Synchronous Terminal Equipment Control System ] 

★新同期端局装置のパス設定.パス試験などの制御を行うシステム 

無線統合運用保守システム [ATROS = Advanced Total Radio Operation System ] 

★中継系の電話系無線設備とテレビ系無線設備の一元的な監视.制御を行うシステム 


専用線遠隔回線試験システム [LCTS = Leased Circuit Testing System ] 

★専用線の故障切り分け試験.回線切替などを遠隔制御により行うシステム 

1993年度 
[平成5年度] 

新同期網制御オペレーションシステム [SUCCESS = Supervision Concentrated Control and Evaluation System for SDH-NetworkJ 

★ SDH 系パス網の開通.監視.切替.試験を行うシステム 

アクセス系 


1983年度 
[昭和58年度] 

加入者線試験システム [SULTS = Subscriber Line Testing System ] 

★ SIFS と速動し、お客さま I "! 線の試験を行うシステム 

1988年度 
[昭和63年度] 

DDX 網試験システム [DNTS = Digital Data Network Testing System ] 

★ DDX 網のお客さま lu ] 線の試験を行うシステム 

線路設備管理システム 

★ケープル心線の管理を行うデータベースシステム 

1990年度 
[平成2年度] 

ISDN 操作卓 [ I-OPE = ISDN Operating Desk Equipment ] 

★ SULTS の試験台 （ TSTD ) と I インタフェースディジタル試験削11ステーション ( SITS ) を統合し、全国規模で INS ネットのお客さま回線の試験 
を行うシステム 

光線路切替.試験システム [ F 1 TAS = Fiber Transfer and Test System ] 

★中継.市外系光ファイパの遠隔からの n 勁試験 • 心線切锌を行うシステム 

光線路保守支援システム [AURORA = Automatic Optical Fiber Operations Support System ] 

★アクセス系.市内中継系の光線路の試験.保守を支拔するシステム 

1991年度 
[平成3年度] 

加入者線試験装置インタフェースプロセッサ [ ST 1 P 二 Suits Inteiface Processor ] 

★ OJ じ TAS と SULTS 間の試験指示などのインタフェースをもつシステム 

1992年度 
[平成4年度] 

加入者線試験システム [CULTAS = Customer Loop Test and Trouble Inquiry Call Reception System ] 

★ CUTOM と述動し、故障受付から修理手配.確認試験までの一速の業務をフロースルー化したシステム 

回線設定切替システム [KAM = Kaisen Assignment System ] 

★ SO 工事に必想な設備割付を1通で行い、自動 MDF • EOS を介して D 70 • LXM の工事施工指示を行うシステム 

1993年度 
[平成5年度] 

自動 MDF 操作端末 [Archer = AMDF Remote Connect and Change Controller ] 

★ MDF のジャンパリング作業を自動化した自動 MDF を遠隔制御するシステム 

ネットワーク系 

1990 年度 
[平成2年度] 

トラヒツク制御システム [ TCS - V 2 = Traffic Congestion Control System ] 

★アナログ•ディジタル電話網の輻輳を自動的に规制し、そ通能力を安定させるシステム 

1992年度 
[平成4年度] 

支店用集中監視システム [CSSB = Centralized Supervisory Operation System for Branch Office ] 

★局内(交換 • 伝送 • 電力）および局外設備の巡転状況の•元的な監視を行うシステム 

1994年度 
[平成6年度] 

トラヒツク総合管理システム [新 ATOMICS = Advanced Traffic Observation Management Information Collecting System ] 

★実時間でトラヒックデータを収集し、ネットワークの異常検川などを行うとともに、回線網トラヒック管理柒務を支援するシステム 


♦設備設計系システム 


1988年度 
[昭和63年度] 

交換機設備設計支援システム [CAD = Computer Assisted Design ] 

★設備算出 • 施設設計を論理化し、固動化したシステム 

TA 内回線管理 [ACTAS = All Circuit in Toll Area Administration System ] 

★ TA 内の専用線の回線設計、回線運用を行うシステム 

1989年度 
[平成元年度] 

所外設備図面データベースシステム [CAPS = Computer Aided Outside Plant Designing System] 

★紉外設備の設計支拨、図面管 a 機能を¥し、 I :事計画.設貧卜.竣工.設備管？！の•連業務をトータル化したシステム 

1991年度 
[平成3年度] 

新所データ作成システム [NeO = New Office Data Generation System ] 

★ D 70 . D 60 •ISM . NSP などの収容回線数.装置構成などに応じたデータの設計をサボートするシステム 

ネツトワーク設計システム [TEAMS = Telecommunication Engineering And Management System ] 

★回線.パス.ルートの階層におけるトラヒック測定から回線作成にいたる 一 速の設計処理をするシステム 

1993年度 
[平成5年度] 

地域伝送路設計システム [Lips = Local Integrated Transmission Network Planning System ] 

★新同期端局装置の回線、伝送路収容設計を支援するシステム 

専用線回線割付システム [ALEX = Alex Leased Circuit Extend System ] 

★長距離区間の専用線の回線設計を一元的に行うシステム 
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設備•保全 


♦営業支援系システム 


1992年度 
[平成4年度] 

支店業務支援システム [BASIS = Business Assistance Integration System ] 

★支店の通信機器販売•ネットワーク販売.公衆電話.テレカ販売の日常業務について処理手順を標準化し、日締め処理を行うシステム 

1993年度 
[平成5年度] 

サービスフロント支援システム 

★ 113 業務全般をサポートし、通信機器マニュアル.トラブル情報を•元的に管理するシステム 

1994年度 
[平成6年度] 

支店経営廣幸 g システム [CREATE = Customer Record Information System Aiming for Telephone Office ] 

★ CUSTOM での業務処理から也まれるデータを利用し、支店独向の経営戦略 • 戦術を構築するデータを提供するシステム 

法人営業支援システム 

★法人営業体制の充灾のため、敁新の企装悄報.キーパーソン悄報.サービス利川怡報などを把握し、阪売活動を支拨するシステム 


♦管理共通系システム 


1964年度 
[昭和39年度] 

給与計算システム 

★給り. • 手当などの計算や給与明細書の作成を行うシステム 

1988年度 
[昭和63年度] 

年金 • 医療保険事務システム 

★共済組合員証の発行、¥金 • 限療保険給付金の決定 • 支給聚務などを行うシステム 

人事情報システム 

★社員関連情報の•元管理 • 人货興動事務を行うシステム 

1992年度 
[平成4年度] 

退職手当 • 年金システム 

★退職 T •ヰ彳支給計算茱務、退職; H'i • 企業年金試算聚務などを行うシステム 

1993年度 
[平成5年度] 

社宅総合管理システム 

★社宅 • 赍などの管理を行うシステム 

物流情報システム 

★在庫管理 • 在庫調整 • 人出荷管观、物品購人 • 発注.契約.支払業務などの調達管理などを行うシステム 

新たな経理システム 

★財務会計-管理会計などの月次•中間-期末決算業務、資金計画.実績.支払いなどの資金管理業務などを行うシステム 


♦基盤系システム 


1993年度 
[平成5年度] 

端末系ネツトワーク [1 R 1 S 二 Integrated Platform for Regional Information System ] 

★全 型システムの卨度情報化を容易にする端末の標準的ブラットフォーム 

1995年度 
[平成7年度] 

新宿ビル総合システム 

★ NTT 新宿本社ビル共通 0 A プラットフォームを構築し、人的組織の主業務をサボートするシステム 
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保 全 


♦サービス水準の推移 


単位=件/月 • 100回線 


\\年度 
区分 

1985 

昭和60 

1986 

61 

1987 

62 

1988 

63 

1989 
平成元 

1990 

2 

1991 

3 

1992 

4 

1993 

5 

1994 

6 

加入電話 

0.14 

0.16 

0.17 

0.18 

0.18 

0.20 

0.21 

0.18 

0.18 

0.16 

公衆電話 

3.28 

3.96 

4.86 

5.43 

5.79 

5.74 

5.31 

4.21 

3.78 

3.23 

加入電信 

2.35 

2.70 

2.07 

1.50 

1.40 

1.50 

1.30 

1.20 

1.20 

1.16 

専用線 

市内回線 

0.5 

0.4 

0.4 

0.4 

0.4 

0.5 

0.4 

0.4 

0.4 

0.4 

市外回線 

1.3 

1.4 

1.3 

1.2 

1.0 

1.3 

1.1 

1.1 

1.0 

1.0 

符号回線 

0.6 

0.7 

0.5 

0.5 

0.5 

0.4 

0.4 

0.4 

0.3 

0.3 

INS ネット 


4.70 

2.60 

1.58 

1.07 

0.82 

1.05 

0.80 

INS-P 


3.06 

2.57 

1.92 

1.01 

0.61 


サービス水準 


件/月.100回線 
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社会活動 



社会貢献活動 
地球環境保護 




社会貢献活動 


♦社会貢献活動のジャンル 

NTT では社会貢献活動を効果的に展開するため、 NTT の活動シ 
ンボルとじ C 、 全社をあげて実施する「全社的共通テーマ」を設定して 
います。一方、地域にはそれぞれの地域特性があることから、それぞ 
れの事業所が独自に実施している「個別テーマ」があります。この2 
つの テーマを 両輪として社会貢献活動に取り組んでいます。 



■韓 m • 茶山 nmw との交流 




籠 ライブホン「ときめき」(聴觉隙リ fWfJ 
ステレオヘッドホン)の活叫 


■チャリテイ ーコンサートの開他 
■障齊 者を対象にバソコン通信教银闘他 
■聴覚 障 w 者のための FAxnm 帳作成 
■福祉 施設への慰四 


世界を結ぶ心の 
コミュニケーシヨンの構築 

•おし 花祗報によるユニセフへ 
の協力 

參音年 海外協 JM への参加支援 
•ヤング ェ•/ ドの推進 
春 地域における M 際交流活動の 

m 


麵 NTT トライ了スロンサーキット の開繼 
■少年 スポーツ教窀の開催 


テシ]ミ ]ニケーシヨンによる 
福祉サービスの攝共 

•福祉機器 

馨 m 話 お 願 ^ 、手帳 • ふれあい 
速達便の普及 促進 
參新 間代読 サービスの拡欠 



■地域_ィベントへの参爾 
■神戸 • 六中山上に「天文通佶館」を開設 


自然環境保護のための 
社会 mm 舌動への参画 

•職 クリーン作戦の文梭 
春 リサイクル運動の推進 
籲 野鳥保 M 活動への協力 


全社的共通 テーマ 個別 テーマ 

(企社的に吏施し全社 (木社および地域で- 
のシンボル とする施策) 個別に： MMi する施策) 


新しし、コミュニケーション 
文化の形成 

_ NTT - ICC の推進 



■厂 トークの UJ を中^:、とした文化活動 
■ N 鄹コンサートの開催 
■NTT 吹奏楽_によるコンサートの開他 
msrrr サイエンスフオーラムの開催 
■ iim 公開講襁の開催 



■ふるさと の縣驗へのチャリティ-活動 
■図 蝶オオムラサキ保護施設の建設協力 
■山野 草を山に返す運動 



麵 ポランテイアクラプの結成 
■地 允企米と連携し研究会などの開催 
■鉄 格への m のぼり 
觀 所オ ーブンハウス の鎌 
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社会舌動 


♦社会貢魴舌動の事例 




耳の不自由な方に音楽を楽しんでいただけ 
るよう、骨伝導方式のステレオへッドホンを 
開発しました。1987年(昭和62年)からチヤ 
リテイーコンサートで利川を始め、これまで 
に約60回開催しています （ 1995年〈平成7年〉 
3月現在)。また、1993年(平成5年)に改良 
を加え、“ライブホン「ときめき」”と命名し、 
NTT 社員がボランティアでフイッテイング 
などを行っています。 


ライブホン「ときめ寺」 


「_お願い手帳 J など 


耳やことばの不自 ft 〗 な方のコミユニケーシ 
ヨンを支援するためにツールを提供し、支店 
や営業所で普及キヤンペーンを行っていま 
す。外出先で電話をかけるとき、あらかじめ 
連絡先や用件を記入し、近くの人に m 話をお 
願いできるように「電話お願い手帳」を作成 

し、1982苹(昭和57年)以降400万部を配布し 
ています (1995 年〈平成7年〉3月現在)。また、 
メモが書き直せる「電話お願いメモ」やファク 
シミリ送信用紙「ふれあい速達便」なども配布 
しています。 


沿話お願いメモ 



電話お願いメモ 


電話お願い手帳 


W - 一— 

NTT ファクシミリ用« 

ふれあい速達便 


祭’^/ 

(^) NTT 



■舌お願し觸 



新聞腦サービス 


NTT の女性退職者やレディースモニター 
OG 会などでは、目の不自由な方への電話に 
よる新聞代読サービスを全国18力所 （ 1995年 
〈平成7年〉3月現在）で実施しています。 
NTT は、これらボランテイアグループの活 
動を支援しています。 



「アジア-アフリカの恵まれない子供たち 
を救おう」をテーマに、海年、全国各地のヤ 
ング モニター （若手社員）が中心となって、 
「 NTT ヤングエイド」を開催し、社員から提 
供したグッズを販売しています。収益金は、 
財)日本フォスタープラン協会へ寄付し、アジ 
ア.アフリカの子供たちの援助に役立ててい 
ます。また、各地の社会福祉協議会などを通 
じ、国内の福祉事業にも生かされています。 
1986年(昭和61年）にスタートし、収益金の 
累計総額は約2億1,000万円までに達してい 
ます （ 1995年〈平成7年> 3月現在)。 


NTT ヤングエイド 
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♦ ntt 地球環境憲章 

NTT 地球環境憲章 
前文 

今日、人類は地球環境の破壊という未曾有の危機 
に直面している。人類が営々として築き上げてき 
た物質文明による豊かな生活の享受は、一方で、 
地球温暖化やオゾン層の破壊、熱帯林の減少、砂 
漠化、酸性雨、海洋汚染など、いわゆる地球規模 
での環境破壊を招来している。地球環境問題はい 
ままでの社会システムそのものに潜む問題であり、 
経済 • 文化そのものであるといわれている。企業 
としても、その事業活動が地球環境に密接に関わ 
り合っていることを再認識し、真摯な姿勢で事業 
活動と地球環境保護を両立させなければならない。 
かかる基本認識に立ち、ここにこれら地球環境問 
題に対する NTT グループとしての基本理念と、 
具体的取り組みを方向づけるための基本方針、推 
進体制を明示する 「 NTT 地球環境憲章」を定める。 


藤錢 _ 

NTT グルーブは、「世界的視野に立った技術開発 
を基に、 t 高のサービスと信頼を提供しつづけ、 
没かな生活 • 文化の創造に貢献」するとの企業理 
念に拖づき事菜活動を行ううえで、社会的 t 任と 
社会的 H 献を采たす「良き企米啦民」たることを行 
とし、地域的にはもちろんのこと地球的規模の環 
境保謝こついて、 NTT グループ全社を準げ取り粗 
んで行くこととする。 


全ての？]ほ:活则において、次の方針を基本とする。 

1. 企業迸任の遂行 

NTT グループの事楽•活動により生じる環境問題に 
ついて、企業の K 任においてその問題解決に努め 
るとともに说右芝保護の向卜.を间る。また、お客さ 
まと NTT グルーブが•体となって解決にあたらな 
ければならな t 、問題について、お客さまの理解と 
協力を求め、幅広い環培保護活動を行う。 

2. 馄乂通信サービスおよび技術等の提供 


環境保護に資する電気通信サービスの提供およ 
び関速する技術開発を行い、環境保護の向上に 
貢献する。 

3.社会支援等による貢献 
企業の社会的贡献として、社会における琛境保 
護活動等への参同、支援を行うとともに、行政 
の諸活動に協力し、環境保護活動に努める: 

推進体制 

(1) 地球環境保護推進委员会は、環境問題に関す 
る基本事项、環境保護対策の蓝木プログラムを 
漉謎、決定する。 

(2) 各事装本部等は本造草の主旨に基づき環境保 
護に必要な措置を講ずるため、環境保護戊任荇 
を置く 0なお、環境保護貴任者は各事業本部等 
の長とする。 

(3) 環境保護逬任者は、必要に応じて組織 • 体制 
を整備し、目標、計画、実施方法等を作成し実 
施する C 

(4) 各グループ会社においては、上記(1)、（2)、（3> 
に準じて必要な措置を講じる c 


♦地球環境保護対策基本プログラム 


基本方針 対策項目 行動計画目標* 

1 取り組み • 対策 

純正パルプ総使用量 

紙資源対策 2000年以降おおむね1990^ 

レベルで 安定化を図る 

争 m 話帳における紙使用節減 • 再生紙の使用 
籲占馄話帳の回収および洱生品の社内利用 • 商業化 
報における再生紙の使用 

■料金の謂求が • 事前案内迸などにおける再生紙の使用 
♦事務坩紙における紙使】 ii 節減 • 押生紙の利用促進 

〇〇2排出量 

温暖化対策 2000年以降おおむね1990年- 

レベルで安定化を図る 

1企業責任の遂行 

•Super Save POWER 巡動の推進 
馨クリーンェネルギーの利用促1 
. コージェネ レー シヨンの游人 
-燃料 m 池トータルェネルギーシステムの試験禅入 
• 太陽電池の活用 

♦ m 気自動屯など低公害屯の導人推進 

(環境保護の向上） 

廃棄物対策 2000年以降おおむね1990年 

レベルで 安定化を図る 

♦撤去通信設備の回収 • リサイクル 
參ニッカド馏池の回収.リサイクル 
暑排出土を再生利用するシステムの開発-導入 
- SR (発生土改良）システム 
參土木工事発也土を抑制する工法の開発 • 導人 
.ェ * 1 2 3 4 ースモールエ法 

. PMF (ベーパーマイクロファイバ）スーパーシールドエ法 

ォゾン)!保護対策 

籲研究川半場体洗浄用フロンの廃止 
春ケーブルガス湖洩孔探索川フロンの廃 Jh 
参端末機洗浄用フロンの廃 lb . 

⑩クロスバ交換機接点洗浄用フロンの廃止 

〇雷 ㈤ 酵サービス. 環境保護に寄与できる職讎と社会的 二 -ズが 

電気通信サービス. 調和した電気通信サービス • 

鳳 技術の提供 技術の開発.提供 

籲馄話会議•テレビ会議システムの開発.提供 
書新しレ、勤務形態（テレワーク）の提案 • 灾験 
參超小型位浥送信機の開篼•提供 

眷センシング技術による四万十川水質監视システムの問発 

会社が主体的に 

谠墙促难补 a 社会活動への参画_支援を行い 

3社会支援などによる 環境保護に部与する 

貢献 " 社員の意識高揚を図り、各自が 

環境を十分配慮した行動および 
保護活動ができるよう支援する 

隹桢樹 • 植花活動 
♦野生生物保護活動 
♦環境クリーン作戦 


*0 標値については、環境問題要因解明 • 保護技術の向上および国内関係法令などの改正、国際条約などの締結にあわせ適赏見ぬ:します。 

. ■ 
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(199押〈卞:成7，〉93011现 ft) 


テレマーケティング 
■ NTT テ レマー ケテイ ング ㈱ 
_ NTPMk | テレコムサー ビス ㈱ 
味) NTT テレサポート 
株) NTT パステル 
NTT テレホンアシスト ( 株） 

㈱ NTT 北陳テルマック 
_ NTT 北海)£1テレマート ㈱ 
_(株^丁丁テレメイト 
» NTT 九州トラコム (株） 

I NTTlTr ? y コミュニケーシヨン ㈱ 

_ N * mi 匕テレマ ㈱ 
I NTT テレコール信州 ㈱ 


情報通信エンジニアリング 

(侏) NTT テレコムエンジニアリング淑北 
■ ㈱ NTT テレコムエンジニアリング ! jiM 
_ (株) NTT テレコムエンジニアリング関叫 
(株) NTT テレコムエンジニアリング閲 ! U 
(株) NTT テレコムエンジニアリング ill ? fi /- 
(株) NTT テレコムエンジニアリング叫 | k | 
(株) NTT テレコムエンジニアリング九州 
(株) NTT テレコムエンジニアリング北海遊 
(株} NTT テレコムエンジニアリング 
(株) NTT テレコムエンジニアリング中 |Kj 
(株) NTT テレコムエンジニアリング北胙 
㈱ NTT ドゥ 


建築•建物エンジニアリング 


■ NTT レンタル•エンジニアリング(啪 
| |丨イく ユーテ イリテイサブウェイ ㈱ 
| アイレック技述 ㈱ 
iNTT 関柬ビジネスサボート ㈱ 



| (傲 NTT 让築総介研究所 
I (株) NTT ファシリテイーズ 
I №11イくインテリジェントビルシステムズ 
I I 丨本フ ァ シリテイサービス|株> 

I NTT インテリジェント企|叫|斟発 ( 株 

, ㈱ アメ ニ テイ .サービス. 


NTT 



. 総合通^ェンジニアリング ㈱ 

• 撮.; Mi 総合研究所 


I ㈱ インフォメーション 
スペースサービス 

I データ•セキュリティ 
サービス ㈱ 

I NTT 物流サービス ㈱ 

| ㈱ NTT 安全保竹センタ- 

i ( 株! NTT ロジスコ 


㈱ NTT トラベルサービス 


■ NTT インターナシヨナル ㈱ ‘ 

NTT America . Inc . 

_ NTT do Brasil 
NTT Europe Ltd . 

■ NTT France S . A . 

■ NTT Deutschland GmbH 


リサーチ•コンサルティング 物流 
/ 人材派遣 


アメニテイ 


国際 


■ NTT アドバンステクノロジ ㈱ 

■ NTT エレクトロニクステクノロジー ㈱ 

(株頓際 m 铽通信战礎技術研究所 

NTT インテリジェントテクノロジ株） 

■ Photonic Integration Research . Inc . 
㈱ アフテイ 

Advanced Energy Technologies Inc . 

■ US Conec Ltd . 

■ Europtics Limited 


先端技術開発 
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金融•カード 


電話帳ビジネス 


教育ビジネス 


広告•出版 
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グループ企業 


(1995 年 〈 T - 成7年〉9月30日現在) 


会社名 

設立年月日 

〒 所在地 

事業概要 

資本金 
(百万円） 

NTT 
持株比率 
(%) 


テレマーケティング分野 

NTT テレマーケテイング(株） 

1986(昭和 61). 1.20 

im 東京都千代田 K 神田東松 
下町17もとみやビル 

テレマーケティング業務、労働 
者派遣業務など 

1,170 

71.8 

NTT 中国テレコムサービス(株） 

1986(昭和 61). 4. 1 

広島県広鳥市南区西蟹屋 4- 

151 1-14 

テレマーケティング業務、労働 

各派逍1務など 

99 

78.8 

(株) NTT テレサポート 

1986(昭和 61). 5.26 

熊本県熊本帘九品寺 2-7-1 
502 NTT 九品寺ラインマンビル 5 F 

テレマーケティング業務、労働 
者派遺業務など 

60 

50.8 

(株) NTT パステル 

1986(昭和 61). 7.24 

7 Qn 愛媛県松山帘日の出町 7-8 
ミツヤサンライズビル 

テレマーケティング業務、労働 
者派遣業務など 

50 

100.0 

NTT テレホンアシスト(株） 

1986(昭和 61). 8.11 

大阪府太阪市北区豊崎 3- 
17-21 NTT 豊崎ビル別館 

テレマーケティング業務、労働 
者派逍業務など 

30 

75.0 

㈱ NTT 北陸テルマック 

1986(昭和 61).11. 17 

921石川県金沢市弥生卜 12-28 

テレマーケティング業務、労働 
者派遣業務など 

30 

76.7 

NTT 北海道テレマート ㈱ 

1986(昭和 61).11. 18 

北海道札幌市中央区大通 
060西 2-9 

NTT ノく通2厂0ビル 2 F 

テレマーケティング業務など 

30 

70.0 

(株) NTT テレメイト 

1987(昭和 62). 1.17 

愛知県名 W 屋市中区錦 3-5- 
27錦中央ビル 7 F 

テレマーケティング業務、労働 
荇派逍業務など 

52 

71.4 

NTT 九州トラコム(株） 

1987(昭和 62). 2. 6 

Rin 福阀県福岡市中央 E 天神 2- 
61U 4-38 NTT - KF ビル 6 F 

NTT の営業業務等の受託業務 
など 

30 

100.0 

NTT 新潟コミュニケーション(株） 

1987(昭和 62). 4.24 

950新潟県新潟市笹口 1-26-9 

テレマーケティング業務など 

30 

53.3 

NTT 東北テレマ ㈱ 

1987(昭和 62). 5. 1 

QSn 宮城! ft 仙台市青粢区中央 4- 
980 4-19 

テレマーケティング業務、労働 
者派逍業務など 

50 

64.0 

NTT テレコール 信 州 ㈱ 

1987(昭和 62).10. 2 

翻 f 県長野市新田 W 1 137- 
5 NTT 信越ビル 7 F 

テレマーケティング業務、労働 
者派逍業務など 

30 

55.0 

情信エンジニアリング分野 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング東北 

1986(昭和 61).10.31 

Qg /1 宮城県仙台帘若林区五橋 3- 
" 19 NTT 東北支社第2ビル 

所外系設備等の運営業務など 

160 

100.0 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング東京 

1988(昭和 63). 2. 8 

in 朿京都文京 K 千駄木 5-3- 11 
NTT 駒込ビル 

所外系設備等の運営業務など 

160 

100.0 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング関西 

1988(昭和 63). 3.11 

大阪府大阪市都島区東野 
534田町 4-15-82 

NTT 大阪研修センタ2号館 3 F 

所外系設備等の逆営業務など 

160 

100.0 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング関東 

1988(昭和 63). 3.14 

策京都 T •代田区岩本町3-卜 

2岩本町東洋ビル3’4 ‘5 F 

所外系設備等の運営業務など 

200 

100.0 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング東海 

1988(昭和 63). 4. 4 

愛知県名古屋市東区葵 1- 
461 13-8 

アーバンネット布池ビル 3 F 

所外系設備等の運営業務など 

200 

100.0 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング四国 

1988(昭和 63). 6. 7 

790愛媛県松山市若草町 3-6 

所外系設備等の運営業務など 

100 

100.0 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング九州 

1988(昭和 63). 6.29 

熊本県熊本市花畑町 5-5 
SbU NTT 桜町ビル別館 4 F 

所外系設備等の運営業務など 

262 

100.0 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング北海道 

1988(昭和 63). 12.22 

北海道札幌市中央区大通 
060西 14-7 

NTT 大通14丁目ビル 1 F 

所外系設備等の運営業務など 

160 

100.0 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング信越 

1989(平成元). 3.23 

長野県長野市七瀬中町 
380 161-1 

アーバンネット七瀬ビル 6 F 

所外系設備等の運営業務など 

100 

100.0 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング中国 

1989(平成元). 4. 1 

広島県広島市中区東白島 
730町 14- 15 

NTT クレド白島ビル 8 F 

所外系設備等の運営業務など 

200 

100.0 

(株) NTT テレコム 

エンジニアリング北陸 

1989(平成元）.1 1.28 

920石川県金沢帘嗚和町卜2 

所外系設備等の運常業務など 

100 

100.0 

㈱ NTT ドゥ 

1990(平成 2). 4. 4 

on _ 沖縄贴那沏 iim 里末改町卜 
903 158-1 

所外系設備等の運営業務、テレ 
マーケティング業務など 

60 

100.0 

NTT レンタル • 

エンジニアリング(株） 

1985(昭和 60). 12.24 

東 M 都千代田区岩本町 2- 
101 11-2 

イトーピア岩本町2 r 目ビル 7 F 

馏気通信設備 T 事用機器等のレ 
ンタル.リース.割賦販売.技 
術指導など 

380 

48.0 
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グループ企業 


zrf ェ名 

設立年月日 

〒 所在地 

事業概要 

資本金 
(百万円） 

NTT 
持株比率 
(%) 

日本ユーティリティ 
サブウェイ(株） 

1986(昭和 61). 1.18 

束京都中央区日本橋小伝 
103馬町1卜9 

住友屯命1ヨ本橋小伝馬町ビル 6 F 

共同溝等の監視システムの整 
備 • 運営.保守 • 管理など 

1，400 

38.3 

アイレック技建 ㈱ ） 

1987(昭和 62). 6.23 

ni 衆京都台東区元浅草 3-18- 
111 10上野 NS ビル 3 F 

ACE モール（管理進工法）のレ 
ンタル.リース.販売.技術指 
導など 

320 

52.0 

NTT 関東ビジネスサポート(株） 

1987(昭和 62).12. 7 

東 M 都墨田区錦糸 4-17-10 
UU NTT 錦糸町ビル 

NTT をはじめとする開発商品 
等の販売 • 工事保守 

50 

40.0 

建築 • 建物エンジニアリング分野 

(株) NTT 建築総合研究所 

1987(昭和 62). 4. 1 

nn 束京都台東区秋葉原 5-8 
秋葉原富士ビル 

建物 • 建築設備の調査診断、構 
築物等の各種試験測定など 

50 

52.0 

(株) NTT ファシリテイーズ 

1991(平成 3).10.18 

in . 柬京都港区六本木 1-4-33 
_第21森ビル 

主として NTT にかかわる纽築 
物_工作物 • 電力設備の設計 • 
監理 • 保守 

10,000 

100.0 

(株)日本インテリジェントビル 
システムズ 

1986(昭和 61). 5.30 

m 7 東京都港区赤坂 1-12-32 
lu / アーク森ビル 6 F 

インテリジェントビルの企画. 
設計 • 工事請負 • 維持管理業務 
など 

150 

20.0 

日本ファシリテイサービス(株） 

1987(昭和 62). 2.26 

irn 東京都中央区東日本橋 3-7- 
iUJ 17 KM ビル 3 F 

ビル•マンシヨンの総合維持管 
理 • 運営代行業務など 

100 

35.0 

NTT インテリジェント 
企画開発(株） 

1988(昭和 63). 9.28 

東京都港区 三 田 3-10- 1 

1U8 アーバンネット 三 田ビル IF 

新築ビル • 既設ビルの情報通信 
に関する企画 • 設計 • 施工業務 
など 

150 

30.0 

(株)アメニテイ.サービス.関西 

1988(昭和 63).10. 8 

大阪府大阪市西区阿波座 2- 
M NTT 阿波座ビル 2 F 

テナントビルのオーナー龙務代 
行、テナントに対するサポート 
業務の提供など 

250 

29.0 


NTT 都市開発 ㈱ 

1986(昭和 61). 1.21 

東京都新宿区払方町 25-5 

~アーバンネット市ヶ谷ビル 

主として NTT にかかわる不動 
産の取得 • 建設 • 管理 • 賃貸など 

12,699 

100.0 

NTT 東海不動産(株） 

1989(平成元）. 3. 8 

愛知県名古屋市中区錦 1- 
40 U 16-20 グリーンビル 7 F 

主として NTT にかかわる不動 
産の取得 • 建設 • 管理 • 賃貸など 

5,039 

100.0 

NTT 関西建物 ㈱ ） 

1989(平成元）. 3. 8 

a , 大阪府大阪市无王寺区上 
本町7十20 

主として NTT にかかわる不動 
産の取得•逮設•管理•貨貨など 

4,519 

100.0 

NTT 九州不動産 ㈱ 

1989(平成元）. 6.30 

福岡県福岡市中央区天神 2- 
8 川 4-38 NTT - KF ビル 9 F 

主として NTT にかかわる不動 
産の取得 • 建設•管理 • 貨贷など 

1,662 

100.0 

(株) NTT クレド 

1989(平成元). 7.20 

広島県広島市中区上八丁堀 
730 6-65 

NTT 上八丁堀ビル 1 F 

主として NTT にかかわる不動 
産の取得•建設•管理 • 賃貸など 

666 

100.0 

(株) NTT 北海道エステート 

1991(平成 3).10.11 

北海道札幌市中央区大通 
060 M 2-9 

NTT 大通2丁目ビル 5 F 

主として NTT にかかわる不動 
産の取得•建設•管理•賃貸など 

1，707 

100.0 

NTT リビング(株） 

1991(平成 3).10.11 

in . 東京都中央区築地 2-11-9 
榮地 MT ビル 

主として NTT にかかわる不動 
産の売買 • 管理など、社宅•独 
身寮の管理業務受託など 

6,300 

100.0 

金融•カード分野 

公共証券(株） 

1965(昭和 40). 4. 6 

東京都中央区日本橋兜町 
1UJ 13-1 

株式 • 债券等の引受•募集•売 
買 

1,508 

20.1 

N 丁丁リース ㈱ 

1985(昭和 60). 4.11 

東京都港区芝浦 卜 2-1 

1UD シーバンス N 館 

通信機器 • 事務用機器等、各種 
動産のリース•割賦販売など 

4,750 

33.7 

NTT Finance ( U . K .) Limited 

1986(昭和 61). 6.10 

Level 19, City Tower , 40 Basing - 
hall Street , London , EC 2 V 5 DE 

海外金融事業（主として資金運 
用） 

10百万 

(US ドル） 

100.0 

NTT Finance ( Holland ) B . V . 

1986(昭和 61). 7. 7 

Officia 1,2 nd Floor De Boelelaan 

71083 HJ Amsterdam 

海外金融事業（主として資金調 
達） 

0.3 百万 
(ギルダー) 

100.0 

NT 丁オートリース (株） 

1987(昭和 62). 2.20 

ini 東京都千代田区 三 崎町 2-9- 
1U1 18 TDC ビル 9 F 

車両のリース 業務 •メンテナン 
ス 受託業務 • 損害保険代理業務 
など 

300 

49.2 

(株) NTT テレカ 

1984(昭和 59). 6. 1 

1 An 東京都新宿区西新宿 1-24-1 

10U エステック情報ビル 

テレホンカードの企画.販売. 
エンコード業務、プリペイドカ 
ードの企画 • 販売など 

498 

50.0 
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会社名 

設立年月日 

〒 所在地 

事業概要 

資本金 
(百万円） 

NTT 
持株比率 
(%) 

㈱ NTT 西日本テレカ 

1985(昭和 60).10.16 

大阪府大阪布北区同心卜 5- 
53U 33 NTT 堀川ビル 

テレホンカードの企画•販売 • 
エンコード業務、プリペイドカ 
ードの企画•販売など 

150 

50.0 

(株)ユーカード 

1986(昭和 61). 8.28 

... 柬京都渋谷区元代々木町 
m 30-13 日交元代々木ビル 

プリペイドカードの発行.精算、 
カードシステムの開発-販 / d など 

9,600 

64.1 

クレジツトカードセンチネル 

NTT ㈱ 

1991(平成 3). 4.12 

東 M 都港区新橋 3-4-2 
ヤマキ第2ビル 

会員登録したクレジットカード 
保有者に対するサービスの開 
発•提供など 

200 

35.0 

電話帳ビジネス分野 

NTT 四国電話帳(株) 

1960(昭和 35). 7.20 

791愛媛県服泉郡:歌信町田寵 
-021940-1 

電話帳の編集•印刷•製本 • • 
般印刷など 

89 

25.4 

(株)ハロー •デンイン 

1961(昭和 36).10.26 

739広島県佐伯郡火野町梅原卜 
-04 3-2 

電話帳の編集•印刷•製本•一 
般印刷など 

368 

33.7 

NTT プリコム®) 

1962(昭和 37). 4. 2 

570大阪府守口市梶町卜4卜5 

電話帳の編集 • 印刷•製本 •* 
般印刷など 

491 

26.5 

NTT 東北テレプリント ㈱ 

1962(昭和 37). 5.10 

OQ , 宮城姑仙台 il / 宵城跸区日 
州の川町 3-4-45 

電話帳の編集 • 印刷•製本 • • 
般印刷など 

162 

25.0 

NTT 九州テレプリンテイング(侏） 

1965(昭和 40). 4.10 

861熊本県鹿本郡植木町投刀 
-01 塚字岩ノ上15 

電話帳の編集•印刷•製本•一 
般印刷など 

357 

41.6 

NTT プリンテック(株） 

1969(昭和 44). 4. 1 

屯 M 都新術 KW 新柄 7-20-3 
10U 第二太平ビル 

電話帳の編集•印刷•製本 •一 
般印刷など 

478 

20.0 

NTT 信越電話帳 ㈱ 

1969(昭和 44).10. 1 

JBffi 長野 iim 後町1597- 
38 U 1長野朝日八卜•.ビル 4 F 

電話帳の編集•印刷•製本•一 
般印刷など 

185 

39.8 

NTT 北陸電話帳(株） 

1971(昭和 46). 4. 1 

Q?1 れ川県れ川郡虾々ポ町新 
リ」庄卜85 

電話帳の編集 • 印刷•製本 •* 
般印刷など 

156 

45.3 

(株)日本電話帳開発 

1986(昭和 61). 4.26 

柬京都港ぼ南麻布 5-2-32 
1Ub 第32 11 ビル 3 F 

NTT 電話帳事業に関するコン 
サルテイング•支援業務など 

300 

50.0 

NTT 情報開発(株） 

1986(昭和 61). 5.24 

1fn 來京都中央区日本橋堀留 

1 UJ 町卜 5-7 ユービル 8 F 

NTT タウンページデータべ一 
スの販売総代理店業務•コンサ 
ルテイングなど 

480 

52.0 

贿ビジネス颁 

NTT ラーニングシステムズ(株） 

1987(昭和 62). 9.21 

irK 朿京都港区南麻布い 6- 18 

1U0 象印マホービン東京ビル 

教育研修、実務支援、映像開発 
事業など 

1,320 

66.4 

(株) NTT 柬海セミナーセンター 

1989(平成元). 3. 8 

愛知 W 刈抒ポ今川町山ノ 
448 神170 

研修設備の賃貸業務、各種セミ 
ナーの企両 • 運営など 

150 

85.0 

広告-出版分野 

㈱ NTT ァド 

1985(昭和 60).12. 18 

東京都渋谷 K ® 比寿4-卜18 
1 M , 恵比寿ネオナートビル3 .4 F 

広告 • 宣伝の企画 • 制作、販売 
促進キヤンペーンの企画•述営 
など 

95 

75.0 

(株)ダイナミック • アドメディア 

1986(昭和 61). 2.10 

mzl 來京都中央区銀拖 5-15-5 
IU4 NTT 朿銀飑ビル 

屋外広告•イベントの企両運 
営、プロモーションビデオ等の 
企画 • 制作など 

20 

85.0 

(株 ) NTT エミシオン 

1987(昭和 62). 2.16 

大阪府大阪市西区土佐堀 1- 
550 3-34 

NTT 大阪北支店. 1: 佐堀別館内 4 F 

電報115受付業務等の受託、印 
刷物の企画 • 制作 • 販売など 

30 

65.0 

(株) NTT メディアスコープ 

1987(昭和 62). 8. 6 

1〇1 來京都千代田区神田司町 2- 
lul 16 NTT 神田ビル 6 F 

企画コミユニケーションに閲す 
る総合企画 ■ 制作 • 調査•コン 
サルテイング • 出版など 

100 

36.0 

NTT 出版(株) 

1987(昭和 62). 9. 4 

都 IDHK 下^!黒 1-8-1 
lDJ アルコタワー 11 F 

NTT はじめ NTT グループ各企 
業等の社内外広報誌の編集•発 
行、各種書籍の企画 • 制作•発 
行など 

20 

51.0 

(侏)エレクトロ •アド 

1987(昭和 62).10. 2 

... 人阪府大阪 il / 北区!!！!:崎 3- 
17-21 NTT 豊崎ビル 3 F 

屋外広告物-各種通信機器の開 
発.制作.販売.工事など 

50 

55.0 


リサーチ • コンサルティング/人材派遣分野 

総合通信エンジニアリング ㈱ 

1985(昭和 60). 4.26 

inA 東京都丁•代田区内幸町卜卜 
iUU 2東京松村ビル 8 F 

m 気通信事業等に関するコンサ 
ルテイング.設計 • 保守•運 
用、人材派遣寧業など 

20 

50.0 

( ffi 情報通信総合研究所 

1985(昭和 60). 6.18 

107東京都港区南青山卜 12-31 

情報.通信に関する国内外の各 
稀調资.分析.研究•コンサル 
テイングなど 

480 

50.9 
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グループ企業 


会社名 

設立年月日 

〒 所在地 

事業概要 

資本金 
(百万円） 

NTT 
持株比率 
(%) 

物辦野 

(株)インフオメーシヨン 
スペースサービス 

1986(昭和 61).10. 2 

千葉県市川市鬼高 4-2-33 
1,1 NT 丁鬼高ビル 3 F 

磁気テープの保管 • 集配送、書 
類.伝票のダンボール保管.集 
配送など 

50 

45.0 

データ.セキュリティ- 
サービス(株） 

1987(昭和 62). 3.10 

大阪府大阪市西区新町 4-6- 
9 NTT 新町支店 3 F 

コンピュータ用磁気記録媒体. 
図面.ドキュメント等重要書類 
の保管など 

70 

42.0 

NTT 物流サービス(株） 

1987(昭和 62). 8.28 

氏庫県神戸市長田区浪松 
^ 町4小1 

ホームセンター事業 

430 

93.0 

(株) NTT 安全保管センター 

1988(昭和 63). 2.29 

愛知県名古屋市名東区豊 
465が丘501 

NTT ネットワーク猪高ビル 

磁気テープ等記録媒体.書類の 
保管 • 集配送 

160 

45.0 

(株) NTT ロジスコ 

1991(平成 3).11.14 

東京都豊島区東池袋 3-16-3 

1 / u アーバンネット池袋ビル 16 F 

物品の保管 • 荷役 • 輸配送•在 
庫管理、物流コンサルティング 
など 

4,000 

100.0 

アメニテイ分野 

(株) NTT トラベルサービス 

1982(昭和 57).11. 1 

lin 東京都台東区上野 5-24- 11 
11U NTT 上野ビル 4 F 

旅行業法に基づく旅行業など 

90 

25.0 

国際分野 

NTT インターナシヨナル(株） 

1985(昭和 60).10.17 

17n 東京都豊島区東池袋 3-16-3 

1 川アーバンネット池袋ビル 

海外に関速する電気通信 • 情報 

通信システムのコンサルテイン 
グ.エンジニアリング業務など 

4,800 

97.7 

N 11’ America , Inc . 

1987(昭和 62).11. 2 

101 Park Avenue , 41 st Floor 
New York , N . Y .10178, U . S . A . 

国際調達支援 • 技術情報交流 • 
共同研究開発の推進 

9百万 
( US ドル） 

100.0 

NTT do Brasil 

1987(昭和 62).11.25 

Praia de Botafogo , 228 -Sala 
1109, Rio de Janeiro-RJ 22359- 
900 Brazil 

ブラジルにおける通信省•運営 
体その他各種現地企業等との技 
術協力•情報提供など 

36百万円分 
の現地通貨 

☆ 

100.0 

NTT Europe Ltd . 

1989(平成元）. 4. 1 

Level 19, City Tower , 40 Basing - 
hall Street , London , EC 2 V 5 DE 

欧州における新規事業企画•運 
営など 

0.4 百万 
(イギリスポンド） 

100.0 

NTT France S . A . 

1991(平成 3). 5. 6 

90, Avenue des Champs - 
Elysees , 75008 Paris , FRANCE 

フランスにおける電気通信事業 
体とのリエゾン業務など 

7.5 百万 

(フランスフラン） 

90.0 

NTT Deutschland GmbH 

1991(平成 3). 6.25 

Immermannstr .13, 40210 
Diisseldorf F . R.Germany 

ドイツ • オランダを中心とした 
電気通信サービスに関するユー 
ザコンサルテイング.エンジニ 
アリング 

1.15 百万 

(ドイツマルク） 

☆ 

90.0 


觸撕開齡野 

NTT アドバンステクノロジ(株） 

1976(昭和 51).12.17 

1Qn 東京都武蔵野市御殿山卜卜 

18U 3クリスタルパークビル 

技術移転•ハード•ソフト•情報通信シ 
ステムの設計 • 開発、技術動向の調 
査.分析、技術コンサルテイングなど 

470 

60.7 

NTT エレクトロニクス 
テクノロジー(株） 

1982(昭和 57). 6.15 

東京都武蔵野市吉祥苛本 
18U 町卜 14-5 

通信用カスタム LSI およびこれ 

らを応用する電子装置の設計 • 
販売など 

2,630 

82.3 

(株)国際電気通信基礎技術研究所 

1986(昭和 61). 3.22 

619京都府相楽郡精華町光台 2- 
-02 2 

電気通信技術に関する研究開 
発 • 調査、研究開発用施設の賃 
貸など 

22,035 

56.8 

NT 丁インテリジェント 
テクノロジ(株） 

1987(昭和 62). 6. 3 

神奈川県横浜市中区不老 
231 町 2-9-1 関内ワイズビル 4 F 

AI およびヒューマンインタフ 
エースに関連する製品.システ 

ムの開発 • 販売など 

300 

53.0 

Photonic Integration Research , 
Inc . 

1987(昭和 62). 7.24 

2727 Scioto Parkway 
Columbus , Ohio 43221- 
4658, U . S . A . 

光導波回路技術を基盤とした才 
プテイカルデイバイスの製造. 
販売など 

8.1 百万 

( US ドル） 

49.0 

㈱ アフテイ 

1989(平成元）. 5. 2 

ien 東京都武蔵野市緑町 3-9-11 
l8U NTT 武蔵野研究開発センタ内 

薄膜形成装置 • 薄膜加工装置 • 
薄膜製品の開発 • 販売など 

490 

51.0 

Advanced Energy 

Technologies Inc . 

1989(平成元）. 3.17 

HongKong Bank of Canada Bldg . 
800-885 West Georgia Street 
Vancouver , Canada V 6 C 3 HI 

高性能リチウムニ次電池の研究 
開発など 

20百万 
(カナダドル） 

51.0 

US Conec Ltd . 

1992(平成 4). 4.24 

915 Tate Boulevard , SE 

PO Box 2306 Hickory , 

NC 28603-2306, U . S . A . 

北米地区の光ファイバコネク 

夕 • 関連製品の製造_販売など 

5百万 
( US ドル） 

20.0 

Europtics Limited 

1992(平成 4).12.22 

Whiston Enterprise Park , 
Fallows Way Whiston , 
Merseyside L 351 RZ . England 

欧州地区の光ファイバコネク 
夕 • 関連製品の製造 • 販売など 

4.2 百万 
(イギリスポンド） 

20.0 


[注] NTT 持株比率の欄の☆印は、出資比率です0 
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会社名 

設立年月日 

-丁 

所在地 

事業概要 

資本金 
(百万円） 

NTT 
持株比率 
(%) 


SI •情綱信■分野 


NTT システム技術(株） 

1985(昭和 60). 5.16 

ini 谋京都千代阳区神田鍛冶 
101 町 3-6-3 神田三菱ビル 5 F 

日銀システムを中心としたデー 
夕通信システムの設計、ソフト 
ウェアの開発.販売.コンサル 
ティングなど 

100 

25.0 

日本コンピュータ 
セキュリティ(株） 

1985(昭和 60). 10.23 

110 朿京邡文京1 メ:目白台 2-7-8 
112 セコム目白台ビル 3 F 

コンピュータシステムに関する 
システム診断.監査、セキュリ 
テイシステムの設計.コンサル 
テイングなど 

495 

_ 

45.0 

東京 NTT データ通信 
システムズ(株） 

1985(昭和 60).12.19 

東京都品 川 区西五反田 3-7-10 
141アーバンネット五反 H 1 NN 
ビル 7 F 

符都_における戦略的情報シス 
テム ( SIS ) の企画 • 開発 • 販売 
など 

800 

25.0 

NTT システムサービス(株） 

1986(昭和 61). 3.13 

谌京都武蔵野市吉祥寺南 

180町 1-6-1 

吉祥寺スバルビル 4 F 

社会保険疗システムを中心とし 
たデータ通信システムの設計、 
ソフトウェアの開発.販売など 

70 

25.0 

NTT データ通信 ㈱ 

1988(昭和 63). 5.23 

M 來 M 都江東区]^洲 >3-3 

11 洲センタービル 

データ通信サービス、システム 

開発サービス 

17,010 

69.1 

INS エンジニアリング ㈱ 

1985(昭和 60). 5.30 

,_ n 來 M 都豊岛 K 來池袋 3-16-3 
l / u アーバンネット池袋ビル 3 F 

コンピュータマッピングシステ 
ム • CAD • CAM システムの 
開発 • 販売など 

499 

33.5 

NTT インターネット(株） 

1985(昭和 60). 6.18 

柬京都港区浜松町い 18- 16 
1U !> 住友浜松町ビル 8F 

情報処理システムの開発.販 
売、各種システムコンサルテイ 
ング、 VAN ネットワークサー 
ビスの提供 

4,000 

26.7 

NT 丁ソフトウエア (株） 

1985(昭和 60). 7. 2 

神奈川県横诉市中区山ド 
231 町 223-1 

情報システム.通信システム等 
のソフトウェア開発、各種シス 
テムの企_ • 設計.コンサルテ 
イング 

200 

97.5 

NTT 中国メディアサプライ(株） 

1985(昭和 60).10.11 

72A 広岛 1U 広島市南区宇品朿卜 
/34 2-33 

情報処理システムの開発.販売、 
各植 OA 機器販売、テレコント 
ロールシステムの開発.販売 

150 

44.1 

NTT シスコム(株） 

1985(昭和 60).10. 16 

愛知県名古屋市中区栄 2 - 8 - 
40 U 巧 NTT 広小路ビル 

情報処理システムの開発、デー 
タベース応用システムの開発、 
各種 OA 機器阪売 

170 

85.4 

日本情報通信(株） 

1985(昭和 60).12.18 

神奈川県川崎市幸区堀川 
210町580 

ソリッドスクェア四館 16 F 

情報通信システムの設計、ソフ 
トウェアの開発、各種通信関速 
機器の提供 

8,000 

50.0 

㈱ NTT PC 

コミュニケーションズ 

1985(昭和 60). 9. 4 

in . 東京都港区新橋 6 ••卜 11 
秀和御成門ビル 4 F 

パソコン通信ネットワークサー 
ビス•ネットワークシステムイ 
ンテグレーシヨンサービスの提 
供など 

4,000 

96.5 

NTT ファネット*システムズ(株） 

1987(昭和 62). 4. 1 

1 An 東京都新宿区西新宿 8-14- 
10U 24西新宿 KJF ビル 

FA - LAN システム • FA-CIM 
関連諸システムの企画.設計- 
建設など 

400 

45.0 

企業通信システム 

エンジニアリング(株） 

1988(昭和 63). 4.26 

神奈川県川崎市幸区堀川 
210 町 66-2 

興和川崎西ロビル 13 F 

PBX 用個別対応.基本ソフト 
ウェアの開発.維持管理など 

200 

40.0 

NTT 中部テレコン ㈱ 

1986(昭和 61). 6.19 

愛知県名占 Mil / 中区栄 2 - 8 - 
40 U 25 NTT 広小路ビル 9 F 

自動遠隔検針システム等の開 
発•販売、運営など 

240 

53.8 

NTT 関西テレコン ㈱ 

1987(昭和 62). 8.12 

大阪府大阪市港区弁天卜 2 - 
12 NTT 弁天ビル 2 F 

0 動遠隔検針システム等の開 
発 • 販売 • 運営など 

250 

50.4 

NTT 四国テレコンサービス(株） 

1987(昭和 62).11. 12 

7Qn 愛媛県松山市--#町 4-3 
NTT 四国支社ビル別棟 5 F 

自動遠隔検針システム等の開 
発 • 販売 • 運営など 

152 

54.3 

NTT 東北テレコントロール ㈱ 

1987(昭和 62).11. 18 

984宮城県仙台市若林区五橋 3- 
-19 2-1 NTT 東北ビル 

自動遠隔検針システム等の開 
発•販売 • 運営など 

100 

54.0 

NTT 中央テレコンネット(株） 

1988(昭和 63). 2.25 

埼玉県蕨市中央 4-2-22 
パ） NTT 蕨ビル 

自動遠隔検針システム等の開 
発 • 販売 • 運営など 

400 

60.3 

NTT オフトーク通信(株） 

1989(平成元). 2. 3 

1 An 朿京都新宿区两新宿 7-5-25 
160 四新宿木村屋ビル 14 F 

オフトーク通信システムの設 
計•運営に関するコンサルティ 
ング、端末機器.センタ設備の 
開発 • 販売など 

400 

49.0 

淋)東京オフトークサービス 

1989(平成元）. 9.21 

柬京都新宿区西新宿 7-5-25 
,6 U 四新宿木村屋ビル 14 F 

宵都圈におけるオフトーク通信 
サービスに関する設備提供サー 
ビス 

961 

54.7 
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グトプ企業 


会社名 

設立年月日 

〒 所在地 

事業概要 

資本金 
(百万円） 

NTT 
持株比率 
(%) 

NTT ツアメディア(株） 

1986(昭和6 1).11. 4 

東京都江東区深川 2-7-6 
U：> NTT 深川 2 F 

旅行情報サービスの企画.開発. 
販売•運用、アプリケーションソ 
フト等の開発.販売など 

645 

29.5 

日本チケット.ヴァン. 
サービス(株） 

1987(昭和 62). 4. 1 

朿京都江東区深川 2-8-7 
1J5 NTT 深川別館 6F 

オンラインによるチケット販売 
システムの開発•運用 . 保守 

100 I 

20.0 

㈱ 近畿.中部レジホンセンター 

1988(昭和 63).10. 5 

rA ( . 和歌山県和歌山市一番丁5 
04U NTT 和歌" 1 支店 2 F 

POS レジホンの販売、パッケ 
ージソフト.サプライ品の販売 
など 

200 

20.0 

NTT ビジュアル通信 ㈱ 

1984(昭和 59). 2.27 

in . 東京都港区麻布台卜 H -9 

1Uo 麻布台第一生命ビル 

マルチメディア関連情報サービ 
スの Si 事業、ビデオテックス通 
信サービスにかかわる業務 

1，200 

42.1 

日本テレマティーク(株） 

1985(昭和 60). 8.20 

東京都渋谷区初台 1-34- 14 
m 初台 TN ビル 4 F 

コンピュータシステムのシステ 
ム提案.設計.構築.販売.コ 
ンサルティングなど 

300 

50.0 

北陸キャプテンサービス ㈱ 

1985(昭和 60).12.13 

Q ? n 石川県金沢市大手 W 4-1 
NTT 白鳥路ビル IF 

自動遠隔検針システム等の開 
発•販売 • 運営、総合気象情報 
システムの販売など 

30 

33.3 

(株）インファスアンド 

NTT ネットワーク 

1987(昭和 62).11. 14 

m 7 艰京都港区北青山 2-7- 15 
1U/ NTT 青山ビル 8F 

スーパーキャプテンを利用した 
ファッション情報サービスの提 
供、映像制作など 

400 

35.0 

ワンナンバーサービス企画(株） 

1995(平成 7). 9.26 

東京都千代田区大手町 2 - 2 - 
100 2 

アーバンネット大手町ビル 

ワンナンバーサービスの企画. 
開発 • 提供 

39 

33.3 

NTT ファン企画 ㈱ 

1995(平成 7). 9.28 

東京都千代田区大 T •町 2 - 2 - 
100 2 

アーバンネット大手町ビル 

マルチメディア閲連オンライン 

サービスの企画.開発•捉供 

499 

44.0 


移動体通信分野 

日本空港無線サービス(株） 

1977(昭和 52). 8 . 4 

282千葉県成田市三里塚卜2 

空港無線電話に関する加人•料 
金事務、機器の設置 • 保守 

260 

60.0 

NTT 移動通信網(株） 

1991(平成 3). 8.14 

in . 朿京都港区虎ノ門 2 - 10-1 
新|]|鉱ビル朿楝 

移動通信サービス、移動通信シ 
ステムの開発.保守.販売 

15,882 

94.7 

NTT 東海移動通信網(株） 

1991(平成 3).11.14 

.... 愛知県名古屋市中区栄4-卜 
4bU 8栄サンシティビル 16 F 

移動通信サービス、移動通信シ 
ステムの開発.保守.販売 

2,000 

— 

NTT 北陸移動通信網 ㈱ 

1991(平成 3).11.14 

Qon 石川県金沢市火 f 町 12-8 

ノ 2 u NTT DoCoMo 北陸ビル 

移動通信サービス、移動通信シ 
ステムの開発.保守•販売 

1,000 

— 

NTT 関西移動通信網(株） 

1991(平成 3).11.14 

大阪府大阪市北区中雖 1 - 
531 11-1 

中津センタービルディング 

移動通信サービス、移動通信シ 
ステムの開発.保守.販売 

3,000 

— 

NTT 中国移動通信網(株） 

1991(平成 3).11.14 

733広島県広鳥市 H 区商エセ 
-81 ンター 2-6-2 

移動通信サービス、移動通信シ 
ステムの開発.保守.販売 

1,000 

一 

NTT 四国移動通信網(株） 

1991(平成 3).11.14 

香川県高松市錦町 2-4-8 
/bU NTT DoCoMo 錦町ビル 

移動通信サービス、移動通信シ 
ステムの開発.保守.販売 

1,000 

一 

NTT 九州移動通信網(株） 

1991(平成 3).11.14 

福岡県福岡市中央区赤坂卜 
810 15-33 

ダイアビル福阀赤坂 4 F 

移動通信サービス、移動通信シ 
ステムの開発.保守.販売 

1,500 

— 

NTT 東北移動通信網(株） 

1991(平成 3).11.14 

oen 宮城県仙台市青葉区一番 
胃町 2 - 8- 10 

移動通信サービス、移動通信シ 
ステムの開発•保守•販売 

1，000 

— 

NTT 北海道移動通信網 ㈱ 

1991(平成 3).11.14 

北海道札幌市中央 g 北3西 
UbU 3タクト北3条ビル 

移動通信サービス、移動通信シ 
ステムの開発.保守.販売 

1，000 

— 

NTT 中央パーソナル通信網(株） 

1994(平成 6).10.14 

105東京都港区芝浦卜 2-1 

PHS サービス、 PHS の開発 • 
保守 • 販売 

15,000 

28.0 

NTT 東海パーソナル通信網(株） 

1994(平成 6).10.14 

... 愛知県名古屋市中区栄 2 - 8 - 
46 U 25 NTT 広小路ビル 

PHS サービス、 PHS の開発 • 
保守 • 販売 

3,000 

28.0 

NTT 北陸パーソナル通信網(株） 

1994(平成 6).10.14 

920石川県金沢市彦三町 2-9-1 

PHS サービス、 PHS の開発 • 
保守 • 販売 

1，000 

28.0 

NTT 関西パーソナル通信網(株） 

1994(平成 6).10.14 

大阪府大阪市北区曾根崎 1 - 
530 2-31 

PHS サービス、 PHS の開発 • 
保守•販売 

4,000 

28.0 

NTT 中国パーソナル通信網(株） 

1994(平成 6).10.14 

広島県広島市中区袋町 6 - 
/ JU 11 NTT 袋町ビル 

PHS サービス、 PHS の開発. 
保守 • 販売 

1,500 

28.0 

N 丁丁 四国パーソナル通信網(株） 

1994(平成 6).10.14 

791愛媛県松山市山越3- 15-15 

PHS サービス、 PHS の開発. 
保守 • 販売 

1，000 

28.0 
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会社名 

設立年月日 

〒 所在地 

事業概要 

資本金 
(百万円） 

NTT 
持株比率 
(%) 

NTT 九州パーソナル通信網 ㈱ ） 

1994(平成 6).10.14 

福岡県福岡市博多区博多 
812 駅東 2-13-34 エコービル 

PHS サービス、 PHS の開発 • 
保守 • 販売 

2,500 

28.0 

NTT 東北パーソナル通信網(株） 

1994(平成 6).10.14 

984宮城県仙台市若林区五橋 3- 
-19 2-1 

PHS サービス、 PHS の開発. 
保守•販売 

1，500 

28.0 

NTT 北海道パーソナル通信網(株） 

1994(平成 6).10.14 

北海道札幌市中央区大通 
U6U 西 2-9 NTT 大通2丁目ビル 

PHS サービス、 PHS の開発. 
保守 • 販売 

1,500 

28.0 
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主な法令 


D 去 钳 


[政 令] 


郵政省令 


I 電気通信関係法令一 


v[£ 気通信事業、設備等を規律する法令 


i 規律関係法令 1 - T ". 


P 気通信事業法 | 


m—1—SM . 


有線電気通信法 了 




有線電気通信議仃令 • 
赢電気通信設尊 I 


電波法1 


- 〇 i 放送雷話に関する：^ • 

-〇嘉ラジオ放送業務の運用 . 

の規制に関する法律 
•〇有線テレビジヨン放送法 I 


電铽通信サービスの從供中；体に閲する法令 


組 

織 

関 

係 

法 

令 


: 

国 

際 

電 

信 

電 

話 

株 

式 

社 

法 


JL 

日 

本 

電 

信 

電 

話 

株 

式 

i 

法 


電気通信サービスの利用条件等を規定する法令 
I 利用関係法令| :〇電話加入権質に関する臨時, 

雷法 

-〇日本 国とアメリカ合衆国と 
の問の相互協力及び安全保 
障条約第6条に基づく»設 
及び区域並びに日本国にお 
ける合衆国軍隊の地位に関 
する啜へ/ E 等の実施に伴う電 
気通信*#法等の特例に II 
する法律 

(電気通信事業法) 


有線テレビ、ジョン放送法 


日本電信課 i 株式会社法 
施行令 


電話加入®に関する臨 

時篇簾打令 


* .1気通！；：纏£則 
■囊用電気通信設備規則 

■業設雞規則 
■電気通望獲術者規則 
■エ畫任置則 

A 線電気通信簾®則 

^ Imil 

•裏讓 S 則 

■舳線局(放送局を f ) の1設の根本的基準 
•有媛送電話規則 

■ 1ラジオ放送業務の運用の規正に閲する 
_ を擁订する規則 
_办線テレビジョン放送_@则 


=本電信電話囊会社議 E 


-謹加人權资に関する臨^^鐘短则 






































































電気通信事業政策 


関連法•政策 


日本電信電話株式会社法附則第2条に基づき講ずる措置 （ 1•:〈平成2年〉3 )] 30 n 郵政竹) 


政府は、 II 本電信電話株式会社法附則第2条の規定に基づき、 II 本 
電信電話株式会社（以下 「 NTT 」 という。）の在り方について検討を加え 
た結果、電気通信審議会の 「 H 本電信電話株式会社法附則第2条に基づ 
き講ずるべき措置、方策等の在り方」答申（平成2年3月2日）の精神 
を生かし、以下の方針に沿って所要の措置を講ずるものとする。 

1, 基本的考え方 

昭和60年の電気通信制度改革は、実施後5年問に、多数の新しい 
電気通信事業者の参人、各種サービスの料金の着実な低下をもたら 
すなど、-定の成果をあげている。しかしながら、電気通信市場の現 
状は、 NTT が圧倒的なシェアを占めていること、多様なサービスの 
提供、デジタル化の進渉が米国に比べ遅れていること等に見られる 
ように、十分活性化されているとは言いがたい状況にある。 

今後、21世紀の高度情報社会の実現に向けて、料金の低廉化、サ 
ービスの高度化.多様化等を一層促進し、国民、利用者の利益の最 
大限の増進を図るとともに、我が国の電気通信金体の均衡ある発展 
を図っていくことが必要である。 

このため、公正有効競争条件の整備を図り、 NTT の巨大•独占性 
の弊害についても、これを可能な限り改善する措置を講ずることな 
どにより、 NTT の経営の向ヒを図ることが必要であると考えられ 
る 3 また、国際的な貢献を図る観点からも、電気通信分野における研 
究開発の推進に I •分配慮する必要がある。 

公正有効競争を実現し、また、 NTT の経営の向上を図ることによ 
って、国民、利用者の利益を増進させるとともに、株主をはじめ、 
NTT 関係者等にとっても、 NTT が更に魅力ある企業となることを期 
侍するものである。 

2. 公正有効競争の促進 
1事1部制の徹底等 

公正で有効な競争の促進と技術革新を活かすために、 NTT が、長 
距離通信事業部、地域別事業部制を痗人•徹底し、これらの収支状 
況を開示するよう措置する。 

2接続の円滑化 

交換機の ID 化促進 、 POI (相互接続点)設置の円滑化等、他の電気 
通信事業者との接続の円滑化を更に推進する。 

3ネットワークのオープン性の確保 
他の®気通信事業者が、 NTT のネットワークを NTT と対等な条件 
で利叩できるようにするため、接続形態、技術的条件等に問する 
具体的な接続条件を明確にする。. 

1内部相/]:補助の防 I 卜. 

常話 サービスの 細目を分計.開示すること等により内部相互補助 
の防 ih の徹底を図る。また、各事業部問の取引条件の開示及び他の 
進気通信事業者への公平な適用を図る。 

5情報流用の防止 

接続交渉等を通じて得た他の電気通信事業 t の営業に係る情報の 
流用防止策について、適正な措的を講ずるとともに、その内鞞を 
明らかにする。 

良:情報の積極的開示 

単位料金区域 （ MA ) 間のトラヒック情報等の基本的なネットワー 
ク情報、技術情報等、公正有効競争上不可欠な情報の積極的な開 
示を促進する。 

7研究開発成果の普及 

NTT の研究開発成果の普及を実効的なものとするため、研究開発 
成果の公開、外販基準の明確化等の透明性を確保する仕紺みを検 
討する。 

8移動体通信槊務 

移動体通信分野における公正有効競争を実現するため、移動体通 
信業務を一両年内を ㈡ 途に NTT から分離し、移動体通信業務を営 
むこととなる会社については、これを完全民営化する。 

(注）「移動体通信業務」とは、自動 m 電話業務、船舶 m 話茱務及び 
無線呼出業務を言う。 


9端未機器販売業務 

端末機器販売業務の分離については、更に検討することとし、当 
面、引き続き公正有効競争確保のための措置を講ずる。 

_衛星通信業務 

_而、公正有効競争条件の整備を図るため、収支分計の明確化等 
の措置を講ずることとし、将来 NTT が本格的に商用衛星通信サー 
ビスを实施する場合には、当該業務部門の分離について検討を行 
ろ 0 

⑪デジタル化の前倒し 

可能な限りの NTT の「中長期デジタル化計両」（平成元年 9 月）の前 
倒し実施を促すこととし、そのための必要な措置を講ずる。 

⑫番号計画の在り方 

利用者の利便、電気通信事業者間のイコールフッテイングの確保、 
国際的な新しい番号体系への移行等を踏まえ、統-的な番号体系 
及び番号付与原 H I ]の確立を図る。 

⑬举位料金区域 (MA) の設定の在り方 
利川#の利便、1気通信事業 t 問の競，条件への影髀等を踏まえ、 
中-位料金区域 (MA) の設定の在り方について検討する。 

11電気通信事業者用割引料金の導入 
アクセス冋線料金の低廉化による利用名•負担の軽減及び電気通信 
事業者間の イコール フッ テイン グの確保の 観点から、 電気通信事 
業者用割リ I 料金（キヤリアーズレート）の導入を推進する。 

3. NTT の経営の向 h 等 

1合理化の推進 

NTT において、徹底した合理化案を自主的に作成し、これを公に 
し実行することとする。 

②保守部門 

保守部門の分離については、利用者サービスの観点から慎重に検 
討することとし、当面、一層の効率化の推進及び保守水準の向上 
の観点から、必要な措骹を検討する。 

3株主への利益還元 

NTT が行う株主への利益還元について十分配意する。 

4) 規制の在り方 

国民、利用者の利益の一屑の向上及び電気通信事業の * 層の活性 
化を図るために必要な規制緩和を焚施する。 

4. 公||•:存効競争の促進及び NTT の粍営の卯上等のための NTT の在りガ 

上記 2 及び 3 の措置の結果を踏まえ、 NTT の在り方について平成 
7 市度に検討を行い、結論を得る。 

5. 研究開発の推進 

問係者の意見を十分反映した NTT の研究開発の推進及び標寧化活 
動への寄与について、一層積極的な対応を促進する。 

長期的な视点に*って、我が国の電気通信の発展を网るため、_ 
の研究所、大学、電気通信事業者、製造業者等を含む我が国全体と 
しての研究開発活動の活性化のための総合的な研究開発体制の確立 
について検討する。 

6.1 试通信の*全 • 信頼性の卯上 

経済社会活動の進展に伴い、通信の安全 • 信賴性を確保すること 
の重要性が•段と高まってきている今日的状況にかんがみ、非常， 
災害時の通信のふくそう•途絶を最小限のものとし、また、公共機 
関の優先利用を確保するなど通信の安定的確保を図るため、電気通 
信事業者による中央安全センタの設立について、具体策を検討する。 
7. 諸措置の着実な推進 

上記の諸措置を講ずるに当たっては、必要に応じ、電気通信審議 
会に所要の諮問を行うことなどにより、その着実な推進を図る。 
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自民党方針 (1990 年〈平成2年〉3月30日） 

日本電信電話株式会社法附則二条に基づく NTT 見直し作業において、 
先般、電気通信審議会の答申がなされたところである。 

情報社会の基盤をなす電気通信事業の質の高い発展を図るため、政府 
及び関係者は答申の精神を生かし、今後更に検討を深めつつ、以下の事 
項を誠実に実行する。 


1. 政府は、公正で有効な競争の促進と技術革新を活かすために NTT が、 
長距離通信事業部、地域別事業部制を導人•徹底し、これらの収支状況 
を開示するとともに、他の電気通信事業者との接続の円滑化等の対応 
を行うよう措置する。 

2. NTT は、徹底した合理化案を自主的に作成し、これを公にし実行する。 

3. 政府は、国民、利用者の利益の一層の向上及び電気通信事業の一層の 
活性化を図るために必要な規制緩和を実施する。 

4•政府は、 NTT が行う株主への利益還元について十分配虛する。 

5•政府は、上記1〜4の措置の結果を踏まえ、 NTT の在り方について平 
成7年度に検討を行い結論を得る。 


10 . 2 


12. 11 

1990 1-22 


[m2] 


♦ 会社法見直しの検討と経緯 

1988 3. 18郵政省、電気通信 密議 会（山 下 勇会長)、電気通信事業 

__ 法の見直しについて答中をまとめ中山邨政相に提川 

i 競争基盤の整備、事業者の事業運営の•層の円滑化 
i 電気通信事業者の企業体質の強化3ネットワークの 
高度化④料金一層低廉化の推進 c 国際化への積極的対 
応( 6 地域情報通信基盤の整備促進 7 通信と放送の境界 
領域的サービスへの対応⑧電波利用の高度化への対応 
の8項目を提言。事業法見直しは先送り 


3. 23郵政省が郵政相の諮問機関、電気通信密議会（山下與 
会長）に今後の NTT の在り方について諮問 J 会社法見 
K しに間に合うよう丨年半をかけて検討」 

5. 16電気通信審議会は「電気通信ネットワークの形成」「新 
い、情報通信サービスと料金体系の在り方」「日本锟信 
電話 （ NTT ) の在り方」の3つのテーマについて、7月 1992 

からそれぞれ電通#電気通信事業部会の作菜部会で検 い_】 

討、64年夏をメドに中間答_をまとめる方針を決める 

6. 14中山郵政相は63年度版「通信に関する現状報告(通信白 
害)」を報告。2牢後の日本馄信钺話会社法見槪しに向 
け、 NTT の地域分割も考慮していく可能性を示唆 


6 .21 臨時行政改革推進燕議会（新行革、大概文平会長）は 
「65年3月に向けて会社の在り方についての検討着手 
が必要」とし、分割を含めた見直しを求めた 

10.25 新行革審の「公的規制の在り方に関する小委員会」（瀬 
島龍三小委員長）は「情報•通信」では、 NTT の分割を 
含めた企業形態の見直しを進めるよう求めるととも 
に、その検討期限を64年度末と区切る：また、新規# 
人者との間に「公正かつ有効な競争状態」をつくり出す 
ため INTT と新事業者の接続改善を促進する2 NTT 
内の事業ごとの収支構造を公開——などを提案 

1989 8. 14 全電通の情報通信研究会（委員長•岡茂男武蔵大教授） 

[平成元 J は「新電電の参人により企業競争は十分進みつつある」 

とし、競争促進を狙いとした NTT 分割論に事実上反 
対する報告書をまとめる 
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公正取引委員会「情報通信分野競争政策研究会」（座長_ 
実方健二北海道大学教授）は NTT の分割に対し「ネッ 
トワークの効率を低下させる可能性もあり、メリット、 
デメリットの双方を十分に考慮する必要がある」と述 
ベ、事実上反対意見を示した。公正な競争が進むかど 
うか市場を見たうえで、3〜5年後に改めて見直すと 
し問題解決を先送り 

電気通信審議会（会長 • 豊田英ニトヨタ自動車会長） 
中間答申を大石郵政相に提出。「経営の効率化、電気通 
信事業の競争の促進のため NTT の分割も必要」として 
A 、 B 、 C 、 3方式を提示 

経団連が電気通信事業の在り方に関する意見書提出 
「分割先送り」規制緩和を提言 

通産相の諮問機関、産業構造審議会の情報1業部会 
(部会長•稲葉秀三産業研究所理事長）「電気通信事業 
制度に対する期待」とした提言をまとめる。「分割は時 
期尚早」「政府規制の緩和などを通じて全国規模で NTT 
と対抗し得る競争者を育てる」 

電気通信審議会最終答申 

し再来年までに移動体通信部門を分離 t 平成7年度に 
NTT を市内電話と長距離電話•通信の2社に分割3移 
動体通信、長距離通信の2社は完全な民営にする 

自民党、羽田孜電気通信問題調赍会政策小委貝長は 
「 NTT の分割について平成7年度まで凍結することで 
あり、この間、 NTT のサービス拡充や技術革新、規 
制緩和の進み方を見極めたい。その後、必要であれば 
分割することもあり得る」と見解 
自民党、郵政省、大蔵省3者の最終作業で 1 NTT は事 
業部制の徹底などによって収支区分を明確にし、他の 
電気通信事業者との回線接続の円滑化に対応2徹底し 
た合理化の実行®規制緩和の実施1 NTT 株主への利 
益還元に対する配慮 INTT の在り方について5年後に 
検討し結論を出す——の5点で合意 

発行済み株式の20%未満の 外国人 所有が認められる 
(8 月1日施行） 












1985 年度一 1995 年度 

昭和60年度一一平成7尔度 











7.31 

8 . 7 
9.1 

9. 4 
9.12 

9.25 
9.- 

10.1 
10.11 
10.16 

10.17 

10.23 
10 .- 
11.29 
11 •一 
12. 4 

12.18 
12.18 

12.24 
1.20 
1.21 
2.27 
3.10 

3.25 


創立総会を開催(真藤社長で NTT スタートを決定） 

第1回取締役会を開催 

-〇- 

日本電信電話 ㈱ 設立 
穿开契約約,款を制定 

附帯関連工事、コンサルティング業務の開始(附帯業務） 

経営協議会を設置 

共済包摂制度を導入 

異経路による回線設置 (2 重化)を開始 

NTT ) —ス ㈱ を設立(民営化後のグループ企業第1号） 

初春闘が妥結 

第1回 NTT 債を発行 ('94 年度末までに35回） 

昭和60年度事業計画の認可を申請 ■ 常利益2,020億円、設備投資1兆6,600億円） 

ニュージーランド郵政省 ( NZPO ) と交流に関する覚書を締結 

中国郵電部とのクロスバ交換機の移転に関する覚書 C 84 年7月20日調印)に基づく 

譲渡契約を締結 

新社歌「日々新しく」を発表 

㈱ 情報通信総合研究所を設立 

データ通信設備サービス契約約款を制定 

専任職制度を実施 

北京事務所を開設 

NTT ソフトウェア(株)を設立 

第1回 NTT スイスフラン建社債を発行(’94年度末までに丨丨回） 

組織を改編(総務部、人事部、労働部等を設置） 

中国鉄道部プロジェクトに関する契約を締結 

ナイネックス社およびパシフィックテレシス社 (V 、ずれも北米地域電話会社）と交流 
に関する覚書を締結 

第1回 NTT ユーロ.米ドル建社債を発行(’94年度末までに14回） 

昭和59年度電電公社決算を郵政大臣に提出 
クウェート通信省 ( MOC ) と交流に関する覚書を締結 
㈱ NTTPC コミュニケーションズを設立 
組織を改編(研究開発部門を再編成） 

AT & T 社(米国)と包括協力協定を締結 

気象庁より受託した房総沖海底地震常時観測システム同軸ケーブルを敷設 
フィリピン長距離電話会社 ( PLDT ) と交流に関する覚書を締結 
社外向け研修•セミナー（目的達成業務)が認可 
㈱ 関西テレカを設立 ('94 年3月1日 ㈱ ) NTT 西日本テレカに改称） 

NTT インターナショナル ㈱ を設立 

電信電話記念日 「 NTT 第1回」記念式典を開催(以降毎年同時期に開催） 

ブラザー販売と電話機販売で特約店契約を締結 
組織を改編(事業本部等を発足） 

職能資格制度(管理職)を実施 

D 70 形交換機(本仕)の運用を開始(浜町） 

日本情報通信 ㈱ を設立 
(株) NTT ァドを設立 

大容量 ( D 51 形)パケット交換機の運用を開始 
NTT テレマーケティング(糊を設立 
NTT 都市開発 ㈱ )を設立 

昭和61年度事業計画の認可を申請(経常利益3,450億円、設備投資1兆6,000億円） 

新電報そ通システム ( TXAS ) の運用を開始 

ネットワークのディジタル化3力年計画を策定(昭和61、62年度で総額約8,600億円) 



⑱経営.組織 


® 業界.行政 

4. 1電気通信事業法、日本電信電話株式 
会社法084年12月25日一部施行済)が 
施行 

4. 1電話機および回線利用の自由化 

4. 1国際電信電話 ㈱ )が第1種電気通信事 
業者として国際通信事業を継続 

4.19 (株)インテック、富士通 ㈱ 、 ㈱ 日本 

総合研究所、日本電気 ㈱ および日 
立情報ネットワーク ㈱ が特別第2種 
電気通信事業者に登録(自由化後初 
めての登録） 

5. 8 NTT 株券の受け渡し(真藤社長から 
竹下大蔵大臣へ、2枚で7,800億円） 

6 .21 第二電電(株)、日本テレコム ㈱ 、日 
本高速通信(株)、日本通信衛星(株)お 
よび宇宙通信 ㈱ が第1種電気通信事 
業許可を取得(自由化後初めての許 
可） 

6.24 総務庁が電報事業に関し、夜間電報 
廃止、配達窓口合理化等を勧告 
11.28会計検査院が委託公衆(赤電話）の設 
置改善を指摘 
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和 60 年度 


⑧ 商品 

• サービス 

⑧ 研究 

•開発 

® 広報 

• 対外活動など 

4. 1 

加入電話の基本料を回線使用利.、機 

4 .一 

超高速1 kbit メモリ LSI ( SST 技術)を 

4. 1 

CI を導入 


器使用料、配線使用料に分離、設備 


開発 

4.10 

第1回 NTT - N 響コンサートを開催 


料を工事負担金に名称を変更 

5 •- 

移動通信用回線制御(チャネルに 


(以降月1回平均で全国各地で開催） 

4. 1 

トリオホンの提供を開始 


MSSC を導入)を開発 

4.- 

NTT ぷらざを創刊 

4. 1 

メロデイ電報「ハッピーバースデイ」 

6 .— 

大容量移動通信方式適用送信電力制 

5.20 

NTT 国際シンポジゥム’85を開催 


を発売(付加価値電報第1号） 


御技術を開発 

6.25 

昭和天皇が科学万博「でんでん INS 

4. 4 

ニュータイプ電話機を発売(ハウデ 

6 .— 

データフロー型計算機を完成 


館」を御視察 


イシリーズ、ハウデイスピーカホン、 

7.- 

マルチターゲツト Ada コンパイラ完 

6 .- 

「TALK ON THE PHONE 」 キヤンべ 


レポンス、リニア、コムエクセル、 


成 


ーンを実施(「カエルコール」「コケコ 


ファクス3000 F ) 

7.- 

超高速度2次イオン質量分析装置 


ッコール」） 

4.27 

テレホンオペレータサービスの提供 


( FAB - SIMS ) の完成 

7.22 

「第19回 SDA 大賞」を受賞 ( CI のサイ 


を開始 

7.- 

高感度ブラズマ X 線源を用いた露光 


ン体系） 

4.- 

DDX - TP の提供を開始 


プロセスを開発 ( MOS トランジスタ 

8 . - 

B 航機墜落事故に伴う臨時回線を開 

5.23 

スケッチホン、スケッチボード、米 


試作） 


通(通信設備のない場所での事故） 


国製電話機(機種の追加)を発売 

8 .- 

磁気テープ自動操作形大容量記憶装 

9.16 

科学万博閉幕、「でんでん INS 館」に 

5.— 

テレホンカードに切り欠けを採用 


置を開発 


434万人が来場 


(目の不自由な方へ） 

8 .- 

知的 CAI システムを KBMS 上に構築 

10.29 

ムーディーズ社(米国格付機関)から 

6.20 

ホワイトテレホンカードを発売 

9.- 

256 QAM マイクロ波方式第1次現場 


トリプル A 評価を獲得(以降継続） 

7.10 

自動車電話の基本料を値下げ 


試験開始 

11. 1 

NTT 全国タウン誌フェスティバル 

8.15 

工事料の一部を改定(お客さま宅内 

10 .- 

DIPS -11/5 E シリーズを開発 


を開催(以降毎年開催） 


工事の際の工事基本費用の区分を撤 

10 .- 

マルチビーム衛星搭載機器を開発 

11 .- 

シルバーホン「ひつだん」が60年度 


廃等） 

10 .- 

Ada CAI システムを開発 


「グッド.デザイン福祉商品賞(通産 

9.18 

ショルダーホンの提供を開始 

11 .- 

バソコン通信実験サービスを開始 


省選定)」を受賞 

9.30 

二重番号の本格提供を開始、申し出 

11 .- 

光波通信 FSK による 270 km 光伝送 

1. 7 

S & P 社(米国格付機関)からトリプル 


による電話番号の変更を実施 


実.験に成功 


A 評価を獲得(以降継続） 

10. 1 

テレホンカードの通話度数を増加 

11 .- 

衛星通信 TDMA 装置用ビタビ複号 

3.12 

CeBIT ’86に出展 


(1,000 円券を105度、3,000円券を 


器 LSI を開発 

3•- 

NTT BUSINESS を創刊 


320度、5,000円券を540度） 

11 .- 

256 QAM マイクロ波方式用干渉補 



10. 1 

電報の夜間サービスを見直し(夜間 


償装置を開発 




配達を緊急定文に限定、夜間配達料 

11 .- 

VAD 全合成単ーモード光ファイバ 




1，000円を3,000円に） 


母材高速製造技術を開発 



10. 9 

ハウデイコードレス I 形を発売 

11 .- 

単ーモード光導波路の低損失化を実 



10.15 

100 円ピンク電話を発売 


現 



11. 1 

ニューページ第1号「ミニページ笠 

12 .- 

カード硬貨併用小型公衆電話機を開 

④ 一般 

•社会 


間」を発行 


発 

11.18 

ダイヤルインの提供を開始 

2 .-: 

超低ビット音声符号化法を開発 

6 . 8 

淡路島〜鳴門間に r 鳴門大橋」開通。 

12 . 2 

ハウデイホームテレホン S を発売 

2 •- 

衛星通信用 LSI 化 TDMA 装置を開発 


全長1,690 m 

12. 3 

フリーダイヤルの提供を開始（東京 

2 .- 

高速暗号アルゴリズム FEAL を開発 

7.10 

京都市、古都保存協力税を実施。拝 


• 名古屋.大阪） 

3.- 

超小型光線路コネクタを開発 


観停止の寺院が続出 

12.25 

でんわ会議の提供を開始 



7.26 

国鉄再建監理委が、国鉄6 分割•民 

1.12 

フラワー電報を発売 




営化の最終答申を提出 

1.一 

キャプテンアダプタを発売 



8.12 

羽田発大阪行きの日航ボーイング 

3.22 

料金明細内訳書の送付を開始(東京） 




747ジャンボ機が、群馬県御巣■山 


に墜落。歌手の坂本九ら520人死亡、 
生存者は4人 

8.24 ユニバーシアード神戸大会が 103 力 
国3,200人余を集めて開幕 
10 . 2 関越自動車道、東京〜新潟間が全通 
10.16 阪神タイガース21年ぶりにリーグ 
優勝 

11.29 NHK テレビが文字多重放送を開始 
2.12 放送衛星 「 BS - 2 b 」 の打ち上げに成 
功。「ゆり 2 b 」 と命名 

2.26 フィリピンのマルコス大統領が国外 
に脱出。同日アキノ新大統領が組閣 
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共済年金制度を変更(基礎年金 • 標準報酬制度の導入） 

ITT - WD と電話帳コンサルティングに関する5力年契約を締結 

キャプテンサービスの提供地域の拡大を発表 (' 86 年度末までに全国主要都市をカバ 


一） 

4.26 ㈱ 日本電話帳開発 ( NDD ) を設立 

4. - 社内取引(事業部管理会計制度)を開始 

5. 1関東遁信病院を最後に NTT 病院の保険医療機関の指定を完了 
5.16 電線類の地下配線化計画を発表(’86年度約 250 km 予定） 

5.19 ノーザンテレコムインク社(米国)とディジタル交換機 「 DMS -10」 の購入契約を締結 
5.26 NTT 社員持株会発足 

5.28 昭和60年度決算を発表 

5. — D 60 自動交換機の運用を開始 (22 ユニット） 

6 . 1北イエメン公共電気通信公社 ( PTC ) と交流に関する覚書を締結 
6.24 中国郵電部とクロスバ交換設備本格移転に関する覚書を締結 
6.26 第1回定時株主総会を開催(出席株主数1名） 

6.26 組織を改編(関連企業部、国際部を設置） 

6 . - TS - ATOMCS を導入(東京、甲府、名古屋） 

6 . - 八戸〜苫小牧間 (282 km ) に日本最初の海底中継光ファイバケーブルを敷設 
8.28 日本カードエンジニアリング ㈱ を設立(，91年9月1日 ㈱ ユーカードに改称） 

9 .- 連結決算を米国 SEC に提出(以降'94年まで9月、 ’95 年は7月に提出） 

10.15 ASK 活動全国交流会を開催(以降随時開催） 

10.17中国国家経済情報センターと交流に関する覚書を締結 
10.28オーストラリア電気通信公社と協力に関する協定を締結 
10.31 トルコ郵電総局 ( PTT ) と協力に関する協定を締結 

10.31 NTT グリーンメディア ㈱ を設立 （'92 年10月31日 ㈱ ) NTT テレコムエンジニアリング 
東北に改称、 NTT - TE 会社第 1 号） 

10. -電話帳編集システム ( DUET ) を導入 
11.21東京総支社が品川 TWINS へ移転 

11 . -八戸〜苫小牧間 (282 km ) の海底中継光ケーブル（最大伝送容量 400 Mbit / s ) の運用を 

開始 

11 .一 宮崎〜那覇間 (797 km ) に海底中継光ファイバケーブルを敷設 
11.-鹿児島〜沖縄間に長スバンディジタル無線中継方式 ( LS -200 M ) を導入 

12.16 クアラルンプール事務所を開設 

1. 9インドネシア電気通信公社とコンサルティング契約を締結 

1.20 組織を改編(企業通信システム事業を事業本部化） 

2.27 昭和62年度事業計画の認可を申請(経常利益3,280億円、設備投資1兆7,700億円） 

2 . - 電報配達業務を全面委託 

2. - 宮崎〜那覇間 (797 km ) の海底中継光ファイバケーブル(最大伝送容量 400 Mbit / s ) の運 
用を開始 

3.5 3 M 社(米国）などからケープル心線切替接続システムの購入を開始 
3.24 第1回 NTT ドイツマルク建社債を発行(’94年度末までに4回） 



® 経営.組織 


® 業界.行政 

8.1 日本テレコム ㈱ が長距離系専用サ 
ービスを開始 

10. 1 NTT 株式の一般競争入札を開始 (7 
日まで、 20 万株） 

10.24 第二電電 ㈱ が長距離系専用サービ 
スを開始 

11 . 1 東京通信ネットワーク ㈱ が地域系 
専用 サービスを 開始 

11 . 11 日本高速通信 ㈱ が長距離系専用サ 
ービスを開始 

11.17 NTT 株式の一般売り出しの受付を 
開始 (26 日まで、165万株を抽選） 

2. 9 NTT 株式の上場(東京、名古屋、大 
阪） 

2.10 NTT 株式の初値160万円(上場初値 
形成のための値付け株として 10 万 
株を追加放出） 

2.16 NTT 株式の上場(札幌、新潟、京都、 
広島、福岡） 

3. 1大阪メディアポート ㈱ が地域系専 
用 サービスを 開始 
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•開発 

超大容量光伝送方式 (1.6 G ) 現場試験 
に成功 

通信用シール鉛蓄電池を開発 
交換ソフトウェア仕様合成および検 
証理論を確立 

CD タウンページを開発(世界初の 
CD 電話帳） 

データフロー 型計算機を試作 
DIPS 小型通信制御処理装置を完成 
長距離非開削工法「エースモール」を 
開発 

GaAs MMIC の 26 GHz 帯低雑音増幅 
器を実現 

光ファイバケーブル用高強度夕!*被を 
開発 

高精度薄膜組成分析技術を確立 
1.5 “ m 带進行波レーザ増幅器を実現 
知能処理用高機能ワークステーシヨ 
ン ( TAO / ELIS ) を開発 ( KBMS の実用 
化） 

情報処理装置 DIPS -1 1E モデル 45 E 試 
作機を完成 

1.5 ju m 带海底光伝送方式海洋実験 
に成功 

超高速 GaAs HBT を試作 
256 QAM マイクロ波 (400 M ) 方式の 
現場試験に成功 

新しい MBE の成長技術 (1 VEE ) を開 
発 

130 mm 径光ディスク装置を開発 
新しい分散シフト光ファイバを開発 
1.5 " m 帯進行波型光増幅器を実現 
大容量磁気ディスク装置 ( GEMMY ) 
を開発 

メンテナンスフリー鉛蓄電池を開発 
モジユール管理システム Adam を開 

発 

交換ソフトウェア用総合生産システ 
ム ( INSTEP ) の基本機能完成 
16 Mbit 級 DRAM テストデバイスを 
試作 

ULS 1 メモリ誤り訂正、低電圧等価 
回路技術を開発 

大容量共通線信号中継交換機 ( V - 
STP ) を導入 

INS モデルシステムの§式]験サービス 
を終了 

自動車電話可搬型無線局方式を開発 
2 次元画像信号方式用 2 x 2 交換通話 
路を実現 

連続母音認識の聴覚モデルを構築 


® 広報 • 対外活動など 

4. 一 第1回 NTT ヤングエイドを開催(以 

降毎年開催） 

5. 7 NTT 国際シンポジウム恥を開催 

5.- 企業広報「人.街. コミュニケ ーシ 
ヨン」キャンペーンを実施 
5.- 「 Let's Call おばあちゃん」キャンペー 
ンを実方位 

5. — NTTCI 展を開催 
6.19 トークの日を創設 

6. - COMMUNICATION を創刊 

7.19 トーク & トークシアターを 開催(以 
降毎月開催） 

7. — 第1回 NTT ふれあいトーク大賞の作 

品を募集(以降毎年実施） 

8. 5 台風10号による河川氾濫で茂木局 

(栃木)が浸水 

8.18 ’87年春大学卒業予定文科系男子の 

人気企業ランキングで1位 （ リクルー 
ト リサーチ調べ） 

11.19 国際調達セミナーを開催(以降随時 
開催） 

11. -伊豆大島噴火に伴い通信を確保、料 

金の免除等を実施 

12.23伊豆大島噴火に伴う災害復旧活動に 
対し、 国土庁長官から感謝 為 犬 

12 . — 「ふるさとカエルコール」「おめで卜 

ーク」広告キャンペーンを実施 

3. 4 CeBrT 87 に出展 


® 一般.社会 

4. 1男女雇用機会均等法の施行 
4.11 企業に60歳定年を義務付ける 「中高 
年齢者等の雇用促進に関する特別措 
置法」が成立 

4.26 ソ連のチェルノブイリ原子力発電所 1 
で大規模事故が発生 

5. 4 第12回主要先進国首脳会議(東京サ 
ミット）が開幕 

7. 6第38回衆議院選挙、第14回参議院 
選挙。自民党は圧勝、社会党は惨敗 

7.22 第106特別国会を召集、第3次中曾 
根内閣が発足 

7.30 東北自動車道が着工以来20年ぶり 
に全通(首都圏〜青森間） 

9. 6 社会党委員長に土井たか子が当選。 
日本の議会政党で初の女性党首 

9.20 ウルグアイの関税貿易一般協定（ガ 
ット）閣僚会議が新ラウンド(多角的 
貿易交渉)の開始宣言を採択 
11 . 21 伊豆大島の 三 原山が噴火 
12.30政府予算案決定。防衛費が GNP 1% 
枠を突破、整備新幹線の凍結を解除 


® 商品 • サービス 

4. 1おし花電報(慶祝用)を発売 

4.18 NTTFAX - 310 0 F を発売 

4. ー ディジタル式大容量 PBX EP 3 1を発売 

4. ー ホワイトテレホンカード「ホワイト& 

ホワイト」を発売 

5. 6 航空機公衆電話サービスの提供を開 

始 

5.23 小型カード公衆電話等を設置 
7.19 ダイヤル通話料を値下げ(土曜日割 
引制度を新設） 

8 . 1 自動クレジット通話サービスの提供 
を開始 

8. 1 タウンページの表紙デザインをイエ 

ロー&ブラックに統一 

9. 1_動車電話の識別番号に「040」を追 
加 

9.30 DDX によるキャプテンの提供を開 
始 

9 .一 DDX におけるロングバケット (1,024 
オクテット）の提供を開始 
10 . 1 新救急医療情報システムの提供を開 
始(北海道で第 1 号） 

10 . 10 コンピュータによる番号案内を開始 
(東京03地域） 

11.27伝言ダイヤルの提供を開始(東京03 
地域および周辺 40 km 圏） 

12.10 マルチメディア時分割多重化装置 
TDM - M 3000 シリーズを発売 
12.10 ハウデイメールを発売 

1.18 東京23区内のポケットベルの局番 
を4ケタに 

1.20 DDX - TP に標準バソコン手順を追加 

2.20 F ネットの通信料を値下げ(夜間割引 
制度を新設)、機能を拡充(ファクシ 
ミリ案内機能•鳴動着信等） 

2 .-ヨコ書き、カナ.漢字まじり電報 
(134 例)の取り扱いを開始 
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昭和61年度 












® 経営•組織 ® 業界•行政 


4. 1 

職能資格制度(一般社員)、新賃金体系を導入 

4. 1 

鉄道通信 ㈱ が鉄道業務用電話サー 

4. 7 

プリティッシュ • テレコム社(英国)と包括的な協力に関する覚書を締結 


ビスおよび専用サービスを開始 

4.17 

保全部門における今後の業務運営等について策定(ポスト3力年、交換•伝送•電 
力 • 局外の各業務をそれぞれのセンタに集約） 

4.22 

NTT 株式の最高値 (1 株318万円、東 
京証券取引所市場第1部） 

5.11 

トータルコスト削減実施委員会を設置 

9. 1 

㈱ 九州ネットワークシステムが無線 

5.22 

第15回 NTT 債を発行(国内市場初のプロポーザル方式） 


呼出しサービスを開始 

5.25 

昭和61年度決算を発表 

9. 4 

提距離系 NCC 3 社が市外電話サービ 

6.26 

第2回定時株主総会を開催(出席株主数5,155名） 


スを開始(東京〜大阪間平日昼間3分 

6 .— 

大卒者の採用を一元化(昭和63年度入社採用より） 


300円） 

6 •— 

INS ネットのユーザ.網インタフェース条件説明会を開催 

10. 1 

電波法の改正（コードレスホン電話 

7.14 

新経理システム ( N - FAC 0 の運用を開始 


機のお買上げが可能に） 

7.17 

リオ-ドセ社(ブラジル)とコンサルティング契約を締結 

10. 1 

レイクシテイケーブルビジヨン ㈱ 

7.30 

組織を改編 ( R & D 体制の見直し等） 


が地域系専用サービスを開始 

8.10 

テレフォニカ社(スペイン）と包括的な協力に関する覚書を締結 

10. 1 

北海道テレメッセージ ㈱ 、淑 M テ 

8.25 

TXAS の導入を完了 (印刷電信機を廃止) 


レメッセージ ㈱ 、中部テレメッ 

9.11 

インドネシア電気通信公社とコンサルティング契約を締結 


セージ ㈱ および関西テレメッセー 

9.21 

NTT ラーニングシステムズ(株)を設立 


ジ(株)が無線呼出しサービスを開始 

9.~ 

TPU 運動を展開 

10.28 

(株)岡山テレメッセージおよび ㈱ テ 

10.27 

最後の A 型自動交換機の運用を停止(相模原電報電話局橋本分局） 


レメッセージ広島が無線呼出しサー 

11 . 2 

NTT America , Inc •を設立 


ビスを開始 

11.25 

NTT do Brasil を設立 

11.10 

NTT 株式第2回売り出し （12 日まで、 

1.12 

ヤングモニター全国大会を開催 （14 日まで、以降毎年開催） 


195万株、1株255万円） 

1.19 

組織を改編(関連企業本部、資材調達部を設置） 

12.21 

宮城テレメッセージ ㈱ が無線呼出 

2.26 

昭和63年度事業計画の認可を申請(経常利益4,500億円、設備投資1兆7,700億円） 


しサービスを開始 

3.16 

「中期経営計画」を発表 

12.25 

㈱ 沖縄テレメッセージが 無線 呼出し 

3.17 

米国製交換機 DMS -10 の運用を開始(柏支店沼南交換所） 


サービスを開始 


2.19 通信衛星 CS -3 a (さくら3号 a ) の打ち 
上げに成功 

2.19 長距離系 NCC 3 社が通話料を値下げ 
(夜間 • 深夜時間帯を値下げ） 

2.22 九州テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを 開始 

3. 1福井テレメッセージ ㈱ 、愛媛テレ 
メッセージ ㈱ および佐賀テレメッ 
セージ ㈱ が無線呼出しサービスを 
開始 

3.17 富山ページングサービス ㈱ が無線 
呼出し サービスを 開始 

3.18 電通審が電気通信事業法について郵 
政相に8項目の答申を提言し、事業 
法見直しは先送りに 

3.23 郵政相が電通審に NTT の在り方につ 
いて諮問 

3.25 静岡テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを 開始 
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昭和 62 年度 


⑯商品 • サービス 

4. 1カード式自動車公衆電話の提供を開 
始 

4.10 携帯電話の提供を開始 
4.21 ディスプレイポケットベル(数字表 
示タイプ)の提供を開始 

4 .一 DDX におけるロングパケット (4,096 

オクテット)の提供を開始 

5.15 クローバー ホンを発売 
5.25 ディジタルビジネスホン a シリーズ 
を発売 

5.28 ハイキャプテンの提供を開始(横浜 
駅西口商店街に設置） 

5.31 短波印刷電信 サー ビスの提供を開始 

(铫子、長崎無線局） 

7. 1フリーダイヤルを全国に拡大 
8 . 1専用料金を値下げ ( SD 、 一般） 

11 . 1 高速ディジタル伝送 サー ビスの品目 
(3 Mbit / s ) を追加 

11.20 F ネットに CUG 型ファクシミリ案内 
讎を追加 

12 . 1 刺しゅう電報、デラックスおし花電 
報(慶祝用)を発売 

12.16 携帯 • 自動車電話の保証金を値下げ 
( 20 万円を 10 万円へ） 

2. 8 新宿で4ケタの市内局番が登場 
2.10 ビデオテックス通信料を値下げ(夜 

間、土曜•日曜 • 祝日割引制度を新 

設） 

2.19 ダイヤル通話料を値下げ(遠距離通 
話料を値下げ、離島通話料を改善） 

3. 1ハウディコードレスホンパッセを発 
売(初めてのコードレス電話機売り 
切り商品） 

3. 1英語版電話帳 「City Source 」 を発行 
3.17 携帯 • 自動車電話の番号が5ケタか 
ら7ケタに 

3. — 高速多重モデム TM - 3000シリーズを 

発売 


⑯研究•開発 

5 .— 高速書換形光磁気ディスク装置を開 
発 

5 .- DIPS - B 30 S を完成 
5 .— 8 kbit / s 高能率音声符号化装置を開発 

5. — 電子 OHP を開発 

6 . - 酸化物超伝導単結晶薄膜で高臨界電 

流密度を実現 

7. -日本文訂正支援システム ( REVISE ) 

を開発 

7. — 256 QAM マイクロ波方式設計技術を 
開発 

7. -準マイクロ波ディジタル移動音声伝 

送実.験に成功 

8 . - 384 kbit / s 映像符号化装置の試作機を 

完成 

9. 一 新世代のデータベースシステム 

「 C & DS 」 開発 

11. -移動体衛星通信実験 ( EMSS 実験) 

を実施 

12. - F -1.6 G 光伝送方式の実用化(東京〜 

千葉間) 

12.- CGBIIf 機 SIGMIT を開発 

12.-マルチメディア•データベース管理 

システム ( DEIMS -5) を開発 
12 . — 半導体レーザによる振幅スクイズド 

光の発生を観測 

1 .-高性能埋設物探知技術を開発 

1 .ー ソフトウェア構成管理システム 
SEEDS - U を開発 

1 .一 DB 簡易検索プログラム ( VGUIDE ) 

を開発 

1 . 一符号化音声の客観品質評価法を開発 

2. - ETS - VI 搭載用 Ka 帶全 MMIC 化受信 

機を実現 

2 . — ディジタル伝送路設計.評価システ 
ムを開発 

2 .— 超高速バイ ポーラ SST -1 B を開発 

2. — ISDN 用ビデオ符号化装置を実用化 

3. — I イ ン ターフェース LSI を開発 

3.- DIPS - V 30 E を完成 

3 .- 多元セル特徴を用いた濃淡画像認識 

を開発 

3. - 43 ps -2.5 GHz SST マクロセルアレイ 
の試作に成功 


⑯広報 • 対外活動など 

6 . 2 NTT 国際シンポジウム '87 を開催 
8.23 NTT チャリティコンサート「麻食未 
稀 HOT LIVE 」 を開催(聴覚障害者用 
ステレオへ ッ ドホンを利用） 

9 .一 NTT スーパーコミュニケーション 
「マイケルジヤクソンコンサート」 
を開催 

10.19 NTT コレクション’87を開催(以降毎 
年開催） 

10.20 世界電気通信展覧会テレコム’87に 
出展 

10.- NTT - TV ニュースが「’87年度推薦ビ 
デォ社内報 • 優秀賞(日経連)」を受 
賞（以降4回受賞） 

3.16 CeBIT ' 88 に出展 


⑱一般.社会 

4. 1国鉄が分割 • 民営化。 JR グループ 
11 社と国鉄清算事業団が発足 
4. 1国土庁の’87年地価公示で東京都の 
平均上昇率が過去最高の53.9% 

4.17 アメリカ政府が、日米半導体協定違 
反を理由に、通商法第301条による 
対日経済制裁を発動 

9.19 所得税法改正案と税制改革関連法案 
が成立 0 マル優制度を廃止 
10.12 アメリカ•マサチューセッツエ科大 
学の利根川進教授、$7年度のノー 
ベル医学 • 生理学賞を受賞 

10.19 ニューヨーク株式市場大暴落。下落 
率22.6%で29年の大恐慌時を上回る 

11 . 6 第 110 臨時国会で、竹下登自民党総 

裁を首相に指名。副総理に宮沢喜一 
蔵相 

11 . 20 全日本民間労組連合会(連合)が発足。 
55単産540万人が参加 

11.29 大韓航空機、ビルマ上空で行方不明 
(大韓航空機事件） 

12 . 8 ゴルバチョフ • ソ連共産党書記長と 

レーガン•アメリカ大統領が会談、 
INF 全廃条約に調印 

12.16韓国大統領に民主正義党の盧泰愚当 
選 

3.13 世界最長の青函トンネル （53,85 km ) 
が開業 
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® 経営 

•組織 

⑱ 業界 

•行政 

4. 1 

衛星通信でハイテク入社式を実施 

4. 1 

(株)新潟テレサービスおよび長野テレ 

4.18 

NTT データ通信 ㈱ 分離に伴う昭和63年度事業計画の変更を申請(経常利益4,410億 


メッセージ ㈱ が無線呼出しサービ 


円、設備投資1兆7,200億円） 


スを開始 

4.19 

ISM の運用を開始 

5. 1 

東京通信ネットワーク ㈱ が市内電 

4.20 

組織を改編(社内情報システム開発センタを設置） 


話サービスを開始 

4.28 

DDX 網監視システム ( DNSS ) の運用を開始 

5.- 

通信衛星 CS -3 a (さくら3号 a ) の運用 

4.- 

旧国鉄職員を採用 (1,100 人） 


を開始 

4.- 

エキスパートカレッジおよび国内特定大学留学制度を新設(大学部の廃止ぐ89年7 

6. 1 

中部テレコミユニケーシヨン ㈱ )が 


月〉）•専門部の廃止ぐ88年1月〉） 


地域系専用サービスを開始 

5.23 

NTT データ通信 ㈱ を設立 

6. 1 

長崎テレメッセージ ㈱ が無線呼出 

5.25 

昭和62年度決算を発表 


しサービスを開始 

6.29 

第3回定時株主総会を開催(出席株主数4,275名） 

7. 1 

長距離系 NCC 3 社が専用料金を値下 

6.29 

社長交代(真藤会長、山口社長で新体制スタート） 


げ 

7. 1 

データ通信事業を NTT データ通信 ㈱ へ譲渡 

7.25 

福島テレメッセージ ㈱ が無線呼出 

7.20 

第1回 NTT 米貨建社債を発行 


しサービスを開女台 

7.29 

DDX 網試験システム ( DNTS ) の運用を開始 

8 . 8 

日本テレコムが公衆電話サービスを 

10. 1 

携帯 • g 動車電話の委託会社とポケットベル委託会社を10社に統合 • 再編 


開始 

10. 1 

年金.医療保険事務の全国一元的運営体制を確立(長野事務センタを設置） 

9. 1 

東京湾マリネット ㈱ がマリネット 

12.14 

真藤会長が辞任 


電話サービスを開始 

1.11 

NTT が保有する情報を公開(新たに MA 別加入状況、役務別損益等を追加） 

10. 1 

山ロテレメッセージ ㈱ が無線呼出 

2.28 

平成元年度事業計画の認可を申請(経常利益4,350億円、設備投資1兆7,000億円） 


しサービスを開始 

2- 

ディジタル機器の導入に伴う支援体制を強化、技術者を育成 (ATAC :重要故障対 

10.13 

㈱ 山梨テレ通信が無線呼出しサービ 


策室の設置） 


スを開始 

3.20 

GNB 社(米国)製シール鉛蓄電池の購入を発表 

10.20 

NTT 株式第3回売り出し (21 日まで、 


150 万株、190万円） 

11 .1 群馬テレサービス ㈱ が無線呼出し 
サービスを 開始 

12 . 1 ㈱ 鹿児島テレコールが無線呼出しサ 
ービスを開始 

12.15日本移動通信 ㈱ が携帯 • 自動車電 
話サービスを開始 

12 .21香川テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを 開始 

2. 1長距離系 NCC 3 社が通話料を値下げ 
(東京〜大阪間平日昼間3分280円） 
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昭和 63 年度 


⑱商 S 

1- サービス 

帽究 

•開発 

® 広報 

• 対外活動など 

4. 5 

FAX -20 R 、 FAX -21 S を発売 

4.- 

データベース処理装置 ( RINDA ) 完成 

7.- 

NTT グループ企業 TVCFr 魚と話す 

4.19 

INS ネット64の提供を開始 

4.- 

64 kbit / s 映像符号化装置を開発 


日」が第29回クリオ賞ファイナリス 

4.19 

ISDN 機器 ( NTTFAX - D 4100、ネッ 

4.- 

汎用高速画像生成装置 AGIC を完成 


卜に入賞、カンヌ映画際で秀作賞 


トメイト D 64、 音声会議システム 

5.- 

FEAL-8 暗号 LSI 装置類を完成 


(㈱ NTT ァド制作） 


AC - ID ) を発売 

5.- 

自動車電話用携帯アンテナを開発 

8 . 2 

国際協力事業団 ( JICA ) から国際協力 

4.25 

第2種映像伝送サービスの提供を開 

6 •— 

SOR 光取り出しに成功 


功労者賞(団体の部)を受賞 


始 

6 .- 

無追尾アンテナを用いた陸上移動体 

8 .- 

89年春大学卒業予定男子 • 女子の人 

4.- 

デイジタル式大容量 PBX EP 32 を発売 


衛星通信の実験に成功 


気企業ランキングで1位（リクルート 

5. 1 

携帯 • 自動車電話の大容量方式およ 

6 .— 

光交換実験システムを試作 


リサーチ調べ） 


ひネ必話サービスの提供を開始 

8.- 

超高速光パルスの波形測定技術を開 

9.11 

新潟支社ヤングモニターが「クリー 

5.19 

ハウデイトーク、ハウデイレポンス 


発 


ン•ザ.日本海」を開催(環境クリー 


PRO を発売 

8 .- 

ASIC 設計高位論理合成システム 


ン作戦の始まり） 

6. 1 

スーパーメール装置 BM - 3000を発売 


( PARTHENON ) を開発 

9.- 

NTT 社員がソウル五輪で銀(野球）. 

6.10 

ビジュアルメイト VM -8 を発売 

9.- 

新しい動作モード(速度変調モード） 


銅(バドミントン）を®辱 

6.13 

「THE B 」 オープン(渋谷電報電話局 


のトランジスタを実現 

10. 3 

NTT 国際シンポジウム'88を開催 


を改装） 

10 .- 

空間分割スイツチ LSI を開発 

2 . 2 

INS ネットが「日経優秀製品賞」を受 

6 .— 

スーパーキャプテン ( VRS ) の提供を 

10 .- 

ソフトウヱア開発管理システムを完 


賞 


開始(ファッシヨン業界での利用） 


成 

2.20 

アジアテレコム’89に出展 

7. 4 

パヶット通信料を値下げ(夜間、日 

10 .- 

衛星中継網方式 ( DYANET ) を実用 

3. 8 

CeBIT ’89に出展 


曜.祝日割則制度を新設) 


化 



7. 4 

DDX - TP のパスワードサービスを提 

11 .- 

自動化 MDF の基盤技術を開発 




供開始、84年版 X .25 インタフヱー 

11 .- 

高精度キーワード自動抽出システム 




スの導人 


の試作完成 



7.28 

マリンテレサービスの提供を開始 

12 . — 

高密度光ファイバケーブル (1,000 心） 



7.29 

キャプテンタウンページの提供を開 


を実用化 




始(山形） 

1 .- i 

縦型超格子の成長と量子細線形新卜 



8 . 3 

オフトーク通信の提供を開始 


ランジスタへの応用 



9. 1 

ひらがな電報の取り扱いを開始 

1 .- 

エルビウム添加光ファイバ増幅器 



9. 1 

キャップメイトを発売 (4 万円台のキ 


( EDFA ) を実用化 




ャブテン端末） 

1 .- 

ユニプレーナ型 MM 1 C による 26 GHz 



10. 1 

第2種ビデオテックス通信サービス 


帯超小型送受信回路を完成 




の基本料(回線使用料)を値下げ 

1 .… 

小型超伝導リングによる SOR 光発 



10. 1 

週間天気予報サービスの提供を開始 


生装置 (Super Aris ) を世界初始動 



10.11 

ハウデイホームテレホン SX を発売 

2 .- : 

光学接着剤を開発 

® —般 

•社会 

10.17 

静止画テレビ電話「 MiTeTeJ を発売 

2 .- 

コージエネレーシヨンシステム 



11.14 

INS メイト D 4 を発売 


( CGS ) を実用化 

6.20 

日米交渉が妥結し、牛肉•オレンジ 

11.16 

船舶電話の基本料を値下げ、新船舶 

3.- 

カラー液晶ディスプレイ用高性能薄 


の輸入自由化を決定 


電話方式の導入 


膜トランジスタを開発 

7. 5 : 

リクルートコスモスの未公開株譲渡 

11.19 

オートダイヤルカードを発売 

3.- 

NTT と KDD 、64 kbit / s 映像符号化装 


問題で、中曾根康弘前首相、安倍晋 

11 .- 

デイジタル式大容量 PBXBX - 3000 


置試作で協力 


太郎自民党幹事長、宮沢喜一蔵相の 


を発売 




各秘書の関与が判明。6日リクルー 

12. 1 

ポヶットベルの基本料.保証金を値 




卜の江副浩正会長が引責辞任 


下げ、定型文表示タイプの提供を開 



8.20 

イラン•イラク戦争が、7年11力月 


始 




ぶりに停戦。国連、停戦監視団を派 

12.21 

ポケットベルのカードタイプ、ペン 




遣 


タイプを提供開始 



9. 3 

東京、大阪の証券取引所で、株価指 

1. 1 

タウンページをモデルチェンジ（ぺ 




数先物取引を開始 


ージレイアウト、職業分類を改善） 



9.17 

第24回ソウル五輪が開幕。世界160 

2. 1 

ダイヤル通話料を値下げ(近距離- 




力国 • 地域から過去最高の1万3,626 


遠距離通話料を値下げ、離島通話料 




人が参加 


を改善） 



9.20 

衆議院本会議で米の自由化反対を決 

2.16 

携帯_自動車電話の自動着信転送サ 




議 


ービスを提供開始 



10.27 

プロ野球日本シリーズで西武が中日 

2.20 

スコープポート D 64 を発売 




を破り3年連続日本一 

3. 1 

フリーダイヤルの付加機能使用料を 



11 . 8 

アメリカ大統領選挙で共和党のブッ 


値下げ(5,000円を3,000円に） 




シュ候補が民主党のデュカキス候補 

3. 1 

携帯 • 自動車電話の基本料を値下げ 




を破って当選 

3. 9 

東海道 • 山陽新幹線の列車公衆電話 



12.21 

自民党、参議院特別委員会で税制改 


を改善(カード公衆電話機の設置な 




革6法案を強行採決。24日参議院 


ど） 




本会議で税制改革6法が成立 

3.- 

構内配線システム PCS を発売 



12.27 

竹下改造内閣が発足 





1. 7 : 

昭和天皇死去。87歳。皇太子明仁親 


王が新天皇に即位。新元号は「平成」 
1.14 国の行政機関の土曜閉庁が始まる 
2.24 昭和天皇の大喪の礼0164力国、28 
国際機関の代表.使節が参列 
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_ 営•組織 承業界•行政 


4. 1電話局の名称を支店 • 営業所に変更 
4. 1組織を改編(総支社 • 支社を統廃合） 

4. 1消費税転嫁に伴う各種電気通信サービス約款の一部を改正 

4. 1 NTT Europe Ltd . を設立 

4 .ー タスク 別事 業運営の開始 

4 .ー エキスパート 育成体系を構築 

5.26 昭和63年度連結 • 単独決算を発表 

6.29 第4回定時株主総会を開催(出席株主数 4,645 名） 

6.- 役務別損益明細表(昭和63年度分)を郵政大臣に提出 

7.26 シンガポール事務所を開設 

9.20 「中長期ディジタル化計画」を発表 ( SPC 化95年度末、ディジタル化’99年度末完了予 
定） 

9. 一 海底線修理調査用ロボットを導入 
10.- NSSP の運用を開始 
12 . 1旅費制度を見直し（自己申告制を導入等） 

12.22新しいネットワークコントロール&マネジメントセンタを開設(霞ケ関センタ） 

1.25 組織を改編(公正市場対策室を設置） 

2. 1事業所支援の一環として「まねっこ運動」を開始 

2.21 シンガポール 電気通信公社 (テレコム）と 交流に関する覚書を締結 

2.28 平成2年度事業計画の認可を申請(経常利益4，100億円、設備投資1兆7,200億円） 

3.14 「企業理念」「21世紀のサービスビジョン」「中期経営計画」を発表 

3.— 電子番号案内システム ( ANGEL ) を全国に拡大 


4. 1日本国際通信 ㈱ が国際専用サービ 
スを開始 

4.16 日本通信衛星 ㈱ が衛星系専用サー 
ビスを開始 

5. 1国際デジタル通信 ㈱ が国際専用サ 
ービスを開始 

5.1 旧日本テレコム ㈱ と鉄道通信 ㈱ が 
合併し、日本テレコム ㈱ に社名を 
変更 

7. 1長距離系 NCC 3 社が専用料金を値下 
げ 

7. 8 宇宙通信 ㈱ が衛星系専用サービス 
を開始 

7.14 関西セルラー電話 ㈱ が携帯-自動 
車電話サービスを開始 
7.17 岩手テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを開始 

7.20 山形テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを開始 

7.26 青森テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを開始 

7.28 秋田テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを開始 

8 . 1東京通信ネットワーク ㈱ が専用料 
金を値下げ 

8 . 1栃木テレサービス ㈱ が無線呼出し 
サービスを開始 

9.13 公取委の研究会が NTT の在り方に 
ついて、事実上分割反対を示し、分 
割検討先送りを示す 

10 . 1日本国際通信 ㈱ 、国際デジタル通 
信 ㈱ が国際電話サービスを開始 
10. 2 電通審が NTT の在り方に関する中 
間答申を発表し、分割の3方式を提示 
10 . 2 ㈱ 四国情報通信ネットワークが地域 
系専用サービスおよびデータ通信サ 
ービスを開始 

11 . 1九州通信ネッ ト ワーク ㈱ が地域系 
専用 サービスを 開始 

11.28 十勝テレホンネットワーク ㈱ が簡 
易陸上移動無線電話 ( CRP ) サービス 
を開始 

12 . 1関西マリネット ㈱ がマリネット電 
話サービスを開始 

12 . 8中国セルラー電話 ㈱ および九州セ 
ルラー電話 ㈱ が携帯 • 自動車電話 
サービスを開始 

12.11経団連が NTT の在り方について、 
分割先送り•規制緩和を提言 

12.20 日本シティメディア ㈱ がテレター 
ミナル系パケット交換サービス開始 
1 .22 通産相の諮問機関、産業構造審議会 
は NTT の在り方について、分割時 
期尚早 • 規制緩和を提言 

2.28 茨城テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを開始 

3. 2電通審が NTT の在り方に関する最 
終答申を発表し、 NTT の分割を提言 
3.19 長距離系 NCC 3 社が通話料を値下げ 
(東京〜大阪間平日昼間3分240円） 
3.30 郵政省が「日本電信電話株式会社法 
附則第2条に基づき講ずる措置」発表 
3.30 自民党電気通信問題調査会政策小委 
員会は、 NTT の分割問題を平成7年 
度まで凍結するとの見解を示す 
3.- 日本高速通信 ㈱ が公衆電話サービ 

スを開始 
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® 商品 

4.1 

4.1 
4 .一 

5. 1 
5. 1 

6.15 

6.27 

6.27 

7.10 

7. - 
8.12 

8 . — 

10.23 

10.25 

10.30 

11. 1 


サービス 

⑱ 研究 

•開発 

⑥ 広報 

• 対外活動など 

工事負担金を施設設置負担金に名称 

4.- 

技術試験衛星 ( ETS - VI ) 搭載通信機 

4•一 

「あなたがいる街で(電話局名称変 

を変更 


器の製作を完了 


更)」キャンペーンを実施 

フリーダイヤルカードを発売 

5.- 

交換機故障探索エキスパートシステ 

4.- 

NTT 技術ジャーナル 、 NTT R & D 、 

一般加入電話の契約数が5,000万を 


ムを試作 


NTT REVIEW を創刊 

鏡 

5.- 

27 ps / ゲート超高速 nCMOS 1 C 試作に 

6.30 

電気通信科学館を閉館 

専用料金を値下げ ( SD 、 一般） 


成功 

9.一 

FEAL 暗号方式解読法を公募 

衛星通信サービス ( Ku バンドを利用） 

6.- 

人類最大のナゾ、脳機能の解明に挑 

10.20 

電話100年記念事業としてテレコム 

の提供を開始 


む 


高度利用推進センター、インターコ 

ポヶットベルの基本料の前払割引を 

7.- 

新同期ハイアラーキ伝送装置を実用 


ミユニケーシヨンセンター （ ICC ) の 

開始 


化 


設置等を発表 

INS ネット1500の提供を開始 

7.——: 

量子効果トランジスタの基本構造と 

10.20 

NTT 国際シンポジウム '89 を開催 

INS ネット64の提供地域を拡大(元 


原子レベルで観察する技術を開発 

1.- 

聴覚障害者用「電話お願1、メモ」を作 

年度末までに県庁所在地級都市に拡 

8.- 

CTRON に準拠した OS の適用開始 


成 

大） 

9.- 

極微細 GaAs トランジスタで1 lGbit/s 

2.- 

(財)テレコム高度利用推進センターを 

ダイヤルの提供を開始 


の世界最高速の光伝送用 1 C を試作 


設立 

メロデイ電報「乾杯」を発売 

10.- 

620 Mbit / s 回線交換プロトタイプの 

3.21 

CeBITs に出展 

携帯電話のリチウム電池の使用を中 


通話路を開発 

3. — 

超小型位置送信機を利用したコハク 

止 

11.- 

VISION 各地道路管理システムを開 


チョウ(北海道クッチャロ湖)の飛行 

INS ネットのフレックスホンを提供 


発 


ルート調査に協力 

開始 

12.- 

大容量ディジタル無線方式 (256 QAM 

3.- 

「パジャマコール」キャンぺーンを実 

NTTFAX - D 4200を発売 


変調方式)の実用化(前橋〜甲府〜名 


施 

構内通信システム BL - 3000 ( FDDI 、 


古屋間 ） 



イーサネット）を発売 

12.- 

超高速空間分割スイツチモジュール 



テレホンカードによる通話料支払い 


を開発 



を可能に 

12.- 

ATM 交換機の本体系基本動作 



局番なしの「104番」で全国の番号案 

1.- 

超小型光ファイバアンプの試作と標 



内を開始 


準波長光の増幅に成功 



屋内配線の買い取り価格を無料に 

1.- 

自然放出を制御した半導体レーザの 



ポケットベルのマルチエリアサービ 


開発 



スの提供を開始 

1.- 

光を用いた結晶成長のその場観察法 



カード式ピンク電話を発売 


を確立（フォトアブソープシヨン 



#ダイヤルの提供を開始 


〈 SPA 〉 法） 



タウンページ情報の販売を開始 

2.- 

光ファイバアンプを用いた2,200 km 

④ 一般 

•社会 

エレガントおし花電報を発売 


長距離コヒーレント伝送に成功 

F ネットが未契約回線への着信を可 

2.- 

ガリウムひ素 HBT 超広域 • 高感度 

4. 1 

消費税を実施 

能に 


アナログ 1 C 開発 

5.15 

ゴルバチョフ.ソ連共産党書記長が 

専用料金を値下げ ( SD 、 一般） 

3.- 

600 Mbit / s 画像交換装置を開発 


中国を訪問。16日鄧小平中央軍事委 

高速デイジタル伝送サービスの品目 




主席と会談。30年ぶりの両国首脳の 

(128 kbit / s 等5品目）を追加、 I インタ 




会談で関係正常化を確認 

フェースによる提供を開始 



5.18 

中国の天安門広場に民主化を要求し 

ブッシュ回線、キャッチホン、転送 




て100万人を超える群衆が集結 

でんわ、クレジット通話の付加機能 



6. 2 

自民党両院議員総会で宇野宗佑外相 

使用料を値下げ 




を総裁に選出。同日首相に就任 

ポケットベルの基本料を値下げ 



7.23 

第15回参議院選挙。社会党は改選 

第3種ファクシミリ通信網サービス 




議席の2倍を超す大躍進、自民党は 

の提供を開始 




過半数割れの惨敗 

NTTFAX -160 を発売 



8. 9 

海部俊樹自民党総裁が首相に。初の 

P てれほんを発売 




昭和生まれの首相誕生 

ダイヤル通話料を値下げ(遠距離通 



9.22 

横綱千代の富土が最多記録の965勝 

話料を値下げ、深夜割引を拡大） 




を達成。28日国民栄誉賞を受賞 

デイジタル式公衆電話（グリーン） 



10.29 

プロ野球日本シリーズで巨人が近鉄 

を設置 




を3連敗の後の4連勝で破り日本一 

デイスブレイポケットベル（カード 



11. 9 

東ドイツ政府、海外旅行と海外移住 

タイプ)の提供を開始 




手続きを自由化。「ベルリンの壁」が 

静止画カラーテレビ電話 「 MiTeTe - 




事実上崩壊。 

C 」 を発売 



11.13 

島根医大付属病院でわが国初の生体 

電話帳広告収入が1，000億円を突破 




肝移植 


12. 2 地中海の マルタ島で、ブッシュ.ア 
メリカ 大統領と ゴルバチョフ. ソ連 
最高会議議長が会談。「東西冷戦の 
終結」「新時代の到来」を宣言 
12.24 ルーマニアで 新政権が全土制圧を宣 
言。25 日チャウシェスク 前大統領夫 
妻を 処刑 

2.18 第39回衆議院選挙。自民党は安定 
多数を確保、野党では社会党の「ひ 
とり勝ち」 


747 


平成元年度 


24 


5 

2 


111 1212 2 


J 3 


3 . 


3 .< 


.27 


3 . 









® 経営.組織 


轉界 • 行政 


4.20 スーパー MS (ノーザンテレコム社製)の運用を開始(相模原交換所） 

4.- 財形転貸融資を活用、利子補給制度を導入 
5.25 平成元年度連結 • 単独決算を発表 
5.31 平成元年度末単位料金区域加入者数を報告 
6.28 第5回定時株主総会を開催(出席株主数3,522名） 

6.28 社長交代(山口会長、児島社長で新体制スタート） 

6.28 組織を改編(宣伝部を設置） 

6.29 役務別および電話役務損益明細表(平成元年度分)を郵政大臣に提出(以降毎年度同 


6.29 
6 .— 
6 .— 

7.13 
7.- 

9. 1 

9.28 
9.- 

10.26 

11.15 

11.30 

11 .- 

12.14 

12.19 

12.25 

12.27 

2. 1 
2.19 

2.25 

2.26 

2.28 
2.28 

3.13 


時期に提出） 

平成元年度電気通信役務通信量等状況を郵政大臣に報告(以降毎年度同時期に報告） 
電話100年記念配当を実施 

浜田〜福岡間 (256 km ) に世界最初の新同期方式海底中継光ファイバケーブルを敷設 
「公正市場に向けて NTT の果たす役割についてご意見を伺う会」を設置 
NPC (北太平洋ケーブル)アラスカ分岐区間 ( l ，132 km ) に海底中継光ファイバケープ 
ルを敷設 

電話帳印刷会社へ初出資し、グループ系列化 

サテライト方式による番号案内業務を開始(東京 • 綾瀬） 

マレーシア国内（クアンタン〜コタキナバル間1,480 km ) に海底中継光ファイバケー 
ブルを敷設 

NTT 新宿ビルオフイスプランニングに関するコンサルティング業務を官報公告 
インドネシア電気通信公社と交流に関する覚書を締結 
加入電話に関する事住別通信量等状況を報告 
支店業務支援活動 ( WITH 活動)を開始 

NTT 新宿ビルオフィスプランニングに関するコンサルティング業務に係る競争参 
加招請者を決定 

NTT 情報ステーシヨン 「 InfoStation 」 を開設 

中長期ディジタル化計画の促進を発表 ( SPC 化’94年度末、ディジタル化’97年度末完 
了） 

電話料金請求内容に関する個別確認の結果を発表 
新幹線通勤制度を導入 
組織を改編(本社組織を見直し） 

「公正競争に関する NTT の基本的考え方」「公正競争に関する行動指針」を策定 
加入電話に関する単位料金区域間通信量状況を報告 

平成3年度事業計画の認可を申請(経常利益4,020億円、設備投資1兆8,500億円） 
ITT - WD と電話帳コンサルティングに関する契約を更新 

デイジタル時代の設備運営に着手(遠隔実施可能な業務を1県1力所程度の広域運営 
体制への移行を開始） 


3.29 NCC との接続の円滑化について発表 


4. 1中部テレコミュニケーション ㈱ が 
専用料金を値下げ 

4. 1大分テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを開始 

4.18 電話料金の誤請求に関する新聞報道 

4.18 東北セルラー電話 ㈱ が携帯•自動 
車電話サービスを開始 

5. 1長距離系 NCC 3 社が専用料金を値下 
げ 

5. 1北海道総合通信網^)が地域系専用 
サービスを開始 

5. 1大阪メディアポート ㈱ が専用料金 
を値下げ 

6. 1 ㈱ 四国情報通信ネットワークが専 
用料金を値下げ 

6. 1 ㈱ 徳島テレメッセージが無線呼出 
しサービスを開始 

7. 1東京通信ネットワーク ㈱ および九 
州通信ネットワーク ㈱ が専用料金 
を値下げ 

7. 1高知テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを開始 

8. 1山陰テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを開始 

8. 8北海道セルラー電話 ㈱ が携帯•自 
動車電話サービスを開始 

8.30 ㈱ テレコム青森が簡易陸上移動無 
線電話 ( CRP ) サービスを開始 

9.10 石川テレメッセージ ㈱ が無線呼出 
しサービスを開始 

9.28 北陸セルラー電話 ㈱ が携帯•自動 
車電話サービスを開始 

10. 1東京通信ネットワーク ㈱ が割引制 
度を新設(一定時間まで定額料金） 

11. 1 ㈱ 宫崎テレメッセージが無線呼出し 
サービスを開始 

11. 1釧路テレコム ㈱ が簡易陸上移動無 
線電話 ( CRP ) サービスを開始 

12. 1山ロニューメディアセンター ㈱ が 
簡易陸上移動無線電話 ( CRP ) サービ 
スを開始 

12. 7 四国セルラー電話 ㈱ が携帯 • 自動 
車電話サービスを開始 

12.20宇宙通信 ㈱ が衛星故障によりサー 
ビスを停止 

3. 1日本移動通信 ㈱ およびセルラー電 
話グループが新規加入料 • 基本料を 
値下げ 

3.19 長距離系 NCC 3 社が通話料を値下げ 
(東京〜大阪間平日昼間3分200円） 
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® 商品•サービス ⑯5幵究•開発 ⑯広報.対外活動など 


4.10 NTT カード C (クレジット通話サー 
• ビス）の提供を開始 

4.19 NTTFAX-D 6000、 D 6100(普通紙記 
録方式)を発売 

4 .ー マルチメディア時分割多重化装置 

TDM-M 300 0X シリーズを発売 
5. 1キャッチホンのセット割引を提供開 
始 

6. 1 INS-P の提供を開始 
6. 1 DDX の 「DSU のお客さま設置」を実施 
6.4 フリーダイヤルの通話料割弓Iサービ 
スを提供開始 

6. 4 FD トランスファーを発売 

6. - DDX-P(48kbit/s) の回線使用料を値 

下げ、通信料の距離区分を変更 
(500km 超え区分を 100km 超え区分 
に一律化)、大口割引制度の開始 
7. 1専用サービスの 「DSU のお客さま設 
置」を実施(一般専用サービス） 

7.19 携帯.自動車電話のキャッチホンを 
提供開始 

7. -テレホンカード「ちびまる子シリー 

ズ」を発行 

8.6 ポケット ベルの 広域呼び出しサービ 
スを提供開始(首都圏） 

9.20 NTT デイジタルでんわ S-1000 を発売 
10. 1 INS ネットの「ディジタル回線終端 

装置 (DSU) のお買上げ制度」を実施、 
基本料を見直し 

10.11 NTT ディジタルでんわ C-1000 を発売 
10.30 ダイヤル Q 2 におけるお客さま希望 
による利用規制を実施 
11. 1全国のハローページを無料で提供 
11. 1手づくり刺しゆう電報、デラックス 
刺しゅう電報を発売 

11. -請求書を封書化 

12. 1番号案内に係る費用負担適正化 (1 案 
内30円)を実施 

12. 1工事料を改定、配線使用料を値下げ 
12. 1お客さまによるアダプタ式ジャック 
の取り付けが可能に 

12. 1電話番号検索専用端末機 「ANGEL 
NOTE」 の貸し出しを開始 (3 年間で 
25万台） 

12. 1シルバーホン「ふれあい S」、 「あんし 

ん S」 を発売 

12. -携帯 • 自動車電話の契約数が50万 

を突破 

12.-テールサーキット用伝送装置 BC- 
3000を発売 

1. 1東京03地域の市内局番を4ケタに一 
斉切替 

1.14 NTT —斉同報システム、 NTT ディ 
ジタルでんわ HC-1000 を発売 
1.21 F ネットの G4 ファクシミリサポート 
を実施 

1.21 ハウデイ•コードレスホンパツセ 

S-100A (盗聴防止機能)を発売 
2. 1 NTT デイスプレイホンテレアシス 
卜1000、テレアシスト1100を発売 

2. 4高音量べル S、SL-5 号電話機、ひび 
き S、 シルバーホンを発売 
2.20 ポケットベルの自由文表示タイプ、 
バイブレータ付ペンタイプを提供開 
始 

3. 1専用料金を値下げ ( SD、 一般)、長 
期継続利用割引を開始 (SD) 


電話100年記念事業の概要を発表 
第 1 回 NTT サイエンスフォーラムを 
開催 

4 .一 国際花と緑の博覧会に「フローラド 
ーム」を出展(郵政省、 KDD と共同)、 
ハイビジョン映像を伝送 
NTT トライアスロンサーキット 
(NTC) を開催(以降毎年開催） 

九州北部豪雨のため2局が河川氾濫 
で財 

TVCFr 100年目電話の生活」をシリ 
ーズ化 

日本野鳥の会からコハクチョゥの渡 
りルート解明への技術貢献に対して 
感 gu ■状 

電話100年記念事業一薫風ドラマ大 
賞を平宅 

NTT 国際シンポジウム’90を開催 
国際協カフォーラム’90、 NTT 国際 
協力活動30周年記念レセプション 
を開催 

電話100年記念事業一福祉電話機等 
を贈呈(全国約8,000施設） 

12.-聴覚障害者用「ふれあい速達便」を作 
成 

1.-超小型位置送信機を利用したマナヅ 
ル(鹿児島県出水市)の飛行ルート調 
査に協力 

3.13 CeBIT'91 に出展 

3.19 電話100年記念事業 一 「NTT ドリー 

ムピック」を募集 
3.25 「NTTis …」を ■ 


⑯一般.社会 

4. 1「国際花と緑の博覧会」が大阪 • 鶴見 
緑地で開幕 

6. 1米ソ首脳、戦略兵器削減条約 
(START) の主要条項で基本合意 
6.10 ペルーの大統領選挙で日系のフジモ 
リ前国立農科大学長が当選 
6.29ネ L 宮さま、結婚。「秋篠宮」家を創設 
8. 2イラク軍がクウェートに侵攻、全土 
を制圧。国連安保理の緊急理事会、 
イラクの即時無条件撤退を求める決 
議を採択 

9.30 ソ連と韓国が国交を樹立 
10. 1ドイツが国家統一を回復 
10.15 ，90年度ノーベル平和賞にゴルバチ 

ョフ • ソ連大統領が決定 

11.17長崎県の雲仙普賢岳が200年ぶりに 
噴火 

12. 2 秋山豊寛 TBS 記者が、日本人初の宇 
宙飛行士と して ソ連の ソユーズ 
TM11 号に搭乗 

ァメリカ軍を主力とする多国籍軍、 
イラクへの攻撃を開始。湾岸戦争の 
始まり 

ブッシュ•アメリカ大統領、クウェ 
ート解放を確認して勝利宣言。イラ 
クがすべての国連決議を受諾 


4 .一 自然な音声を合成する方式を実現 

4 .一 光 CATS システムを開発 

新構造弾道輸送トランジスタ (BCT) 
を開発 

カラー電子会議システムを開発 
超高速の書き込みが可能な新しい光 
記憶材料を開発 

9 •一 ATM(B-ISDN) 実験システムを公開 

10. — 10nm 級極微細パターンを形成 

11. - ISDN 対応カラー動画像コーデック 

(国際標準、1ボード化)を開発 

12 . - 150cc 超小型携帯電話機を試作 

12.-新しい構造による超高速 BiCMOS 

1C を開発 

12.-大容量光記憶装置基本モジュール 
(光 MSS) を完成 

マルチベンダ化に向けたコンピュー 
夕統一仕様の完成- MIA 第1版公開 
超高精細 (SHD 顺像ステーションを 
開発 

2. — 高速大容量光記憶システム（光 MSS) 

を開発 

3. — 高感度の電界センサ (EMC 対策用） 

を開発 


4.10 

4.12 


7. 2 
7.17 
8. 1 

9.11 

11. 1 
11. 9 

12.16 


3. 1 

3.14 

3.19 


3.28 


3.31 


3.31 


3.- 


携帯 • 自動車電話の新規加入料、基 
本料を値下げ 

NTT メールシステム B 5000 を発売 
ダイ ヤル 通話料を値下げ(近距離 • 
遠距離通話料を値下げ、深夜割引時 
間帯を拡大） 

NTTFAX D 4300(100万円を下回る 
G4FAX) を発売 

電報の夜間サービスを見直し（受 
付 • 配達時間の変更） 

ボケットベル(呼び出し専用）の基本 
料を値下げ 

イメージ変換装置 BM- 500 0i を発売 


1.17 


2.27 
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年度 




® 経営•組織 ® 業界 

4. 1組織を改編(通信ソフトウヱア本部、情報システム本部、技術調査部等を設置） 4. 1 

4. 8組織を改編(移動体通信自立化準備室を設置） 

4 .一 環境問題対策室を設置 4. 1: 

4. 一 電話帳掲載コンサルテイングセンターを全地域へ拡大 

5. 6 NTT France S.A. 設立 4. 1 

5.24 平成2年度連結 • 単独決算を発表 

5.3 1平成2年度電話役務契約等状況を郵政大臣に報告(以降毎年度同時期に報告） 4.19 

6.20 通信衛星 N-STAR の入札參加招請を公告 

6.25 NTT Deutschland GmbH 設立 

6.27 第6回定時株主総会を開催(出席株主数2,508名） 4.26 

6. - 新潟〜札幌間 (887km) に日本最長の海底中継光ファイバケーブルを敷設 

7. 1フレックスタイム制を導入 5. 1 

7. 1老親介護および育児に関する相談センタ「あんしん LINE」 を開設 5.15 

7.4 組織を改編(電報、パケット通信、画像通信、移動体通信事業本部等を設置） 

7.11 日本 • シンガポールソフトウエア技術研修学院 (JSIST) と覚書を締結 5.31 

7.24 オープンネットワーク協議会を設立 

7.25 「ネットワークのオープン性の確保に向けた取り組み」を郵政省に報告 9. 1 

7 . - コミユニケーシヨン科学研究所を設立 

7.- 電話帳大型印刷機、64頁輪転印刷機を導入 9.19 

8.14 NTT 移動通信企画㈱を設立(’92年4月28日 NTT 移動通信網㈱へ改称） 


8. _ インドネシア国内(スラバヤ〜バンジャルマシン間 380km) に海底中継光フアイバケ 

ーブルを敷設 

9.29 パヶット網を2階網化 

10.18 NTT 電力建築事業企画㈱を設立 C92 年9月4日㈱ NTT ファシリティーズに改称） 

10.30 NTT 地球環境憲章、地球環境保護対策基本プログラムを制定 

10. - TOPICS 調査活動(お客さま満足度向上活動)を開始 

11. -新規事業分野における社内公募を制度化 

12.20 「電話料金について一現状と見直しの方向一」を発表 
12.20 第28回 NTT 債を発行(国内市場初の均一価格販％方式） 

1. 1 NTT テレマーケティング㈱が㈱ NTT レガットおよび㈱ NTT タウンネットと合併 

2.28 平成4年度事業計画の認可を申請(経常利益3,510億円、設備投資1兆9,600億円） 

3. 1電気通信学園•研修センタを統廃合 

3.31 スペース.システムズ/ロラール社(米国）と通信衛星 N-STAR の購入契約を締結 
3.31 第2種電気通信事業者に対する 「NTT ネットワークの網機能 • 網情報の提供計画」を 
公表(以降毎年同時期に公表） 


150 


•行政 

長距離系 NCC3 社が専用料金を値下 
げ 

東京通信ネットワークが NTT と 
電話サービスの片側接続を開始 
新規無線呼出し事業者9社が基本料 
を値下げ 

郵政省と NTT が長距離 • 地域別事 
業部制の導入.徹底等における業務 
区分で成案 

瀬戸内マリネット㈱ がマリネット 
電話サービスを開始 
地域系 NCC7 社が専用料金を値下げ 
電通審が社会資本としての情報通信 
基盤の整備の在り方について答申 
全日本テレホンサービス協会が「ダ 
イヤル Q 2 倫理規定」を策定 
日本移動通信㈱)およびセルラー電 
話グループが通話料を値下げ 
電通審が日本電信電話株式会社およ 
び国際電信電話株式会社の外資規制 
の在り方について答申 







10. 7 

10.25 

11.13 

11 . - 
11 .- 
11 .一 


fomNTT を創刊 

第2回 NTT サイエンスフォーラムを 
開催 

「小川未明文学賞」創設し、第1回作品 
を募集 (12 月15日まで、以降毎年募集) 
超小型位置送信機を利用した白ガン 
(米国内務省)の飛行ルート調査に協 
力(米•加•露 • 日の共同調査） 

雲仙普賢岳噴火に伴う救済対策を実 
施(災害対策機器によるバックァッ 
プ等で通信を確保） 

雲仙普賢岳噴火災害に対して社員の 
善意贈る 

ハローインフォメーシヨンを発行 

サッチャー.前英国首相を招待(講演 
会 • 対話会を開催、研究所を視察等) 
FTEAL -8 暗号解読公募結果を発表 
NTT Monitor を創刊 
「ハートフル104」を展開 （10 月4日を 
番号案内の日に） 

世界電気通信展覧会テレコム '91 に 
出展 

NTT 国際シンポジウム '9 1 を開催 
米国政府より「野生動物保護貢献賞」 
を受賞 

おし花電報によるユニセフ活動援助 
で感謝状 

統ーキヤンペーン「サンクスフエア」 
を実施(以降毎年同時期に実施） 

「 NTT インフオメーシヨン」サービス 
(英語情報 サー ビス）の提供地域を拡 
大 


⑨一般.社会 

4.16 ゴルバチョフ.ソ連大統領がソ連の 
元首としては初の来日 

5. 3 ユーゴスラビアのクロアチア共和国 

でクロアチアの警察官とセルビア人 
住民が衝突し35人が死亡。連邦国 
防相が「内戦突入」を言明 
5.14 横綱千代の富土が引退。優勝31回、 
通算1,045勝 

6. 3 長崎県の雲仙普賢岳で大規模な火砕 

流が発生、消防 • 報道関係者ら37 
人が死亡、4人が行方不明 
6.15 国際オリンピック委員会 （IOC) が 
’98年冬季五輪開催地を長野市に決 
定 

7.1 ワルシャワ 条約機構解体。6力国が 
調印 

7.10 ソ連.ロシア共和国の大統領にエリ 
ツインが就任 

1 0.27 自民党総裁選挙で、宮沢喜一代議士 
が当選 

12.26 ソ連最高会議共和国会議がソ連消滅 

を宣言。30日に旧ソ連の11共和国 
が「独立国家共同体」 (CIS) として活 
動開始 

1.11 大学入試センター試験が開始 
1.26 大相撲初場所で貴花田が史上最年少 
(19 歳5力月）で初優勝 
2. 8 フランスのアルベールビルで冬季五 
輪が開幕 

2.13 東京地検と警視庁が「佐川急便マネ 
一疑惑」で強制捜査に着手。14日東 
京佐川急便の渡辺広康社長らを逮捕 


t 広報.対外活動など 


承 商品 • サービス 

4. 1超小型携帯電話 mova の提供を開始 
4. 1 テレビ 会議 システム「フェイスメイ 

卜」を発売 (CCITT/TTC 標準化方式 
準拠） 

4 .ー コンビニエンスス トアで電話料金の 
取り扱いを開始(東京、横浜、大阪） 

4 .ー ダイヤル Q 2 の提供を一部休止(利用 
規制のできない交換機） 

6.13 東北.上越新幹線の列車公衆電話を 
カード化 

6.20 ダイヤル Q 2 におけるツーショット 
番組の新規受付を中止 

7.30 メッセージインの提供を開始(愛知） 

8. 6 NTT 緊急通報システム SR10 を発売 

8.19 新船、舶電話のキャッチホンを提供開 
始 

8. - 口座振替用「領収書および次回口座 

振替額のお知らせ」を封書化 
8 •— ダイヤル Q 2 における高額利用時の 

お知らせを実施 

9. 1携帯 • 自動車電話の通話料を値下げ 

9.30 NTTFAX414「Mr. 伝絵文」を発売 
10.10 デラックスメロディ電報を発売 
10.15 ディジタル公衆電話(グレー）を設置 

(機能を追加） 

10.23 ビデオテックス通信サービスにおけ 

る2,400 bit/s 全2重モデムサポートの 
提供を開始 

10. — ダイヤル Q 2 における パーティーラ 

イン番組の情報料上限額を引き下げ 
11.14 おし花電報が 5,000 万通を突破 

11. 一 NTTG3FAX サイファ対応シリーズ 

(T-10 等)を発売 

12. — ダイヤル Q 2 における情報料と通話 

料の分計表示を実施 

12.-構内配線システム P-CS (配線管理シ 
ステム）を発売 

1. 4 高額テレホンカード （3, 000円券、 
5,000円券)の販売を停止 
1.15 うるし電報を発売 

1.20 mova における車載サービスの提供 
を開始 

1. 一東京23区のタウンページを5地域に 
分割 

3.2 「116番」による受付時間を変更(平日 

9時から17時まで、土曜9時から12 
時30分まで） 


②研究•開発 

4.- 2.4Gbit/s 新同期光伝送方式を実用化 

4. - V1&P 総合実験を開始 

5. - フラスコの中でシリコンの量子箱構 

造を形成 

5. — シリコン基盤上に生成した InP 系レ 

ーザに実用化のめど 

6. -高画質カラーファクシミリ （ INS ネ 

ツト 64) を開発 

6. -15インチ立体映像表示装置（レンチ 

キユラ型)を開発 

7. - 電子印鑑 (ESIGN) を開発 

7.— パーソナルマルチメディア通信会議 

システム (PMTC) を開発 

9.-液晶 ディス ブレイを用いたホ ログ ラ 
ム型光スイツチの実験に成功 

9. - 最小線幅 0.2 " m 超 LSI 開発用 SOR 

リソグラフィシステムを完成 

10. - B-ISDN 用品質測定用標準装1を開 

発 

10.-ディジタル移動通信方式用基地局系 
装置を試作 

10.-移動目標探索アルゴリズム （MTS) の 

12.- SIMOX 技術によるゲート長 0.1" 
mCMOS を試作 

12.— 非線形高分子材料を開発 
12.— 統合化 SoftDA システムを 開発 
12. — エルビウムドープ光ファイバ増幅器 
による 2.5Gbit/s- 4,500 km 中継伝送に 
成功 

1.- 10 Gbit/s-l，260km の光伝送実験に成 
功 

3.— 光加入者システムの実験開始 
3.— 楕円曲線に基づく公開鍵暗号を発明 


4 4 


5 . 
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組織を改編(長距離通信事業本部、地域通信事業本部等を設置） 

定年制 • 転進援助制度 • 企業年金制度を導入 
ライフプラン研修を導入、ライフプラン相談室を設置 
社会貢献推進室を設置 

NTT 移動通信網㈱分離に伴う平成4年度事業計画の変更を申請(経常利益2,670億 
円、設備投資1兆8,600億円） 

TOPICS 推進室を設置 

ネットワーク商品の販売パートナーとして家電量販売等との取次契約を開始 
平成3年度連結 • 単独決算を発表 
第7回定時株主総会を開催(出席株主数2,392名） 

移動体通信事業を NTT 移動通信網㈱)へ譲渡 
介護休職制度を導入 

組織を改編(電力 • 建築 • ビル管理本部、不動産開発推進部を設置） 

パケツト交換網サービス支援システム (PEGASUS) の運用を開始 

AT&T 社(米国）と次期ネットワーク管理システム（新 ATOMICS ) について契約を締 

糸* 

社会貢献活動表彰(社長表彰)を実施 

専用サービスオペレーションシステム (SONIA, DIANA, LINCS) の運用を開始 
TT&T 社とタイ国地方100万回線電話増設事業への参画に関わる契約を締結 
電力および建築.ビル管理業務を㈱ NTT ファシリティーズへ移管 
新オペレーションシステムの運用を開始(千代田パイロットプラント） 

組織を改編(顧客システム部を設置） 

:平成5年度事業計画の認可を申請(経常利益1,490億円、設備投資1兆8,400億円） 
合理化計画を発表(平成8年度末20万人体制へ） 

新電報そ通システム （ TXAS - n ) の運用を開始 


4. 1 中部テレ コミュニケーショ ン㈱が 
パケット 交換 サービスを 開始 
4. 1 日本移動通信㈱が通話料の割引を 
開始 

4. 1一般第2種電気通信事業者数が1,_ 
社に到達 

4. 6 宇宙通信㈱がサービスを再開 
4.29 長距離系 NCC3 社が通話料を値下げ 
(東京〜大阪間平日昼間 3 分 180 円） 

5. 1 東京通信ネットワーク㈱が通話料 
を値下げ 

5.20 改正日本電信電話株式会社法が可決 
6.18 電通審が情報通信高度化ビジョンの 
策定について答申 

6.19 郵政省「近距離通話の在り方に関す 
る調査研究会」の答申を発表 
7. 1 NTT 移動通信網㈱ (NTT DoCoMo) 
が携帯.自動車電話サービスおよび 
無線呼出しサービスを開始 
7. 1第二電電 ㈱および日本テレコム㈱ 
が特定時間帯の通話料月極割引を開 
始 

7.— レイクシテイーケーブルビジヨン㈱ 

が エルシー ブイ㈱に社名を変更 
8. 1改正日本電信電話株式会社法の施行 
(議決権の20%の範囲内で外国法人 
等の株式所有を解禁） 

8. 1日本高速通信 ㈱が特定時間帯の通 
話料月極割引を開始 

8.10 NTT 株式の最安値 (1 株 45 万 3,000 円、 
東京証券取引所市場第1部） 

10. 1日本移動通信 ㈱が東京湾マリネッ 
卜㈱を吸収合併 

10. 1 NTTDoCoMo が mova の基本料を値 
下げ 

10.20沖縄セルラー電話 ㈱ が携帯 • 自動 
車電話サービスを開始 

11.13 日本テレコム ㈱ が全国サービス網 
を完成 

12. 1 長距離系 NCC3 社が専用サービスに 
割引制度を新設 

12.11第二電電 ㈱が全国サービス網を完 
成 

2. 1大阪メディアポート ㈱ が専用サー 
ビスに割引制度を新設 

2.- NTT DoCoMo の携帯 • 自動車電話 
の契約数が100万を突破 
3.25 NTTDoCoMo が携帯 • 自動車電話 
におけるデイジタル方式 (800MHz) 
の提供を開始(首都圏） 


フフ 


雜営 • 組織 


④業界 • 行政 
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平成 4 年度 


® 商品 • サービス 


⑯研究•開発 


® 広報.対外活動など 


4. 1テレジョーズの提供を開始 
4. 1第3種映像伝送サービスの提供を開 
始 

4. 6 マルチメディア.データベース•シ 
ステム「ハイキャプテン HG」 を発売 

4.17 プライベート用パケット交換システ 
ム BP- 3000を発売 

4. 一 高額テレホンカード（3,000円券、 

5,000円券)の利用を停止、変造防止 
策として50度数テレカ等の切り込 
みを2つに変更 

5.15 mova の秘話サービスを提供開始 

5. — 専用サービスの契約数が100万を突 

破 

6. 1ディスプレイポケットベルの新カー 
ドタイプを提供開始、旧カードタイ 
プの基本料を値下げ 

6. 1衛星ビデオ通信サービス （SVCS) の 
提供を開始 

6.10 メロディおし花電報を発売 

6.19 ダィヤル通話料を値下げ(遠距離通 
話料を値下げ） 

7.31 ファクシミリ通信網サービスの契約 
数が50万を突破 

7.— キャッチホンの契約数が1,000万を 
謹 

8. 1窓口.116番の土曜休業化 
9. 1ビジュアルメイト VM>64 を発売 

9.25 テレフォトグラフ1000を発売 
10. 1 INS ネットのグループセキュリティ 
サービスを提供開始 

10. 1専用サービスの高額利用割引を開始 
( SD ) 

12.10テレジョーズの契約数が100万を突 
破 

12.10 ダイヤル Q 2 における番組冒頭の料 

金ガイダンスを改善 

1. 7 第2種ファクシミリ通信網サービス 
に品目 (64kbit/s) を追加 
1.13 「PBX のお買上げ制度」を実施 
2. 1 INS ネットのフリーダイヤル（通信 
モード 64bit/s) を提供開始 

2.19 INS メイト X-1 を発売 

3. 5 MITEDAS(NTTFAXT-OIV)、 
NTTFAX T-61 を発売 

3.18 小規模ファクシミリメール装置 BM- 
300 0X を発売 

3.19 NTTFAX L-50、L-70 を発売 


4.- 装置間光切替装置(光 IMC) の実験に 
成功 

4.-光処理を用いた超高速タイミング抽 
出に成功 

4 .一 協同描画メディア「クリアボード」を 
開発 

4 .ー アナログ多チャネル光映像分配シス 

テムを開発 

6.— 光パターンのままファイバ内の直接 
伝送に成功 

6. — 自然放出制御ダイオードを実現 

7. - 20Gbit/s-l，020km の光ソリトン伝送 

実験に成功 

9.-多心光ファイバ個別軸調心機構を実 
現 

9.- 広帯域で波長調整可能なレーザを開 
発 

9 .ー スペースシャトル「エンデバー」 によ 
る宇宙での結晶育成実験に成功 
9 •一 0.5 " mBiCMOS-LSI (高速フルカス 
タム LSI) の設計.製造技術を開発 

9. 一 重畳投写方式による高臨場感映像装 
置を開発 

10 .— 小型 • 多機能のテレビ電話装置を開 
発 

10.-携帯形情報蓄積通信端末を開発 

10.— ATM (ノード•リンク. LAN) 実験 
:システムの試験開始 

10.- 2次元半導体を用いた光スイッチの 

基本動作を確認 

10. -聴覚反応における大脳の左右半球差 

:を確認 

11. -量子効果を利用した新原理のトラン 

ジスタを開発 

12. — 光加入者伝送システムの試験開始 
12.— 多重アクセスが可能な映像情報サー 

パを試作 

12.- 常識人工知能を使った知的 DB 処理 
を実_ 

1 .一 最良優先法を応用した探索アルゴリ 
ズムを開発 

1. 一超微細粒子を密閉保存するナノカプ 

セルを発見 

2. - 超高感度分子検出技術を開発 

1 - 燃料電池システムの現場試験を開始 

3. — 機密保持機能を搭載した映像符号化 

装置を開発 

3. — 通信衛星用大型アンテナの展開模擬 
実験に成功 


4.17 第3回 NTT サイエンスフォーラムを 
開催 

6. — 統ーキャンペーン「夏のサンクスフ 

エア」を実施（以降毎年同時期に実 

施） 

7.23 : NTT-TV が生放送を開始 

7. - NTT 社員13名がバルセロナ五輪へ 

出場 

8. 1 NTT ドリームピックチームが「ケン 
ウッド92」で準優勝(世界的ヨットレ 
ース、13日まで） 

10.16サッチャー • 前英国首相を招待(講 
演会を開催） 

11. 4 NTT 国際シンポジウム，92を開催 
11.26 NTT-TV が500回を突破 
1.15 釧路沖地震に伴う災害復旧活動を実 
施(市外ケーブルが被災したため迂 
i 回ルートで通信を確保） 


⑥一般•社会 

4. 6 ユーゴスラビアのボスニア.ヘルツ 
ェゴピナ共和国が、非常事態を宣言。 
民族間の衝突で内戦状態 
6.15 PKO 協力法案が衆議院本会議で可 
決、成立 

7.25 スペインのバルセロナで第25回五 
輪が開幕。27日水泳女子 200m 平泳 
ぎで岩崎恭子が五輪新で日本初の金 
メダル 

7.26 :第16回参議院通常選挙。自民党が 
:復調、社会党は不振 

8.24 韓国と中国が国交を樹立 

9.12 日本人宇宙飛行士毛利衛らを乗せた 

スペースシャトル「エンデバー」の打 
' ち上げ 

9.12学校週5日制がスタート。小•中. 

高校などで毎月第2 土曜日は休日 

10.26 プロ野球日本シリーズで西武がヤク 
ルトを破り3年連続日本一 

11. 3アメリカ大統領選挙で民主党のビ 
ル•クリントン候補が圧勝 
1. 1 EC 統合市場が発足。12力国、3億 
5,000万人の世界最大の単一市場の 
誕生 
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ノノフ 


® 経営•組織 


⑱業界.行政 


4. 1東京、名古屋、大阪、福岡の4地区の不動産開発会社を合併 (10 社を4社に） 4. 1 

4.26 コミュニケータサービス用交換機の納入メーカを決定 (AT&T 社〈米国〉） 4. 1 

4.- 「保全の商品化」活動を開始 

4 .一 新たな経理システム (NN-FACE) の運用を開始 7. 1 

5.25 平成4年度連結 • 単独決算を発表 

6. 7 入社後5年を節目とする若手社員能力開発研修 「STEP 研修」を開始 7. 1 

6.29 第8回定時株主総会を開催(出席株主数2,026名） 

6.30 事業部財産目録および損益計算書を提出(事業部〈地域-長距離等〉別収支〈平成4年 
度分〉を公表、以降毎年度同時期に公表） 

7. 2 「113支援センタ」を開設(札幌） 7.26 

7.19 組織を改編(営業本部、法人営業本部等4本部体制） 

7.26 オール ID 化の完了 7.- 

7.-韓国国内(ホウサン〜ウルルン間 142km) に無中継海底光ファイバケーブルを敷設 

9 .一 消費生活アドバイザーを起用(オレンジセンター） 

10.— 和歌山〜徳島間 (19km) に最多心海底光ファイバケーブル（100心)を敷設 8.17 

11. 1新宿移転推進室を設置 

12. 1「オレンジセンター」を「お客様相談センター」に名称変更 

12.31:第1回希望退職を実施 9. 1 

12.- 所外系設備の調査.点検等の一部業務を NTT-TE 各社へ移管 

12.-第1回保全サービス推進月間を開催 10. 1 

12.— ドナー休暇を新設 

12.-電話料金請求書に電話帳回収古紙を混入 10. 1 

1.12 「マルチメディア時代に向けての NTT の基本構想及び当面の具体的取り組みについ 

丨て」を発表 10. 1 

1.20 ネクステル社(米国)の移動通信事業への参画に関わる契約を締結 

1.26 ジェネラルマジック社(米国）と技術提携に合意 10. 5 

2.10 組織を改編(マルチメディア推進室を設置） 10.22 

2.28 平成6年度事業計画の認可を申請(経常利益1,040億円、設備投資1兆8,400億円） 

2.-サービスフロント支援システムの運用を開始 11.4 

2.— 東大地震観測システムの海底光ファイバケーブルを敷設 

3. 1テレホンカード販売業務をテレカ会社2社へ委託(東京.関東•東海.関西） 

3.23 マイクロソフト社(米国）と技術提携に合意 12.25 

3.29 調達に関する NTT の考え方を発表 


3.15 


電波利用料金制度スタート 

中部テレコミユニケーシヨン ㈱ が 

専用サービスに割引制度を新設 
NTT DoCoMo が地域分社化(全国9 
社体制で営業を開始） 

㈱ テレコム八戸、 長 岡移動 電話シ 
ステム㈱およびテレネット遠州㈱ 
が簡易陸上移動無線電話 (CRP) サー 
ビスを開始 

長距離系 NCC 加入時のお客さまエ 
事費用負担を無料に 
柬北の テレメ ッセージ6社が合併し、 
東北 テレメ ッセージ㈱に社名を変 

日本通信衛星㈱および㈱サテライ 
トジャパンが合併し、㈱日本サテ 
ライトシステムズに社名を変更 
アビコム.ジャパン ㈱が空港無線 
電話サービスを開始 
NTT DoCoMo が販売業務等の委託 

ム社 > ム併 

中国通信ネットワーク㈱が地域系 
専用 サービスを 開始 
NTT DoCoMo グループが携帯.自 
動車電話の保証金制度を廃止 
PHS 実用化実験を開始(北海道） 
事業者間接続料金の改定が認可(’94 
年4月1日から適用） 

長距離系 NCC3 社が通話料を値下げ 
(東京〜大阪間平日昼間3分170円、 

エンド.エンド料金制度の導入） 

日本テレコム㈱が全時間帯の通話 
料月極割引を開始 

第二電電㈱および日本高速通信㈱) 
が全時間帯の通話料月極割引を開始 
東京通信ネットワーク㈱が電話料 
金体系を変更(施設設置負担金を廃 
止、基本料を新設、通話料を従量料 
金制等)、市外通話料の月極割引と 
時間極定額料金制度を導入 
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平成 5 年度 


承 商品 • サービス 

4.1 多チャンネル映像伝送サービスの提 
供を開始 

4. 1 LAN 用映像通信装置 FM-C100L を発 
売 

4.28 ディジタル式大容量 PBX EP33 を発 
売 

5. 1皇太子御成婚記念テレホンカードを 
発行 

5.10 低価格テレビ会議システム FM-1000 

を発冗 

5 . — 構内通信システム BL- 3000 (LAN 管 

理装置)を発売 

6. — プッシュ回線の契約数が2,000万を 

鎌 

7. 1信号監視通信サービスの提供を開始 
7.20 おし花電報「献花(弔慰用)」を発売 

7. — ダイヤル Q 2 における不特定男女間 

通信の媒介を目的とする番組の新規 
受付を中止 

8.5 マルチメディァ時 分割多重化装置 
TDM-M 5000シリーズを発売 
8.10 刺しゅう電報「和菊 (吊 慰用)」 を 発売 
9. 1 ビデオテックス通信網サービスの提 
供時間を 延長、 品目 (64kbit/s) を追加 

9. 3 ファインカラートランスファーを発 

売 

9.10 ディジタルビジネスホン a HX シリ 
ーズを 発売 

10. 1公衆電話料金を改定(区域内90秒10 
円） 

10. 1専用料金を見直し(一般専用サービ 
ス 〈50bit/s〉 およびテレビジヨン放送 
中継サービスを値上げ） 

10. 1ダイヤル Q 2 における番組のジャン 
ル分けを実施 

10. 1ビデオテックス通信網サービスの自 
然画 サービスを 提供開始 
10. 5 高速 ディジタル 伝送 サービスに 超高 
速品目 （150Mbit/s) を追加 
10.19ダイヤル通話料を値下げ(市外通話 
料を値下げ） 

10.-簡易郵便局で料金収納の取り扱いを 
開始 

11. 1フリーダイヤルの番号帯を拡大 
11.12 テレゴング、テレドームの提供を開始 

11.19 テレワイズの提供を開始 

12. 1 ISDN ビジュアルホン 「PICSEND-R」 
を発売 

12.20 バソコン通信にタウンページ情報の 

提供を開始 

1.25 掲載省略案内サービスの提供を開始 

1 . 一構内配線システム P-CS (構内電力配 

線システム）を発売 

2. 1漢字電報の取り扱いを開始、両面刺 
しゅう電報「鳳凰(慶祝用)」「白菊(弔 
慰用)」、おし花電報「彩華(慶祝用)」 
「衷心(吊慰用)」を発売 

2. 1専用料金を値下げ、長期継続利用割 
引を拡大 (SD) 

2. 1 HDTV 映像伝送サービスの提供を開 
始 

2. 2 変造テレホンカード対策の強化策を 

発表(ディジタル公衆への設置替え等） 

2.10 メンバーズネットの提供を開始 

3. 1テレビ会議システム FM - 2200を発売 
3. 1ダイヤル Q 2 におけるジャンル別利 
用規則を実施 


® 研究•開発 

4. 一 INS ネット対応のチームワークステ 

ーシヨンを開発 

5. — 超高速誤り訂正用 VLSI を開発 

5.— 次々世代のサブ.クォーターミクロ 
ン LSI の実現に見通し 

5. - PSI-CELP 音声符号化方式が移動通 

信用 RCR 標準に採用 

6. — 実用的なマトリクス光モジュールを 

開発 

6. — 0.2 // m 級 LSI 基本技術を確立 

7. — VI&P 総合実験第 n フエーズ開始 

7.- 本人確認用の高速高精度な指紋認識 
手法を開発 

7. — ATM リンクシステムネットワーク 

機能実験開始 

8. — 移動物体自動追跡システムを実現 

8. — 誤認の少ない話者認識技術を開発 

9. - 物体の輪郭を超高速に抽出する光処 

理方式を開発 

9.-迅速 • 簡便 • 高精度な光学部品の群 
速度分散測定器を開発 

10.- IVで高速動作する CMOS 論理回路 

を開発 

10.-統合 CASE 環境を開発 

10. — 新しい幾何学的錯視現象「重カレン 

ズ錯视」を発見 

11. - 100 Gbit/s 光多重伝送実験に成功 

11.-小型 • 高精度な液面レベル計を開発 

11.-クライアント/サーバの分散環境に 

対応したソフトウエア VGUIDE を 
開発 

11. 一3次元物体認識「パラメトリック固有 

空間法」を考案 

12. - 超電導小型 SOR リングの大電流蓄 

積に成功 

12.- 光配線による ATM スイッチの超高 

速実験に成功 

12 .— ニューラルネットワークを応用した 
文書連想検索 システムを 開発 
2.— 光のままでの直接波長変換を 
lOGbit/s で実現 

2. — プログラマブル PLC 光周波数フイル 

夕を開発 

3 . - 1 ボルトで動作するアナログ•デイ 

ジタル変換用 LSI を開発 

3.- 結晶粒内に超微細磁気構造を発見 


⑯広報.対外活動など 

4. 9 第 4 回 NTT サイエンスフォーラムを 
開催 

7.16 第90回 NTT-N 響コンサートで聴覚 
障害者用ステレオへッドホン改良型 
「ときめき」を利用(神戸） 

7. - 北海道南西沖地震に伴う災害復旧活 

動を実施(市外ケーブルが被災した 
ため迂回ルートで通信を確保、市内 
線路設備の復旧班の出動） 

8. — 鹿児島水害に伴う災害復旧活動を実 

施(伝送路が被災、長時間の停電） 

9. 7北海道南西沖地震の災害者の方々へ 

のお見舞金の寄贈 

1 0.28 NTT 国際シンポジウム93を開催 
11.24サッチャー • 前英国首相を招待(講 
演会を開催） 


® —般.社会 

4.23 天皇、皇后、沖縄を初めて訪問 

5.15 プロサッカー J リーグが開幕 

6.18 宮沢内閣不信任案を可決。衆議院を 
解散 

7. 7 第19回主要先進国首脳会議が東京 

で開幕 

7.12 マグニチュード 7.8 の北海道南西沖 
地震が発生。奥尻鳥を津波が直撃、 
死者、行方不明230人余 
7.18 第40回衆議院議員選挙。自民党は 
過半数割れ、社会党は歴史的惨敗、 
3新党が躍進 

8. 9細川護熙連立内閣発足。38年ぶりの 

非自民党政権が誕生 
12.14政府は米市場の部分開放を決定 

1.24 はがき50円、封書80円の郵便新料 
金がスタート 

2. 4 初の純国産大型ロケット H2 の1号 
機を打ち上げ 

2.12 冬季五輪リレハンメル大会が開幕。 
男子スキー複合団体で金メダル 
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4.1 

4.20 
4.- 

4. - 
5.27 

5. - 

6 . 8 

6.22 

6.29 

6.30 
6 .- 
7.18 
7.18 

7.20 

7. - 

8.1 
8.15 

8 . _ 

9.21 

10.14 
10 .— 
11 - 


事業者間接続判•金制度を導入 
NCC と「原則1県 1POI 化」で接続開始 
NTT DoCoMo 等4社がデイジタル方式 
(1.5GHz) 等に選択2部料金制を開始 
NTT DoCoMo グループ等18社が新 
規加入料および基本料を値下げ(端 
末機器のお買上げ制度の導入)、選 
択制の通話料月極割引を開始 
簡易陸上移動無線電話およびマリネ 
ット事業者が基本料を値下げ(端末 
機器のお買上げ制度の導入） 

長距離系 NCC3 社が専用料金を値下 
け'、長期利用割引を拡大 
㈱東京デジタルホンが携帯電話サ 
ービスを開始 

㈱ ツーカー ホン関西が携帯 • 自動 
車電話サービスを開始 
関西国際空港情報通信ネットワーク 
(株)が空港無線電話サービスを開始 
地域系 NCC7 社が専用料金を値下 
げ、6社が長期利用割引を開始 
㈱関西デジタルホンが携帯.自動 
車電話サービスを開始 
NTT DoCoMo グループが夜間.土 
日祝限定利用サービスを開始 
政府が公共料金引き上げについて年 
内凍結を発表 

東北インテリジヱント通信 (術 が地 
域系専用 サービスを 開始 
(株) ツーカー セルラ ー 東京が携帯. 
自動車電話 サービスを 開始 
: ㈱ ツーカーセルラー 東海が携帯. 

自動車電話サービスを開始 
:㈱東海デジタルホンが携帯.自動 
車電話サービスを開始 
長距離系 NCC3 社が複数回線の通話 
料月極割引を開始 

関西セルラ ー 電話㈱が関西マリネ 
ット㈱を吸収合併 

NTT 株式、ニューヨーク証券取引所 
へ上場 

北陸通信ネットワーク㈱が地域系 
専用サービスを開始 
日本高速通信㈱が着信課金サービ 
スを開始 

事業者間接続料金の改定の認可申請 
(ISDN、 番号案内接続料金の見直し） 
NTT 株式、ロンドン証券取引所へ上場 
NTT DoCoMo グループがお客さま 
単位の通話料月極割引を開始 
日本高速通信㈱が通話先指定の通 
話料月極割引を開始 

日本 テレコム ㈱ が フレームリレー 
サービスを 開始 

NTT DoCoMo グループ等24社が新 
規加入料 • 基本料.通話料を値下げ 
第二電電(樹が通話先指定の通話料 
月極割引を開始 

日本 テレコム ㈱ が通話先指定の通 
話料月極割引を開始 
近鉄ケーブルネットワーク㈱が地 
域系専用サービスを開始 
NTT DoCoMo グループ等40社が無 
線呼出しサービスの基本料を値下げ 
:(端末機器のお買上げ制度を導入） 
日本高速通信*^)が全国サービス網 
を完成 


物流業務を㈱ NTT ロジスコへ移管 

「マルチメディア通信の共同利用実験」の取り組み方針を発表 

衛星通信を利用した研修 「STARTs」 を開始 

マネジメント層(支店長等)を対象とする「経営研修所 (MAC)」 を開設 

平成5年度連結 • 単独決算を発表 

113録音システムを導入(113夜間受付業務を効率化） 

シリコングラフィックス社(米国）と双方向マルチメディアシステムの開発提携に基 
本合意 

マイクロソフト社と双方向マルチメディアシステムの開発.実験に関して提携 
第9回定時株主総会を開催(出席株主数1，942名） 

第2回希望退職を実施 

夜間大学へ通学する社員への支援制度を制定 
組織を改編(法人営業体制、 R&D 体制を強化） 

フリーダイヤルサービスセンタを設置(札幌） 

「マルチメディア通信の共同利用実験」の参加者を発表 
上海事務所を開設 

ベトナム郵電公社 (VNPT) と交流に関する覚書を締結 
CUSTOM を導入(渋谷.三河.明石支店） 

テレワイズ•ワイドサービスセンタを設置 

「マルチメディア通信の- ft 同利用実験」参加者の追加を発表、高速コンピュータ通信 
利用実験を開始 

NTT パーソナル通信網企画会社9社を設立 C94 年11月に事業会社へ） 

電話帳2次配達センターを導入開始 

鹿児島〜那覇間 (905km) に光ファイバアンプ中継方式採用の海底中継光ファイバケ 
ーブルを敷設 

NTT の調達手続きの改善を発表 

インターネットを利用した調達情報提供システム (OnTime) を開始 
チリ大学と研究協力協定を締結 

新ネットワーク管理 システム (新 ATOMICS) の運用を開始 
相互接続業務の推進を発表(ネットワーク接続推進委員会を設置等） 

「アクセス網の光化について」を発表 

組織を改編(相互接続推進室、法務審査部を設置） 

第3回希望退職を実施 

新し v 、調達手続きの適応を開始 

「お客さまサービス品質向上の活動方針」を設定、公表 

インターネットによる情報発信 「NTT DYNAMIC LOOP INFORMATION」 の運用を 
開始 

青函トンネルに光ファイバケーブルを導入 

シリコングラフィックス社と双方向マルチメディアシステムの共同開発に関わる 
契約を締結 

阪神大震災に伴う内定取消者の採用を発表 
レクリエーシヨン給付金制度を導入 
大都市激甚災害対策委員会を開催 

マルチメディア通信のデ モンストレー シヨ ン 実験 (J-Mail 実験）を開始（ジェネラル 
マジック社と） 

カナダ国 • 産業省と利•学技術協力協定を締結 

平成7年度事業計画の認可を¢1請(経常利益3,200億円、設備投資1兆9,300億円） 

ネットワークのオープン化の基本的考え方等を発表 
ダイヤル Q 2 サービスセンタを設置(金沢） 

SPC 化を完了 (宮崎支店木城交換所が最後） 

スマ ート 社の フィリ ピン国内電話 サービス 事業への参画に関わる契約を締結 
「接続協議の手順等の明確化に関する具体的な措置について」を郵政省に報告 
ワール ド パートナー ズ社と仮想内線 サービスの 試行的実施に合意 
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公衆電話料金の改定(区域内 60 秒 10 
円） 

パソコンテレビ会議システム「チー 
ム ワークステーシヨ ン」 を 発売 
ビデオテックス通信網サービスの提 
供時間が24時間に 
NTTFAX J-200 を 発売 
タウンページに 公共 サービスページ 
を 掲載 

構内通信システム BL- 3000(スイッ 
チング HUB) を発売 
テレワイズ•ワイドの提供を開始 
NTT デイジタルコードレスホン DC- 
R 2000を発売 

迷惑電話おことわりサービスの本格 
提供を開始 

r I-DSU64 のお買上げ制度」を実施 
NTT サービス ガイドを開始 
ダイ ヤル Q 2 における「3」 ジャンルの 
申し込み制を実施 
おし花電報の販売数が1億通を突破 
高速広帯域専用 サービスの 試験 サー 
ビス 開始 C97 年3月末まで） 
プライベート用高速 パケッ ト交換 シ 
ステム BP- 300 0X を発売 
J リーグメロデイ 電報を発売 
ダイャル通話料等の検針日（5、10、 
15、25 日、 月末) を 固定 化 
スーパーリレー FR の 提供を開始 
INS ネッ トにおける ビデオテックス 
通信 サービスの 提供を開始 
加入電話の基本料および番号案内料 
(月2回以上の利用分について割増料 
金制を導入)を改定 
電話番号検索 サービスを 1通信2検 
索までに拡大 
共同電話の新規販売を停止 
テレチョイスの提供を開始 
公衆電話のカー ド化 100% を 達成(赤 
電話がなくなる） 


® 商品 • サービス 


® 広報.対外活動など 

5.18 第5 回 NTT サイエンスフォーラムを 
開催 

7.15 ITU 全権委員会開催時における 
ATM 接続実験を実施 

7.21 第100回 NTT-N 響コンサート記念公 
:演を開催 

7.29 国際協力事業団 (JICA) から第1回 
「国際協力特別賞」を受賞 

10.18 おし花電報によるユニセフ活動援助 
で感謝状 

10.19 NTT トークフェスタを開始 

11. 2 NTT 国際シンポジウム’94を開催 

1.17 阪神 • 淡路大震災に伴う対策本部を 
設置(約28万5,000回線が不通） 

1.22 阪神 • 淡路大震災に伴う電話料金減 
免措置等を発表 

1.31 阪神•淡路大震災による被害の応急 
復旧の完了 

2. 1阪神•淡路大震災の復旧支援として 
:「ライフライン電話帳」「フッキュウ 
ライン電話帳」を発行 

3.15 阪神復興推進室を設置 


㊣ 一般.社会 

4. 2対共産圏輸出を規制していたココム 
(COCOM) を解散 

4.25 国会が羽田孜新生党党首を首相に指 
名 

6.22 製造物責任 (PL) 法が成立。施行は 
’95年6月 

6.27 長野県松本市の住宅地で有毒ガスに 
より、住民7人が死亡、58人が重軽 
傷。7月3日県警は、有毒ガスを「サ 
リンI >癸表 

6.29 自民党、社会党、さきがけ3党の擁 
立により、村山富市社会党委員長が 
首相就任 

9. 4関西国際空港が開港 

10. 2 第12回アジア大会が広島市で開幕。 
史上最多の42力国.地域が参加 

10.13 大江健三郎が '94 年ノーベル文学賞 
を受賞 

12.28 三陸沖でマグニチュード 7.5 の地震 
発生。青森県を中心に死傷者287人 

1.17 阪神 • 淡路大震災発生。死者6,300 
人余 

3.18 宇宙開発事業団の純国産大型ロケッ 
卜 H2 打ち上げに成功。気象衛星 
「ひまわり」5号と無人宇宙実験室が 
軌道へ 

3.20 東京都内で地下鉄サリン事件が発 
生。地下鉄各線の5本電車内で猛毒 
のサリンが撒かれ、死亡7人、重軽 
傷約5,500人 
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•開発 

ディジタル無線通信用超高速変復調 
LSI を開発 

新結晶材料でホログラフィ映画を実 
現 

高性能エコーキヤンセラを開発 

デサイン処理や汚れに強い文字認識 

手法を開発 

超撥水性材料を開発 

圧縮度を選べる高品質な音楽.音声 

圧縮技術を開発 

新構造のフォトダイオードを開発 
協調作業支援環境システム 
COGENT を試作 

インター ネッ トプ ロコ トルによる超 
高速コンピュータ間通信を実現 
確率モデルを用いた新しい日本語解 
析方法を開発 

10nm 級シリコン量子細線を実現 
ホログラフィ立体映画システムを実 
現 

ポータブル衛星通信地球局を開発 
(大幅に小型化、災害発生時等に使 
用） 

F ネットサービス高度化に対応する 
統合通信処理装置 (MICS) を開発 
超高精細大画面表示装置(110インチ) 
を開発 

索弓I作成支援システム「 SAKUIN 君」 
を開発 

ATM コネクシヨンレスモジュール 
を開発 

シリコンの極微構造で単電子トラン 
ジスタを試作 

80Gbit/s- 500 km 超高速光ソリトン伝 
送実験に成功 

シリコン原子のラセン階段を実現 

高速処理を実現する新しいニューロ 

チップ構成技術を開発 

1.3 "m 帯光ファイバ増幅器を開発 

カーボン微小電極による神経伝達物 

質の高感度検出に成功 

PHS 用低消費電カベースバンド統合 

LSI を開発 


②研究 
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4. 5 「ネットワークのオープン化への取り組みについて(個別項目）」を公表 

4.26 「マルチメディア通信の共同利用実験」で一般向けマルチメディアネットワーク利用 
実験を開始 

5. 9 ピクチャーテル社(米国）と映像通信サービスに関して提携 

5.10 マイクロソフト社(米国）とマルチメディア情報流通サービスに関して提携 

5.26 平成6年度連結•単独決算を発表 

6. 7 「マルチメディアへの取り組み」を発表 

6.29 第10回定時株主総会を開催(出席株主数1，677名） 

6.29 第1回 「NTT 網機能に関する公示」を実施(官報掲載） 

6.29 「相互接続ガイドブック」を発行 
6.- NTT 新宿本社ビル竣工 

6.-鹿児島〜那覇間 (905km) の海底中継光ファイバケーブルの運用を開始 
6 .— ITT-WD と電話帳コンサルティングに関する契約を更新 
7. 1勤務時間制度を見直し 

7.17 組織を改編(マルチメディア推進本部を設置） 

7.19 阪神 • 淡路大震災を踏まえた災害対策の基本方針を策定 

7.26 「NTT 網機能の公示説明会」を実施 

7.26 公的年金一元化について「公的年金制度の一元化に関する懇談会」で決定(’ 97.4 実施） 
7.31 電話帳統合システムの導入を開始 

8.29 通信衛星 N-STARa の打ち上げに成功 (10 月に運用を開始） 

9.12 「マルチメディア通信の共同利用実験」で CATV 映像伝送等利用実験を開始 

9.18 本店所在地を新宿へ移転 
9.18 香港事務所を開設 

9.26 ワンナンバーサービス企画㈱を設立 

9.28 アクセス系のオープン化として市内交換機接続および加入者回線接続の実施につ 
いての考え方を公表 

9.28 NTT ファン企画㈱を設立(エージェント通信サービス Paseo に関する企画会社） 

9.-本州四国連絡橋に光ファイバケーブルを導入 
9 .- タイ国電話増設事業で増設数を150万回線に変更 

10. 2 マイクロソフト社とウィンドウズオープンインター ネッ トフレームワークで提携 
10. 2 マルチメディアの標準づくりと普及を目指したフォーラムを設立 

10. 9 C&W 社(英国)等と香港に合弁会社 PHS インターナショナルの設立を発表 
10.20インドネシアでの国内電話網増設事業への参画に関わる契約を締結 
10.31 マルチメディア ネット ワーク サービス 「Just Net」 の共同構築に合意 

11. 8 「今後の経営改善施策について」を発表 

11.24 資本準備金の一部を資本に組み入れ、株式の分割(無償交付)を実施 
11.24 ACD 交換機の運用を開始 (DMS-100/200、 栃木交換所） 

11.28 :インタラクティブ.テレビの普及を目指す「インターテキスト研究会」を設立 
11 •一 「マルチメディア研修コース」を新設(平成8年度から実施） 

12. 1マニラ事務所を開設 

12.13 ジーアールホーム ネット㈱を設立 

12.15 ㈱ホームコンピューティング.ネットワークを設立 

12.18 「TVIQ™」 利用のマルチメディア•サービスの開発と普及でアメリカ TVI 社と協力 

ム意 

12.22次世代都市情報サービス 「ATIS dew」 の実験を開始 

12.26第2回 「NTT 網機能に関する公示」を実施(官報掲載、市内交換機接続インタフェー 
ス機能の開示を含む） 

12.26 音楽 • 音声圧縮技術 「TwinVQ」 のインターネット上での利用実験を開始 


4.1NTT DoCoMo グループが通話料を 
値下げ(地域会社ごとの料金体系に） 
4. 1通話の専」片端接続を自由化 
4. 6 郵政省が電通審に 「NTT の在り方に 
ついて」諮問 

4.26 NTT データ通信㈱東京証券取51所 
市場第2部へ上場 

5. 1 NTT DoCoMo グループが無線呼出 
しサービスの 保証金を廃止 
5.1 長距離系 NCC3 社が VPN サー ビスを 
開始 

6. 1 NTT DoCoMo グループが携帯•自 
動車電話サービスの新規加入料およ 
び基本料を値下げ 

7. 1 NTT Personal 2社（中央、北海道)、 
DDI ポヶット2社(東京、北海道)が 
簡易型携帯電話 (PHS) サービスを開 
始 

7. 1 日本テレコム ㈱ が 50Mbit/s と 
150Mbit/s の高速ディジタル伝送 サ 
ービスを開始 

7. 1山ロニューメディアセンター ㈱が 
簡易型陸上移動無線電話事業を NTT 
中国移動通信網㈱に譲渡 
8. 1東京通信ネットワーク ㈱、大阪メ 
ディアポート㈱が 50Mbit/s の高速デ 
ィジタル伝送サービスを開始 
8.25 日本テレコム ㈱が発着双方負担、 
特定通話先着信課金サービスを開始 
9. 1 NTT DoCoMo グループが特定通話 
先への通話料月極割引を開始 
9. 1中国セルラー電話 ㈱が瀬戸内マリ 
ネット㈱を吸収合併 

10. 1 NTT Personal グループ（中央、北海 
道を除く 7社)、㈱アステル東京お 
よび㈱アステル関西が簡易型携帯 
電話 (PHS) サービスを開始 

10. 1 日本 高速通信㈱が フレームリレー 
サービス、セルリレーサービスを 開始 

10. 1東京通信ネットワーク ㈱がフレー 
ムリレーサービスを開始 

10. 1大阪メディア ポート ㈱ が ISDN サー 
ビス、フレームリレーサービスを 開始 

10. 4 ㈱アステル関西が簡易型携帯電話 

(PHS) サービスを開始 

10.16㈱アステル四国が簡易型携帯電話 
(PHS) サービス(着信のみ)を開始 

10.20 DDI ポケットグループ(東京、北海 
道を除く 7社）が簡易型携帯電話 
(PHS) サービスを開始 

11. 1 NTT DoCoMo グループが基本料と 
通話料を値下げ 

11. 1 ㈱東京テレポートセンターが地域 
系専用 サービスを 開始 

11. 1中部テレコミュニケーション ㈱が 
150Mbit/s の高速ディジタル伝送サ 
ービスを開女台 

11.24 公取委の研究会が、規制緩和-競争条 
件整備経営形態の検討を提言 

12. 1 NTT DoCoMo グループが新規加入 
料を値下げ 

12. 1 ㈱アステル中国が簡易型携帯電話 
(PHS) サービスを開始 

12.8 ㈱アステル九州が簡易型携帯電話 
(PHS) サービスを開始 

12.14行政改革委員会が首相に規制緩和と 
NTT 経営形態の見直しを提言 
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テレドームを全国に拡大 

低価格テレビ会議システム FM-1100 

等を発売 

F ネットにおける月極割引サービス 
の提供を開始 

ATM マルチメデイアシステム BA- 
3000を発売 

高速 ディジタル 伝送 サービスに 超高 
速品目 （50Mbit/s) を追加、 MA 外の 
提供を開始 

ビデオテックス通信サービスにおけ 
る9,600 bil/s モデムサポートの提供を 
開始 

デイジタルコードレスホン「ピエツ 

卜 SlOO^S」 を発売 

CD-ROM 鍵サービス「 iniTa KaTTaJ 
の提供を開始 (NTT テレマーケティ 
ング㈱が取り扱い） 

一般加入電話の契約数が6,000万を 

NTT カード C • プラス（クレジット 
通話サービス)の提供を開始 
テレチヨイスの契約数が100万を突 
破 

デスクトップ通信会議システム FM - 
A71 を発売 

料金割引系 サービスの 契約数が500 
万を突破 

キャッチホン n、 各種網機能(話中 
時転送サービス等)の提供を開始 
テレホーダイ1800の提供を開始 
スーパーリレー CR の提供を開始 
専用料金を見直し、高額利用割引を 
拡大 (SD、 一般） 

パケッ ト交換サービスの契約数が60 
万を突破 

加入電話の基本料(1、2級局の事務 
用)および番号案内料(深夜 • 早朝利 
用の割増料金制)を改定 
英語版電話帳 「City Source」 の情報を 
インターネツトで提供 
テレホーダイ3600の提供を開始 
INS メイト A-1DSU を発売 
INS ネットの契約数が50万(100万チ 
ャネル)を突破 

高効率極小 TDM BC-6000 シリーズ 
を発売 

超高速多重モデム BC-5000 シリーズ 
を発売 

地域集団電話を単独化 
フリーダイヤルの付加機能使用料を 
値下げ (3, 000円を1，000円へ)、通話 
料の スーパー 割引 サービス の提供を 
開始 

ダイヤル Q 2 におけるお客さま希望 
によるパスワードの導入、番組冒頭 
の情報料課金時間の設定、定額課金 
の導入を実施 


® 商品 • サービス 


④広報 • 対外活動など 

4.11 第6回 NTT サイエンスフォーラムを 
開催 

8.- 96年春大学卒業予定男子.女子の人 

気企業ランキングで1位（リクルート 
リ サーチ 調べ） 

10. 3世界電気通信展覧会テレコム '95 に 
出展 

10.24 NTT 国際シンポジウム ’95を開催 


②一般•社会 

4. 9統一地方選挙で、東京都知事に青島 

幸男、大阪府知事に横山ノックの両 
タレント候補が当選 

5. 2 アメリカ大リーグのロサンゼルス • 

ドジャースに入団した野茂英雄投手 
が対ジャイアンツ戦に初先発 
9. 5フランス政府が南太平洋ムルロア環 
礁で地下核実験 

9.26 大和銀行.ニューヨーク支店嘱託行 
員の不正取引による、約11億ドル 
(約1，100億円)の損失が判明 
1 1.23 Windows 95 が日本で発売 


⑱研究•開発 

4 .一 小型 • 高効率のオンボード電源を開 
発 

4 .ー インターネットを利用した教育シス 
テムを開発 

4.- WWW サーバ技術を開発するための 

Japan Window の実験開始 
4 .ー ペン タイプの広帯域測定用プローブ 

を開発 

4. 一 VI&P 総合実験第 HI フェーズ開始 

5. — パーソナルマルチメディア通信サー 

ビス実験を開始 

5. — 超高速情報通信ネットワーク実験を 

開始 

5. -臭いを検出する火災予知システムを 

開発 

6. -光学特性評価用「走査型近接場光学 

顕微鏡」を開発 

6. - 現用回線による 20Gbit/s-l, 000 km の 

光ソリトン伝送に成功 

7. -1，000織子光スイッチの動作実験に 

成功 

7 .— インターネット上での本格的な情報 

システム構築技術 (WebB ASE) を開 
発 

7. —ニューラルネットを用いた降雨•降 

雪予測システムを開発 

8. — 高温超伝導体でトンネル型ジョセフ 

ソン接合特性を確認 

9. ー ディジタル光スイツチのモジュール 

化に成功 

10 .— クリーンなエネルギー 源•燃料電池 

の開発進む 

10.-高信頼の大規模情報分配プロトコル 

を開発 

10. - 400Gbit/s の超高速大容量光伝送実験 

に成功 

11. -超高速処理用の半導体面型光スイッ 

チを開発 

11.- 8kbit/s 音声符号化方式が ITU 委員会 

で国際標準に 

11. -半導体を流れる超伝導電流の新しい 

量子力学効果を実証 

12. - 化合物半導体による超高速ディジタ 

ル 1C を開発 

12 .— 電子現金方式の実験システムを開発 
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